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． 序 文

今日、地城開発の研究ほきわめて重要な課題である。わが国の経済の高度成長ほ、その経済規模の拡

大をとげながらも、多くの問題をのこした。とりわけ、地域の経済的社会的文化的格差の拡大は、高度

経済成長がもたらした問題であった。これら地城発展の不均衡問題については、種々の角度から検討が

くわえられようとしている。

われわれがとり組もうとしているのは、このうち、とくに地城開発における教育の役割を明かにしよ

うとする点にある。地域開発ほ、たんに社会資本投下による産業基盤整備や新興企業の立地、鉄鋼石油

コンビナートの誘致にあるだけではない。かかる資本や組織を運営し、あるいほ生産労働に従事する経

営者、労働者の人的能力の質的、最的確保が不可欠の条件である。かかる地域開発にともなう人間能力

の接成問題を明かにしようとするのがわれわれの研究の関心であったのである。

ここに報告する研究は、われわれがかねがね究明しようとしていたここ数年来の課題研究である。地

城開発◎値展にともなう産業教育のあり方を解明することは、今日もつとも重要な課題であり、とくに、

北海道の地域課題としてもきわめて緊要な課題であるとおもわれる。しかし、問題の設定の意議の重要

さにもかかわらず、この研究の難しさほ、予想以上のものがあった。なぜならば、地城研究ほ、今日のわ

が国学界の現状では、いまだその緒についたばかりであり、とくに地城開発研究は、資本効率ないし、

地城産業連関の分析に力が注がれていて、地城における労働や教育の研究段階にまでおよぶことがすく

なかったからである。また地域研究をすすめていくにほ、その研究が綜合的多角的であればあるほど、

より多くの研究スクッフとより多額の研究予算をひつようとするのである。しかし、ここの研究施設の

現状ではそれを十分に期待することほむずかしい。そこで、われわれは、現在の人員で、なしうる可能

の限界で、若干の危険をよみこみながら研究の礎ともなればと思つて、敢えてこの研究にとりくんだの

である。われわれは、すでにこの研究の第 1部および第 2部で地域の性格、地域産業楷造の分析と、地

城労働市場の解明を行なつてきたが、この第 3部では以上の研究を土台として企業内教育、跛業訓練な

どをはじめとした労働者教育の実態について解明を行なっている。しかし、問題の広汎性からして、地

域産業教育の教材研究、これに基づく産業教育計画の樹立の検討等についてほ今後にゆづらなければな

らなかつた。

こうした研究課題を残したがらも、昭和 38年下期からはじまつたこの調査研究ほ一応終了すること

になるが、本研究施設の地域産業教育研究はさらに他の形で続けてゆく所存であるので、大方のご援助

とご批判を賜われば幸いである。

1 9 6 7年 1D月

北海道大学教育学部

産業教育計画研究施設長

石原孝
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序章 地域開発と教育の課題

ここに発表する研究報告は地城開発における教育の役割を把握するにある。

すなわち、地域社会における教育計画のあり方を検討してみょうとするのが~われわれの共同研究の

ねらいとするところである。

この種の研究が問題にされるという所以は、われわれの現段階においては、つぎのような問題意識に

たつたところである。すなわち、第一においては、この数年間において、わが国の経済は高度の成長を

とげたのであるけれども、この間において、いろいるな社会問題を生じている。

特に地域内の各種の格差が拡大してきており、しかも、こうした地城内の格差が0社会全体の安定、

均衡をくずしつつあるという事実である。

そして経済の成長自体も、こういう格差をはらむことによつて、その停滞化現象を生じほじめている

ということができる。

この地城間の格差はいるいろな面において生じている。

その一つは、地城住民の生活水準所得水準にみられる地域間の格差である。

その一つは文化・教育にみられる地城格差である。

しかも、このような地域間格歪は、じつはその地域の産業構造や人口の就業構造の不均衡に根ざして

いる。

この数年らいの日本の経済ほ、一方において、京浜、京葉京阪神、中京、北九州というような太乎

洋臨海工業地帯の発展をうながし、この地城に所在する産業は急速な発展をしめし、一人あたり生産高

は増大し、所得水準ものびたにも拘らず、他方これら大都市からの速かくの農山村、たとえば、山陰と

か、四国とか南九州とか、北陸、莱i~ 特に北奥羽、あるいは北海道という地域の産業の成長は、停滞

傾向をしめして、一人あたり生産性の伸びほ悪く、この間において、地城間の所得の格差がますます拡

大しつつあるという実情である。

しかも、所得や生産の地域差が拡大しているばかりではなく、文化や教育の面においても地城格差が

生じている。

たとえば、全国学カテストによれば、都市と農村、住宅地と幽且村、漁村地帯の児童の学力の差には

大きな格差があることが指摘されている。

これは、学校教育ばかりではなく、戦場の技術、技能、熟練という面においても、地城差が拡大しつ

つあるのではないかと思われる。

新規学卒労働力、既存R就業労働力は太平洋ベルト工業地帯をめざして、大きな地域間移動を生じつ

つあり、この種の技術・技能労働力ほ特定の地城に偏在するという傾向がますます増大しているように

思われる。

こうした、生産労働力の地域酷分R偏在ということは同時に所得の地城間格差と相対応する関係にあ

つて、高所得、高賃金の熟練労働者は高庶産業地城に偏在し、この地域にむかつて移動するという現象
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がすすんできているQ'...)である。

虹のような地域格差を縮Aヽ し是正するための対策とにて登場したのが地城開発計画である。

これまでの地域開発というものを考えてみると、それは概ね産業基盤の整備、あるいは工業立地を王

体とする産業投資が開発の構想の中心となつて展開されてきている。

しかし、地域開発は、地域住民の生活水準の増進、福祉の増進ということが究極の目的として、この

ための産業の開発でなければならない。したがつて、このような地域開発惜想において、これまで誤つ

た考え方が、根づよく存在しているように思われる。

ここで、地城開発の正しいあり方を検討することが今日の段階において璽要な課題になってきたので

ある。たとえば、最近、新産業都市への問題が大きくクローズ・アップされ、全国の各都市とくに中規

模の都市が新産業都市の指定をうけるべく、誘致運動をおこしてきている。

しかし、このような誘致運動の活発な展開にも拘らず、その地域の開発をいかにすすめるか、地城開

発のイメージの設定、こういうことについては、必ずしも真けんな検討がなされていない。

いつたいに、地域開発とはなんであるか、なにを目的としているかということについてほ、地城住民

の側にたつて充分な検討がなされなければならないのではないかと思われる。

こんに汐指定をうけた新産業都市をはじめとして、それ以外の地城にも種々の開発計画が発表され

示されているけれども、そこにみられる共通の傾向は、概して工業開発を中心とした産業開発計画が考

えられているようである。

この産業開発計画にもとづいた地城開発計画という構想は、確かにその住民の生活の基盤を生活の基

礎をたてなおしてその地域の産業楷造の体質改善をおこなうという意味においてほ、それ自体重要な事

柄ではある。

しかし、問題はこうした地域の産業開発がなにをねらいとし、なにを目的としているかということで

ある。

地域の工業化(Industrialization)ということは、じつは、それ自体が目的であるのでは

なくて、じつはある別の目的を発生させるための手段、方法である。

いいかえれば、地域住民の福祉を増進するという目的にかなつての手段・方法であると思うのである。

つまり産業開発を主軸としたIndustrialismほそれ自体が決して目的ではない。

このような考え方にたつときにわれわれほ、こんにちの地域開発にみられる産業開発中心主義Vこ大

きな疑問を感ずるのである。

こんにちみられる産業中心主義の考え方ま、いろいるな内容をもつて展開されてきたのである。

かつては、たとえば、地下資源、水査源開発のような自然資源阻発(NaturalResources-

Development)を中心とした開発主義がすすめられてきた。

しかし｀その後、このような自然資源開発主義から、さらにかわつて工業開発あるいしま、工業開発を

すすめるための工業基盤の整備と、すなわち、工業用地、用水の問題や、道路、港湾、鉄道などの工業

製品の輸送の問題ということが産業開発の中心として考えられ、あるいは、こうした用地、用水、産業

交通の整備に基づいたとこるの工場の建設、工業立地として考えられてきたのである。

しかし、かりに、このょうな立場にたつたとしても、資源の開発や、工業の立地はただこれらの目的

を達成するために物的資本を投下し、設備をととのえることだけによつて開発をすすめられるものでほ
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ないのである。

かりに、この開発をすすめるにあたつては単なる物的資本の条件をそなえることだけではなくて、

人的資本 (Human Capita])の監備をすることが大きな前提となることほ忘れてはならな

らない。

すなわち、産業開発をすすめるにあたつて、産業活動を営む事業組織および人間の問題がある。

いいかえれば、それは開発を推進するにたる有力な紐遣組織を確立することである。

もう一つほか .1..る経営組織体内における経営者、企業リーダ一の問題と、もう一つにはそのもとで働

＜労働者の能力の問題がある。

これまでの地域開発の考え方のなかにほ、物的演本を中心にした産業開発中心の偏見がなかつたわけ

ではないのである。

このような、考え方にたつときややもすれば、地域の開発に必要とする労働力は充分にあり、地域人

口の過剌性を理由にして、労働力の調査ほ充分であるという偏見による傾向がある。

しかし、地域開発を必要とするような人口問題ほ人口それ自体過測であっても、必らずしも開発を推

進するにあたつての有効Tょ労働力、たとえば、技術者や、熟練労働者は、けつして余剰、過剰であるわ

けではなく、むしろ大いに不足しているというのが共通の問題点である。

ヌJレク七が、すでに指摘しているように換進地城の特色は人口の過剰と資本の不足と有効労倒のの不．

足という相矛盾する現象の累根とこれらの経済的な悪じゅん環の中に、後進地域の問題が累摂されてい

るということである。地域開発が既に述べたように、地城住民の福祉であるどいうごとを、かんがみる

ときに地城開発は、ただ道路や、港湾や工業用地を建設するということではなくて、地域の社会開発、

すなわち、たとえば住民の住宅ゃ、衛生環境や、施設の整備や、あるいま、厚生施設を整備する、とい

うような社会資本の投下という面にもつと施策をおしすすめていくことが必要に思われるのである。

地城経済問題調査会ほ、すでにその示した答申の中でこのように述べている。

「こんにちの地域開発の理念は、非貨弊的福祉を含む地域住民の福祉を向上させることでなければな

らない」という地城開発の基本構想をのべている。つまり、たとえば、新工業立地にともなう産業災害、

公害等を予防し、あるかは、人hの集中化にともなう住宅、宅地の問題、交通問題、環境衛生問題等山

樅する諸問題を根挺的に社会開発していくということが地城開発の中心課題となることが指摘されてい

るのである。

しかし、地域開発の中でこのような地城住民の福祉を考える社会開発が主要であるといつても、その

麟としてほ、やほり生産的基盤、これを実現する生産的基盤ゃ産業楷造のあり方を検討することとこ

れにともなう雇用計画、教育の計画が祉会開発計画の前提としてす.I..められていなければならない。高

い所得水準とゆたかな住民の福祉というものは、このような経済的な基盤が整備されることを前提とし

て、ほじめて実現が可能になるのである。

すでに指摘された地城開発におけるこのかたよつたIndustr ialismf¥、しかしそれ自体は否定

されるぺきものてiまない。

I工dustrialismの誤ぴゆう性が指摘される所以は、既述のように社会開発をわすれたところに

ある。

しかし、社会凋発をめざすIndustrialismほ否定されるどこるか、むしる、重要な問題として
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考えられなければならない。

いつたいに地域開発をす上めるにあたつてほ産業投資計画はもとより、これと併行して雇用計画と、

教育計画がすいめられることが必要である。

いいかえれば地城開発計画は単なる投資計画ではなくて、あるいは単なる労働力の最的および、質的

面もあわせて考えていかねばならない。それが地城開発をおしすすめるにあたつての扉用計画および教

育計画の重要な所以である。

このように考えるときに、地域開発をすすめるにあたつての教育計画はつぎのような性格をもつもの

であると考えられる。

その一つは、教育計画が、雇用計画や産業計画と有機的な関連をもつてすすめられ、こうした諸計画

の総合的なPlanningにいたつてほじめて地城計画が成立するということである。いいかえれば、地

城計画はつぎのようなーかんした諸計画のなかに、位置づけられるべきであろう。

すなわち、先ず地域の産業構造の質的発展、質的改善をめざすような地域産業計画が考えられ、つぎ

に、これに対応する人口、労働力の産業間配分計画．いいかえれば、 Manpower 計画・雇用計画が

考えられ、そしてこのよ？な産業が要求するManpower、人的能力の蓑成としての地城散育計画が立

案される。

地城住民の福祉

（住民の人間成長）

目↑実

誓1 j塁
向段

労働需要／：言ーー一労働供給こ丁）

その二つは地域教育計画ほ地域産業に従事する

生産的労働力を達成する産業教育計画を中核とす

る一連の総合的な教育計画をたてることである。

すでに地城産業をすすめるにあたつて産業投資

がなされるわけであるが、その産業活動をすすめ

るl¢あたつて、これに従事し、活動ナる人間能力

の育成計画が必要であることはいうまでもない。

この前提が確立されないかぎり地城産業開発は

実現しないのである。

したがつて、地域の社会開発の前提条件である

産業活動の推進にあたつても、この種の人的能力

開発計画が璽要な課題になり、これを中核とする

教育計画がすすめられなければならないのである。

たとえば、この地域の工業化をおしすすめるという場合にほ先ず工業に熟練労働力を育成することが

必要である。

あるいは農業の開発をすすめ、農業の構造改善をすすめるにあたつては、これにふさわしい農民の

蓑成が必要になるわけである。

こうした産業教育計画を主軸としながら、しかも、この地域住民として、市民としての社会的人間の

育成というものも、あわせておし進めなければならない。

したがつて、地城教育計画ほ産業教育計画と社会教育計画と統合する形においてすすめられることが

必墨只である。

第三には、地城の開発計画にともなう地域教育計画は教育の初段階、教育活動の初レベルにおいて、
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涸別的にそれぞれ計画がたてられる、また、これらの個別教育計画をあわせた総合的な、有機的Tょ教育．i

計画をたてることが必要である。

地城教育計画は単に、学校教育計画だけにとどまらないo むしる、地域教育計画を総合的におしすす

める立場にたつかぎりにおいてほ、教育活動の組織化が充分にすすめられていないような分野、すなわ

ち、教育の未組織的な分野において、とくに教育計画の立案がなされなければならないし、その必要性

が大きい。

たとえば、地城社会において教育の機会を受けることの少ない背少年・婦人層、あるいほ老令労働者、

身体障害者、失業者、不完全就業者というような、社会教育や、産業教育ないし、技能の再教育を必要

とするような層にたいしての教育が必要である。

また、識場教育、とくに後進地域においてほ、中小企業の職場教育の組織化．計画化ということが必

要である。

いいかえれば、地城教育計画というのは、学校教育と、前述のような臓場教育・社会教育を有機的に

総合した教育計画として考えられることが必要なのである。

以上みたような地城教育計画の必要性を強調する立場にたつかぎりにおいて、われわれは、地域教育

計画を立案するにあたつて、つぎのような諸条件を検討することが必要だと思う。

その第ーは、地域の産業構造のあり方を検討して、これからの今後のあたらしい産業構造の方向を探

究して、これにもとづいたときに、そこに養成される人的能力言人的資源の問題はなんであるか、新し

い産業構造より生ずる産業ニードに対応する人間能力教育計画はいかなるものであるかということを考

える。いいかえれば、産業ニードと教育ニードとをむすびつけて、その実態を把掘することを前提とし

たPlaIlIliIlg が必要ではないかと思う。

その第二は地城の内外、すなわち、当内地域と他地城との間の人口の移動、労働力移動や、当内地城

における人口、労働力の移動の実態の把握をして、これにもとづいた適正な労働人口配分計画を考え、

産業の近代化言工業化をすすめることを円滑にするような雇用計画が検討されることが課題となる。

これまでの地城産業立地と、これに基づく雇用効果を検討してみると、必らずしも、その間において

有効的な配分がなされていたとは思われないような企業誘致が各地でおこなわれている。

たとえば道内においても、農村地帯に紙パの大企業が進出してきても、とくに吸収される雇用労働力

ほ道外から求められて、地元労働力は吸収されず盲地元労働力はむしる他地城に雇用機会を求めて流出

するという現象がでてきている。いいかえれば、地城間の雇用配分において大きな労働需給のアンバラ

ンスと、移動上のロスが生じているo労働力のアロケーシヨンが円滑に且つ適正におこなわれていない

という現象がみられるのである。

たとえば、このような対策として、われわれが模範とするのは、かのイギリスの地城開発計画である。

イギリスにおいては、産業開発法は失業多発地帯の産業立地の促進を規制するだけではなくて、当が

い地域の住民の雇用機会を増進することを念頭において、これにもとづいて、労働人口の地域配分に大

きな考感をはらつている。

第三の地城の教育計画の課題ほ、学挨教育および、戦場教育における組織化、計画化の問題である。

現在におけるわが国の識場教育における実情をみると必らずしも職場教育が産業の全分野にわたつて

円滑にかつ適正におこなわれているとほ断言できないであろう。
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識場教育の近代化が比較的よくおし進められているとこるi芯大企業で、とくに高度成長産業の企業

に多くみられるところであるが、他面、中小企業、停滞産業、あるいは、後進地城に所在するとこるの

産業の眺場教育の近代化、計画化ということには必らずしも充分ではない。

また．職場教育の重点は、かりに近代的大企業でおこなわれていても、これまでの職場教育の傾向か

らみるとき..その重点は、職場の第1線監督者層すなわち、フォアマン階の教育におかれており、また、

あるいは、その上にたつ経営管理者層すなわち、 トップ・マネージメント、の層や、ミドJレ・・マネージメ

ントの層の教育に重点がおかれていて、一般従業員の教育については、軽視されていた傾向がある。

たとえば一般従業員の教育は、入社時のオリエンテーシヨン・トレーニングにとどまるか、一部の熟

練労働力の技能疾成にとどまるかであるにすぎない。

しかも、また職場教育しおその企業体のそれぞれの従業員の各層を網羅した総合的な教育体系が確立

される必要性があるにも拘らずこの種のインテグレートする教育体系の確立は、一部の大企業にとどま

つていて。これが多くの一般企業にまで普及していく醐堵でしまない。

また、地城内の職場教育と学校教育との連関は充分に検討されることが必要であるにもかかわらず、

この面は充分に教育プランとしても考慮がはらわれていないのが現状である。

とこるが職場における労働者の教育・人間形成は、実ほ学校教育ゃ家庭教育からひきつづく一連の人

間形成過程の一環として行なわれるのが本来の教育のあり方であると思われる。

それにも拘らず、この面が軽視されて、それぞれの教育の分野で別々に寸断されているところが問題

である。

こうした、たて割りの教育をつらぬいた横のつながりのある計画、教育活動を地域を単位として、基

盤として考え計画化することが重要な課題である。

つぎに、教育計画の課題として、学校教育の分野においても種々の問題が存在している。特に、地城

の産業開発、社会開発と関連して必要なのは、中等教育、とくに後期中等教育の充実という問題がある。

後期中等教育の拡充ほ、すでに 20世紀前半の教育の最大の課題として考えられている。欧米各国に

おいても、後期中等教育の拡充計画がすすめられてきた。

そして、この計画は種々の立法や制度を通じて実現され、青少年の後期中等教育をうける機会は普及

するよ‘)になつてきた。

しかし、後期中等教育は、その教育機会が広く青少年に与えられるということだけではなくて、もう

一つの問題は、その質的な面に問題がある。

それは教育の内容、教育の水準を高める、とくに盲こんにちの科学技術の進歩に対応した教育の質的

な充実ということが重要な課題となる。

もう一つは、この地城問題との関連において考えるときに、地域の住民の生活や地城の産業と密接な

関連をもつ教育のあり方を検討して、そこに必要とされる教育の計画化が考えられなければならないし、

これが大きな課題となるであるう。 tこの序章は、すでに第1部の冒頭にかかげておいたが、 第 5部

と関係が深いので、ここに再び収録した）

-6-



第 3部 地域開発と労働者教育
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序論研究の意図と方法

I研究の意図

この研究報告は、すでに刊行された第 1部「地城開発と地城社会変動構造」、第 2部「労働移動と職

疇識」の 2報告⑫続いて、北海道の拠点工業凋発都市である苫小牧市を対象とした実態調査報告ー「

地城開発と産業教育」ーの続編をなすものである。この第3部では、第 1部と第2部で詳細に分折され

た調査対象地の産業構造および労働市蝙描造の変貌という事実をふまえながら、地域開発にともなう労

働力需要の最的拡大と質的変化に対応して、調査対象地において技能労働力の養成＇訓練がいかなる形で

おし進められているかを考察することに主要な狙いがおかれている。

今日ほど、わが国で教育訓練の問題が社会の注目を進めている時代はない、といわれる。いうまでも

なく、この背景には、・昭和 30年代の技術革新を背景とした経済撒造の変動と労働力需給バランスの変

化という顕著な事実が介在する。このようなドラスチックな客観情勢の変化に関連して、教育訓練の果

すべき機能と・役割が問題とされ、各方面で激しい論談が斗わされているのである。これらの論争の直接

的な契機となつたのは、周知のように政府の根極的努力で具体化した人的能力政策 ma耳power P-

olicyの策定と展開であった。

すなわち、 manpower Policy は35年11月の「国民所得倍増計画に関する経済審議会の答

申」において問題提起がなされ、その後、長期間の検討を経て 38年 1月の「人的能力政策に関する経

済審議会の答申」においてその大網が明らかにされた。そして、 4D年 12月に出された雇用審議会の

答申「産業および労働面における楷造的変化等に伴う雇用に関する政策について」によつて雇用政策の

側面からの肉付けがなされ．さらに 41年 10月の中央教育審議会の答申「後期中等教育の拡充．整備

について」によつて教育政策の側面から補強されることになつた。6)これらの答申にもとづいて策定さ

れたマンパワー政策ほ所謂、新産業体制に対処した教育訓練に関する基本方策として確認され、ここ数

年来、政府と産業界の密接な協力体制の下で漸次濤実施に移されつつある。後期中等教育の多様化、ハ

イクレント・マンパワーの接成を目指す能力主義の徹底、技能労働者の姜成確保などの諸政策はその現

れの一部をなすものにほかならない。

とこるで．これらの答申以来畜その内容に関してほかなり激しい批判沿提起されてし＇ヽる。問題をこの

研究の主要テーマである技能労働力の蓑成訓練に限つてみても、職業訓練を後期中等教育の一環として

制度的に承認すべきか、否かという位置づけに関して、大きな意見の陰い違いがみられる。すなわち、

産業界の要請に応えて学校教育と職業訓練、とくに企業内訓練との連携をおし進めようとする答申の基

本姿勢に対して．戦業訓練の必要性を認めつつも、これを後期中等教育の一哀とすることは公教育の空

洞化をまねくとする全面的な反対論、あるいは技術革新による労働内容の変化についての一定の評価か

ら企業内教育訓練の公共化、民主化を当面の課題とする連携教育改革論などが提出されている，0

しかし．実態調査を主眼とするこの論文の性格上、以上のような相対立する諸見解についての一般的、

原則的評価をここで加えるのほ適当ではない。この調査研究でわれわれが意図したのは、地域開発にと
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もなう技能労働力の蓑成訓諒の実態と問題点を明らかにすることである。したがつて、ここで重要な(l_)

は政策論争ではなく、日本資本主義の現局面において、教育訓練をめぐつていかなる問題炉発生し、教

育訓練がこれに応えていかなる役割を果しているか、という現実の解明である。ただ、上記の論争に関

連して確認しておく必要のあるのは、これらの論点のなかに今日のゎが国教育訓練の当面している基本

的な問題が含まれていることである。ここでは論点整理の便宜上、マンパワー政策に則してこれを具体

的に示すと、現段階における教育訓練の当面する主な問題ほ 3つあると思われる。

その第 1は、昭和 3D年代以降の急激な産業描造の変動と新産業体制の形成に即応した技術者、技能

者養成の要求であり、その第2は、スクラップ・アンド・ビ）レドという産業構造の再編成、合理化にと

もなう労働力の産業間・地城間流動の円滑化のための転職訓練強化の必要性であり、そして、第3は、

技術革新の流れのなかで後期中等教育の完成という課題を解決することである。以上の 3点が現在のマ

ンパワー政策に対する袈否いかんにかかわらず、今日の教育訓練をめぐる動きの焦点を示していること

だけは、事実として承認されねばならないであろうo別の側面からいうと、今日の教育訓練にほ、日本

資本主義の現段階にとつて至上命令である労働力の有効活用のために、重要な役割を果すことが期待さ

れているのである。

われわれがこの研究で意図したのは、すでに述べたように、全国レベルで提邑されている教育訓練問

題ヵ噺興工業地域における技能労働力の蓑成訓練のなかでどのような形で現われているのかを明らかに

することである。ここで道央新産都市の中心部に位置する苫小牧市を調査対象とした理由ほ、このよう

な描造変化の激しい新興工業地城では上記の教育訓練問題がきわめて尖鋭的な形で現われている、と予

想したからにほかならない。とこるで。教育訓練をめぐる新しい動きを日本資本主義(l_)•新局面への移行

に対応した全労働力の再編成過程の一環として把えることができるとすれば奮分折の対象を技能労働力

(l_)蓑成訓練に限つてみても．その現状把握のためにほ、たんに新規労働力である青少年労働者の養成訓

練のみではなく、中高年令労働者の再訓練富転職訓練などをも含む労働者各層の教育訓練状況について

(l_)包括的な解明が必要となる。さらに、これらの教育訓練が多様な形態で行なわれている現状では、わ

れわれの調査領城も狭義の教育訓練、すなわち企業内教育と公共職業訓練のみでなく、業界や各種学校

などの疇している教育訓練をも包含する必要がある。

しかしながら、われわれの調査の狙いは、たんに全国レペルで提起されている教育訓練の問題点を特

定地城のなかで発見することだけにあるのではない。このような全国的課題が日本資本王義の再編強化

にともなつて生じた必然的な産物である以上、地城レベルでその現われを発見することは、ある意味で

は容易である。ところで.地域レペルで現われる教育訓練問題ほ全国レペルでの問題状況に規制される

としても、問題発生の要因自体は当該地城社会のなかて形成されるのである。また、全国レペルでの問

題状況もこうして発生した地域レペルでの問題の集摂によって、はじめて一定の意味をもつわけである。

だから、全国レペルで問題になっている教育訓練の問題点を追求するといつても、地城研究という視点を

をぬきにしては研究の成呆が期待できないことになる。この意味で、工業化を基軸とした地域開発の進

展のなかで、当該地城における各種の教育訓練が夫々企業や労働者にとつていかなる意味をもつている

恥さらに当該地域の産業構造や労働市場構造の変動と再絹成に対して、教育訓練はいかなる機能を果

しているのか、が明らかにされる必要がある。つまり、一言にしていえば、全国レペルで提起されてい

る教育訓練に関する問題点の追求と地域研究との結合がここでの基本的な狙いである、ということがで
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きよう。

l 研究の対象と方法

この調査の対象地域である苺小牧市では、地城開発の進展にともなって奮昭和 35年頃を境として産

業基盤の整備という弱発の初期段階から本格的工業化の段階へ漸次移行する傾向を示しで、ヽる。このよう

な情勢を背景として、苫小牧市内でほ昭利 37、38年頃から労働者を対象とした教育訓練の動きが活

発となり畜（固別企業、業界および地方自治体などの手によって各種の新しい教育訓練が行なわれるよう

になつている。このような事情のため、ここで分折の対象となったのほ王として昭和35年以降の時期

に限られている。

われわれは、この研究を進めるにあたつて現在、調査対象地域内で行なわれている多様な形態の教育

訓練をできうる限り研究の対象に加えるべく努力した。これらの教育訓練はその形態や内容が異つてい

るように、地城社会において呆している機能もまた異つていると考えられる。何故ならば、同一地城に

所在するといつても、技術の発展段階ゃ労働内容が業種、規模ごとに不均等であり、労働者の資質にも

差異がある以上、これに規制されて、教育訓練のあり方も自ら異ならざるを得ないからである。地城開

発と教育訓練との関連を問題とするこの研究のばあいは、個々のケースをつみ猿ねたか上る包括的なア

プローチこそ問題の解明のために適切であると考えられる＂従来までのこの種の研究ほ．産業レベル、

企業レペJレのものが多く、しかも特定企業中心の研究が大半を占めていた。しかしながら．このように

特定の企業のみに対象を限定したばあいには、地域社会における教育訓練の機能についての十分な研究

成果は期待できないことになる。このような欠陥におちいることを避けるため畜この調査研究では苫小

牧市内では行なわれている 5種類の教育訓練を対象とし、その各々について検討を加えることにしてい

る。

まず第 1` にとり上げたのほ、 0製紙苫小牧工場およびその関連企業における教育訓練の実態である。

0製紙苫小牧工場は明治43年に操業を開始した歴史の古い既存工場であるが、操業以来一貰して市内

の諸工場のなかで王座の地位を占めてきた。すでtc第 1部および第2部で明らかにしたように、最近の

苫小牧市産業構造にみられる新しい動きは、工業港(J_)開港と資親立地型新規エ業の生成と発展によつてヽ

「紙の町」的単一都市から脱却しつつある点にある。しかし、この事実は、苫小牧市における既存企業

の雄である 0製紙グJレープが苫小牧開発の進展に貢献しなかつたことを意味するわけではない。苫小牧

市の工業化の進展は新規立地工業ばかりでなく、 0製紙グJレープの活発な動きによるところが少なくな

い。たとえば、工業統計調査によつて昭和 31年以降の動きをみてふ 0製紙工場を主力とした紙パJレ

プ工業は従業者数の絶対的減少にもかかわらず冨製品出荷額の面ではなお、全市工業における増加数の

8割近くを占めているのである。 o製紙工場では昭和 35年頃から合理化のテンポが早くなっているが、

これにともなつて労働内容の質的変化が生じ｀企棠内教育の整備強化がほかられつつある。他方では、

工場業務の再緬成の結果、 2つの系列企業が新設され、中卒者を対象とした認定戟業訓練なども行なわ

れるようになつている。ゎれわれほ、既存大企業における技術革新と企業内教育の動きを示す事例とし
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て、このような0製紙グループの教育訓練の実態を分折する。

第 2にとり上げた c7..)ば、苫小牧開発の進展につれて昭和30年以降、市内に新規立地した新設諸工

場における企業内教育の実態である。苫小牧市内新設工場のうち、実際に考察の対象としたのは比較的

規模の大きい繊維板、ヒユーム管および合成樹脂の 3工場である。これらの新規立地工場のばあいには、

同一業種に属する工場が地元に存在しないため、技能労働力の菩殺が乏しいという条件の下で、制約さ

れた期間内に労働力編成を余儀なくされたわけである。すでに述べたように、これらの新規立地工場ほ

苫小牧開発の新しい動きを代表するという意味で..きゎめて注目すべき存在であるoわれわれは、これ

らの工場にみられる労働力編成の特殊事情と関連させながら..その教育訓練状況についての解明を試み

ることとする。

第 3ば問題としたのは、零細企業における共同職業訓練の実線である。苫小牧市内では市や道などの

行政指導もあつて、昭和 39年頃から同業組合を主体とした各種の共同職業訓練所の設立をみている。

このような共同職業訓練は現在までのところ、塗装工..左官、電路工、建具工および板金工など 5業種

に及んでいるが、かかる共同職業訓練の実施は後期中等教育のあり方との関連で見逃すことのできない

意味をもつている。われわれは、これらの共同職業訓練がいかなる背景の下で導入されたか、さらにそ

の実施過程ではいかなる問題が発生しているのか、を分析の焦点とする。

ここで考察の対象とした第 4のものは、すでに指摘した企業内教育や共同職業訓練以外の形態で行な

われている各種の教育訓練であるo 苫小牧市内でこれに属するものとしてほ、自動車整備振典会や港湾

安全協会など業界の手による諮習会、あるいは市立自動車学校、産業開発青年隊など地方自治体の設立

した教育機関などがあげられる。これらの教育訓練はそれぞれ独自の目的とシステムのもとで実施され

ているが、いずれも技能労働力の養成訓練という面では一定の殺極的な機能を果していると考えてよい。

われわれは．これらの教育訓練が地城罪発にともなう社会構造の変動のなかで..いか砥る役割を演じて

いるカヽを実証的に追求する。

第 5の問題氏昭和 40年度に設置された苫小牧職業訓練所における公共職業訓練の実態である。第

2部で明らかにしたように、苫小牧開発の進展につれて、他地城から流入する人口は増大の一途をたど

つているが、これらの流入人口層のなかには職を求めて流入する離職者世帯も多くみられ、とくに炭鉱

離職者世帯のごときは 1,0 0 0世帯以上に達している。職業訓練所設立の主たる目的ほ、いうまでもなく、

このような離賊者層に対する転職訓練の実施にあったのである。この調査研究では、今日の教育訓練に

とつて大きな意味をもつ転戦訓練の状況をとり上げることによつて、か上る転職訓練の果している役割

と問題点を究明する。

この調査の対象地域である苫小牧市では、以上述べたように、きわめて多様な教育訓練が存在し、そ

の多くは活発な動きを示しているo しかし、これらの教育訓練は現在までのとこる必ずしも体系的、系

統的に行なわれているとはいえない。われわれほ、この研究の最後で、 20数世帯を対象とした炭鉱離

職者の調査事例をつうじて、入職分野を決定する上で教育訓練機会の有無、あるいは教育訓練の質がい

かなる影響を及ぼしているか、を追求する。

最彼に、われわれがこの調査で採用した分析視角について若干の補足を行なつておこう。一般に、教

育訓練に対する新しいニードは、資本のイニジアチイヴで行なわれる労働力需要の変動によつて生ずる

のであるが、その具体的動きは労働力の供給構造によつて規制されざるを得ない。つまり、資本の労働
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力需要と冨既就業労働力をも加えた供給労働力の質と蓋とによつて、教育訓練の具体的あり方は決定さ

れることになる。すで記述べたように、今日の教育訓練は、資本の側からみると、技術革新iし合理化に

対応した労働力再編成のための有力取手段である、という性格をおびている。しかじながら、このよう

な資本の意図は、有機的構成に対応した個別企業の企業内雇用市楊や地方労働市場の再編成をつうじて、

ほじめて具体化されるわけである。このような意味において、この研究でほ労働市場論的分析視角を基

本的な手法として採用し、労働市場の描造的変動との関連で教育訓練問題の分析を行なつている。多様

な形態で進行しつつある技能労働力の接成訓練かもつ矛盾と問題点も、一定の地城社会を対象としたか

上る分析視角によつてほじめて統一的狸解が可能となるものと思われる。

注（1) これらの答申の基本姿勢に大きな影響を及ぽしたのは、周知のように、昭和 31年 11月に日

経連から政府に提出された「新時代の要諮する技術教育に関する意見」である。ここに盛られた辿携教

育の理念は、その後、戦業訓練法の施行(.3 3年 7月）、学校教育法の一部改正(36年 1D月）とな

つて具体化することになる。しかし、日経辿としては企業内教育と学校教育との連携をおし進めること

をさらに期待し、 4D年 2月に「後期中等教育に対する要望」を発表した。このような産業界の慈見が、

今回の中教審答申に色談く反映しているわけである。このような資本側の動向については、次の論文が

参考となる。

佐々木享「職業訓練をめぐる諸問題」（専修大学社会科学研究所「社会科学年報第 1号」、41 

年 5月、所収）

また、マンパワー答申の一部をなす労働力流動円滑イ臣のための転職訓練の強化については、炭鉱離職

者臨時措慨法の一部改正 (38年5月）、職業安定法および緊急失対法の一部改正(.3 8年 7月）など

で部分的に具体化され、さらに前記の雁用審議会の答申に対応して立案された雁用対策法の成立(.4 1 

年 7月）によっていつそう徹底した内容のものとなった。この雇用対策法の制定以降、国家の果す役割

の租柩化という点で、戦後の労働力対策は新たな段階に入ったとみられる。つまり、この法律は、戦後

のわが国における国家独占資本主義的労働力政策の一応の完成として把えられるのである。
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第1章．既存大企業の合理化・近代化と企業内教育

-0製紙苫小牧工場を中心として一―-

I o製紙苫小牧工場の沿革

調査対象となつた0製紙KK苫小牧工場ほ、わが国で最大の生産規模を有する製紙工場であり、主要製

品である新開用紙の供給最では全国需要の 35％以上を占めている。この工場が操業を開始したのは、

明治 43年 9月のことに属するから、その歴史はすでk55年を超えている。 0製紙工場が苫小牧市に

設立された主な要因ほ、つぎのような立地条件に起因する｀といわれている。すなわち、当時、 0製紙

KKは日露戦争後の新聞用紙需用の急増という惰勢にかんがみて、北海道内に新工場を建設する計画を樹

立し、道内各地の立地条件についての調査を行なつた。この調査の結果、 (1)周辺に日高冨胆振地方の森

林賢源が存在すること、 (2)良質で盟富な工業用水が取水可能なこと、 (3)支笏湖を利用した水力発電によ

つて動力が安く手にはいること、 (4)輸送上便利な地理的位置にあること、などの優艮な立地条件が見込

まれて、苫小牧市が新工場の予定地として選定されたのである。そうして．明治 41年4月には0製紙

の手によつて新工場の建設工事が瘤エされ、 43年9月には完成をみた0 0製紙苫小牧工場ほ、当時の

一部にみられたパJレプ工場と製紙工場との分離という形態をとらず、パルプ、製紙の両部門を具えた総

合一貰工場として建設されたのである。

この工場氏亜硫酸バJレプ (SP)および砕木バルプ(GP)の生産設備をもつて発足したが、その

重点はあくまでも砕木パJレプvcおかれていたo操業開始以来、工場の主力製品は新開用紙であったが、

その生産高ほ大正末期から昭和初期において全国新開用紙需要の 75％を占めていた0(1)それ以降も、

工蝙の発展にともなつて生産高は着実に伸び、昭和 10年代には日産50 0 トンの生産をあげるように

なつたo

-ころで．ここで0製紙KKの動きについて少しふれておくと、第 1次大戦を契機とした需要の高まり

のなかで、 0製紙は森林資源を求めて北海道からさらに樺太へと進出し、莫大な固定資本を投下してつ

ぎつぎに新工場の建設を行なつた。第 1次大戦後の反動恐慌によつて、紙、バルプ業界は激しい再絹成

の波に襲われるが． 0製紙はF製紙畜 k工業の2社とともに業界の雄として企業規模をさらに拡大する。

そうして、昭和 8年5月には、三井財閥系列会社としての地位を利用して、有力な競争相手であったF

製紙• K工業の 2社を併合し'>紙、パルプ産業にぉける独占的地位を確立したのでぁる。(2）〇製紙は満

州事変以後、戦時景気の波に乗って中国大陸への進出を行ない、生産活動のいつそうの増大をほかる。

かくして、最盛期の 0製紙tむ査本金 3億 1,000万円の巨大企業であり、全国の洋紙生産の 85％を独

占していた0(3)このような事情のため奮苫小牧工場の同社全体に占める比重は、そのめざましい発展に

もかかわらず奮相対的にほかえつて低下せざるを得なかつたのである。

しかしながら、敗戦によつて0史紙ほ樺太•朝鮮、中国および南方で所有していた製紙工場を一挙に

失い富その上、昭和 2,4年 8月には占領軍の圧力のため集中排除法によつて企業分割を余儀なくされた。
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この結果、苫小牧工場は再編された0製紙の所有する唯一の工場と．して残され、企業再建の重責を一手

に担わされることになつた。戦後の企業分割による寡占体制の瑯裳は、わが国の紙・バJレプ業界に少な

からざる刺戟を与え、このため業界における独占支配の獲得をめざす独占体間の新たな競争が激化して

いる。このような情勢のもとで、 0製紙ほ苫小牧工場を新開用紙を王体とした製紙工場として極力強化

すると同時に、本州地城への工場進出という椴極策を実行k移しているo早くも昭和27年6月には愛

知県に上質紙工場を建設して操業に乗り出し、さらに昭和 37年6月にほ、同じ場所にクラフト工場を

新設するにいたつている。このような努力の結果、 0製紙は戦後段階においてもいぜんとして紙・パJレ

プ業界におけるトップメーカーの地位を保持しているのである。

•ここで、戦後における苫小牧工場の躍進状況を生産高の推移によつて示すと、図 1-1([) とおり．であ

る。すなわち、苫小牧工場における日産紙生産高ほ企業分割直倹の昭和26年には、早くも戦前のビー

クを示虹召和 14年の生産水準を超えて日産50 0トン以上を記録し、それ以降も 14 J5日に及ぶ長期

のストの発生した昭和33年を唯一の例外として、生産高は一貫した上昇カープを描いているo 昭和41

年度上期の同社有価証券報告書によると、同工場の紙生産能力は日産1,321.3トンに達している。この

ような生産能力上昇の背景には、いうまでもなく、同社の行なった戦後の活発な設備投資による技術革

新の動きが存在する。

図1-1 苫小牧工場50年の歩み

現ー、
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すでに述べたように、 0製紙苫小牧工場では他の新開用紙工場のばあいと同じく、新聞用紙生産用の

バJレプとして、砕木パルプ (GP) および亜硫酸~,Jレプ (SP) の 2 種類が用いられてきた。ところが、
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これらのパJレプ製造に必要な原木はエゾマツ、 トドマツなどの針葉樹(N材）に限られて命り、しかも

戦前においてほ殆んどが北洋材であったo このような事情のため、樺太、中国などの豊富な森林資源を

失った晦後のわが国では、紙・パJレプ業界の急速な回復につれて昭和 29年頃から深渕なN材不足に直

面することになり、これにともなつて原木価格も異常な高勝をみせたo このような情勢に対処するため、

紙・バJレプ業界ではカバ、ナラ、ハンなどの広葉樹 (L材）や廃材チップを原料とする製造方法が熱心

に研究され、同時に諸外国における技術開発の状況なども参考とされたo とくに昭和32年度には政府

の手によつて林力増強計画が立案されたが、これにもとずく国有林の皆伐方式採用のためL材および小

経木の利用が可能となつたことも、この動きを促進することになつたo こうしてパ）レプ製造抜術の研究

開発の結果、 N材よりほ価格のかなり安いL材とチップ材とを利用する各種の製造方法がつぎつぎと発

達してきたのである。 o製紙苫小牧工場では、このような新技術の廂発にともなつて昭和 29年にセミ

ケミカ）レバルプcs.a. P)法、 3 5年にケミグランドバルプ(0GP)法、そうして図 1-1には示

されていないが、 39年にはレフアイナー砕木パ）レプ(RGP)法を導入し、原木樹種の転換に努力し

ている。

このようなL材およびチップ材を活用する新パルプ製造設備の設置にあたつて、九大な設備投資が行

なわれたのはもち論であるが、さらに既存のGP工程においても大規模な設備の近代化投資が行なわれ

ているo この工場における技術革祈の動きについては後で詳しく検討するが、とに角、このような新技

術の導入によって現在では、 GP、SPを加えた 5種類のパ）レプを配合して、原料ぷJレプが製造されて

いるのであるo表 1~1 kよつて苫小牧工場における各種パJレプの生産能力の推移をみても、 GGP、

RGPなど、新たに導入されたバ）レプの生産能力の増加が目立つている。これにつれて、使用樹脂の構

成も大きく変化し、昭和 35年頃にはまだ 70％程度を占めていた北洋材が現在でほ約 50％に低下し

てきている。

表 1- 1 バルプ日産生産能力の推移

昭和36年上期 昭和 38年上期

未晒 SP 1 3 2 t 1 3 2 t 
， 

未晒SCP 1 3 9 1 3 9 
LL-亀

て

ぐふCGP t ・ヽ :̀ 1 1 0 2 2 0 
,.叶『 ， ^ ． 

ト

RGP ヽ

” 
未 晒 GP 7 5 8 

} 

7 5 8 ， 

弼科出所、同社の有価証券報告書によ．つて作成したo

昭和 41年上期

208.St 

1 3 9 

3 0 3 

2 5 0 

6 3 6. 3 

以上述べた

パルプ工程に

おける新技術

の導入と並ん

で、苫小牧工

場の技術革新

の一翼を担つ

ているのは、

抄紙機の大型

化、高速化にともなう抄紙工程の質的変革である。紙の大量生産を行なうためには抄紙機の大型化、高

速化ft-前提条件となるため、戦後の紙、パJレプ業界では抄紙機の大型化、高速化がいちじるしし遠進展を

みせている。苫小牧工場のばあい、抄紙機のワイヤー幅は2.54D皿クラスのものが最大であったが、昭

和 32年および 35年には 5.28 □mm新開用紙用抄紙機が各 1台づつ増設され、さら l'C3 9年になるとわ

が国最大の 6.96 D切咽新開用紙抄紙機が新工場用として増設されるにいたつたo また、このような抄紙機

の大型化に併行して、その抄速も急速にスビード・アップされてきている。たとえば、苫小牧工場のば

あいしてほ、常用抄速ほ昭和27年頃には毎分 15 D m程度にすぎなかったが、 33年になると毎分22D 
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加のものが現われ、さらに 35年以降には毎分6o omの高速抄紙機が稼動をはじめている。

図 1-1に示されている生産商の飛躍的増大は、以上述べたバルプ工程および抄紙工程における技術

革新の結呆なのである。しかし、最近における生産高の急上昇についていえば、オリンピック直前の昭

和 38年 9月に箔工を開始し、 39年 8月に終了した新工場第1期工事の影響によるところが大きい。

苫小牧工場はこの工事の完成によって、国内最大の 6.96 0血の高速度新開用紙新1号マシンが増設され

たため、抄紙機12台を稼動させる全国一のマンモス工場となつた0 0製紙では苫小牧工場強化のため、

すでに 38年 9月に新工場建設長期計画を樹立しているが、それにより 42年度には 6D億円の資金を

投入して新2号マシンを溝入する第2期計画の着工にとりか上ることになつている。このような苫小牧

工場の増強計画の実施は、たんに国内市場における独占的地位確保のためばかりではなく、今後の開放

経済体制に備えた海外競争力強化のためであることは、他言を要しないであろう。

表 1-2 新工場建設長期計画構想

現 状 第一期 第二期 第三期

6,960 訊1JL 6.9 6 0 
1/l11J. 

3,680 ”茄
ワ イ ヤー幅・

(27 4吋） (274吋） (145吋）

設 計 抄 速 7 0 077!:／分 700加／分 3 0 077!;／分

4 ロ 数 11台 1台 1台 2台

生 産 高 974T/D 2 6 5T心 265T/D 120T心

日 産 ムロ 計 97 4T/D 1,23 9T/D 1,5 04T/D 1,642T/D 

年 生 産 高 T T T T 
340,900 (43 923,,7 6 5 5 00 T) ~ (226,, 400 56462 ,400 （増 加 分） 9 7 5 OT) ,0 O OT) 

口ロ日 種 新開 新開
グラビア
中質紙

資料出所 「新工場建設計画の概要」、 38年9月30日

注、第 1期分の生産高は実際には 26 7 T/Dとなっているので、日産合計、年生産高の計

数も変つてくることになる。

注（1) 林野庁調査課「地域木材資源と工事立地(北海道網）」(昭和 5,年 5月） p心 1~ 8 2 

注（2) 柴垣和夫「日本金融資本分析」（昭和40年9月） P,,331~332

注(3) ダイヤモッド産業全書「紙・パルプ」（昭和 36年 4月） P.5 0 
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]I 工場近代化と企業内雇用構造の変容

調査対象工場の教育訓練状況についての具体的分析に入る前に、企業の教育ニードの内容を規定する

重要な要因である工場労働の性格と労資関係の実態について検討を加えておきたい。ここでの分析の重

点は、調査対象工場では新技術の導入と、それに対応した工場近代化がいかなる形で行なわれ．これに

ともなって工場労働はいかなる質的変化をみせたのか、また、労資関係や工場管理体備設まいかなる変容

を示したか、そうしてさらに、それらの結果、企業内雇用構造はいかなる影響をうけたか、などの諸点

である。

1 生産工程と技術革新の展開

(1) 生産工程の概要

調査対象工場における工場労働の性格を明らかにするため、ここでは前提を示す生産工程の概要

を述べておこうがパルプ、紙の一貰工場である 0製紙工場の生産工程ほ、.,.＜Jレプ製造、調成、およ

び紙製造などの各工程からなる直接的工程と、山林、動力、槻械保全：、輸送などの各部門からなる

間接的工程とに大別される。以下ではこのうち主として直接的生産工程について説明することにし

たい。

まずバルプ製造工程についてみると、この工程はさらに調木0砕木、蒸解、抄取などの各工程に

細分されており、また、これらに付随して製薬工程がある。もつとも、 0製紙工場ではすでに述べ

たように、 GP、SP、SCP、CGP、RGPなど、 5種類にのぽるバJレプが生産されているが、

パルプの種類によつて上記の工程の一部が欠けていることが多く、その内容も一様ではないo 昭和

4 0年上半期における各バルプの生産工程ほ図 1~ 2に示すとおりであるが、その各々について若

干の解説を加えておこう。

GP工程

工場土場からケープルクレーンを利用して水路に運ばれてきたエバ、 トドなどのN材原木を、ス

ラツシャーにかけて切り、長さ 12 0センチの砕木用材をつくるo ついで、その用材をドラムバー

カーにかけて皮を泉Ilぎとるo 用材のうち、一部菌害材は割木機（スプリックー）で割つて腐朽部を

とり除いた後、チッパーにかけてチップをつくるが、これらのチップはチップ・スクリーンにかけ

られて、大型のものはさらに細かく破砕される。ここで作られたチップはGP以外の各種パルプの

原料として用いられる（調木工程） o 次の工程では調木室からベルトコンベヤーで送られてくる

1 2 0センチ材をマガジングラインダーにかけ、大きなモ＿クーで回転する円筒型の抵石によつて

機械的にすりつぶして繊維状にする（砕木工程）。続いて各種のスクリーンにかけて繊維素から不

適当な繊維をとり除いた上、デツカーマシンで脱水してバルに仕上げる（抄取工程）。

SP工程

さきに述べた調木室においてつくられたN材チップを、蒸解釜（木釜）の上部から詰めこみ、亜

硫酸ソーダー液を注いで充たしてから、蒸気を通し蒸煮して非織維分を溶かす（蒸解工程）。この

際用いられる亜硫酸ソーダー液ほ図 1~21-e示されているように、この工程に先行する製薬工程で
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図 1-2 0製紙工場の生産工程図

1
 

9
,ー

SP這 |spェ町

ロコ→

ロ日 亨巴閂
HSPコ

亨

冒 □□□□閂打□雫丑□□ 三］悶
ど匠丑□三十□ピ三卜→ロ

I RG P工程 I
巴詈且工圧三□丑戸喜□壬

ビ
-

ンダー 4三□］｛戸］｛三三］4/口］］／口」已□］
ピ ← 



つくられる。すなわち、製薬工程ではまず石灰石を高い製薬塔のなかに詰めこんで硫化鉄鉱を燃や

してできた亜硫酸ガスを下から吹きこみ、上部から水をかけ化学作用をおこして、重亜硫酸ソーダー

液をつくる。また、この工程ではソーダー灰を溶解して溶液とし、これに亜硫酸ガスを吹きこんで

別の薬液もつくつている（製薬工程） o蒸解の終つたバJレプほ、一且プロークンクにいれて洗浄し

た後、粗紡機や各種のスクリーンにかけて繊維素を所定の形にそるえ、フィ Jレクーで脱水してパル

プとする（抄取工程）。

SOP工程

カバ、ハン、センなどのL材原木をキャンビオバーカーにかけて皮を剥ぎとつてから、さらにチ

ツバ一、チップスクリーンなどにかけてチップをつくる（調木工程）。こうしてつくられたL材チ

ップを連続蒸解釜のなかに上部から連続的にいれ、重亜硫酸ソーダー液を添加して蒸煮する。その

ばあい、チップの供給量はスクリユーの回転により調整されるようになっている（蒸解工程） o蒸

解の終つたチップは一旦プロークンクにいれた後、リフアイナーにかけて繊維をときほどし、さら

にウオシャおよびフィ・ィレク：ーにかけて狭雑物やかすを取除き脱氷してパルプとする（抄取工程）。

OGP工程

ナラ、カツラ、シコロなどのL材チツプをフラクシヨネークーにかけてマツチ棒の大きさにくだ

き、ソークピンに詰めこんで苛性ソーダー液に浸して繊維を膨洞させる。チップ詰以後のこれらの

作業はコントローJレパネルで自動的に制御されている。その後リファイナ＿にかけて繊維をときほ

ごし、さらにフィルターにかけてこしてGP用のバルプをつくる。この方法ではバルプの色が悪い

ので、さらぬ過酸化水素で凛白する。

RGP工程

従来のパルプ材として不適当とされていたカラ松をチップ化し洗降脱水機Cかけて洗絲した後、

リファイナにかけてチップをもみほぐし、スクリーンクリーナーなどにかけてかすをとり除き、デ

ッカーマシンにかけて脱水する。そうして、最後にOGPのばあいと同じく、過酸化水素で軽く漂

白してパルプをつくる。

以上のような各工程で夫々洗篠選別された完成パルプは、次の調藍工程に送られることになる。

調整工程ではこれらのパルプを混和機（プロボシヨナー）で抄紙機別に適するように配合してポン

プで各抄紙機に送るo また、ここではSPとSOPを媒介とし、抄紙機の回流水から繊維を捕集し

たり、損紙を処理して原料に戻す作業も行なわれている。

配合を完了したバルプは最後の紙製造工程、・つまり抄紙工程に送られてくる。抄紙工程ほ図 1~

2でも明らかなように、さらに幾つかの小工程に細分されているが、その具体内容を述べると次の

とおりである。すなわち、調整室から送られてきたパルプを水でうすめて早い速度で動いている抄

紙機の金網（ワイヤー）の上に流し、繊維をからみ合せながら水を切った後、プレスで7.k.:分を絞り、

乾燥部（ドライヤー）で加熱した多数の円筒の間を通して乾燥させ、光沢機（キャレンダー）にか

けて紙面にツヤをつけ、リールで巻き取るo ついでリワインダーにかけて所定の寸法の新開巻取に

仕上げる。

以上、 0製紙工場における生産工程の概要を述べたが、このエ蝠の特色として注目されるのは、

原木不足という新情勢に対応して、 SOP、OGPおよびRGPなどの新しい製法を秩極的に採用
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していることである。しかし、このような新技術の導入状況とその影幣についてほ、節を改めてと

り上げることにしたい。

(2) 技術革新と労働内容の変化

つぎvco製紙苫小牧工場における新技術の溝入状況を明らかにし、これにともなつて生じた労働

内容の変化について検討を加えてみよう。

戦後における同工場の王な機械設備の等入状況は、表 1~3に示すとおりである。これによつて

も明らかなように、まず最初に新設備が尊入されたのほ調木部門であり、早くも昭和 25年にほ皮

剥ぎ作業機械化のためドラムバーカーの設置をみている。そうして、調木部門では原木不足による

樹種転換やチップの使用増加にともなって、さらにスプリッター、チッバー、チップスクリーン、大

型ドラムバーカー、キヤンビオバーカーなどの機械設備が漸次導入されたため、作業内容は大巾に

能率化している•。また、砕木工程でも昭和 2 7年以降、能力の高いマガジングラインダーの導入が

相次ぎ、そのためこれ迄王力機械として使用されてきたポケットグラインダーは殆んど廃棄されつ

つある。すなわち、第2次大戦直後においては0製紙工場の所有するポケットグラインダーほ 46 

台を数えていたが、昭和30年代には 20 数台に減少し~さらに昭和 4 0年下半期からはRGPリ

ファイナーの稼動によつて、わずか 3台のグラインダーを残すのみとなつている。このようなポケ

ツトグラインダーの廃棄とマガジングラインダーの増設という生産設備の更新によって、砕木作業

の能率化、均ー化が進展するようになったo

表 1- 3 機械設備の等入状況

年度 機械設備 の導入状況

昭 25 大型ドラムバーカー 2台設置

2 6 連続チッパー使用開始

2 7 I 3,6 o □IPフォイト型マガジングラインダー設置

2 a I Gpコーワンスクフーン運転開始

2 9 I G粕、 s.w.リフアイナー運転開始、 3,600庄フォイト型マガジングラインダー設置、 SPお

よびSCP用高速度ジョルダン運転開始、 SCP(バッチ式）製造開始

3 ° | S CP用s.w．リファイナー運転開始

3 1 I s P用リンドプラッドスクリーン運転開始、連続ビークー完成, 3,8 O DIPフォイト型マガジン

グラインダー設置、 SP抄取用セン｝クリーナー完成

32ISCP連続蒸解装置完成、 3,8o DIPフォイト型マガジングラインダー、新型5,280皿抄紙機運

転開始

3 3 ドル式流動焙焼炉火入、 3,8o DIPフオイト型MG設置、大型ドラムカバー完成

3 4 高速度抄紙機フイシャーボークー使用開始、 SCP連続蒸煮装置設置

3 5 新型5,28071l7ll抄紙機運転開始

3 7 I (i}Gp用チップ層常圧迪読装置完成、CGBj販佳開始、CGP設備増設、CGP用自動コントヰ孔装置稼動

3 9 I s P蒸解釜 1基増設、新型6,960皿抄紙機運転開始、バウワー式RGP設備完成、 RGP製造

開始、 SP設備更新・脱氷工程連続化

4 1 | RGP 1系列増設

注 (1) 3 5年までR状況ほ、本学部総要第8号所収の石原孝ー教授の論文中の資料を用いたo

(2) 3 6年以後は同社の有価証券報告書による。
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表 1- 4 砕木グラインダーの推移

名 称
終戦直後 昭和 4 0年度下半期

台数 狂） 届出能力 台数 型 式 能 力

ポ ケ ツ ト 6 375 151,800 3 昭和改頂艮型 1 9.5t／日

II 40 425 

マ ガジ ン 4 1, 3 DD 2 ク l ーン型 39.6 II 

II 4・ 1, 4 0 0 4 フォイト型（大） 8 4.8 II 

‘’ 2 II （小） 39.6 II 

II 2 II (2,7 o □KW) 1 1 0.2 11 

“' 2 II (2,8 0 0 II) 3 42.6 11 

資料出所社史および有価証券報告書により作成 ” 
ところで、この工場で本格的な生産工程の変化がはじまつたのは、何といつても蒸解工程および

抄取工程の設備更新が活発化する昭和2a.、 9年以降のことに属する。まず昭和 2a年にコーワン

スクリーンが設置されて抄取工程の改善がはじまるが、翌29年にほL材を原料とした新バルプS

OP(バッチ式）の製造が開始されたのをはじめ、 SPおよびSCP用高速度ジョJレダン、 S.w、

リフアイナーの運転開始など、抄取工程における新技術の導入が相次いでいるo さらに、昭和 31 

年にはSCP連続ピーター作業、翌32年にはSCP迪読蒸解装置が夫々完成し、従来のバッチ式

作業から連続式への転換という蒸解工程の変革がほかられたo こうした一連の技術革新の進展の結

果、新パルプの生産工程は連続化され、その作業内容も著しくオートメ化されることになったo さ

らに、昭和 37年には自動コントローJレ装置の制御の下で、 L材チップを原料としたCGPの製造

が開始され、ついで 39年にはカラ松チップを原料としたRGPの製造開始、および脱7Ja程の連

続化のためのSP設備の更新などが行なわれている。このように、バルプ製造部門では原木不足に

よる新バルプの製造院始が新技術導入の主流をなしており、生産工程の連続化~自動化による質的

変化が進行している。なお、この工場におけるパJレプ生産設備の現状を示すと、表 1~5表のとお

りである。

表 1- 5 バルプ生産設備の現状

ムに3 数 型 式 ム月とと 力

s p 蒸解釜 6基 バッチ而直立円筒型 2 0 8.8 t／日

SCP連続蒸解釜 2 II 日立造船式 1 3 9 II 

゜
G p 設備 2 II チップ法常圧連続式 3 0 3 II 

R G P 設備 2系列 バウラー式 2 5 0 II 

注、昭和40年下期現在

塁のようなパルプ部門における技術革新の動きにつづいて、紙部門でも昭和32年頃から新型

マシン増設の動きが次第に活発となつている0 0製紙工場で稼動してきた新開巻取用紙機は戦前段

階から長い間、ワイヤー幅3,61 0皿のマジンによつて占められてき・たが、昭和 32年以降、最産体
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制の確立をめざして大型マシンの導入が行なわれるようになり、昭和 32年)-3 5年にワイヤー幅

5.2 8 om吼のマシンが各1台づつ新設され、さらに 39年には前述した新工場の建設にともないワイ

ヤー幅 6,960mmの超大型マシンの股置をみるにいたつている。また、第2次大戦謹後には毎分80 

m程度だつた抄速もその後いちじるしく高速化し、最新の 5,280箪1/Lおよび 6,92 om吼マジンのばあい

には、その抄速は毎分6O omと大巾にスピードアップされている。このような大型、高速マシン

の適次によって、 0製紙工場の細唱用紙生産能力はめざましい上昇をみせている。

表1-6 抄紙機の大型化、高速化

台数
昭和 24年 4月現在 昭和 4 □年度下半期

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

ワイヤ睾 形 式 ワイヤ―幅 抄 速 形 式 ム月とに 力

3.6 1 0切71! 長網多笥式新聞用 {.-,9 6 0111吼 600加n 長網多筒式新開用 267 t／日

II ” 5,2 8 0,, ” 
／／ 2 0 3.8 11 

II 99 II ‘’ 
II 201.8 II 

II II 3,61011 45011 II 1 1 0.6 // 

II II II II ／／ 109.4,, 

II II II 330 II 9 4,8 II 

2.6 40切吼 ／，下級印刷紙用 ‘’ 300 ” 7 5.5” 

II /I II II II II 7 3. 4 II 

2,4 9 0” II 包装用紙用 // 280 ／／ 6 4.3 // 

3,61011 ／，新開用 II 2 7 5 印刷D用 6 3.7 II 

2,57011 235 II ／／ 3 Q.3 II 

II 220 ”グラヒ守用 26.] II 

以上述べたような機械設備の導入による生産過程の変化にともなつて、 0製紙工場の作業内容に

にはいかなる変化力祖三じているのであろうかo まず最初に調木工程についてみると、この工程の原

木処理作業では自動スラッジャー、大型ペーカー、キヤンビオバーカーなどが導入され従来の労働集

約的作業の機械化が進んでいるが＂これらの機械の操作ほいずれも比較的容易であり、単純労働に

近い内容のものである。また、創この工程の一部ではスプリックー、チッパー、 チップスクリーン

などの楓械設備を等入してパルプ原料チップの生産が行なわれているが、これらの機械操作もまた、

多くの技能を必要としない点で同じ性格のものであるo ところで、調木工程の機械化による影謡は、

以上の点にとどまらない。ここで見逃してならない(7..)iま、原木処理の機械化やチップ化の進行が作

業を能率化することによつて、調末部門における単位当り所要労働彙(7..)消減条件をつくり出し℃も事

実である。もつとも、チップ使用景の増加にともなつて、こ(J..)エ瘍で使用される原科チツプエ場も

工場自体において生産されたも (7..)以外にヽ外部のチツプエ場から購入念れたも（Oを用いることが多

くなっているo 苫小牧市や周辺地城では原科チップ(J..)供給を目的とナるチツプエ場が昭和35年頃

から多数設立されているのである。 o製紙工場における調木部門(7..)所要労働是は、こ(7..)ょい団構入

チップへ(7..)依存増大(t'..)動きによつても削減される傾向にある〇

以上みてきたような機械化による所要労働最の削減傾向は、砕木工程においても認められるo 砕
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木工程にみられる顕著な変化は、すでに述べたように、従来までの主力根械であつたポケットグラ

インダーに代つて、高性能のマガジングラインダーが達入されたことである。前掲の表1~4によ

つても明らかなように、マガジングラインダーの性能はポケツトグラインダーに比べて著しく高く、

能率的である。このため、砂木部門ではトン当りグラインダー操作要員を大巾に縮小することが可

能となつている。

ところで、以上述べたように、 0製紙工場の調木および砕木の両工程では各種の機械設備および

各種の機械設備間におけるコンベヤーなどの導入によつて、作業内容の機械化0能率化がほかられ

ているが、その作業の性格をみると、個々の作業機がコンペヤーによつて結合されているにすぎず、

工程の連続化は完全とはいえない。そうして、これらの工程にほ、選木、材選別、給材など、機械

化の困難な作業分野がまだ残存していることにも留意する必要がある。

このように、声および翫エ程における作業内容の変化が一定の限界をもつのに反して、葱底

抄取、および調成工程における作業内容の変化はめざましいものがある。これらの工程における作

業ほSCP、CGP、RGPなど、従来なかつた新パルプの製造開始とSp設備の近代化などによ

つて大きな影響をうけたのである。すなわち、各種スクリーン、，高速度ジョルダン、連続ビーク一、

連続蒸解釜、チップ法常圧連続装置など、高性能設備の新増設が相次いで工程の連続化、オートメ

化が可能となつたため、これらの工程においては長年の経験による判断能力に変つて、各種計器類

の絶えざる監視と調節が重要な業務となるにいたつたo このような計装化の進展につれて、中央制

御室における遠隔操作の比重が次第に高まる傾向を示している。

最後に抄紙工程についてみると、この工程でも自動式大型高速マシンの導入によつて作業の性格

が変つてきており、新型マシン部門では年功的熟練を必要とする労働から監視的労働への転換が生

じているo しかし、 0製紙工場の抄紙工程では表 1~6に示されているように、明治、大正時代か

らの旧型マシンの大部分が償却されずに稼動しているわけだから、極端にいうと、マシンの新1日に

対応した 2つの作業形態が共存していることになるo もつとも、旧型マシンといつても、抄速など

ほかなりスピードアップされており、毎分3o om以上＠高速マシンが 5台稼動中である。このよ

うな旧型マシンを含む抄紙マシンの高速化は、パJレプ紙ひ一貰工場である 0製紙工場のばあいにほ0

必然的に、抄紙工程に先行する各工程、つまり原木から調成までの各工程のスピードアップを要請

することになる。マシン部門における高速化の動きは、この意味で九んにマジン部門だけでなく、エ

場の全工程のスヒ．＿ド化を示す重要なメ Jレクマールなのであるo とに角、ここではこのような抄紙

マシンの高速化につれて、工場の生産現場全体で労働強度が高まらざるを得ない点に留意する必要

がある。

以上、 0製紙工場における新技術導入の実態と、それにともなう作業内容の変化について検討を

加えてきたが｀ここで一応の要約を行なつておくと、すでにみてきたように 0製紙工場においてほ、

蒸解、抄取などのパJレプ化工程やマシン工程では作業の連続化、オートメ化の進展がめざましく監

視労働の比重が高まつているが、これに対して調木・砕木~あるいは製薬などの工程では新技術の

導入にもかかわらず連続化が完全とはいえず、工程の一部には労働集約的作業が数多く残存してい

るo また、技術開発の進んだマシン部門についてみても、超新型マシンと並んで明治、大正期から

の旧型マシンが依然として稼動中であり、前日設備の共存状態を示している。このように、 0製紙
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ェ零生産工程は全体としてみると、石油化学工場ゃ蜘声工場のごとく完全にオートメ化された

業種とは異なり、旧型機械設備を有効に利用しつつ、主要工程のオートメ化をほかつている点に最

大の特徴がある。したがつて、技術革新の状況は部門別にかなり不均等であるといつてよいo しか

し、このような特徴は、業稲によつて多少の違いはあるにせよ、既存大企業における技術革新の 1

つの型を代表するものと考えられるから、この意味でもこの工場の動きは注目に値いする。

2 労資関係の変化と工場近代化

(1) 連続操業実施をめぐる労資間の抗争

以上みてきたように、 0製紙苫小牧工場では第2次大戦後今日までの間、 85傲円の資金を要し

た新工場の建設をはじめ、九大な額にのぼる設備投資が行なわれ、これによつて工場設備の近代化

が急速に進展している。こうした設備の近イ•t化は、必然的にこれに対応した新しい工場管理体制の

確立を要諒することになるが、それは大なり、小なり、従来からの職場恨行の変更←を要求するもの

であるがゆえに、労資間の紛争要因となることが少なくない。この工場のばあいにも、管理体制の

近代化、合理化に際して長期ス．卜を含む労働組合恨IJの激しい抵抗に直前しているo ここでほ近代化、

合理化をめぐる労資間の争点を中心として、その動きをみてみることにしよう。

ところで、敗戦によつて企業分割という致命的な打撃をうけた0製紙がその打翠から立ち直つて

再び企業拡大(l)糸口をつかむ(i'.)は‘昭和2 5 年後半の朝鮮戦争ブ—ムからでぁる゜当時ヽゎ力屯〗の

紙、パルプ業界はドッチ・ラインの下で深刻な生産過剰に悩んでいたが、昭和25年 6月に朝鮮戦

争が勃発するに及んで、特需と内需(l)両面から需要が大きな伸びを示し、こ (7.)iため景気ほ-挙に活

況に転じたo このプームのなかで0製紙は極力資本の蓄積をほかるとともに、謀占トラストの解体

という戦後の新情勢に備えて愛知県下に上質紙工場の新設を計画し、昭和27年にはその完成をみ

るのである。こうした設備増強の動きは他の企業のばあいにも認められ、紙、バルプ業界は全体と

してみると、マーケット・シエア拡大(l)ため企業間(7_J過当競争時代を迎えることになつfこ0 こぅし

て、全国の紙生産高は昭和27年にほ早くも戦前(l)7.k準を突破している。

こ(7_)ょ”ヰ白産活動の活発化にともなつ-e‘ 紙‘パルブ業界で第1に問題とtよつたのiお操業体

制の強化方策であっit.o何となれ瑛固定褒本が大きな装置産業である紙0パルプ産業の性格からい

つて、操業度の引上げによる施設設備の有効利用ほ、設備償却期間の短縮という面からみても切実

な意味をもつからである。以上の事情から紙バルプ産業でほ、朝鮮戦争プームの頃から休日操業

によつて掬饂：の引上げをほかる、という所諷造涜操業実施の会社提案加祖次いで出されること

になったo こ(7_)よう加会社提案ほ労働者の側からみると‘自らの労働条件の基本内容と係わるもの

であるだけに、この時期における紙パ労資間の直要な争点の 1つとなったのである。紙品バルプ企

業のなかで、この連続操業問題が最も尖鋭的fg診をとり..これをめぐつて労資間で長期間にわたる

抗争がくり拡げられたのは、調査対象工場においてであつたo

すなわち、本州製紙。十条製紙など、紙パ大手企業で連続操業が次々と実施されたのに対して、

0製紙苫小牧工場のばあいには、紙パ労連の雄と自他ともに認めた労勧疏且合の頑強な抵抗によつて

昭和 34年 11月までその実施が引き延されているのであるo 会社および組合の資料によってこの
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間の事情をみると、次のとおりであ知

0製紙において、会社側から休日操業という形で連続操業の提案が出されたのほ、昭和 26年 1

月5日のことであるが、これに対する同社労働組合の態鹿は本格的にとり組むというより、むしろ

実施の延期に主眼をおいたものであったo このような組合側の態度をみて、会社は同年 5月9日、

組合への回答書において賃金安定の新提案を含め、さらに明確な意志表明を行なつたのである。同

回答書ほ連続操業実施の理由を次のように説明している。

「第 2工場の新設も考廊し当社の今後の発展のためには現有施設の最高度利用による増産が

焦眉の急務であります。これに対処するためには差当り

(1) パルプ企業等に既に実施されている休日交替制による連続操業にならい 6月以降操業日数

を月 1日増加し労働の強化を示す事なく生産する。

(2) 今後当分の間賃金を安定する。

以外には具体的方策がないと考えられます。」(1)

つまり、上記の会社提案の狙いは、将来予想される激しい企業間競争に対応して競争力を強化す

ることにおかれており、そのためにはすでに計画中の新工場建設を成功させることにも、 「現有施

設の最高利用」をはかる連続操業と賃金安定が不可避である、というのである。すでに述べたよう

に当時は 1社 1工場であつたから、連続操業の実施によって直接的な影響の及ぶのは苫小牧工場

のみであつ訟したがつて、このような重要提案をうけた組合側は緊急工場委員会を開催して検討

を行なつたが、この結果、会社に対して強硬な態度で交渉にのぞむことになっfr:.o しかし、ここで

注目しなければならないのは、交渉の主要な目標が新しく出された賃金安定提案の撤回におかれ、

連続操業についてほ「近い将来連続操業制を努力目標として協議したい」という譲歩案を用意し、

諏の席上において提示したことである。こうした組合恨l(/_)譲歩により、同年3月 28日、 「近き

将来交替休日による連続操業により操業日数を月 1日増加する事を努力目標とし会社組合誠意を以

て協誤する」(2)という党書をとり交したのである。これ製卑における 0製紙労資間の交渉ほ、この

覚書の実施をめぐつて紛糾を重ねることになつたo 表 1-7によつても明らかなように、これ以降、

何回となく連続操業実施の申し入れが会社側からなされ、反対する組合側とやがて決定的に対決す

るようになるのである。

ところで、以上みたような連続操業についての再三、再四の会社提案にもかかわらず、同社労組

は何故にこれ程執拗に反対したのであろう力℃その反対理由は次の 2つに要約されると思われる。

その第 1 は、連続操業の結果予祖六れる労働強化と労働災害に対する反対である。現在でさえスl::~

ド・ナップされているのに、これ以上労働過重となつてほ健康保持のためかなわない、という意見

である。その第 2は、連続実施によって企業の発展をはかるという方向は、労働者としての階級的

立場からも容認できないという理由であるo 連操によつて会社は良くなるかも知れないがミそれに

よつて倒産する企業も出てくるだるうし、他企業に働く労働者のことを考えると、労働者を犠牲に

した連操にほ焚成できなI,ヽ という意見である。そうして、労組の基本理念ほ紙パ労連を王体とし

た産業レベ）レにおける連操反対斗争にあったo しかし、このような産業別連操反対斗争実施の条件

ほ、昭和28年の資本攻勢による各個撃破の成功によつて、その基礎が堀り崩されていたのである。

このため同労組の斗争はチヤンビオン斗争の性格を帯びざるを得なくなり、連操実施をあせる会社
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側との対立はますます深まる一方であったo

とうした情勢(7_)tょかで、昭和32年の春にも会社側から連操実施の提案が出されるが、 0製紙の

労資栂係に決足的な影椋を及ぽしたのほ、 3 3年 5月2 4日に出された連続操業提案である。この

時、同社労組ほ総評を主体とした春斗に参加して同年2月28日より斗争に入っていたo上記の会

社案はこの春斗要求に対する回答の形で出されたもので、 12日間連操の就業規則改訂を前提とす

る定期昇給72 7円がその主な内容であつたo これに対して組合は 4月 15日、 一般投票を行

なって連続操業反対の意志を確認し、実力行使を含む斗争を続行した(/_)である0 そぅして‘6月10 

日の協約期限切れを目前に控えた 5月 17日になって、会社は組合の行なった中労委あつ旋依頼を

拒否するとともに、新たにユニオンジョップ制廃止の労働協約改訂を提案してきたのである。この

ような事態に直面した組合は、連操を該歩してもユニオンジョップは守るという方針をたて交渉を

始めたが、高姿勢となった会社の受付けるところとならなかつたo こうして労資の正面衝突が避け

られなかつたため、同社労組は組織防術のため 6月 10日にスト権を確立し、 「組合の存亡をかけ、

組合員の首をかけたギリギリの斗いとして」(3)7月 18 日以降~無期限スト突入するのである。

この間の事情を会社側関係者ほ次のように述べている。

「… ••••••3 3年春の労使交渉の一つの焦点となった辿続操業問題についても、当時すでに紙

バルプ業界において多くの会社が何らかの方式により連続操業（操業日数の増加を目的とした

もの）を実施していたにもかかわらず、 00労組は辿操は労働強化につながるとして一貫して

反対の態度をとり、 33年春に会社が提案した労働負荷の軽減を内容とした合理的迎操方式に

対してナら実質的交渉に入ろうとせず、頑強に拒否しつつけていたものであり、あるいは当時

一般に突施されていた機械自動化についても、たんに労働強化、首切りにつながるとしてこと

ごとに反対するという状態であり、したがつて、労使の交渉もこのような組合の観念的な議論

のみをこととするという態度のために効果が上がらず、そのため会社の近代化は遅々として進

まなかったのである。」(4)

つまり、以上の指摘から明らかなように、このような強硬態底に踏み切つた会社の意図は、 「連

操ほ労働強化につながるとして一貰して反対態度をとり」、 「階扱意識に立却しきわめて観念的」

な同社労組をおさえて、 「会社の近代化」をほかることにあったとみられる。たしかに、その後に

おける企業発展の推移をみると、 0製紙ほ当時発展の岐路に立つていたといえるかも知れない。こ

の頃、紙、バルプ業界でほ、原木不足を背景とした新技術の導入、開発がますます盛んとなり、こ

れらの技術革新的設備投資をテコとして激しい企業間競争が展開されつつあったのである。そうし

て、こうした設備投資の舞台ほ昭和 30年以降になると、本州から0製紙の拠点である北海道に移

行する傾向を示していたo このような状況の下で苫小牧工場を中心として表 1~ 3にみられるよう

な活発な設備投資が行なわれることしCなるが、このため紛争の起つた昭和 33年だけについてみて

も新規工事分として 20億円の予算が計上されているのであるo昭和 33年以降いつそう増大した

設備投資の動きを考えると、新鋭設備の能力を最高に発揮させるための連操の実施が 0製紙資本に

とつて今後の工場近代化に不可欠の前提条件と考えられたことほ容易に推察できよう o要するに、

当時の紙、バJレプ業界における企業間競争の激化という客観情勢<D進展力込企業近代化を意図する

会社側とチャンピオン組合を自負する組合側との激突を余儀なくした最大の要因なのであるo しか
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し0製紙の会社側を強腰にした直接的な原因ほ、 31年7月の組合員一般投票に示された 4割以上

を占める連操焚成意見の存在と、前年の 32年の年末斗争の際にみられた同労組組織の動揺であっ

た、と思われる。このうち後者について若干ふれると、同労組は 32年末．期末手当と保安斗争の

ため 18日間のストライキを行なったが｀組織内に分裂の徴侯が現われ止むなく斗争を妥結したの

である。当時、同労組と対決していた会社側が、このような組織的弱点を見逃すわけはなかつた。

以上、 0製紙における労資間の激突要因についてみてきたが、同社労組の無期限ストは昭和33 

年 7月 18日以降、 1 1月22日まで続行されたo もつとも、この間 7月4日には東京の本社支部

で組合員の大多数が脱落し、また苫小牧支部などにおいても同月下旬までに学卒者を中心としてか

なりの集団脱落を数えている。同社労組の斗争方針に批判的な、これらの人々によつて 8月上旬に

相次いで本社、工場別の第2組合が結成され、 1 1月11日には新労連の結成をみている。そうし

て、この期間中に第2組合員による就労強行も行なわれているが、紙バ労連、炭労の地城共斗に支

援された同社第1労組の団結ほ固く、 11月27日の中央労働委員会あっ旋案受諾時になお全体の

6 3％の勢力を保持していたのであるo 苫小牧工場についてみると、その比率はさらに高く、全体

の68％以上に達し Cいたo この中労委あつ旋案の受諾によって、以後争譲ほ翌 34年3月末まで

乎和回復期間といわれる第2段階に移行するが｀第 1組合員による就労時からの職場斗争に関連し

て34年 1月31日、会社側が懲戒解雇 3名を含む35名の第1組合員を処分したことによって、

再び労資の間に緊張した状態が生ずることになった。このため同年3月25日には第1組合による

時限スト、同3月26、 27日にほ被解雁者を含めた就労斗争などが行なわれ九)(5) 

こうして争議は 4月以降第3段階を迎えることになつたが、 4月 13日事態の成行きを心配した

北海道知事があつ旋で会社、第 1、第2組合の 3者代表によつて「トツプ会談」が開かれた。その

後かなりの干余曲折はあつたが、とに角 6月 19日には第 1組合と会社との間の交渉が諒解点に達

して「覚書」が調印され、同21日に労質双方から乎和宣言が発表されたのであるo しかし、この

「党書」にもとづく解雇者問題の解決、第1組合員子弟の新規採用差別◎散廃、連続操業の問題な

どの交渉は一向に進展しなかつたから、平和解決路線を指向する組合本部の意向で抑えられていた・

職場の動きが再び活発となり、苫小牧工場では 9月 10日に支部大会を開催してスト権を確立する

にいたつたo こうして、第 1組合は実力行使を背景とした解扉撤回斗争に入る姿勢を示すことにな

るが、 9月中旬に改選された本部執行部は第2組合との無条件合同をはかる考えから容易に実力行

使に踏み切らなかったo しかし、 34年・12月末の本部臨時大会でスト権確立が決定されるや、そ

の直後の 35年1月 14日、委員長を含むこれらの第 1組合の役員 5名は「機関決定に従えない」

という理由で辞任してしまつたのである。これまでも交渉成果のあがらぬ第1組合に見切りをつけ

て、第2組合に走る組合員が除々に増え、昭和 34年 10月中旬には第 1組合と第2組合の勢力は

ほぼ同数となっていたが、土記の本部役員の脱落という異常事態が起こるに及んで第1組合は決定

的打撃をうけ、 35年1月から 2月にかけて 1,000名を超える「崩雪」のような集団脱落が生じたo

この結果、昭和35年2月3日には第2組合が全体の 4分の 3を占めるにいたり、第 1組合は遂

に少数組合に転落するのである。そうして、 35年4月には第1組合の人員は全体の 13％程度と

なり、さらに脱落が続いて間もなく 1割以下に減少することになる。この間には追いうちをかける

ように、ストの責任追求として第 1組合の本部5役と支部長に対して勇退勧告という形で解雇が行
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なわれている。しかし、 38、 9年頃からほ脱落が一段落して組織も安定し、全体ので％程度の人

員のま只現在まで推移している。ここで昭和 41年 9月末D苫小牧工場の状況をみてみると、2,707

名を数える一般従業員のうち、第 1組合員 13 3名、第2組合員2,554名..無所属20名という分

布を示している。このように、第1組合は組合員数の激減のため工場内における主導権を第2組合

に奪われることになるが、その潜在的影響力が無視できないものであることは、後述するように、

昭和 38年の地方選挙における市誰選の結果で実証されることになる。

以上述べたように、昭和 36年以降 10年間にわたつて連続操業実施をめぐる労資間の対立は、

第 1組合の少数組合への転落によつて '1、つの転機を迎えることになった， 33年の無期ストの最中

に結成された第2組合は「企業の繁栄こそが組合員の地位の向上を約束するものであつて、労使関

係は力関係で律すべきではなく、協力関係こそが必要であるという理念」をもつており、すでに34

年3月に会社側を労使委員会を開いて相互の協力関係を確認しあい、ついで同5月には新労働協約、

安定賃金協定などの調印を行なっている。そうして、労使委員会でほ 11月以降からの連続操業実

施も諒承しているのである。これらの事情についてほ次の項で述べることにするが、こうして会社

の工場近代化計画の障害となっていた問題点ほ、実質的には会社側のペースで解決にむかうことに

なったo

表 1-7  連続操業実施をめぐる労資間の対立

年 月・ 事 疇 項｀
昭和26. 1. 5 会社側より休日返上連続操業提案

II 3.2 8 連続操業による操業日数月 1回増加を内容とする覚書を労資でとり交わすo

II 8. 2 覚書による労使間の交渉開始

” 8. 5 労組工場委員会で覚書による協議の白紙撤回決定

II 8. 9 会社側より連続操業を条件に賃金値上げの回答

II 8.1 9 労組、連続操業を拒否

27. 2. 3 会社側より 2月以降 12月末までの間6回の休日操業提案

II 2. 6 労組、 6万 9千円の賞与支給を条件に休日操業6回実施を受諾

28.10.14 会社側より連続操業提案

11 1 2.2 6 労組、一般投票によつて連続操業を拒否

3 1. 3.1 2 会祖則より再び週涜操業提案

II 6. 4 労組中央委員会で連操袈成多数

II 6.26 労組本部大会で連操贅成多数oただし最終決定は一般投票によること確認

’’ 7. 5 労組一般投票簑否いずれも過半数に達せず不成立

3 3. 2.2 8 労組下春斗に突入

II 3.2 4 会社側より 12月間連操を前提とする就業規制改定提案

II 5.1 7 会社側よりユニオンショップ縣止を内容とする労働協約改訂提案

II 6.1 0 労組．スト権確立

II 7.1 8 労組、無期浪ストに突入

II 8頴 労組各支部で脱落者により第2組合結成

II 11. 11 第 2組合新労連結成

,, 11.21 中労委あつ旋案提案
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年 月 事 項

昭和33.1 1. 2 2 会社側あっ旋案受諾

,, 11.27 第 1組合あつ旋案受諾

34. 1.31 会社、懲戒解雇をふくむ35名(/.)第 1組合員処分

II 3.2 5 第 1組合時限スト、被解雁者の就労斗争

／ヽ 3.26 被解雇者の就労斗争

II 4.1 3 北海道知事のあっ旋により「トツプ会談」開催

’’ 4.2 4 会社側より安定賃金提示

II 5.2 7 会社側より第1組合に新労働協約提示（第2組合とは5月9日に労働協約品定賛鉗茄包箭結）

／／ 6.1 9 会社、第 1組合覚書に調印

II 7. 2 1 第1組合安定賃金受諾

99 9.1 0 会社側との話し合い進展せず、第 1組合苫小牧支部スト権確立

”1 0. - 第 1組合、第2組合勢力半々となる

,, 1 1. - 休日返上 13日間連続操業実施

11 1 2.末 第 1組合スト権確立

3 5. 1.1 4 第 1組合役員の一部脱落、こ(/_)結呆第 1組合からの大紬脱落発生

II 2. 3 第2組合員4分の 3以上となり、第 1組合少数組合に転落

II 5. - 指定代休制による 13日連操制へ移行

II 9.3 D 結土側、第1組合の本部3役、支部長などに勇退勧告

3 6. 8.21 完全操業実施

•注(1) 同社労組労働迎動史P.24 5 

注(2) 同上 P245~6

注(3) O製紙斗争記録委員会網「団結がんばろう」

注（4) 労働法令協会編「労働協議制の実際」所収の同社 A取締役執筆論文より引用

注（5) 藤田若雄「組合とストライ→」

(2) 労資協力体制の整備と工場近代化

これまで述べたように、 0製紙の第2組合は昭和 35年年頭における第 1組合の腰くだけによっ

て、同年2月以降絶対多数組合として職場の王導権を握ることになったが、同労組が長期スト後に

おける同社労資関係の安定について会社側と協議を始めるのは、第 1組合の勢力がまだ強かつたス

ト終了後直後の 33年12月からのことであるo 会社と第2組合とはすでにこの頃から(1房資関係

の安定回復、 (2痺蚤営建直しの方策などについて協議を詞始しているのであるか、さらに翌34年3

月には初めての労資の委員会が罪催されている。この会議において当時まだ職場で主浮権を保持し

ていた第 1組合に対する対策を協議するとともに、会社と第2組合とほ労資関係の安定回復と経営

建て直しを両者の共通の目的とする、という基本態度を確認しあつたのである。(1)

ここで0製紙第 2組合の性格について若干ふれておくと、企業意識の強い係長などの現場戦制や

現場技術員、事務系職員層などの大部分が創立当初から参加しているという点では他の第2組合と

共通の特徴を具えているとみてよいが言同時に注目されるのは所属戦場のいかんを問わず、若年令

屈の高校、大学卒従業員の殆んど大部分が初期の頃から加入していることである。これらの若年令

層は年功的賃金序列に反発し以前から第 1組合の賃金斗争方針にたいしても批判的であったと、いわ
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ているが、このことも影轡して昭和33年の無期浪ストの際には製造識場も含め大部分のものがそ

の初期に第2組合に走つている。もち論．彼等のうち、大学卒のもののばあいは将来の昇進にたい

する期待が、また高校卒の若年者のばあいには現場職制から離れると技術習得が困難であるという

事情が大きく作用したであろうことほ充分想像できる。しかし、これらの事情とともに、技術革新

にともなつて工場内に生じつつあった熟練形成の年功的条件の変化と、これによる若年令層の果す

役割の相対的上昇という客観情勢の変化に対して、第 1 組合の組織活動や斗争•方針が充分に適応で

きなかつたため、新制高校出身の若年令層の大部分を組織内の少数反対派の立場に追いやつていた

という事情が彼等の脱落の背景にあったことも事実である。たとえば、苫小牧工場についてみても、

全従業員中に占める 35オ未満の若年令層の比重は全体の半数以下にすぎなかつたか、大型高速マ

シンなどの新鋭機械設備導入部門では身体柔軟な彼等の比重が旧高小卒の中高年令者にくらべると

高くなつているのである。t，このような技術革新による新旧労働力の均衡関係の変化も分裂を促進し

た一要因として注目する必要があるう。(2)とに角、このような第2組合の体質が会社の工場近代化

計画を容認する有力な条件となったことを見逃すべきではないo

ところで、長期ストの終了後直ちに話し合いに入つた0製紙の会社と第2組合とは昭和 3、4年 5

月9日、新労働協約を締結すると同時に、 34、 35年度の 2カ年間にわたる賃金協定の調印を行

なつている。まず新労働協約についてみると、その序文では今後の労資関係の基本理念として次

のようなことを確認し合つている。

「会社と組合とは、企業の社会的租任と使命を認識し、従業員の労働条件の向上と企業の繁

栄は基本的に相互依存の関係にあるこどを認め、相互の信頼と理解の上に協力して安定した労

使関係の確立のため努力する・・・・・・」

そうして、協約締結にさいしての基本原則としてさらに、 1．自主性尊直の原則、 2.話し合いの原

則、 3．乎和解決の原則、 4．人事の適正公平の原則、 5．労働条件向上適正化の原則などの 5原則が序

文のなかで確認されている。この結果、第2組合は「企業の存立繁栄に協力する」ことを自己の路

線とし、労使委員会を中心とする労使協議制の発足に稜極的に協力するのである。いうまでもなく、

このような第2組合の路線ほ階級連帯と産業月1J}c一斗争の前進を強調する第 1組合のそれとは真向

から対立するものであった。

つぎに第2組合の行なつた賃金協定について簡単にふれておくと、何よりも重要なのはこの協定

がその後紙バ各企業に導入された安定賃金の先駈けをなすものであったことである。ここでその大

要を掲げると、次のとおりである。

(1) 昭和 34年の賃金増額

a 能力給能力分の昇給

（イ） 成績査定による昇格 職階給の平均5%

回→率昇格 職陽袷の一率5%

り一律昇給 一律50 0円

b 能力給勤続分の昇格
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c 住宅手当の引上げ

本社

工場

有家族者

3,000円

1,450円

(2).昭和 35年度の賃金増額

無家族者

1,4 5 D円

1, 1 0 0円

昭和 35年度の賃金増額は、経営事情および紙パルプ大手他社の水準を特に考恩し、会社、

組合、乎和的に話しあうことによつて解決する。

このように、第2組合は新協約の序文で示された、話し合いの原則および乎和解決の原則の線に

そつて翌35年の賃金増額についても会社側と協定を結んだが、そのさい翌年の賃金引上げ額につ

いては金額や上昇率を具体的に明らかにせず、紙バルプ大手他社の賃金上昇率を参考とする立前を

とつたのであるo このような「同業他社方式」といわれる賃金協定はその後、わが国安定賃金の主

流を占めるようになつているが、 「ぶらさがり賃金」といわれる安定賃金の性格が上記の 35年度

についての協定のなかにはつきりと出ていることに注目する必要がある。もつとも、第2組合と会

社との安定賃金協定はこれ以降、昭和 36、 37年度を対象とした第2回目、 38、 39年度を対

象とした第5回目と、相次いで締結されているがら第3回目の協定のさいにほ会社側でなく、第2

組合の側から 38、 39年度の 2カ年間合計の賃金増加を平均 4,1 0 D円とする提案が出され・各年

各々 2,200円の賃上げを協定化しているo 労資関係安定についての第2組合の熱意は「われわれが

協定した賃金が、かりに、同業他社の水準を下回るような場合が起つたとしても、協定期間中に、

これを改定するのではなく、つぎの更改期の新協定にもりこむ考え方である」と述べるほど強まつ

てくるのである。(3)

こうした第 2組合の会社側に対する殺極的協力姿勢によつて、会社は長年の念願であった連続操

業の実施囮踏みきることになつた。すなわち、労使委員会における第2組合との協議をえて昭和34

年11月以降から、従来まで日曜ごとに休転していた操業方式を改めて、従業員の休日返上によっ

て就業日数の増加をはかる「休日返上 13日連続操業方式」が実施されたのである。第2組合の操

業方式についての意見は、 「労働負荷の睡減を前提とした生産性向上を目的とする増産方式奮すな

ゎち合理的操業方式」の実現にあったが、この見解は会社の操業方式合理化についての見解と実質

的には大差がなかった。前述のとおり、昭和 35年2月には第2組合が全体の 4分の 5以上を占め

て労働条件決定の主導権を握るようになるが、このような事態の有利な展開を華礎として会社は第

2組合を中心に操業方式変更についての協議を行なつた。この協議の結果、 0製紙ではこれまでの

休日返上という形を改めて、 35年5月以降からは週 1回代休という形で休める「指定代休制によ

る13日連続操業方式」に移行することになったo すなわち、工場の製造現場を2つに分け、第1

のグループは第 1週の週休日に、第2のグループは第2週の週休日に勤務することとし、それぞれ

2週間以内に会社から代休日を指定するのである。 ヽ

しかし、この指定代休制による 13日連操も会社にとつてはあくまでも過渡的な措置であり、第

2組合を主軸とした労資関係の質的変化を背景としてさらに工場近代化への努力が精力的に続けら

れることになる。すなわち、新操業方式に移行した昭和 34年 5月には、第 2組合の要請によって

労使委員会の専門委員会として生産性調査委員会が設けられ奮操業方式合理化のための調査研究が
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行なわれるのである。この頃ほすでに将来移行すべき目標ほ完全操業指定休日制の実施にあること

が明らかにされており..このための調査委員会では完全操業実施のための作業改善、人員配置、操

業方式など、もつばら具体的な哭嫡計画が検討されt.::o

このような生産性調壷委員会R発足と併行して、苫小牧工場ほ工場近代化の推進機関として、プ

．ロセス制御研究会が同年6月に設けられたo会社からこの研究会の研究員として任命された従業員

は全体の 1割にあたる約 30 0名を数えたといわれている。この研究会設立の目的ほ老朽設備の多

い苫小牧工場の近代化計画の立案実施にあたったが言このためI• A (計装管理）.. Q.・ 0 (品質

管理）、 S • D（修理保全）の各分野ごとに研究チームを編成して調査が行なわれたo この結果.. 

年末にほ調査の集約を終つて翌36年 2月にはその実施計画が作成されるにいたつている。

このようにして工場近代化のための体制づくりが着々と進行するが、昭和35年 10月にいたっ

て会社は第2組合との労使委員会の席上で当面の企業近代化の目標として..(1昭和 3 7年 3月まで

に愛知県下工場にクラフト紙工場の新設、 (2設備改善、合理的操業方式の確立を前提とした昭和36

年 8月からの年間フJレ操業（完全操業）の 2つを提起したのである。そうして｀こ鉱丘代化目標に

対応して同時に次のような苫小牧工場の近代化目標も明らかにされt.::o

「1, 000クラフト 10万トン新工場建設への全面的協力と、要員計画を中心とする態勢の

確立

2. 来年度を目標とする設備機械装匠の完全操業の実現

3. 0 GPによる広葉樹の按術的見通しを速やかに立て、世界最高水準をゆく画期的北海道

新工場への準備態勢の推進」

こうして、会社は企業間競争が激化の一途をたどる紙冒パJレプ業界の動きのなかで、業界でも画

期的な完全操業の実施によつて企業の体質強化をはかりつつ-愛知県と北海道（苫小牧）に新工場

を建設するという本格的な設備増強計画を社の内外に表明したのである。このような工場近代化目

標の達成は他方における新鋭設備装置の導入と相侯つて、作業内容、人員配置論勤労条件など、従

業員の労働条件全般にわたる変更をもたらすことが予想されたので、第2組合としても組合員の権

利を尊重する立前からこれに対する原則的な協力を前提として、会社側に近代化の実施に関して協

定締結の申し入れを行なった。この申し入れの結果、会社と第2組合とほ昭和 36年 4月 30日..:..ビ

つぎのような近代化協定を締結したのである。

「近代化協定

会社と連合会及び組合は、労働協約に謳われた五原則に基づき、これを具体的に推進するた

め、長期的視野に立つて合理的操業体制の確立、新設備新技術の迫入、企業規模の拡大等、企

業全般に亘る近代化を実現し、もつて従業員としての地位の保膵の上に立つて、生産性の向上

による企業の発展と労働条件の向上を図ることを相互に確認する。

なお、前項の近代化推進にあたり、

(1) 労使は必要事項につき、事前に誠意をもつて充分話し合う。

(2) 会社は、要員の査定に当たり、安全操業に及び労働負荷の適正化に充分留意する。

(3) 会社は、配匠転換に伴う諸問題を円満に解決するため、必要により委員会を設ける。•」

この近代化協定に基いて苫小牧工場においてほ工場生性調査委員会奴厚門委員会＇としす記頁委員会
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が設置され、次のような要綱が定められたo

「 配員委員会要網

1. ＜暑＞

2. 本委員会の附議事項

(1) 配匠転換の基準に関する事項

(2) 配匠転換に伴う教育に関する事項

(3) 配既配転先の受入体制に関する事項

(4) その他特に必要と認めた事項

3. 本委員会は、会社側委員、組合側委員、各若干名をもつて構成する。

4. 本委員会の構成及び運営の細部については事項場毎に定める。」

以上みてきたように、会社iまこの協定の締結によつて第2組合にたいし安全操業、労働強化冨配

置転換などの諸問題について充分事前に話し合う、という事前協議制確立を約束した代わりに、第

2組合からは「企業全般に亘る近代化の実現」のため全面的な協力の保障を得ることに成功したo

こうして、 0製紙の両工場では昭和 37年 8月21日以降から完全操業方式に移行することになる

が、会社と第2組合とは一揃休日の決定、指定休日制実施上の取り扱＼‘..配転者の賃金保証など、

完操にともなう労働条件の細部について事前協議を行ない、新就業方式移行のため造憾なきよう万

全の努力を払つたのであるo完全操業実施によって、苫小牧工場のぽあいにi芯従来まで2週間

ごとに休転していた機械が年間8日間の一揃休日以外にほフJレ操業にかわり、これに対応して機械

の修緒保守は、 s.D方式により周期的に計画化して行なわれることになつた。このため製造現場

の従業員の勤務方式ほ、週休日が各人ごとに会社から指定される指定休日制にかわり、したがつて

週休日は曜日とは直接関係をもたなくなつたのである。このような労働時間の変化と並んで注目さ

れるのほ軍完全操業への移行以降軍技術革新投資による機械設備の自動化、計装化が急速な進展を

みせ、監視労働の比重がますます高まつてきたことである。こうした技術革新による作業内容の変

化は..労資関係の変化と相侯つて後述するような教育訓練活発化の大きな要因となつている。

もともと、近代化協定を締結した会社の狙いは愛知県新工場と苫小牧新工場の完成にあつたわけ

であるが、完全操業の実施には現有機械設備装置の能率的利用という側面ばかりではなく、現在人

員の枠内で新工場の操業をはかりたい、という労務政策上の意図も含まれていたのである。したが

つて...絶対多数組合の協力の下で実施された完全操業は生産手段と労働力の双方が有効活用を同時

に可能にするという意味で、 0製紙の新工場建設にとつて絶好の条件を与えるものであった。この

ような情勢のなかで昭和 37年 6月には愛知県下に建設中の新工場が完成し、ついで翌38年 9月

にほ苫小牧新工場が操業を開始する。しかいこれらの新工場の操業人員は現在人員の枠内という

立前から、新規募集によってではなく、殆んどが苫小牧従業員の配髄転換によって調達されたので

あるo近代化協定の締結と同時に配員委員会が設置された理由も、新工場建設にともなう人員配置

の合理化にあったと考えてよい。

以上述べたことから明らかなように、連続奮完全操業実施にいたる第 1組合との長期間にわたる

紛争の背後にあったものは、新工場建設をはじめとする 0製紙資本の企業近代化、・合理化政策なの

であり、連続｀完全操業制はこのような設備合理化に対応した工場管理体制再編成の重要な一環だ
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ったのである。配置転換に関連してではあるが、苫小牧工場第 1組合幹部の「会社が一方的にやっ

たのだつたら反対することも出来るが、職制と組合員（第2組合の）がお膳立てするものだから、

職場で反対しようにも反対できなくなつている 」という言葉は、近代化協定締結後における職場

秩序の変客を示すとともに近代化計画遂行にあたつて第 2組合が果した決定的な役割を如実に物語

つている。（ゃ）なお新工場建設にともなう苫小牧工場従業員の配髄転換の実態についてほ改めて検討

することにしたい。

ところで、こ 9のように第 2 組合の援助をうけ..—見順調に推移したかのようにみえる工場近代化冨

合理化に対して職場の中で批判が全く存在しなかつたわけではない。これらの批判グJレープ代表は、

いうまでもなく紙パ労連力幽［の第1組合である。前述したように、組合員数こそ全体の 5％に減少

したとはいぶ第 1組合は昭和 40年の春斗から再び紙パ労連の統一行動に参加して指令ストを行

ない、さらに翌 41年 4月28日には24時間のゼネストを行なうなど、活発な活動を展開してい

る。そうして、第 1組合の運動方針の冒頭には、 「反合理化斗争を巾広く根強くつづけ労働者の権

利と労働条件をつき上げる斗い」が掲げられ、工場近代化にたいして依然として対決の構えを崩し

ていないのである。(5)このような第 1組合の動きが注目されるのほ..昭和34年末から 35年初め

にかけて「雪崩」のように第2組合に移行した従業員のなかに第1組合が現在も一定の影響力を及

ぽしているようにも見える点である。たとえば、苫小牧工場のばあいについてみると、昭和 38年

4月の市議選においても当時、組合員17 0名程度の第 1組合が組合員2,700名の第2組合と殆ん

ど伍角の勝負し、その結果、第2組合の当選者3名にたいし 4名の当選者を出しているのである。

もつとも、第2組合には上記の当選者のほか11:3名の非組合員を会社と共同で推せんしていたとい

う事情があるとしても、市議選の結果からみる限り第1組合にたいする潜在的支持層は無視できな

い拡がりをもつていると考えてよい。このことは第1組合の主婦会に準会員という形で第2組合員

の主婦が相当数参加し、同額の会戯を納めている事実力；らも推察できる。以上伽の事実はp 近代化協

定や労使委員会をつうじて確立されつつある、第2組合と会社との労資協力体制にたいして、職場

内で表面化していないが、かなり巾広い批判が存在していることを示すものとしてこれを厳しく受

け取ることも可能なのである。

表 1-8 長期スト終了後における労資関係の変化

年 月 事 項

昭和34. 3 会社第2組合、労使委員会開催

5 第 2 組合~会社側と新労働協約および 2 カ年間の安定賃金協定締結、労使委員会設置

6 労使委員会の席上、第2組合にたいし「休日返上、 13日連続操業方式」提案、 11 

月以降から実施に決定

1 1 休日返上、 15日連続操業実施

3 5. 2 第2組合、絶対多数組合となる

5 指定代休制による 13日連操制へ移行

労使委員会の専門委員会として生産性調査委員会設置、 「合理的」操業方式の調査研

究を開始
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年 月 事 項

昭和 35 6 苫小牧工場にプロセス研究会設置、近代化推進委員会設置

II 

3 6 

II 

3 7 

II 

II 

3 8 

3 9 

1 0 会社、中央・工場労使委員会で「当面の企業近代化の目標」.. 「苫小牧工場の近代化目

標」発表

4 会社第2組合、 「近代化協定」締結..工場生産性調査委員会の専門委員会として配員委

員会設置

8 完全操業実施

1 年末から 1月までに苫小牧工場から愛知の新工場へ 15 0名配転

4 第2回安定賃金協定

6 愛知県新工場完成

， 苫小牧新工場建設着工 ． 
8 苫小牧新工場操業開始

注（1) 労働法令協会編「労使協議制の実際」所収の同社坂締役の論文による。以下、この節で

掲げた資料は主として上記の論文を利用した。

＇注 (2) この点にらいてほこの研究の代表者である石原孝一教授によって、すでに次のような研

究成果が発表されている。

石原孝一「労働組合と労働力構造」（日本労働協会調査研究資料.t1a:1 2) 

石原孝一他「産業設備の更新にともなう労働力の質的変化」（北海道大学教育学部紀要第

8号所収）

注(3) 日本労働組合総評議会絹「安定賃金」昭和 38年。

注（4) 昭和 42年5月に行なったインクビュー調査資料にまる。

注（5) 第 1組合の「 19 6 D年運動方針」による。

3 企業内雇用構造の変容と配置転換およぴ下請化

(1) 経営組織と労務管理
•ヽ a -• 

まず最初に苫小牧工場の経営組織についてその概要をみてみようo 昭和 41年 9月末現在におけ

る同工場の経営組織i芯 図 1~3k示すとおりである。すなわち、直接生産活動にクツチしない事

務管理部門としては人事、財務..業務｀資材、管理｀および技術の 6部があり、また生産活動に直

接携わる製造部門としてほ第1製造原質..第 1製造抄造｀および第2製造抄造の 3部がおかれてい

る。さらに同工場には生産活動と関連する補助部門として施設..動力..および山林などの各部が設

置されており、工場全体としてほ結局、 12部となつている。苫小牧工場の経営組織部門としてほ、

上部の部以外に総務課、安全、衛生管理室など..工場長に直属する若干の部局が存圧している。

ところで..以上みた苫小牧工場の経営組織の大部分は、操業方式が完全操業体制へ移行した直後

の昭和 37年に行なわれた機構改革によつて編成替えされたものであり、その一部は新工場の操業

開始によつて行なわれた昭和39年の機構改革の影響をうけている。このため昭和 34年頃の組織
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と比べてみても、同一名称のま・いの部は資材部と管理部のみにすぎず..他の大部分の部はいずれも

その名称が—変している。このような部の名称変更ほたんに名称だけの段階にとどまるものではな

く、会社の経営組織の運営そのものの変更を意味するものであることはいうまでもない。このため

この数年間に機構改革によつて整理統合された部も少なくな<..昭和 37年の機構改革の際にほ汽

力、電気の両部が動力部として統合され、また山林管財、山林業務の両部も山林部として統合され

ている。しかし、この期間中の動きとしては、このような揺理統合の動きだけではなく、一方でほ

第2製造抄造部のように新工場の建設にともなつて新設された部もみられる。このような部の統廃

合、新設をはじめとする業務再絹強化の動きしむ前述した工場近代化に対応して工場管理体制の強

化をほかろうとする会社の意図を反映していると考えてよい。こうした会社の意図ほ課のレペルで

の動きをみると、より明瞭な形で現われる。すなわち、この数年間に新業務の発生またほ業務の分

割などによつて新設または分離独立した課の名前をあげてみると、人事部の教育訓練課、管理部の

計画調整諜．技術部の計画課、技術課（但し、これらの 2課は既存の試験課が分割されたものであ

る。）第1製造抄造部の第4抄造課言第2製造抄造部の抄造課、パJレプ課｀山林部の山林企画室、

チップ課、施設部の保全課など、相当多数のぽつている。以上の課新設の動きをみてみると、業務

再編成を行なった会社の主要な狙いは次の諸点にあったと思われる。

その第 1しま、新工場R建設や大型嗚速抄紙機の導入などの設備増強体制に対応したマジン部門強

化のためであり、この狙いは第 2製造抄造部をはじめとする部課の新設によつて示されている。そ

の第2は、自動化、計側化など畜生産現場における技術革新の動きに対応した生産管理、生産技術｀

および教育訓練などの担当部門の整備のためであり、この狙いほ人事部教育訓練課をほ区うとする管

理部門各課の新設などによつて示されている。さらに第3の狙いは、完全操業への移行にともなう

機械設備の保全体制確立のためであり、施設部保全課はこのため導入されたS.D方式に基く予防

保全制度の担当課として新設されたのであるo 会社の狙いとして最後に述べなければならないのほ、

以上の生産現場や管理部門の強化と併行して、間接部門ないし補助部門の整理統合がほかられたこ

とである。このような全社の狙いは、動力および山林部門の統合にもみられるが、他の部門でも配

給課、抄取調成課テツクス係などR子会社への業務移管などの形で実施されている。

以上のよう応経営組織＠抜本的な改革ほ、人員増によらない限り、当然のことながら配置転換に

よる既存労働力の再絹成をともなわざるを得ないo ところが｀苫小牧工場のばあいに．は前述したよ

うに、昭和 37年の機楷改革の直前に約 15 0名R従業員を愛知の新工場へ配転させたため、減少

した現有人員R枠内で業務R再編成が行なわれたのである。このため、苫小牧工場では愛知新工場

への配転を含めて、加なり大巾在配置転換と業務の下請化が実施され、多数の従業員が大きな影嘔

をうけたのであるo しかし｀こうした配置転換や業務の下請化についをは後で改めて分析すること

にしたい。

つぎに苫小牧工場の職務絹成についてふれておくと、その命令系統ほ工場長→工場長代理→部長

→副部長→課長→課長代理→係長→職長→組長→一般従業員という形をとつており、このうち管理

職ほ課長代理以上、現場職制は組長から係長までとなつている。ここではこれらの職務の中で一般

従業員との関係が最も深い現場戦制についてだけ、その内容をみてみることしCしよう。

まず最末端の賊制である組長についてみると、彼らは一般的にほ乎の従業員と一緒に仕事をする。
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図1-3  0製紙苫小牧工場の組織図 (41年9月末現在）
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注 括弧で囲んだ部課は、この数年間に実質的に新設されたもの。

但し、計画課、技術課は既存の試験課が分割されたもの。

そうして、固定した自

分の仕事をもちながら

ふ組長は部下の指等

をしたり、自分に許さ

れた範囲内で作業の命

令を下したりするo し

かし、厳密にいうとそ

の権限ほゼロに近く .. 

部下の成績査定の時.. 

職長以上から時々意見

を開かれることがある

程度にすぎないo とこ

るが、その上位にいる

職長のばあいには、会

社からかなりの権限が

与えられている。彼ら

は係長の補佐役として

仕事の割当、休日の指

定、休暇の許可などを

行なうとともに、部下

(1.)勤務成績の第1次査

定をする権限をもつて

いる。この成績査定の

際、職長は冨組長の意

見を時々開くことはあ

るが、組長が参加しな

ければならないという

極りがあるわけではな

いo 苫小牧工場の勤膀

体制は、朝7時から午

後2時までが 1直、午

後2時から同 10時か

ら翌朝7時までが3直

ということで、調木か

らマシンlCいたる製造

職場でほ交替番で3交

替制が実施されている。
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聯

階

名

職

職長はこれらの番方に 1名づつ配置され、係長不在の時はその代理をつとめている。最後に係長に

ついてみると、彼らは現場職制の最高の地位を占め、部下の仕事を指導する権限を有しているo係

長ほ職長と異なり各番方にいるわけではt'.l:いので、普通ほ職長と相談して業務の指揮をとるがらワ

ンマン的な係長のばあいには、部下の戦長と相談することなく権限をふるうことが多い。

苫小牧工場における現場職制の賊務内容は以上みたとおりであるが．完全操業体制に移行してか

らは毎週1日の休日指定、交替番の入替など、一般従業員にとつて利害関係の深い問題が彼らの手

にゆだねられるようになつている。また..前述した配置転換の際にも現場戦制賃とくに係長はかな

り大きな権限をもつているのである。このように、現場職制の権限ほ工場近代化にともなう管理体

制の整備と併行して強まつてきており、労資双方からその役割が注目されている。もつとも、会社

側と「近代化協定」を結んで工場近代化に協力している第2組合のばあい、職場委員長の大半ほ係

長によって占められているが..そのため戦場の不満が顕在化せず内肛する傾向があるといわれてい

る。

最後に苫小牧工場の職階制度について述べてみることにしよう。現行の職階制度は昭和40年 3

月21日より実施されたものであるがら管理職を除く戦階制度の概要は表 1~ 9に示すとおりであ

る。すなわち、現行戦階は大別すると特別戦奮技能職｀および一般職に 3区分され、このうち技能

臓ほ上級、 1級、 2級の順囮序列され、一般載ほ 1級から 6級まで職階が細分されている。ここで

新規採用者の編入職階を学歴別にみてみると、大学院修士ほ2級00係竃短大卒および0製紙技能

員接成所卒以上は 3 級CX)係畜新高、旧中卒男子は 4級00係~同女子は 5級00係、そうして新

中、高小、尋小卒は6級00係となつているo苫小牧工場の現行制度では職務と転階とは分離され

ているから一概にいえない加現状からいうと、組長、職長は 2級技能賊以上、係長ほ 1級技能檄

以上のものによつて占められている。

表 1-9 苫小牧工場の職階制度（昭和 40年3月 21日より実施）

戦楷区分 特別朦 技 ム月にヒ 聯

職階級 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級

職階給 29,000 25,000 22,000 2 0,0 0 0 19,000 

製造員 特別技能職 上級疲・能職 ー級技能職 二級技能職，

事務員 II 事務職 ”事務職 ノ，事務職 ”事務職
技術員 ／，技術職 ” 技瀦識 /9 技術職 ／，技術職

林務員 II 林務職 ”林務職 ”林務職 ”林務職
医務員

II 医務聯 ／， 医務職 ／， 医務戦 II 医務戦
（看護婦除）

聰階区分 般 職

職 階級 6 級 7 級 8 級 ， 級 1 0級 1 1級 1 2級 1 5級

職階給 18,500 17,500 17,000 1 5,5 0 0 1 4,7 0 0 14.00 0 1 3 2 DD 1 1 6 0 0 

製造 員 徽0嗜ミ 1級DO係 1級00係 1級00係 1級00係 1級00係

事務員 ；／寧務係 が事務係 II事務係 ”事務係 ”事務係 II事務係

階 技術員 ”技術係 ”技術係 ”技術係 ”技術係 吋支術係 ／技術係

名 林務員 が休務係 II林務係 ”林務係 II林務係 ”材囀 ”林務係

医務員
唯翌輝 II医務係

（看護婦除） ”医務係 ”医務係 ”医務係 II疇係
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同工場における職階の昇進ほ、一般職階の 2級00係までほ勤続年数と学歴を主たる基準として

一定の巾を設けて人事考課により決定されているが、一般識階の 1級00係以上から上位の職階に

進むにつれて人事考課が大きく作用するようになる。たとえば、最近の新規入職者の大部分を占め

る男子新高卒を例にとるら 4級00係として入職してから 2~4年間で3級00係となり、さら

に2~4年して 2級00係へ昇進するo しかし、それから 1級00係へ昇進するには最近3カ年間

の人事考課が大きく作用し、評定がC以上のばあいにほ 2~3年,D以下のばあいにほ12年で昇

進することが定められている。(1)さらに技能職階囮進むためには最近3カ年間の能率評定がC以上

であることを要し、一段上の特別職階ぬ進むためにほ上級技能職としての在職年数が充分であつ

ても最近3カ年間の能率評定がB以上でなければ昇進資格者とはならないo

表 1- 1 O 0響苫が虹場の弗直制度

1級00係ヘ 2級技能裁への 1級技能談への 上級技能職への・

の編入基準 網 入基準 編入基準 編入基準

2級00係在職年数 1級00係在職年数 2級抜能戟在職洋数 1級疲詣職在職年数

C以上 D以下 A. B C A B C A B C 

新大、旧専以上 1~2年 1 7年
2年 2年 3年 5年 3年 5年 2年 2年 4年
以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

短大、 技養卒 2~5年 1 7年
5年 3年

虚墨
4年 4年 7年 5年 3年 5年

以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

新高、 旧中卒 2~3年 1 2年
3年 3年 4年 5年 5年 9年 5年 5年 9年
以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

新中、高小、尋中卒 2~4年 1 2年 5年 4年 5年
以上 以上 以上

注 新中、高小、尋小卒のばあい、 1級技能職および上級技能職へD編入蘊壊衷四闊なっているのは、
新高l日中卒の欄を新高旧中卒以下と読みかえて適用しているためである。

このように上級職階に進むにつれて人事考課のウエイトが高くなっているが、このような抜擢主

義ほ昭和 40年3月の制度改訂の結果とくに強まつている。それ以前までは 1級00係の上に別枠

として熟練職、特級職という制度を設け、見習当時からの通算年数によって 2級技能職に昇進で

きない長期勤続者の救済をほかる特別措置がとられて的たのである。しかし、こうした長期勤続者

にたいする優遇措置を支えてきた年功的熟練の基盤力ら設備更新にともなう労働過程の質的変化に

よって漸次堀り崩されるようになり、またこれらの長期勤続者層R待遇改善に熱心であった第 1組

合の勢力後退が顕著になったことが影響して..従来の昇進制鹿の中にあった年功重視の方針が改め

られるにいたつたのであるo したがつて、現行の職階制度が実施に移された結果・苫小牧工場の従

業員にとつてほ評定の成績如何が従来とは違つてとくに切実な意味をもつようになり、このため勤

務譴ぬ向上を意識した従業員同志の競争も現場で次第に目立つてきている。

注（1) 評定はA、B、 c、 D、 Eの5段階に分かれ、その人員分布はそれぞれ上位から 10彩、

2 0%、 40 %、 2 0%、 10％となっている。

(2) 労働力楷成の特質と企業内雇用構造の変容・

ここでは苫小牧工場における労働力楷成の特質を明らかにするとともに、工場近代化の動き記対

応した企業内雇用描造の変容について検討を加えることにしよう。
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本

0製紙の有価証券報告書によると、昭和41年9月末現在における同工場の従業員数は、 2,751

人を数え、このうち男子が2,523人と 9割以上を占めている。工場従業員全体の平均年令は39オ

1カ月であるが..男子だけをとつてみると 40オ2カ月となつている。また、乎均勤続年数は 18 

年5カ月であ広男子邸まあいしま 19年 4カ月となつている。このように同工場の労働力構成ほ

年釦勤続年数ともにきわめて高<..表1~ 1 1にも明らかなように同じ 0製紙傘下の愛知県エ

場のそれと比較してみてもいずれも 7~8年程度上廻つてお広高年令..長期勅続という点が同エ

場の労働力構成の著しい特徴をなしているといつてよい。

会社提供資科によつて同工場の労働力描成をさらに詳しくみてみると、表 1~ 1 2(1.)ように労働

力楷成の特徴はいつそうほつきりする。すなわち、年令描成では 40オ以上の中高年令層が全従業

員の約半数を占め、 35~3 9オ層を含めるとその比重は 7割近くに達している。これに対して 30 

才未満の若年令層は全体(1.)2割弱にすぎず、とくに男子のばあいには 16％と低くなっている。ま

た、勤続年数措成をみても、勤続20年以上のものが 37. 9%、 15~2 0年のものが29. 5％を

占め、両者を合わせると全体(1.)7割弱を数える。これに対して勤続10年未満のものは約2割程度

にすぎないo したがつて、以上みたように苫小牧工場でほ全体としてほ中高年令の長期勤続者層(1.)

比重が高いのであるが、だからといつてこの傾向が工場内のすべての部門でみられるわけではない。

たとえi汰 昭和3 9年8月に操業を開始した新工場（第2製造抄造部）でiむ 90名を超える従業

員の大部分が35オ未満の新高卒によつて占められている。これ程の事例はみられないとしても、

一般口抄造抄取調成、製薬、蒸解など、新鋭の機械設備が導入された製造部内では、動作が機敏

で適応力の大きい若年令層の比重がかなり高いのである。若年令層の多いという点では事務、管理

部門も同様である。これに反して中高年令層の比重が高い(1.)iむ輪送、調木、施設..動力など、一

般に機械化のテンポが比較的遅れた部門である。もつとも、以上指摘した部門別の傾向はあく迄も

相対的な比較にすぎず、新旧の機械設備が混在して稼動している苫小牧工場では、マジン現場をほ

・じめとして旧型の機械設備にほ中高年令層が、そうして新型の機械設備にほ若年令層が配置される

というよう k..同一部門のなかでも年令別の業務分担が行なわれていることが多い。このような労

働力配置は、現有人員を主体とした工場の近代化、合理化という苫小牧工場の特殊条件によって生

み出されたものなのである。

表 1-11 0製紙従業員の年令・勤続別構成
4 1年 9月 30日現在

人 員 乎均年令 乎均勤続 人 員 乎均年令 乎均勤続

計 4 7 8 35年• 5月 1 3年• 6月 計 1. 1 9 5 32年•5月 1 2年・ 8月

社 男 362 3 8 • 8 1 6・・ 1 愛知工場 男 1,058 3 3 • 4 1 3 • 4' 

女 1 1 6 2 6 • • 3 6 ・ • 4 女 1 3 7 2 5 • 6 7 • 6 

計 2,751 3 9 • 1 1 8 • 5 計 4,424 3 6 • 9 1 6 ・ 4 

苫小牧工場 男 2,523 4 0 • 2 1 9 • 4 全 社 男 3,943 3 8.  2 1 7 • 5 

女 228 2 6 • 4 7.  3 女 481 2 6.  1 7 • 1 

資料出所、有価証券報告奢
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表 1-1 2 0製紙苫小牧工場従業員の年令勤続年数別構成

3 9年7月 1日現在

年 令 構 成

計
1 8オ 1 8 ~ 2 □~ 25~ 3 □~ 35~ 4 O~  5 0オ
未満 1 9オ 2 4オ 2 9オ 3 4オ 3 9オ 4 9オ 以上

実！計 2,638 49 50 254 155 330 508 955 3 3 7 

数

比

全て

実

数

比

率

男 2,443 26 35 1 8 8 1 3 6 303 489 93 9 327 

女 1 9 5 23 1 5 66 1 9 27 1 9 1 6 1 0 

計 1 D □. D ％ 1. 9 1. 9 9. 6 5.9 1 2.5 1 9. 3 3 6.2 1 2.8 

男 1 0 0.0 1. 1 1. 4 7. 7 5.7 1 2.4 20.0 38.4 1 3.4 

女 1 0 0.0 1 1. 8 7. 7 3 3.8 9. 7 1 3.8 9. 7 8.2 5.1 

勤 続 年 数 楷 成

未6カ月満 6カ月
~1 2 年年

2 年 5年～ 1 D年～ 1 5年 2 0年
~1年 ~5年 1 0年 1 5年 2 0年 以上

計 66 56 6 1 1 9 5 1 6 7 31 5 77 8 1, 0 0 0 

男 4 1 36 47 162 1 3 8 283 7 46 990 

女 25 20 1 4 33 29 32 32 1 0 

計 2.5 2.1 2.3 7.4 6.3 11. 9 2 9. 5 3 7. 9 

男 1. 7 1.5 1. 9 6.6 5.6 1 1. 6 3 0.5 40.5 

女 1 2.8 1 0.3 7.2 1 6.9 1 4.9 1 6.4 1 6.4 5.1 

ところで．従業員の年令構成と勤続構成がともに高いという苫小牧工場の特色i汰 明 治43年創

業という長い工場の歴史の上に一たん、入職した従業員が定年まで退職しないという慣行が猿み

重なることによつて初めて形成されたものである。このよう t'J':終身雇用の慣行はある意味では大企

業に共通したものといえようが．苫小牧工場のばあいには、戦前から従業員子弟の優先採用による

世代間再生産という形で、手飼の従業員によつてこれが継承されてきた点にその特徴があるo 昭和

1 D年 5月発行の資料によつて当時の苫小牧工場における見習工の採用方法をみてみると同工場

からの報告はその状況を次のとおり述べている。

「•••••••••現在当工場二於テハ先ヅ見習工ヲ採用スルニ当リ附属病院二於テ体格検査~適性考

査等ヲ行ナフハ勿論デアルガ、単二‘ノ vバカリデナク本人ノ索質ヲ見梧メルコトニ最モカヲ注

グモノデアル。本人ノ索質、品性等ヲ見柩メル為二平索ノ行状、家族関係、家庭ノ事情等ヲモ

詳ニスル必要ガアルノデ自然平索カラ充分見・極メノ付イテ居ル従業員の子弟カラ俊先的二採用

スルコトニナルノデアル。

ク・カラー股二募集スル様ナ事モナケ Vバ又右子弟外カラ採用スルコトモ殆ンド無イノデアル。

元来当工場デ＾死亡力老衰若ツクハ疾病等デ不己得退職スル者ノ外辞膜スル者ガ稀デアルカ

ラ移動率ガ非常二少ナイノデアル。従ッテ見習職工ノ採用モ左程多クアルワケデナイカラ多数

ノ従業員子弟ノ中カラ優秀ナ見習工ヲ鬼出スコト＾比較的容易ナ1レデアル。」(1)
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戦前における同社エ員規則によると、第11条に見習工に関して次のような規定がみられる。

「エ員ヲ採用ックルトキ＾ 1カ月以上 3カ月以内ノ期間見習エトシテ実務二従事セジムルモ

ノトス但工員志願者ノ錘衡二当リ相当ノ技能アリト認メクルトキ＾直チニ本エトシテ採用スル

コトアルペシ」(2)

以上のように、戦前の苫小牧工場では従業員子弟の中から優秀なものを見習エとして採用して 3

カ月以内に本エとする、という子飼制度が行なわれており、これらの子飼従業員を主体として永年

勤続を前提とする終身雇用制が確立していたのである。ただ、終身瓶用制についてもつと厳密にい

えば｀戦前といつてもこれが事実上確立したのは第1次大戦以降からのことである。そうはいつて

も、戦前の苫小牧工場において他企業出身の熟練工の採用が皆無ではなかつたことは、エ員規則第

1 1条の但書からも推察されるが、このような他企業出身者の採用が工場の方針として極力抑制さ

れたこ．とは、前掲の工場報告中の次の言葉によつて知ることができる。

「次二見習工ヲ経テ本職エトナック者卜他所カラ傭ヒ入レク熟練エトノ優劣ノ点デアルガ、

ソレハ当工場二＾当工場ノ永年培ツク美風ガアルノデアルガ兄習工カラ本工二成ツク者＾本当

ニ此ノ工場ノ風二醇化ッテ居ルカラ其点ガ良イト思フノデアル。

強イテ欠点ヲ求ムルナラバ一人前ノ熟練工二仕上ゲルニ＾所謂手間暇ガヵヽルト云フ事二帰培

スルノデアルガ然シ荀モ熟練工ヲ望ムカラニ＾決ッテ旋成スル努カヲ惜シム様ナ事ガ有ッテハ

ナラナイ。

其意味二於テ熟練工＾他カラ求ムペキモノデナク、ョッンバ他所カラ傭ヒ入レク熟練エガ直

ニ役立ツ様ナ便利ガ有ルニシテモ努匁テ差控へ万難ヲ排ッテモ自ラ旋生シ葉育スベキモノデア

ルト信ズルノデアル。」(3)

．このような従業員子弟の採用という瓶用恨行は、労働組合の要求を背景として、戦後においても

引き継がれたのである。すなわち、会社が第1組合と結んだ1日労働協約中の了解事項の中にはこの

要求か 「会柏ま、新規採用者の選考にあたって、同一条件の場合にi工業務上の偽病により退職

又ほ死亡した者、或ほ停年で退職した者の子弟を優先的に採用する」という規定としてその一部

が確認されている。こうした了解の下に戦後になつても苫小牧工場の新規採用者の大半ほ従業員子

弟であったのである。とこるかすでに述べたように、連続操業実施をめぐる労資間の争いによっ

て旧労働協約が破棄された結果..昭和 34年春の新規採用者は全部第 2組合員子弟からとられると

いう事態が発生するにいたつた。（合）こうした会社の差別政策は第 1組合に深刻な打撃をあたえ、昭

和35年の年頭に起つた第1組合員の大量離脱はこの影磐も大きかつたといわれている。

とに角、最近でも苫小牧工場の新規採用者の大部分を占める新高卒tCついてほ指定校制度がとら

れ-その 8~9割までは苫小牧市内出身者から採用されているo一方離職者の動きについてみると、

結婚による退戦の多い女子を除くと、定年退識を理由とするものが離職者の 7~8割に及んでいる。

したがつて、全体の 9割以上を占める男子従業員のばあいほ、戦前と同じく労働移動率が箸しく低

く、昭和38. 9年頃の同社作成資科によってみても、入職、離職とも 1年間で2~3％程度の比

率にすぎない。

以上年令と勤続年数を指標として苫小牧工場の労働力構成の特質を明らかにしてきたが言つぎ

に部門別従業員数の動きによつて企業内屈用構造の変容状況を分肝してみることにしよう。苫小牧
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工場における新開用紙生産能力ほ、抄紙工程における自動式大型高速マシンの導入、各種バルプエ

程における自絋計測装置の溝入など、戦後の技術革新によって、図 1~ 1に示したように大巾な

伸びをみせ..とくに活発な設備投資の行なわれた昭和3 0年代後半の伸びしまめざましかった。この

ため抄紙マシンが10台稼動をほじめた昭和26年当時の生産能力と比較してみても、同工場の生

産能力ほ昭和40年には 2倍半の能力を有するにいたつているo しかし畜このような生産能力の飛

躍的な伸ぴにもかかわらず、苫小牧工場の従業員数は昭和 24年の 3,949人をピークとしてその後

かえつて減少をつづけ、晩和 4 1 年にほ 2,751人となっている。~5) つまり、この間に工場全体の従

業員は約1,0 0 0人も減少しており、その減少率は約30％で決して低い数値とはいえないのである。

とこるで..このような従業員数の大巾な減少i芯合理化投資を背景とした新技術の導入による労

働節約的効果とともに、完全操業実施による操業度の引上げが大きく影梱したものと考えてよい。

ここでは長期スト直前の昭和 32年 10月から 41年 10月にいたる 10年間を考察の対象とし.. 

その実態をみることにしよう。第1組合苫小牧工場支部の作成した調査資科によるら昭和 32年

1 0月以降における同工場人員の推移ほ表 1~13!1:示すとおりである。この表をみて第1に気付

くことしお昭和37年になって同工場の従業員数が急減を示している点である。それ以前における

人員の動きはむしろ保合状態に近<..37年にみられるかなり大巾な変化とほ著しい対照をなして

いる。このような状況変化の背景には、 36年春の「近代化協定」の締結以後..第2組合の合意の

下で実施に移された大批の配置転換があることを忘れるべきではないo すなわち｀すで応述べたよ

うに、 0製紙では「近代化協定」の締結にともなつて第2組合の参加をえて配員委員会が設けられ、

その話し合いの結果..現在人員をもつて企業近代化を推進することが確認されたのである。このた

め、昭和56年暮から 37年1月にかけて苫小牧工場から愛知の新クラフト工場へ配置転換によっ

て約15 0人の従業員が転勤しているのである。苫小牧工場の従業員数が37年になつて急減して

いるのほ、以上の事情によるところが大きいo しかし、この新クラフト工場の完成によつて近代化

推進の重点は苫小牧工場に移り..CGP..RGPなどの新技術の開発ら 「世界最高水準をゆく画

期的北海道新工場への準備態勢の推進」が当面の課題となった。したがつて、 37年下期以降の配

置転換は苫小牧工場自体の中での異動の形をとり..他事業所への転勤者は少なくなつている。苫小

牧工場の従業員数の減少傾向は他の年次でも認められるが、このばあいは主として新規採用者数が

退職者数を下廻つたことが原因となっていると思われる。

苫小牧工場における人員の推移の中で第2に指摘できることし汰従業員数の急減を示した昭和37

年頃から工場内における労働力再編成の動きが活発化し、 41年にいたるまで続いていることであ

るo表 1~ 1 3をみても明らかなように、工場全体としてほこの 10年間に従業員数が 14. 6％も

減少しているにもかかわらず、部レペルでみた工場内の人員の動きはそれぞれ異なった様相を呈し

ており、なかにほかえつてこの期間内に人員が増加している部もみられるo 昭和 32年と 41年に

おける人員の比較によってこのような部別人員の動きを盤理するら次の 5つのグJレープ囮区分ナ

ることができる。

(1) この 10年間に人員が増加した部

第 2製造抄造部 9 9人増（新設）

管 理 部 5 1人増(4.0倍）
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表 1-1 3 苫小牧工場における部門別人員の推移

実 数 （人） 指 数(%) 4 1年 32年

32年 3 4年 35年 37年 38年 39年 4 1年 32年 34年 35年 37年 38年 39年 4 1年 実数 比率

計 3,002 2,926 2,953 2,7 D 8 2,621 2,626 2,565 1 0 0.0 9 7. 5 9 8.4 9 0.2 8 7. 3 8 7. 5 8 5.4 △43 7 1 0 0. 0 

総 務 課 1 3 6 1 2 8 1 2 3 1 DD 1 0 2 1 0 2 76 1 0 0.. 0 9 4.1 9 0.4 7 3.5 7 5.0 7 5.0 5 5.9 △ 6 0 △1 3.7 

人 事 部 159 145 132 69 54 49 50 1 0 0.0 91. 2 8 3.0 43.4 34.0 3 0.8 31.4 △1 0 9 △2 4.9 

安全衛生管理室 1 7 1 8 1 7 1 7 1 5 1 4 1 6 1 0 0.0 1 0 5.8 1 0 0.0 1 0 0.0 8 8.2 8 2.4 9 4.0 △ 1 △ 0.2 

財 務 部 29 3 1 29 22 23 23 29 1 0 0.0 1 0 6.9 1 0 0. 0 7 5.9 7 9.3 7 9. 3 1 0 0.0 

゜
o.o 

資 材 部 53 53 34 52 40 28 27 1 0 0.0 100. 0 6 4.2 9 8.1 7 5.5 5 2.8 5 0.9 △ 26 △ 5.9 

ー4平

業 務 部 1 4 9 154 156 156 1 55 154 140 1 0 0.0 1 0 3.4 1 D 4.7 1 D 4.7 1 0 4.0 103.4 94.0 △ 9 △ 2.1 

夕且 理 部 1 7 28 26 55 54 55 68 1 0 0. 0 1 6 4,7 152.9 3 2 3.5 3 1 7. 6 32 3.5 4 0 0.0 51 11. 7 

技 術 部 34 38 38 8 0 65 78 83 1 0 0.0 1 1 1. 8 1 1 1. 8 2 35.3 1 9 1. 2 229.4 2 44.1 49 1 1. 2 

第1製造原質部 706 665 680 5 97 575 535 5 0 7 1 0 0.0 94.2 96.3 84.6 81.4 7 5.8 7 1. 8 △1 9 9 △4 5.5 

第1製造抄造部 474 462 535 4 96 492 470 470 1 0 o.o 9 7. 5 11 2.9 1 04.6 1 0 3.8 9 9.2 9 9.2 △ 4 △ 0.9 

第2製造抄造部 1 7 1 8 94 99 99 2 2.7 

施 設 部 427 424 41 9 3 8 1 379 3 7・2 377 1 0 0.0 99. 3 9 8.1 8 9. 2 8 8.8 8 7.1 8 8.3 △ 50 △11. 4 

動 力 部 51 1 51 5 499 441 433 436 397 1 0 0.0 1 0 0.8 9 7. 7 86.3 8 4.7 8 5.3 7 7. 7 △11 4 △2 6.1 

山 林 部 290 265 265 225 216 216 226 1 0 o.o 9 1. 4 9 1. 4 7 7. 6 7 4.5 7 4.5 77. 9 △ 64 △1 4.6 

資料出所 紙パ労連同社労組苫I]ヽ 牧工場支部作成資料による。

注 各年とも 10月現在の人員である。



技術部

(2) 人員が同じか、

財務部

第 1製造抄造部

安全、術生管理室

業務部

4 9人増(2.4倍）

1 0年間の減少率が 1割を下廻つた部

培滅なし

4人減(0.8％減）

1人減l6％減）

9人減l6％減）

{3) 人員が 1割以上も減少した部

施設部 5 0人減(11. 7％減）

山林部 6 4人減(22. 1％減）

動力部 1 1 4人減(22. 3％減）

第1製造原質部 1 1 9人減(28. 2％減）

総務課 6 0人減(44. 1％減）

資材部 2 6人減(49. 1％減）

人事部 1 0 9人減(68. 6％減）

このよう巳部のレペルでみると工場内の人員の動きは著しく不均等であり、一方では第2製造

抄造部のように 10 0人に近い人員をかかえる部の新設がみられると同時に、他方では人事部のよ

う(re.7割に近い人員が削減された部も存在する。この事実tむ主としてこの数年間に行なわれた労

働力の編成替えがいかに激しかったか｀を物語っている。苫小牧工場における本工労働力の再編成

ほ次のようなプロセスで行なわれた。ま Jや、昭和 36年下期から翌年1月にかける愛知の新クラフ

ト工場の操業人員として各部から選抜された約 15 0人の配髄転換者が転勤し．た結果、苫小牧工

場の従業員数は約 5％の減少を示した。このため苫小牧工場では労働力の編成替えの必要に迫られ

ることになるが．会祖まこの人員減を間接部門の再緬整涅によつてカバーするとともvc..さらに、

これを契機として璽点部門の人員増を行ない全体として増産体制の維持に努めたのである。

こうした労働力の再編成心すでに述べたように、殆んどの部の名称変更をともなう機楷改革の

形で昭和 37年春実施された。この結果、大部分の部で以前より人員が減少し、とくに人事部・総

務課、山林部、第 1製造原質部などはその傾向が著しかった。これらの部における人員削減の内容

をみるら業務の下請化による負担軽減が多く、その最も顕著な事例は人事部配給課の廃止と系列

別会社による業務の継承にみられるo工場労働についても..長期スト以降業務の下請化が盛んとな

り、とくに、第1製造原質部関係でほ機械化のテンポの遅い作業の下請化が進行している。もつと

ふ原質関係業務の一部では機械化によつて作業の能率が高ま広人員削減可能となったとこるも

みられる。このような直轄業務の縮小による部人員の減少傾向とは逆に..37年の再編成によつて

かえつて人員の増加をみた部も存在するo 管理部と技術部がこれであるが、この動きは自動化｀計

測化など｀生産工程の質的変化にともなつて生産管理や技術開発に対する要請が強まつたため..人

員増によって体制強化をはかったものとみることができる。前述したように、この両部では37年

の機構改革の結果課も新設され、従来の 2課制からいずれも 3課制に変つている。この両部の動き

につづいて注目されるの氏第1製造抄造部、業務部などの人員の推移である。これらの部は上記

の2つのグ）レープと異なり、昭和 37年の機描改革によっ、てもあまり大きな影膀をうけなかったの

である。もつとも..第1製造抄造部についてみると、昭和37年の人員ほ愛知新工場への配転の結
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呆35年当時のそれに比べて減少を示しているが、依然として 32年当時の人員よりは多くなって

いる。すでに明らかにしたよう巳第1製造抄造部でほ完全操業実施にともなう操業度の引上げtc

よっで生産性向上の条件が保障されていることを考慮、すること。第1製造抄造部の上記の動きは、

消極的にしろ、マシン部門の増強という会社の意図を反映したものであるといつてよい。•このよう

な会社の意図しとやがて昭和 39年8月の新工場躁業開始による第 2製造抄造部の増強においてそ

の椴極面が現われることになる。

以上みてきたように、昭和 32年以降10年間における苫小牧工場の雇用構造の変容は、本州他

工場への人員配転による総人員の減少という条件の下で｀直轄業務の下請化によつて事務および間

接部門の整理統合を行ないつつ、技術および生産管理部門とマシン部門の増強をほかる｀という形

娯現されたのである。こうして、苫小牧工場の従業員数はこの 10年間に 15％近くも減少して

2,565人を数えるにすぎなくなったのに、マシン部門では約10 0人、技術および管理部では各々

約50人の人員増をみているのである。この意味では配置転換と業務の下諮化をともなう直轄部門

の徹底的な合理化が、この 10年間の苫小牧工場における主要な歩みだったといつてよい。

注(1) 日本工業協会編「第 7 回研究会資料―—見習エノ採用並二捉成方法」、昭和 1 0年 5月

P. 1 2 5 

注(2) 同労組巡勁史、 P. 4 7 3 

注(3) 日本工業協会「前掲書」、 P126~7 

注（4) 藤田若雄「前掲害」、 P.1 1 ~ 2 

注(5) ここで用いた同社有価証券報告書所戦の従業員数と、後で掲げる表 1~ 1 3中の人数と

は若干異なるが、その理由は後者の人数の中に附属病院の従業員数が含まれていないため

と思われる。

3) 配置転換と業務下請化◎値展

前項では0製紙苫Jヽ牧工場の労働力描成の特質ら工場近代化にともなう企業内雇用楷造の変客

についてみてきたが書すでに述べたように、このような本工労働力の再編成過程ほ内容的には配置

転換と業務の下請化の増大を意味するものであった。ここでほ主として聴きとり調査の結果を用い

てその実態を検討することにしよう。

戦後の苫小牧工場でみられた大きな配置転換t汰次 の 3度であるといわれている。すなわち、そ

の第 1回目は昭和27年夏に愛知の上質紙工場が発足した時であり｀第2回目は 10年後の昭和37

年春に愛知新工場が新設された時であり｀さらに第3回目は昭和 39年8月に苫小牧の新工場が操

業をはじめた時である。いずれのばあいも配転者の人数ほかなり多く、第1回目は10 0人前後言

第2回目は約15 0人｀第3回目は60数人を数えている。しかし、上記以外の時にも最近では小

規模の配置転換が定年退職者の穴うめという形で始終行なわれていることに注・目する必要がある。

こうして苫小牧工場の従業員にとつて..配置転換ほ今までのように例外的な事件でしまな<..自分の

身の廻りの日常的な問題となつてきているのである。

こ(7..)ょぅな配置転換の活発化と関逃して注目されるのtむ配置転換に対する会社の基本方針が変

化してきているようにみえる点である。従来までの配齢認臭においてほ、当事者の希望と技能を生
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かす方針がとられ、とくに当事者の希望が尊重されてきたが、これに反して最近の配置転換の際に

ほ、当事者の希望ほむしろ副次的な要素となりヽ会社独自の判断で異動させられることが多い、と

いわれている。この事実ほ、会社にとつて配置奄溺~.):果す役割と機能が昔と今とでは変ってきてい

ることを示すものであるo 苫小牧工場のばあ＼‘..現段階の配置転換ほ｀前項で述べた工場近代化に

対応した労働力再網成を実現するための重要な手段となってお広従来までのような例外的性格の

ものでなくなっている。したがつて｀同じ大盤の配置転換であつても、企業拡大の第1歩を踏み出

したばかりの昭和27年の配置転換ら近代化．合理化の動きが全面化する昭和36年以降のそれ

とでは..そのもつ意毅が質的に異なるのである。

このような配置転換のもつ現段階的重要性に気付いた会社側ほ、脚巫したように昭和36年 4月.. 

第2組合と「近代協定」を結び、この協定に基いて配員委員会を直ちに発足させ、第2組合が参加

する同委員会で愛知新クラフト工場への大巾異動をはじめとする配置転換問題の検討を行なうこと

にしたのである o 苫小牧工場のばあい｀こうした配員委員会や、社内機関としてこれに併行して作

られた配員連絡会議が冨たんに工場レベJレだけでなく、その下部の部課係レベルにまで設置され、

各レペルで配置転換問題が討議される方針をとったのである。たとえi汰職場＝係単位でこの動き

をみるら係長、職長などが主体となり｀これに数人の第2組合代表が加わって検討がなされる形

が普通である。このような検討の結果、第2組合では職場委員長の大半が係長であ広しかも組合

自体としては工場近代化という大原則を肯定しているという事情もあって..人員削減＝配置転換が

基本的にほ了承されることが多いといわれる。こうした職場の結論ほ課レペルの検討に持ち出され、

さらに上部段階の検討を経て｀やがて工場全体の方針として具体化されることになる。このよう

な配員委員会の動きについては、職場の一部から「配員委員会なんて、何人で仕事ができるかとい

うことを調べて、ていのいい人を減らす相談をするところですからね」 （第1組合幹部）という

厳しい評価も下されている。し力北'..多数組合である第2組合が参加し以上のプロ七スで配置転換

が決定されたときには、それは職場の従業員にとつて絶対的な権威をおぴざるを得ないのである。

だから、自分の希望に反しても電 「陰ではものすごく不乎をいうが、公には絶対に云わない」（同

上の話）雰囲気も生まれ｀こうした状況の中でクラフト工場への勤務をはじめとした配置転換が大

きな摩擦もなく実施されることになったのである。

以上の指摘から明らかなよ＂ら 「近代化協定」の締結以降に行なわれた配置転換ほ、第2組合

の参加による部分的修正はあったとしても｀本質的には会社ペースで進められたと考えてよいo し

たがつて、配置転換の基準となったのtむ企業近代化のための労働力の合理的再編成ということで

あった。ここで前記の大盤配置転換についてその具体的内容をみてみよう。まず現時点の配置転換

の出発点ともいえる新クラフト工場への配転のばあいにしと年令描成の若い愛知工場の状況を考慮

して王として 3D代以上の家族もち従業員を各戦場から選抜して転勤させている。会社にとつてこ

うした内容の異動は、中高年令層の比重の高い苫小牧工場の労働力描成を是正するた砂にも有意義

であったのである。とこる汎昭和39年夏に行なわれた苫小牧新工場（第2製造抄造部）への配

転のばあいには、その王体ほ 35オ以下の新高卒従業員におかれ..各戦場に所属していた該当者の

中から選抜が行なわれたのである。この際、若年令層が異動の王体となったのほ盲新工場における

主な作業が汲新鋭の自動式大型高速マシンの操作であったためである。マシン作業では工程の自動
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化..計測化が進んでいるといつても..新型マジ•ソは秒速6 0 0加といった超スピードで稼動してい

るわけだから、これを支障なく操作するためにほ動作の機敏性と柔軟性が要求される。現伏でほ捲

取りを押してコンペアに送る人力作業なども残つており｀これらの作業も新型マシンの方がよりき

ついのであるo 会社が若年令の新商卒従業員を他部門から引き抜いて新工場へ配置したのも、こ

の事情を考慮したからにほかならない。このように、 「近代化協定」の締結以降に行なわれた 2つ

の大蓋配置転換においてiむいずれも当面の重点部門である配転先(J_)操業体翡lの強化を狙ぃとして

その労働力需要の性格に応じた配転が行なわれて料り．この意味では全く会社の路線にそつた内容

のものとなつている。ところで、昭和 37年1月までに完了した愛知クラフト工場への転勤のケー

スを除ぎ｀その後における配置転換ほ殆んど苫小牧工場内の部門間異動の形をとつている。そうし

て..こうした酷置転換が非製造部門でほ管理部および技術部の強化冨また製造部門では抄紙マシン

関係の拡充をめぐつて行なわれている点に苫小牧工場ク_)特徴がある。ここでほ王として製造部門に

っ¥,只てみると、会社がまず第1に決定するO'..)ほマシン要員確保のための配置転換であ．り、第2段階

としてつぎにその欠員補充のための異動が検討されることが多いo つまり竃この決定｝卿字からも明

らかなように会社の配置転換の狙いはあくまでもマシン部門の強化を重点としてお広適切と判

断した若年令層についてほこれを積極的にマシン部門へ送り込む構えをみせている。したがつて．

他部門における欠員補充はこれに対する受け身の内容のものが多い。その典型的な事例は..いうま

でもなく昭和39年に行なわれた新工場マジン要員としての大量配転と言それにともなう他部門に

おける異動であった。とに角．苫小牧工場ではこうした異動ゆプロセスを経て、全体としてみれば

従業員が減少を示している状況の中で、会社の意図する形での工場労働力の再編成が急テンポで進

行しでいる (J..)でぁ知

ここで注目する必要がある (J_)iむ同じ配置転換といつても、マシン部門と他の部門とではその対

象者の性格が異なることである。す加わち..マツン部門への配置転換の際には•一般lir:45 才以上

の中高年令層ほ除外され．若年令層が中心になってをる O'..)に対して、他の製造職場では一般的には

このような年令的制限ほ設けられておらず、中高年令層による補充が多くなっている。このため... 

苫小牧工場においては一方でほマシン部門(J_)ように若年令化が進んでいる職場がみられると同時に、

他方でほこれとは反対に老令化が進んでいる職場が増え、全体として年令構成の部門間格差が目立

つようになつて¥,．ヽ る。

つぎに、聴きとり調査の資料を利用して昭和 34年と 41年の年令楷成の変化によって.. 2.. 3 

の特徴的な職場における配置転換{Jj)影響をみてみることにしよ％資料(Q関係.J::・ ここでほ第1製

造原質部と施設部の職場を各々 2つづつとり上げることにするが冒その状況ほ表 1~4に示すとお・

りである。この表によっても明らかなように｀第 1製造原質部の調成係を除き、いずれの戦場にお

いても年令楷成の老令化傾向が著しくなっている。第1製造原質部の調木係では昭和34・年当時も

4 0才以上の従業員層の比率ほ53％と高かったが｀昭和 41年になるとこの比率が90％を超え

るにいたつている。また施設部の鉄工係でほ34年(/_)32％から 41年には 55％に、同部の抄造

保全係では 49％から 86％に増加している。そうして、これらの職場では 30オ未満の従業員は

殆んど姿を消し．わずかに鉄工係の 2人を数えるにすぎなくなっている。ところヵ5- このような動

きとニュアンスを異にするのが、原質部の調成係の動向であるo表 1~ 1 4に示すとおり-昭和34
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年当時には調成係の従業員の大半は 3o~ 4 9オ層のものによつて占められていた力ら昭和 41年

1tc.なると 30オ未満層が 12％.. 3 0~4 9オ層が 53 %-. 5 0オ以上が23％と、年令構成ほか

えつて均らされているのである。したがつで同じ製造原質部に属していても言年令老の著しい調

木係とはその勁きがまさに対照的である。

表 1-1 4 原質ぉよび施設部における年令描成の変化

第 1 製造原質部 原 吾un又、 部

調木課調木係 抄取調成課調成係 工作課鉄工係 保全課抄造保全係

3 4年 4 1年 3 4年 4 1年 3 4年 4 1年 3 4年 4 1年

計 196 大 1 3 5大. 89 大 87 大 122 ノ＼ 84 一人 47 大 3 9 人

2 0オ未満
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

2 □~2  9オ 1 2 1 0 1 2 1 3 2 7 

3 0~3 9オ 35 6 40 1 8 55 43 44 1 4 

4 □~4  9オ 42 75 46 35 25 43 37 67 

5 0オ以上 11 1 9 3 23 7 1 2 1 2 1 9 

注 (1) 3 4年の年令構成は会社資料によって作成したが、 41年の構成は従業員世帯を訪問した

際の聴きとり調査の査料を利用したので厳密なものではない。

(2) 調木課調木係の 41年の年令構成は、聴きとりの対象となった本人の所屈する 80人の職

場についての状況を比率で示した。したがつて、計の 13 5人についてではない。

(3) 保全課抄造保全係は、 3 4年当時には原残保全係と分れておらず、保全係一本であったの

で、 3 4年の年令構成はこの状況を揚げている。なお、計の 47人という数字は係が分割さ

れた35年の数字である。

このような相違を示ナ主な要因は、この期間内における両職場の作業内容変化の違いであると思

われる。すなわち｀まず調木係についてみると、この職場ではすでに「 1．生産工程と技術革新の展

開」の項で述べたように..昭和 20年代後半から 3 0 年代の前半にかけて自動スラシャーー大型べ—

ヵ—..キヤンビオバーカー｀スプリッタ―｀チッバーなどの新らしい機械設備が等入されて従来の

労懺喋約作業の機械化が進行しているが、肉体作業も依然どして残つており｀全体としてみると.. 

機械作業を含めてその多くは単純労働に近い性格のものである。このため調木係の業務i芯 工 場 近

代化を推進する会社の立場からすると 「調木というとこるほ芸のない職場です」（工場見学の際

の説明）ということにならざるを得ない。そうして、調木係の業務は最近ではSCP、CGP... -

RGPなど｀チップを原科とする新工程の導入によりチツプ化作業の比重が高まつてきた結果、作

業の能率化が可能となり'...全体として人員削減の条件が監備されることになったo会社ほこのよう

な情勢を利用して、調木係にいた若年令層の一部を重点戦場に異動させるととも l'C、同係への新規

採用者の配置をストップしたのである。このようにして、調木係においては人員の減少傾向が顕著

となると同時iここれと併行して老令化の動きが一そう強まつているわけである。このような人員

の減少しまたんに業務最→変化のためばかりでなく會後述するような業務の下請化の影磐もあること
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砕

を見逃すべきではない。

つぎに調成係についてみると、昭和 30年代における各種高性能設備の導入によつて工程の装置

化が進み..各種計器類の監視と調節が圭要な仕事となつている。この係の業務には殆んど肉体労働

がなくなつているが言そのかわり工程の近代化に即応した計器関係についての一定の科学的理解能

ヵら動作の機敏さが要求されることになる。(1)このたな会社はこの係へ新高卒の従業員を配置

して労働力の若返りをはかるとともに..また人員の保持についても努力を払つているのである。以

上の指摘によつて明らかなよ＂ら調成係における若年令化の動きの背景にほ..こうした生産工程

の質的変化に規定されたとこるの新しい労働力需要の発生という事情が介在しているのである。

以上の事実は、同じ部に所属する職場であっても言配置転換の動きは必ずしも一様ではな<..生

産工程の変化内容によつて異なった動きを示すことを物語っている。ここで第2製造原質部の課係

月!1A員の動き念みてみると電表 1~ 1 5に示すとおりである。この表をみて気付くのほ言たとえ同

じ課に所属していても人員の動きにはかなりの違いがあることである。たとえば枠木課を例にとる

ら第1枠木係の人員は昭和 32年の 15 1人から 41年の 61人へと約6割近い減少をみせてい

るにもかかわらず、第2枠木係の人員はこの間に多少の増減ほあるものの殆んど変化していないの

である。この王な要因としてほ．第1枠木係が戦前からの王要機械設備であるボケツトグラインダー

の操作を・王な業務としていたのに対して｀第2枠木係がよ・り能率的なマガジングライングの操作を

王な業務としていたことにあると思われる。前述したようしc..枠木工程では作業の高度化が進み、

最近でほポケツトグラインダーが廃棄される情勢となつてきているが...第1枠木係の人員の大巾な

減少はこのような事情による影磐が大きいと考えられる。他の課についてほ説明を省略するが冒と

に角、生産工程の近代化に規定された労働力再編成の動きはその職場の具体的情況によつて異なる

ことは明らかであるc

表1-15 第2製造原質部の課係別人員の推移

3 2年 3 4年 3 5年 3 7年 3 8年 3 9年 4 1年

計 7 0 6 6 6 5 6 8 0 5 9 7 5 7 5 5 3 5 5 0 7 

木 課 2 0 4 1 9 8 2 0 8 1 9 4 1 7 9 1 7 0 1 4 7 

調 木 係 1 9 6 1 8 7 1 8 6 1 7 5 1 6 7 1 5 7 1 3 5 

木 課 2 1 9 2 0 6 2 0 7 1 7 0 1 6 3 1 4 D 1 2 8 

第 1 砕木係 1 5 1 1 2 7 1 2 9 9 5 8 8 7 D 6 1 

第_,2 砕木係 6 8 7 9 7 8 7 5 7 5 7 D 6 7 

抄取調成課 2 0 0 1 7 8 1 7 6 1 5 4 1 5 4 1 2 7 1 5 5 

抄 取 係 9 1 9 0 8 9 7 {i 7 2 5 2 4 6 

調 成 係 8 9 8 8 8 7 7 8 8 2 7 5 8 7 

テックス用 2 0 

製薬蒸解課 8 3 8 3 8 7 7 9 7 9 I 9 8 1 0 0 

製 薬 係 3 3 2 7 3 0 2 0 1 9 2 1 2 0 

s p 係 5 0 5 6 4 0 3 8 3 9 5 4 6 1 

s C P 係 1 7 2 1 2 1 2 3 1 9 

注 (1) テツクス係は34年に子会社設立にともない業務を移管した。
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: 

したがつて..厳密にいうと配置転換に関する最近の動きを前述したように..マシン部門と非マシ

ン部門とに大別するのは必ずしも正確とはいえず,.むしろ工程の自動｛t..連続化が進んでいる部門

および機械設備の導入にともなつて新設された部門と｀工程の近代化が遅れている部門および業務

が廃止またほ縮小された部門と(1..)2つに区分するのがより妥当と思われる。そうして.. 「近代化協

定」の締結以後における配置転換ほ..第1に前者に属する部門の強化のために新高卒従業員の部門

間異動上いう形でまず行なわれ..次の段階にほ後者の部門における業務再絹成(/.)—環として中高年

令層を王体とした配置転換が行なわれるという形で実施されているのである。このような配置転換

の基本的な狙いが..抄紙マシンのスビードアップを起軸とした操業体制の質的強化におかれている

限り書マシン部門への配転がとくに重要な意味をもつていることは認めなければならない。しかし.. 

さきにも触れたよう lら苫小牧工場における本工労働力再編成の特徴ほ..新旧設備の混在状況に対

応した年令別分業にあり..この傾向ほマジン部門自体のなかにも新旧マツンに対応した年令別分業

として存王しているのである。さらに見逃すことのできないのほ..このような配置転換ほ今後も予

想される設備増強の動きとも関連して..技術革新にともなう要員計画の達成と新たな計画の樹立と

いう形の中で絶えず現われてくると考えられる点である。このことを示す資料として..昭和 38年

9月に会社が発表した苫小牧工場の長期建設計画があるが..これをみても明らかなよ”ら設備の

増強をはかる会社の意図は 39年の新工場の建設によつても第1期分が終つただけで｀まだ計画(J.)

半分以下しか達成されていないのである。最後に一言したいのほ..以上みてきたような活発な配置

転換をともなう本工労働力の再絹成iら他方における新技術の溝入による工程の近代化と相侯つて.. 

企業内教育強化の条件を生み出しているということである。企業内教育の活発化の条件は言このエ

場のような既存工場のばあいにほ｀すでにみた全工場労働力を対象とした再編成過稲Dなかではじ

めて成熟するものなのである。

表1- 1 6 建設工事予算の大要

第.-;-期 ••第・ニ期・ ·~ ` 第三〗期

抄紙関係工事 2 6億円 2 4億円 2 9像円

原質関係工事 1 6億円 1 5低円 6億円

動力.. 用排水事
及び村帯エ

1 3. 5億円 2 7像円 8億円

・小 計 5 5. 5億円 ・6 6億円 4 3・億円

こ
トップ・タービン

1 8. 5億円
工 事 関係，

SP合理化工事 1 1億円

ムロ 計 8 5億円

資料出所 同工場「新工場建設計画の概要」（昭和38年 9月 18日刊）

つぎに..苫小牧工場における業務下諮化についてその実態を検討することにしよう。業務下請化

の現状を明らかにする前に、触れておく必要のあるのしお分裂前の同工場労組によつて昭和 28年

に行なわれた臨時工昇格斗争であるo この斗争ほ..旧労働協約第 5条の組合員の範囲をめぐつて展
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開されたが込組合の狙ぃほ工場内で常時働いている作業員・傭員等を正規従業負に操り入れること

にあった。この交渉ほ会社と組合の方針のくい違いによつて難行したがら結局のところ「クレーン

から貨車稜みまで」を正規の職場とし..正規の職場の拡大も縮小も考えないということで折合いが

ついた。この結果..従来まで臨時作業員の多かつた山林土場および挽場についてみても..山林土場

のばあいクレーン、池入..流送などの工程が正規職場とな広また挽場のばあいは屋内作業を正規

とすることが決定され..これにともなつて 15 8人にのぼる作業員が本土に操り入れられたのであ

る。(2)このような正規職場に関する確認ま..長期ストによつて組合が分裂するまでは会社側も了承

していたのである。

しかい組合分裂後に行なわれた工場近代化の推進と、これに対応した激しい業務の再編成によ

つて｀上記の確認ほご破算となり..工程の機械化..自動化が困難な作業や..あるいは有毒．汚れな

どのため一般に敬遠される作業などが浙次下請に出されることになつfco昭和 41年末における苫

小牧工場の業務下請化の状況を示すら表 1~ 1 7のとおりである。この表をみても明らかなよう

巳業務下請化の範囲ほかなり広汎であり、現在でほかつての正規職場のなかでも多数の社外工が

工場業務に携わるにいたつている。これらの社外エが関係する作業分野i芯本工の業務部門でいう

ら山林部の受渡課..チップ課｀第1製造原質部の調木課｀製薬蒸解課.. 抄取調成課、第2製

造抄造部の保全課..業務部の作業管理課などであるが...以上の諸部門において社外工は、あるいほ

本エと一緒に業務を分担し..あるいはその一部を全面的に請負つているのである。そうして、これ

らの社外工の大部がま常時一定の作業現場で働き..製品搬出作業を除くと、その人員も殆んどコン

スクントである、といわれている。

ここで0製紙苫小牧工場R下請業者R性格と盲その雇用人員について簡単な設明を行なつておこ

う。まず、山林土場．調木作業などの業務を請負つているH陸巡KKKついてみると、元来同社は古

くから苫小牧工場の下請業務を請負つていたH興業郎の一部門であったが..昭和 37年に行なわれ

たH興業の 3分割lCよつて分離..独立したものであるo H典業時代を含めると｀同社と 0製紙苫小

牧工場との結びつきは古<..明治末の苫小牧工場の創業当時まで遡ることができる。すなわち..同

社の・創業者N氏氏 0製紙苫小牧工場の建設を契機として昭和41年に単身転入し..同工場の建設

業務の一部を諮負つていたといわれる。その後同氏の努力によって下請業務ほ造林．陸連関係にも

拡大することにな広事業最油拡大の一途をたどつた。この結果..昭和 13年には組織変更を行な

つて株式会社N組として新発足させ..さらに戦後の昭和23年に令息の手によつてH興業KKと改名

されたのであるoすでに述べたよう k.H興業ほ企業分割と他部門への進出によって幾つかの企業

に分れることになったが．苔小牧市内ではH陸運を含めて傘下企業は 6社を数え｀同じグループ、(1.)

年間事業最ほ 20億円以上に達しているo H陸連と0製紙工場との関係ほこのように深いのである

永同社は分離後資本金1,000万円の企業として新発足し..主として苫小牧工場の土場．調木関係

の業務を請負つているのである。丑陸巡の直轄人員ほ 25 0人前後であるが..同社自体がさらに 4

組の専属下請を抱えているため.. 80~100人の組作業員がこれに加わることになる。

つぎに同社の作業内容について大要を述べるら同社はリフト..トレラ......富ブルドーザ..移動式

クレーンなどの連搬機械や..乾式ドラムなどの調木関係設備を保有して関連作業の際にこれらを用

いているばかり、セなく、調木作業のばあいにしらキャンピオバーカー、スプリックーなら親企業
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1. 

である工場側の機械設備を用いて作業に従事している例もみられる。このように．同社の担当する

作業ほかなり機械化され．これにともなつて一部の作業は単純労働化してきているが．チップの貨

車卸し作業．人力．ハンドバーカーなどによる皮象1jぎ作業などの筋肉労働も．ぃぜんとして無視で

きない比重を保つているo要するに．いずれにしてもその作業内容は高度の知識を必要としないも

のが多いといつてよい。こうした作業内容とも関連して．同社では昭和37年秋に．北炭系の炭鉱

離職者を約 40世帯雇い入れ．まだ 25世帯は定着しているといわれる。この点については第2部

で触れたので．ここでほ詳しく述べないが同社の労働力の性格を示す 1つの指標として注目される。

表1- 1 7 苫小牧工場における業務下請化の現況

社外工の作業分野 作業内容 下請業者 本工の配置

G p 工程

(1) ク レー ン 原木殺み下ろしからクレー H運輸KK 4~5人..昭和43年からは 1人を残

ン作業まで い他は下請

(2) スラッツヤーま 流送作業 H連輸KK

での流送
調木課

(3) 調木作業の一部 スプリックー-パンドソー H陸連KK

の一部．廃材処理、皮むき

2. S P 工程

(1) 硫化鉄鉱の搬入 硫化鉄鉱を貨車から積み下 0協 I]

ろし..コンヘアにのせる作業 サービ犬偲
製薬係

(2) 石灰石の投入 石灰石を貨車から下ろと立-- H運輸KK

ク—i四淫學薬翫入れ吐乍業

3. S O P 工程

(1) キャンビオバー 土場作業からキャンヒ牙べ— H陸連KK 本工はいない

カーまで カーによる皮むき作業まで

4. 0 GP工程

(1) チップサイロ チップを貨車から下ろし.. H陸運KK 検誠→｀監督のためチップ係が数人

サイロに積む作業

5. R GP工程

(1) 薬品の処浬 必吾£な薬品を誤跛した上、クンク 不 明 監督として 1人

両たり•投入したりする作業

6. 抄紙工程

(1) マジン撮祇 損紙の処理作業 傭 員 本工はいない

(2) 新工場の包装 新開紙の包装作業
〇 協 和

本工ほいないサービスKK

7. そ の 他

(1) 硫酸バント；ソー 各種薬品の溶解作業 H運輸I奴 監督だけ

ダ灰などの溶解

(2) 修理保全 工場内機械設備の修繕 0工営KK 0エ営への本工出向者と一緒に作業

(3) 原質修繕 原質部の機械修理會とりか 不 明 保全係のものが一緒に作業

え..据付

(4) 製品搬出 新聞用紙の貨車積み作業 H運輪KK 運輸係が一緒に作業
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以上述べたH陸運と並んで苫小牧工場の有力な下請業者であるH運轍(Kの状況をつぎにみてみよ

う。 H運輸ほ運輸関係の全国的独占企業である日本通運の子会社であり..1,0 0 0万円の同社資本金

ほ日本通運からの金額出資によつている。日本通運と 0製紙工場との関係しお原木および製品の搬

出入をつうじて戦前からのものであるが＂この業務が昭和 37年 4月のH運輸創立にともなって引

継がれたわけである。 H述輸ほ〇製紙苫小牧工場の構内では約 20 0人の人員を屑用して王として

陸運作業を行なつているがー同祉でほ昭和37年 11月から海迎部を設置して、約50人の人員を

もつて苫小牧港＠雑猜埠頭で港湾荷役業務にも携わつているのである。(3)したがつて..同じ苫小牧

工場の下諮業者といつてふ H陸連と亙迎輪とではその企業の性格は同一とほいえない。しかし、

工場内の作業内容からいうと表 1~ 1 7に示すように原材料の搬入および製品の搬出作業が主体

となっているため、秩込み~稼下ろしなどの筋肉作業が多いという点でH陸運と共通している。ま

た•作業員のなかに相当数®中高年令®炭鉱離戦者を抱えている点でも類似した傾向をみせている。

つぎに、新工場の新聞紙包装作業およびSP工程の硫化鉄鉱搬入作業に従事している 0協和サー

ビス邸についてみてみよう。同社は表 1~7で示した業務以外に構内の清掃..樹木手入れなどの作

業も行なつているがら同袖R現社長ほ分裂前(l.)0製紙労組の本部委員長ゃ、第2組合幹部を歴任し

たT氏である。同社が苫小牧工場の下請業務を開始したのは昭和37..3 8年頃のことである力5.. 

その雇用人員ほ 50人程度といわれている。同社の作業員のなかには親企業たる 0製紙工場定年退

職者がかなり多く含まれており..この点が1つの特色をなしている。しかし冨以上の業務内容から

も明らかなように、同社が特別に面倒な業務を担当しているということでほない。

最後に、工場内機械骰備R保全作業を担当している 0工営KKltr.ついてみるら同社は上記の諸企

業とは異なつて 0製紙の完全な子会社であ広資本金3,000万円の全額出資をうけて昭和39年秋

に設立されたものである。したがつて咋同社の社長は0製紙苫小牧工場長であ広他の役員も同工

場の幹部が兼務している。 oエ営の担当する業務tむ当面ほ苫小牧工場の機械の補修．保全、機械

部品の製造などであるが｀将来余力があれば他工場にも送り込む計画といわれる。現在..親企業tこ

る苫小牧工場にはエ作課｀保全課がおかれているが..これらの部門へほ中高年令層の配置転換以外

の欠員補充を行なつておらず｀すでにみたように著しく年令楷成の高い職場となつている。工場側

としては近い将来にこれらの部門を鹿止して..o工営に業務を全面的に委譲する計画だといわれ

ている。 o工営は設立直後の昭和 40年春に技術訓練所を開設して技能者養成所を行なっているが・

これらの詳細については後述することにしたい。このよう ¥!CO工営の設立にほ..間接部門の分離と

いう企業合理化による要因と、新..バルプ産業の多角化という要因との 2つが影響しているのであ

る。そうして-第1の要因は上記の下請諸企業の利用と重なり合うものだと考えてよい。

0製紙苫小牧工場が長期スト稜に行なった間接部門の分離のための子会社設立iむ 0工営の事例

ばかりではないo 昭和 34年 8月¥,c5,2 8 0訊訊マジンの増設のため抄取調成課内にあった繊維板が撤

去された允 0製紙ではこれを契機として0林産KKを設立してテックス係の業務を引きついだので

ある。こうして昭和34年 10月に資本金 9,0 0 0万円で設立された0林産は、直ちに操業を開始し

たが、親企業からの要請によ広昭和35年以降は繊維板だけではなし巻取芯捧．包装紙の生産

も行なつている。広い意味で業務の下請化をいうとすれば畜従業員数20 0人を数える0林産もこ

れに加える必要がある。この 0林産の動きについては0エ営と同じ<..後でもう一度ふれることに

-55-



したい。

以上..苫小牧工場の生産ラインに従つて業務下請化の状況をみてみたが..苫小牧工場の下請業

者は以上あげたものだけに限らない。たとえば｀施設部の建設業務関係でほ瓦興業..M建設などが

あるし畜また同部の保全業蹄関係ではM鉄工所,.K鉄工所.. T工場などがあげられる。口ちの企業

はいずれも苫」ヽ牧工場内に事務所をも・つている力込生産ラインにおける業務の下請化を中心とした.

この分析では説明を省略する。

ところで言以上みた苫小牧工場における業務下諮化の増大i己工場および従業員の双方にとつて

いかなる意味をもち、いかなる役割を果したであるうか。まず第1に指摘したいことi芯業務下請

化の増大i芯配置転換の形で行なわれた本工労働力の再編成を補完する意味をもつており、とくに

人員減少の傾向が著し<..中高年令層の比重の高い自動化｀機械化のおくれた作業分野を補強する

機能を果していることである。この意味で0製紙苫小牧工場R近代化の直要な一環をなす本工労働

カの再編成過程ほ..このような業務下請化の増大によって..iまじめて完成したとみることができる。

第2四指摘したいことiむ業務の下請化は自動fl::..機械化のおくれた作業分野に従事する本工作業

員の比重を減少させることによつて`•本工業務の均質化をおし進め｀労務管理奮工程管理の整備と

相侯つて本工の作業能率を全体として向上させる機能を果すことである。したがつて..自動化ー機

械化の部門間格差の著しい苫小牧工場でしむ下請化は本土の社外工への切換えによつて労務コスト

を螂するという一般的意味以外に生産性向上によつて操業体制の質的強化をはかるという殺極

的意味をもつているのである。さらに・第3に明らかにしたいことほ..業務下請化は本工に管理者

意識と配置転換への適応意識を植えつけることによつて..合理化..近代化にふさわしい従業員像を

作り上げることである。ここでは前者については省略し後者についてだけ説明するら下請の入っ

た職場では本工職場として窃辱命が問題となり•本工の間でむしろ稜極的に配置転換を望む風潮が生

ずるといわれる。業謗の下請化はこうした形で本工労働力再編成のテコとしての役割演じていると

考えることができる。

しかし會以上みた 0製紙苫小牧工場の業務下請化の状況しむ紙~パルプ業界の水準からみると奮

現状では決して高いとはいえないのである。たとえば言苫jヽ 牧工場のばあいにiむ調木部門ほ全体

応占める比重が下がつてきているとはいえまだ直轄部門として残されているが他企業でほ殆んど

下請企業にまかされてしまつたところが多いのである。また書多いところでは声ラインのなかに本

工の 5分の 1位の社外工がいる工場もあるといわれ冨これから比べると苫小牧工場のなかにほ社外

工があまり入っていないといつてもよい。この背景には紙バ労迦司工場支部の反合理化斗争がある

のはいうまでもない。けれども｀すでに述べたように苫小牧工場においてしむ今後も工場近代化の

動きは激しく進行するものとみられ．業務下諮化の要請もこれに併行して強まってゆくものと考え

られる。このような情勢のたな苫小牧工場では今後、他工場以上のテンポで業務の下請化が蓮行

する可能性がある。

注（1) この職場に勤務する従業員にたいするインクビュー調査の結果によると、 1人前になる

ためには計算尺を使うような計算能力と数学的能力が必要であり、また高校時代の勉強が

役立った例として機械の扱い方、製図などを挙げている。

(2) 同社労働組合史.,, P292~3 
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注(3) この会社の港湾荷役の状況については第2部で明らかにしておいた。

石原、道又、小池「労働移動と職業意識」、 P8 2~4、参照

＂伽

皿 工場近代化と企業内教育の再編成

この分折にあたつてなわれわれの基本的，t,.c狙いしむ標題に示すとおり工場近代化、合理化と企業内

教育の再編成との間にある必然的関連性を..o製紙苫小牧工場を事例として実証的に萌らかにすること

にある。したがつて、ここではまず最初に戦前から昭和 3 0年代前半までの時期における調査対象工場

の企業内教育の動向を紹介し｀ついで言 3・o年代後半以降の工場近代化の進展にともなつて同工場にお

いて企業内教育の再編成がいかなる目的と方針のもとに..いかなる形で行なわれたカヽさらに..それが

工場側と従業員の双方にいかなる影響を及ぽしているか..を分折することにしたいE

1. 0製紙工場 の企業内教育の沿革

(1) 終戦時までの教育訓練制度の概要

終戦時までの苫小牧工場の企業内教育は、高小卒従業員を対象とする技能エ養成ら中等学校卒

および同程度の従業員を対象とする技術員養成との 2つの形で行なわれていた。その概要は表 1~

1 8 1/C示すとおりである力ら会社糞科によつてその各々について若干の説明を加えておこう。

最初に明らかにしておきたいのしむ企業内教育の形をとった養成制度が同工場にできる前に..従

業員子弟か中から優秀な者を選抜して給費生とする給費修学制度が存圧したことである。すなわち.. 

大正 6年 4月に札幌に工芸学校（現在の工業高校の前身）が設立されたが＊これを契機とじて工場

側では学校長に委羅してその年商等小学校を卒業した工場従業員子弟の中から。 「学術優良｀体格

強健な者 3名を選抜し..給費致すこと上し｀受験せしめた結果 2名合格..入校せしめた」 (1ぬであ

る。この従業員子弟給費制度ほ大正 8年まで続けられたが..同年から工場独自の企業内教育制度が

発足したため直ちに廃止された。第1回生の事例によって給費生にたいする学費支給額をみてみる

ら入学支度金約30円（制服代、教科書代その他入毎月支給金約 12円（授業科および食費｀

小遣）となつている。これらの給撰生が工場へ入つた際図幻炭亡としで彩芸れ日給を支給されている

から、他の一般中等学校卒業生が職員として採用され月給を支給されているのと比べると｀差別待遇

をうけたことになる。すでに述べたように、この制度の実施期間はわずか 3年間であり｀これによ

る給費生も 6人を数えるにすぎt..r:かつたから．この制度が工場に与えた影磐も決して大きいとはい

えないわけであるが．技能者養成についての工場の熱意を最初に示したものとして注目されてよい。

〇製紙苫小牧工場において技能エ養成制度の発足をみたのほ（「養成工補習学会」が設立された

大正 8年4月のことである。当時書苫小牧工場でしむ第‘1次世界大戦を契機とした諸産業の急速な

発展の影孵をうけて言募集従器全員の質的低下に悩んでいたが事その対策の 1つとして高小卒程度の

若年令層を採用して技能エとして養成することが考えられたのである。このような工場側の要請に
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よつて設立された「養成工補習会」は「製紙業及之に関する必須の知識を授け善艮なる職工を養成

する」(2)ことを目的として発足したのである。養成工の入学資格tむ 「年令満14年以上 17年以

下のも広高等小学校卒業（修業年限2年）若しくは同等の学力あるもの｀素行普艮なもの｀当社

所定の試験並に身体検査に合格したもの」(3)と規定されており｀これらの者の中伶ら学力試験およ

び口頭試問によつて入学者が決定された。修業年限は 2年間で` 1日のうち 3時間は学科の教授に

当てられ．残りの時間ほ工場の各作業現場で実習指導を受けることになつていたo各学年の教科目

および時間数を示すら表 1~ 1 9のとおりである。また言実習についてみるら姜成工を第1学

年、第 2学年ごとに夫々 6組に分けて交替で2カ月づつ各職場に配置し-『佛臥監督員の指導のも

とに基礎的知識と技術を習得させる立前をとつていた。謂師となったのぶ大学、専門学校を卒業

した主任者クラス（現在の係長）の者であった。

表 1- 1 8 0製紙苫小牧工場における企業内教育の沿革
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待 l入所中I I2．翌謡魯により 5
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遇：； ：言保；；；己．堕麿年以上勁統する

卒業人貝 1第1回～第5回 第1回～第6回 第1回～第5回 第6回，第Ia1名
計6名 1 計178名 1 計180名 17回42名

同上 I岡上 1．霰エとして採用， 
同上 l同 J: 1．なし

540名

詣師
従粟J3.中の学卒者主任工場従業員中学卒者で1同 左
者級の者 1あって相当の

する者及び．4•

同左

廃止された L養成工補習学会別度1．契約に反して転磁者1時局の要請に茄き短期I同 左

主なる理由 Iに切笹ぇ 1翌醤雹こ割教育に切替え
2．卒菜生の増加するに

仔いその待追上また
は瓶沿内における規
律において行詰りが
生じた

:5．他の教育方法が見出
されその成果が挙つ；
た

終戦により
， も房ll:.’さ
の採用も

--! 

資料出所 石原孝一「技術革新と企業内教育」（北海道大学教育学部紀要9号所収）より引用

養成工の待遇の大要についてほ表 1~ 1 8て紹介してあるので..ここでは一言迄け述べておくと.. 

「養成工を卒業したものと然らざるものとほ将来昇給上に多少の相違あるべきことほ勿論で会社で

ほ将来服工を指導し生産の中墜となるべきエ頭待遇以上のものを此の養成工の中から得たい考えで
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あった」(4)といわれている。大正 5年口確立された同社のエ員制度l'Lよるらエ員のうち永年勤続し

て成絞のよい者を工頭に昇格させることになつていた。エ頭は 1等、 2等． 3等の 3段階に分れてい

たがら年功の古い者や 3等工頭の資格が少し足りない者lCは年功工頭、エ頭心得｀エ頭待遇などの

表 1- 1 9 接成工補習学会の教科内容し毎週）

亭
第 1 学 年 第 2 学 年

闘数 層程 度 程 度

修

国

数

英

理

製

機

製

身 1 人倫道徳の要旨、工業従業員の心得 1 左 同

｀ 語 2 普通文の読方、解釈盲作文 2 左 同

学 3 算術言代数．幾何｀応用数学 3 左同および三角

・声ロロ 2 読左解底書取↓文法 2 左同｀製紙工業に必要な、る原語｀術語

科 5 製紙工業に必須する物理化学機描 3 応用力学..応用化学

図 2 用器瓦見取図 2 機械設計

械 5 機械学初歩 3 水カポンプ、汽缶雷汽材..電気工業

紙 2 原質製造法及諸機械取扱に関すること 2 抄紙に関する技術

計 1 8 1 8 

資料出所 0製紙KK「給費生、補習学会、技術員挫成所、捉成エ（技能養成令）に槻する沿革」、
昭和 28年7月

辞令を出して疇エ員以上の職権を与えていたのである。だから、当時の苫小牧工場の従業員にとつ

てエ頭になることは最大の念願であ広栄噛であったのである。(5)したがつ玄この点から考える

ら会社は「羨成工補習学会」にたいして大きな期待をもつていたと判断することができる。

ところ企こうした期待をもつて発足した「羨成工補習学会」ふ次に述べる幾つかの理由によ

り大正15年 3月.,.第6回生の卒業をもつて廃止を余儀なくされた。廃止の王な理由ほ表1~ 1 8 

にも簡単に記されているが..会社資科によってその間の事情をみると..その第1しむ採用の日より

起算して 5年間という勤続義務にもかかわらず..在学中に約2割．卒業3年以内ic約3割にの底る

転職者を出したことである。その第 2は、教育をうけた姜成工出身者が理論的科学的思考法を身に

つけたため盲従的でなくなり、現場のエ頭と折合いが悪くて辞職するものが出たことである。その

第 3ほ、第6回生の一部が当時盛んとなった社会運動の影磐をうけたことである。その第41芯大

正15年になって卒業生が 17 8 人に達したため•将来に描和5 中堅幹部としての待遇に行き詰りを

来たしたことである。第5の理由としてしま．・大正末の経済不況により職工採用が不可能になったこ

とである。そうして最彼C、当時工場内で行なわれていた 1科目 2時間。 1週 3回． 6カ月間で終了す

る抄造..および原質関係の技能教育の成果が廃止理由として挙げられている。もつとも..この新し

い技能教育の試みは実施 2カ年で廃上の憂目をみているので..歴史的にみると鹿止の理由としては

必ずしも説得的でないといえる。(6)

以上みたように、中等学校程度R課程を狙ったといわれる「羨成工補習学会」は｀大正期の既成

職場秩序との衝突と内部矛盾ゆえに工場内に長く定着できなかつたのである。当時の苫小牧工場で

ほ厳しい職員、エ員間の身分制が存圧し｀中等学校卒ほ職員として｀高小卒は生涯工員として働く

という学歴月晩明；が確立していた。このような情況の下でほ、幹部エ員養成のための言高小卒後2

-59-



ヵ年間で中等学校程度の教育を行なうという「養成工補習学会」の行き方iお学歴別身分制を中心

とする既成職場秩序の大巾な改編なしには到底成り立たない性格のものだったといつてよい。もっ

とふ 「羨成工補習学会」の中等学校程度の課程なるものは、表 1~ 1 9をみても判るようにかな

り誇張した表現と考えられ、当時、会社の狙つていたのほむしる中等学校卒と高小卒との中間的な

ものとみられる。しかし、それでさえ当時の職場の中に受入れられず、設立の直接的な契機となつ

た技能エ不足が一段落すると直ちに廃止されている点に留意する必要があるう。こうした意味でほ、

「養成工補習学会」は技能エ不足という時期に咲いた、中途半端な理想王義の徒花だつたのである。

この結果、この工場における技能エ羨成は、再び職場における経験工の指導が唯一の方法となり、

熟練の年功的形成を立前とした技能エ養成がはかられることになるo 前掲した日本工業協会発行資

科に収録された同工場からの報告は、昭和 10年頃の見習エ教育について次のように述べている。

「••••••見習工＾其所屈スル作業場二於テ一人一人初メカラ其作業場ノ事二通ズル様三熟練者

ガ直接指恋教育スルノデアル。而シテ指導スル者＾其作業場二於テ最モ技術ノ俊 Vク人格者ガ

当ルノデアル。勿論学科モ必要デアリ技術モ必要デ＾アルガ最モ必要ナモノ＾如何ニシテ人格

ノ陶冶デアル。

技術的訓練＾多少ノ熟練サヘアレバ出来ルガ、人格ノ窯育＾容易二誰デモト云フワケニハユ

カナイ。

ソコデ先ズ其作業場二於テ最モ徳望ノアル者ガ直接指導ノ任二就クノデアル。」(7)

以上の引用から感じられるのは、中等教育程度の技能エ養成を意図した一時期の積極的姿勢は全

く消滅し、職場の既成秩序の条件を前提とした永年勤続型R年勃的熟練エが理想像と考えられてい

ることである。

しかし、中日戦争にともなつて戦時佑側が本格化した昭和15年にいたつて再び技能エ蓑成制度

がこの工場に設けられることになつt.::oすなわち、工場事業場技能者羨成による蓑成工教育である。

周知のようにこの制度はこの工場独自のものではなく、戦時労造統制政策の一環として上から要

請された強制的なものであつた。もつとも、この時期にも実業学校卒以上の学歴者の採用が困難で

ぁったという内部事情があり、これが設立の具体的な要因となつたことは認めなければならない。

この接成工制度の慨要は表 1~181'L示すとおりであるが、入学資格は高小卒で、修業架浪は第 1

回は5年 4カ月、第2回は2年 8ヵ月、第5回は2年というように、戦争の拡大にともなって次第

に疇さ江第5回以降は1年となつている。したがつて、最初の間ほ技能環成の趣旨に則った

教育が曲りなりにも行なわれていたが、後半にいたつては当時の国家的要請によって十分の時間的

余裕が与えられなかつたのである。この制度ほ終戦直後の昭和 22年5月、第7回生をもつて廃止

されている。この制度廃止の具体的事情しCついては後で改めて述べることにしたい。

ところで、つぎに中等学校卒および同程度のものを対象とした技術員養成の動きについてみてみ

よう。この工場において技術員羨成制度が設けられたのほ、昭和 14年 4月の「技術員養成所」の

設置からである。当時のわが国においては、満州事変、中日戦争の影磐をうけて軍需産業に動員さ

れる人数は著しい増加をみせ、技能労働力不足が目立ちはじめていた。このような情勢のもとで技

術者や技能工を求めて企業間競争と争奪が激化していたのである。このため政府は、昭和 15年8

月に、学校卒業者使用制限令を公布して新規学卒者の使用を規制することになったが、苫小牧工場で
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はこの法令によって技術員の採用に非常な制限をうけることになっナ⇔こうした事情のため、この

工場では「中学卒業程度の青年に工場作業に必要なる学術技能を授け絣全て品性を陶冶し実務に忠

実なる技能員を養成する目的を以て」(a)前記の「技能員接成所」が開所されることになったのであ

る。しかし、丁度、戦時体制に突入していた時期にあたつていたため、この技術員養成制度は、途

中で何度か教育形態の変更を迫られることになつた。

その状況を修業年限の変化によつてみると、昭和 14年4月入学の第 1回姜成員より昭和 18年

4月入学の第5回養成員までは 1カ年の修業年限であったが、昭和:19年4月入学の第6回生ほ8

カ月、昭和 20年4月入学の第7回生は 5カ月に短縮されているのである。そうして、このような

修業年限の短縮ばかりでなく、昭和 18年 9月には制度上の改正も行なわれ、予科および本科の制

度が設けられている。本科は従来からの教育に対応するものであるが、新たに設置された予科ほ、

「優秀なる年少工員中将来現場中堅技術員たるの適応者を養成し併て年少工員に希望をいだかしむ

ると共に管理刷新新能率増進の一助たらしむるを目的とし」(9)て設けられたもので、直系および傍

系工場における高小卒程度の従業員の中から選抜して入学させたのである。こうして入学した予科

生は、第6回は 7カ月、第7回は 9カ月の教育をうけて本科に進ん迄ら 「技術員養成所」における

教育は、第5回までは学科と実習の両者からなっていたが、第6回以降からは実習が削除され学科

一本となっているo 学科課程は高等工業ないし専門学校程度とされ、第5回生までは毎週 65時間、

第6回生および7回生は毎週 48時間の授業をうけていナ⇔その具体的内容を時間割によって示す

と、表 1~2  0および表1~2  1のとおりである。

ところが、昭和 19年ごろより太平洋戦争の戦局はいよいよ急をつげ時の政府は短期教育をしき

りと唱導するようになったので、この工場でもこれぬ対応して技術員養成を昭和20年 1月より短

期羨成に切換えることになった。すなわち、中等学校卒業生にたいしては4カ月の短期教育を行な

い、高小卒工員出身の入学者にたいしてほ予科9ガ月、本科5カ月わ教育を行なうことにしたので

ある。このような短期接成による技術員羨成制度は、間もなく敗戦という重大事態が発生したため、

昭和20年 10月、 2回生を送り出しただけで打切られたがこれと同時に「技術員蓑成所」も廃止

されることになったのである。短期養成の時期における教科内容を示すと、表1~ 2 2のとおりで

ある。

ところで、 「技術員養成所」卒業生の待遇についてみると、卒業生ほ苫小牧工場またほ傍系会社

の見習員として採用されるが、その技個成緞によって 1~2年のうちに臓員に昇格さ、せることが

約束されていた。そうして、 6回以降の卒業生からしまさらに、卒業後直ちに昇格させる途を開いて

いたのである。したがつて、たとえ高小卒のエ員であつても、本人｀の努力次第でほ予科を経由して

麟は不可能であった職員に昇格することも、夢ではなくなったわけであ否o このことは、身分制

が撤廃された今日ではあまり重要な意味をもたなくなつたが、戦前においてほきわめて深亥ltょ問題

であった。なお、養成所卒業生ほ昭和30年に改訂された現存職階制度の中でも短大卒と同じ格付

けがなされているばかりでなく、係長、戦長などの現園賊制として活躍中のものが多いこともつけ

加えておきたい。

以上、戦前における苫小牧工場の企業内教育の動きをみてきたが、永続きほしなかつたとはいえ、

「羨成工補習学会」、 「技能者養成令による養成工」、 「技術員養成所」など、 5つの注目される
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表1-20 0製紙技術員養成所の

教科内容（第1~5回）

表 1-21 0製紙技術員蓑成所の教科内容

（第6、第7回本科）

第 第 第 第 第
第3学期 第4学期

書
沖→．』 • 

霊期

修 封 1 1 1 

機 化 機 化

畠冨械 } → 彎 械 ^ → `  
科 科 科、 科

物 理 5 3 道 義 1 1 1 1 1 1 

応用化学 2 2 数 学 4 

応用力学 3 3 物 理 4 

機 構 -A ＝鴫こ 3 5 機械材料及 工作法 2 2 2 

機械設計及材科 3 5 機 械 菩n几又~ 計 2 2 4 

機械工作法 2 2 機 械 製 図 6 6 6 1 D 

材科強弱 2 1 機械工学第1部 応用力学機、描材学
科学、 6 6 

息 4 2 

機誠据付 2 2 機械工学第 3部
熱機関

6 6 6 4 4 2 
水力機

水力学及水力機 3 3 機械工学第3部 据バイ付ピ、ング工、場運建搬築 4 4 

熱及熱機関 3 5 3 年珪 気 機 械 2 2 22 2 2 

電気工学 2 2 工 業 化 子序 4 4 

用器画及製図 1 7 1 4 1 9 化学第 1部 化無学機、化学理、論有化機学 4.4.2 2 

パ Jレプ及製紙 3 3 14 化第第2部
分析化学、実習

1 0 1 0 
を含む

換気及暖房 1 1 化学第3部
化学機械J環g製
造学、バルフ及製紙

4 4 4 4 3.7.4 

伝動機及運搬機 1 演 習 研自究習、を包己む問、 6 6 6 6 6 6 

パイピング 2 工 業 経 済 1 1 

パランス・チヤ―ト 2 体 操 麟及運動 2 2 2 2 2 2 

工場建築及衛生 1 1 修 練 6 6 6 6 6 6 

実 習 1 8 1 8 1 9 特 別 諮 義 3 3 3 3 

計 65 65 65 計 4 8 48 48 48 48 48 

資料出所前表と同じ 資料出所前表と同じ

表 1-2 2 0製紙技術員養成所の教科内容（短期）

時間数
， 

時間数
修 身 2 図 -A ＝→ こ 1 

機械工学一般 6 製 図 2 4 

電気工学一般 3 教 練 2 

工 業 数学 6 計 4 8 

機 械 力 } -.』- 4 

資料出所 前表と同じ
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動きがあった。そうして、いずれの動きの際にも共通してみられるのは、技能工、技術員などの労

働力不足を契機として、学校形態の集合教育が実施されるようになったことである。すなわち、 「

養成工補習学会」・設置の際には第1次大戦による好況のための職工募集難がありし技能者養成令に

よる「養成工制度や「技術員蓑成所」の発足のばあいには、中日戦争による軍需生産拡大のための

技能工および技術者不足が背景にあったのである。さらに共通しているのは、いずれのばあいも

労働力不足の局面が解消されるや、いち早く教育制度の廃止に踏み切つている点である。また、戦

前期の特徴として最後に指摘できるのほ、教育訓練の対象者が主として新規学卒者層に限られてい

たことであり、この点は全階層にわたる教育が行なわれる昭和30年代後半の動きとは対照的であ

るといつてよい。

注(1) o製紙KK「給費生、補習学会、技術員捉成所、捉成エ（技能者養成会）に関する沿革」

昭和 28年 7月判、 P. 5 

注(2) 「沿革」、 P. 9 

「苫小牧町史」（昭和 15年）、 p.4 53 

注(3) 「沿革」、 P.454

注(4) 「沿革」、 p.1 7 ~ 1 8 

注(5) 「同社労働組合連動史」 昭和 32年 10月、 P.7 1 

注(6) 「沿革」、 P. 1 0 ~ 1 1 

注(7) 日本工業協会「第 7回研究会資料一見習エノ採用並二養成方法」（昭和 10年 5月）、

P. 126 

注(8) 「沿革」、 P. 2 1 

注(9) 「沿革」、 p. 2 2 

(2) 戦後における企業内教育の動き

終戦直後になつて、戦時中という特殊事情のもとで活発に行なわれてきた「養成工」制度と「技

術員羨成所」とは相次いで廃止された。すなわち、終戦の年である昭和 20年1 D月にまず「技術

員接成所」が廃止され、ついで昭和 22年3月に「養成工」制度の廃止がこれにつづいた。これら

の制度の廃止理由ほ、第1k、戦時法令である学校卒業者使用制限令が廃止されたため、新規学卒

者の採用が容易l0なったことであり、第2に、直系｀傍系の海外工場から多数の従業員が引揚げて

きたためその受入れによって工場従業員が全体として過剰となったことである。同社社史によると、

第 2次大戦末期における活外工場の勤務者は約 9千人に達していたといわれる。もつとも、ユtらの

引揚者を全部、苫小牧工場で受入れたわけでiまないが、それでも苫小牧工場ほ昭和24年頃には4千

人近い従業員を擁していたのである。このような情勢のもとでは同工場が行なってきた企業内教

育の実施条件は消滅辻ざるを得なかつたわけである。

この工場において企業内教育の新しい動きが現われるのほ、昭和 2 6• 、 7 年ごろからである。こ

の頃から、職長、組長などの現場監督者を対象kTWIが行なわれ、ついで係長以上の管理者を対

象としたMTpも乎行して実施されるようになつね）これ以降0長期スト直前の昭和32、 3年頃

までは、この 2つの定型訓練が企業内教育の中心的地位を占めることになる。しかし、同工場の教
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育訓練担当者ほこの当時の教育訓練について、 「横の人間関係を王体とした話し合いのムードが教

育の前提となるのに、この当時はそうした受入れ態勢もなかったため、教育効果が挙げられなかつ

た」と反省している。すでに述べたように、昭和26、 7年以降の定型訓練実施R時期は、連続操

業問題をめぐつて労資間の対立が尖鋭化していた時期にあたり、．職場内で話し合いのムードなど望

むべくもなかつたのであるo

しかし、昭和29年頃から苫小牧工場においてはSCP、廊塞度ジョルダンなどの新鋭機械設備

の導入が開始され、また愛知県下に設置した新工場の発展もめざましいものがあったo このような

技術革新の進展にともなつて、会社は管理監督者教育の重要性をますます痛感するようになり、こ

のため昭和 30年 1月には「教育訓練基本要網」、 「管理者訓練要網」、 「監督者訓練要網」なと、

一連の規定が制定されるにいたったのであるo 昭和3.□年 9月1日に出された「教育訓練基本要網

に関する社長通達lは、教育訓練の必要性を次のように述べている。

「＜前忍＞

良い職場人即ち良い監督者と良い従業員は会社繁栄の原動力であり、良質の原料、機械装置0

建物に数段勝るものがあろう。

『企業は人なり』といわれるように、如何に良質の原料があり、如何に性能の高い機械装臨が

あっても、これらを扱うものに人を得なければ、その効果は無に等しい。

ところで、良い監督者や良い従業員は自然に生まれるものではない。絶えず訓練育成される

ことによって生まれ得られるものである。教育訓練が会社にとつてなくてはならない重要な

役割を果す所以のものもここにあるわけである。

＜後習＞」

つまり、会社は技術革新の本格的な展開を前にして、 「如何に性能の高い機械装置があってもこ

れらを扱うものに人を得なければ、その効果は無に等しい」ことを深刻に認識したのであるo また、

「教育基本要綱」においてほ、 「教育訓練ほ管理監督者が部下に対し日常業務を通じて行なう職場

教育訓練を基本とする」と述ぺられ、企業内教育において管理監督者の果す中心的な役割が強調さ

れているのである。そうして．、さらに「管理者訓練要網jおよび「監督者訓練要網」の内容をみる

と、 1日的、 2．対象、 3．方法、 4．指導員の養成並びに研修の順でその各々について簡単な説明がな

されている。しかし、こうした会社の熱心な努力にもかかわらず、この期間における職場教育訓練

が不活発であったことほ、前掲の「社長通達」中の次の言葉によっても知ることができる。

「•••:••さて実施の段階になると．自ら実行すること少く、或いはこれを職制上の担当課である

． 人事課等に依頼する気持が強かったり、或いは他の業務が忙がしいことを理由にして怠ること

が多い。 J

とほいえ、長期スト以前における職場教育訓練の不活発性を、この「社長通達」にあるように個

個の管理監督者の怠慢に帰するのほ酷であるといわなければならない。その理由についてほ苫小牧

工場の教育訓練者の回顧に関連してすでに触れておいたが、ここで少しつけ加えると、 「教育訓練

基本要網」のなかで、教育訓練の目的の第1は、 「企業の公共性をわきまえた明朗円満な、良識の

ある人間をつくる」としているけれども、この「公業の公共性をわきまえた••••••人間をつくる」と

いう方針こそ、当時、紙バ労連ぢ下に従業員全員を組織していた組合側にとつて我慢Rならないもの
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だつたのである。何故ならば、それは組合のめざす産業別統一斗争を根本から否定する理念である

と考えたからにほかならない。

こうして、終戦後から昭和32、 3年頃までの企業内教育は、 TWI、MTPなどの定型訓練を

王体とした管理監督者教育が昭和27年頃から実施されてきたけれども、職場のなかに受入れ態勢

がなかつたため、その効果は十分に挙がらなかつたのである。しかし、．新鋭機械設備の等入にとも

なう技術革新の動きが活発となってきたため、工場側ほ企業内教育の重要性を痛感し、そめ体制づ

くりに本腰を入れはじめた時期なの二Cある。

2 企業内教育の組織化と再編成

(1) 工場教育基本要綱の制定

この工場で企業内教育R再編強化がほかられるようになったのほ、昭和 35年春以降のことであ

る。すでに述べたように、同年2月にほ組合員の大盤脱退のため企業内教育に批判的な第 1組合ほ

少数組合となり、これに代つて労資協調を基本路線とする第2組合が絶対多数組合として交渉の王

導権を握る厄寸ごオこo こ(J_)ような労資関係の質的転換を背景として、苫小牧工場では早くも同年3

月30日付で同工場勤労部長から各部長あてに「従業員教育」の実施に関する通牒が出され、教

育推進組織の確立、技能教育の実施、安全教育の実施などの方針が明ら、かにされたが、ついで同年

5月 5日にほ同エ揚の「教育基本要網」が制定され直ちに実施に移されている。

ここで同工場の「教育基本要綱」R内容をみてみると、 1．教育の基本方針、 2．教育の責任、 3．教

育の推進組織. 4．教育の種類、 5．教育の方法の 5項目に分かれ、各項目ごとに具体的な説明が加え

られている。この「基本要網」て社、教育の基本方針のなかで教育の目的が次のように述べられて

いる。

「教育の目的ほ技術革新の情勢に対応し、

1 従業員の職務を遂行するに必要な知識と技能を捉成する。

2 従業員の一般教焚の向上を図り人格を陶冶する。

5 健全なる人間関係を確立し、能率の増進と安全の向上を図り、従業員の志気を昂揚する。

もつて当社の繁栄と従業員の福祉に貢献する。」

すなわち、この「教育基本要網」では、本社で作成された昭和 30年の「教育訓練基本要網」と

異なって、その昌頭で「技術革新の情勢に対応」した教育ということが明確に指摘されており、そ

の点に新しい特徴を読みとることができる。このような明確化は他の項目においても共通した特徴

となつている。基本方針につづく次＠項目でほ、管理監督者の教育の責任について述べられている

汎 30年の「要網」でほ「各級管理監督者は夫々の職責に応じ、教育訓練の効果を充分ならしめ

るよう、計画実施検討するとともに、部下の行なう教育訓練を監督奨励する」と一般的に書かれて

いたが、同工場の要綱では「1部長ほ部内教育訓練の方針を定め必要な教育訓練を実施する。 2．課

長は・…”0 3．係長iお凋 4．職長、組長ほ……。」というように、各陪の管理監督者の教育の責任に

ついて具体的な指示がなされている。また、 「3．教育の推進組織」においてほ、工場レベルでほ教

育委員会を、部のレベルで粒教育連絡会議を、職場のレヤレでは職場教育研究会を夫々設け、教育訓
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練の掏値にあたることが規定されてい，る。たとえば、工場レペルで設置される教育委員会の仕事を

みると、 (1辰期又は短期の従業員教育訓練計画の調査立案並びに推進対策に関する事項、 (2)各部教

育計画の調整に関する事項、 (3緻育訓練に関する基本的調査研究に関ナる事項、 (4)教育訓練の実施

状況調査に関する事項、 (5)教育訓練の効果測定に関する事項、 (6)その他教育に関する事項などがあ

げられている。さらに、． 「4教育の種類」においては、 教育の目的を達成するため次の 6種類

の教育を実施することが定められている。すなわち、 1新入社員敦育、 2一般従業員教育、 3技能

教育、 4監督者教育、 5管理者教育、 6その他の従業員教育がそれであるo 最後の「 5教育の方法」

においてほ、 「教育訓練を有効且つ容易に実施するため」、基本購習と実地指導という 2つの訓練

方式を併用することが明らかにされている。

以上の内容をみるように、昭和35年に制定された「教育華本要網」は、同工場の企業内教育に

とつて画期的意義をもつものであった。それは前述した戦前からの同工場における企業内教育のあ

り方と理念に対する根本的な変革を意味していたばかりではなく、次の諸点で重要な意義をもつて

いたのである。その第 1は、技術革新の情勢に対応した今後＠教育訓練が新入社員や技術職員とい

った一部の従業員層だけではなく、新入社員、一般従業員から管理者にいたる全従業員に対して実

施されることを明らかにした点であるo 従来までの同工場R企業内教育では、一般従業員は、職場

において古参工からインフオーマルな形で指導されるだけでフオーマルな企業内教育の体系からは

除外されていたわけであるが、今回の「要網」では、職場＠大多数を占める一般従業員をほつきり

と教育の対象に包含ナることが確認されたのである。さらに、第2K注目すべき点ほ、企業内教育

の対象とした全従業員層を教育目的にしたがつてさらに階層別に区分し、夫々の教育内容を明確に

具体化している点である。このことは、企業内教育を工場近代化のため＠労務管理の一環として把え

ていることを示すものであり、重要な意味をもつといえる。さらにその第31む教育の責任の所在

ほ管理監督者にあることを明らかにするとともに、工場レペルから蹴場レベJレにいたる教育推進機

関を設けて、教育の実施に当らせている点である。こ q_)ことほ企業内教育を管理監督者個人の能力

に蜘ず、経営組織の官僚庸l的機能をフルに利用することを意味するo 要するに、今後の企業内教

育は全従業員層をその対象として包含した上、実施に当つては経営組織の機能をフルに動員して、

これをつうじて技術革新に対応した労務管理体制の強化にも役立てたい、というのが「教育基本要

網」制定の大きな狙いであったとみられるo

(2) 技術革新と技能教育の発足

すで唸述べたように、昭和 35年の「教育基本要綱」の制定によって工場の実施する企業内教育

ほ、全従業員層を対象とすることが確認されたが、この「要綱」の制定後直ちに各種の敏育訓練が

活発化したわけではない。この工場において「要綱」の趣旨にもとづいた全階層に及ぶ教育訓練が

展開されるのは、昭和 37年頃からで実施面での転換には若千＠過渡期を必要とした必である。昭

和 35年苫小牧工場で重点的に実施されたのほ、技能教育、安全教育、係長研修などであり、とく

に技能教育にそのー中心がおかれたo

この工場の「技能教育」とは、基本的には所謂｀識業技術教育＠ことであり、 「教育基本要網」

によれば、 「従業員全般に対し、製造工程における技術、知識を与え自己の戦務を完全に遂行しえ

る技能修得せしめると共に作業能率、品質管理、原価等に関する意識の向上を図る」ものとされて
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いるo 昭和35年から 36年にかけて、同工場では技能教育が職場1rC.おける実地教育を補足するも

（1_)として、全職場で実施されたのである。その実施状況をみると、この教育ほ組長および一般従業

員を対象とし、原質、抄造、設計工作、電気、汽力、山力など、部単位の各諧座に分けて行なわれ

たが、各講座ともテキストを用意した購義形式をとり、 1回2時間が原則とされた。教育対象者ほ

1組 20~30人の組を作って受諮した。指導にあたつた購師ほ課長補佐以上、学卒者などから選抜

され、工場長がこれを任命した)各謂座の開催回数は各購座に任されたが、数ヵ月間にのぽるもの

が多かつた。

各諧座の教科内容ほ夫々に異なるとはいうまでもないが、共通した狙いとしてほ作業工程上の知

識理論．他部との関連および機械楷造、操業方法などが挙げられていた。ここでほその一例として

抄造諧座の内容を紹介すると、表1~ 2  3 のとおりである。抄造部では~「教育基本要網」の規

定にしたがつて部レペ）レにおいてほ抄造部教育連絡会議と、また、職場レペルにおいては第1抄造

係研究会、第 2抄造係研究会、第5抄造係研究会、第4抄造研究会0第5回抄造研究会．第6抄造

研究会、および仕上研究会の 6つ＠職場研究会を設けて教育の推進にあたったが、ここに示した教

育プランにもとづいて両コースとも週 1回の割合で開催された。他の部に討いても...これらの購座

の実施を契機として、このような各レベJレの教育推進組織が一斉に発足をみている。この教育の終

了者は人事課備付の人事カードに言函録されると共に、本人にたいしてほ「技能教育終了証」が発行

されたのである。したがつて、こ＠技能教育ほ希望者を対象として時間外に無給で行なわれたもの

であったが、実際には従業員の大多数にとつてかなりの強制力をもつていたと考えられる。

表 1-2 3 抄造購座の内容(,35年）

1 コース

ストツクインレツト

ワイヤーパート

プレスパート

ピツクアップ

紙 の規格

各種ポンプ

蒸気 関 係

現場に必要な諸計算

2 コース

ワインダー

熱および蒸気

紙の試験

翫 GP、CGP関係

製薬蒸解SP、SCP

抄取調成関係

．電気関係
I 
設計、図面ベアリング

新聞紙用キャyンダー 1計 器

新聞紙の品質管理について

資料出所 会社資料による

このような新しい型の技能教育が実施され

た背景には、いうまでもなく新技術の導入に

よる生産工程の質的変化という新事態の展開

があつたoたとえば、昭和35年以降の苫小

牧工場分だけをとつてみても、会社の新設拡

充計画に計上されている予算の規模が 10 0 

億円以上に達した年度炉少なくなかつナ立）で誌。

このような設備投資D本格化と＼ヽ 消『勢を迎

えて、会社が新たに導入した機械設備を有効

に操作できる従業員づくりに懸命となるのほ、

当然といわなければならない。 「技能教育」

疇の第1の要因ほここにあると脚っれる。

しかし、ここで留意する必要があるのほ、こ

のような、紙、パルプ産業における技術革新

の特徴であるo すなわち、紙、パ）レフ産莱では九大な設備投資の進行にともなって生産工程の自動

化と、連続化が進んできているとはいえ、現段階でしままだ工程の完全自動化は不可能であり、基本

的には個月肱）各工程をべ）レトコンペヤーで接続する形をとつているのである。この土虻め個別の各エ

程間および工程内での技術水準の格差は避けられないわけであるが、とくに戦前からの代表的製紙

工場である苫小牧工場のばあいには、こうした部問間格差が著しいのである。したがつて、会社
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が灌大な設備投資を行なって生産工程の一部をいかに革新したとしても、他の関連する工程の作業

．がこれに対応できなければ所期の効果をあげることは不可能となる。このため、設備投資によつて

個別工程の革新が進めば進むほど、当該工程の従業員ばかりでなく、関連する他の工程の従業員を

も含めた全員→欧の協力体制が必要となってくるのである。この工場の行なった「技能教育」の共

通課題として、生産工程上の気識理論や他部との関連を重祝した理由もここしCあるのであるが、同

時にまた、この点が「技能教育」の実施のための第2の要因となつているのである。

「技能教育」の実施要因としては以上の2つがあげられるが、 35年の技能教育(J).際にほ第1の

要因よりも、むしろ第 2の要因の方がより強く作用したと思われなそれは35年の技能教育がエ

場内の全部内において総括的に行なわれたことからも推察できるし、またそれが総論部分では共通

した課題の下に実施されたことにも現われている。つまりこの「技術教育」の実施にあたつてのエ

場側の意図は、熱練の年功的形成を立前としていた、いわぱ伝統墨守型の従業員に対して技術革祈

の進行にともなう事態の急速な変化を認識されることに王眼があったとみられる。第 1の要因を主

体とした技術教育、つまり技術革新現場記焦点をおいた披能教育は、昭和 37年以降から実施され

る「近代化技能教育」から始まるとみるべきであろう。

3 工場近代化と 全従 業員 層に 対す る企 業内教育の実施

(1) エ代化と企業内教育の全面的展開

この工場では昭和35年春に「教育基本要網」が制定され、これによって企業内教育の再編成が

ほかられてきたが、そこにみられる新しい教育理念が全面的に具体化されるにいたつたのは昭和37

年8月の教育訓練課新設以降のことである。この頃になると、これまで企業内教育実施の妨げとな

つていた労資間の懸案事項は、第1組合との関連で問題粒残っているにしろ、実質的にほ解決の目

途がついていた。たとえば、長期にわたつて紛糾を続けた完全操業はすでに前年8月から実施に移

されていたし、また、愛知新クラフト工場への 15 0人の大盤配置転換も、同年1月までに円滑に

完了をみていた。さらに同年4月には、工場従業員の 9割以上を組織した第2組合との間で「近代

化協定」の締結を行ない、工場近代化の実現を互いに確認し合つているのである。こうした会社と

第2組合との労資協調ムードのなかで、企業内教育の受け入れ態勢が職場で次第に盤備されていた

のである。このような情勢の有利な進展を考慮して、会社ほ教育訓練課の新設囮踏みきったのであ

るが、この課の精力的な活動によつて昭和 37年以降、前述じた「教育基本要網」による全従業員、

層を対象とした企業内教育が全面的lC展開されることになつたo 昭和39年度における企業内教育

の動きをみると、表 1~ 2 4に示すとおりである。すなわち、この表をみても明らかなように、こ

の工場で実施されている企業内教育は、新入社員、一般従業員から監督者、管理者にいたる凡ゆる

階層にわたつているばかりでなく、一般従業員などに対してはさらに幾つかの異つた教育訓練が用

意されている。たとえば、一般従業員を対象とする教育訓練についてみると、 「一般従業員教育」、

「近代化技能教育」，，， 「青年社員会議」、 「新人育成教育」および「女子従業員教育」など§種類

の教育が用意されているが、一部の従業員のばあいには、 「配置転換者教育」とも関係をもつてい

る。また、 「監督者教育」は「係長教育」と同伐長教育」の2つに分かれ、 「管理者教育」も「本

社直轄の管理職研修会」と、．工場独自で実施する「管理職研修会lおよび「経営懇話会」の 2つが
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用意されている。 「新入社員教育」が高校卒と大学卒教育に分かれているのほもち論であるc その

ほかにも他工場見学~講習会、映画会など、多様な教育機会が与えられている。

表 1-24 0製紙工場し口おける企業内教育の現状

対 象 名 称 期 間 備 考

1. 新入社員 (1) 高校卒新入社員教育 1日7時間、約 f力月

(2) 大学卒新入社員教育 1日7時間、約2ヵ月

2. 一般従業員 (1) 一般従業員教育 1 泊 2 回

(2) 近代化技能教育 約 8 週間 中幹社員を対象

(3) 青年社員会議 2 ~ 3 カ月 テーマを自選して発表

(4) 新人育成教育 4 力 日間 本社が直轄

(5) 女子従業員教育 1'~ 2回 汝子のみ

3. 監 督 者 (1) 係 長 教 7目士 年数回 随時研究会あり

(2) 職 長 教 ＝ 目 II 

4. 管 理 職 (1) 管理職教育 年 1~2回 本社窟轄のものもある

(2) 経営懇話会 テーマを共同研究、1~2カ月

5. そ の 他 (1) 配置転換者教育 随 時 配職者のみ参加

(2) 再 教 つ目 2 日

(3) 他工場見学 随 時

(4) 講 演 会 I/ 

(5) 海外視察報告会 II 

(6) 映 画 会 II 

泣このほかに現場監督者の行なう職場教育として「戟場懇話会」があることに留窓すべきである。

このように、この工場における企業内教育の動きほかなり活発であり、かつ組織的となってきて

いるが、この動きに決定的な影響を及ぽしたのは、昭和35年の「教育基本要網」であったと思わ

れる。すなわち、前述したように「要網」においてほこの工場が行なう教育の目的を達成するため、

「新入社員教育」から「管理者教育」にいたる全階層を包合した教育の体系化が意固されているが、

昭和37年以降における動きは基本的には「要網」に示された以上の考え方を具体化したものとみ

ることができる。もつとも、 「要綱」においては一般的に「その他の従業員教育」として一括されて

いたものが、昭和39年の段階では「背年社員会議」哨新人育成教育」といったエリート養成コー

スの形で具体化されてきている点に、それ以降における事態の進展が認められる。

このような企業内教育の活発化をもたらした要因の第 1しまいうまでもなく、第2組合のヘゲモニ―

確立を主軸とした労資関係の変質にともなう受入れ態勢の整備である。企業内教育ぬ対する職場の

受入れ態勢が腔備されなければ、これについてのいかなる努力も実りを示されないことになるが、

会社自体も長期ストにおける教育活動の反省から「教育環境醸成」に力を注ぎ、昭和38、 39年

の工場計画においてほ、 「教育環境醸成」が推進の重点目標の第1に掲げられているo 昭和 40年

度の計画においては、 「職場内近代的人間関係の確立」が重点目標の第1(re.掲げられたが、このこ

-69-



とは、必らずしも「教育環境醸成」が重点目標から外されたことを意味するわけではない。それは、

昭和40年度の工場教育計画のなかで58、39年の教育に関連して、 「就中当工場従業員の人間

鴫を基調とした教育参加意識の昂揚並びに自環発の涵養については企業内教育の推進上、不可

欠の前提条件でもありあらゆる教育の機会を通じその浸透を図って来たところであります」と述べ

ていることからも明らかなように、 「峨場内近代的人間関係の確立」とは、 「教育環境醸成」とい

う目標が職場レペJレまで下ろされてきたことを示すものにしまかならない。

ところで、企業内教育の活発化をもたらした要因としては、以上の他にも幾つか教えられる。ま

ず第2の要因として挙げられるのほ、技術革新にともなう生産工程と労働内容の質的変化である。

この工場における技術革新は、すでにみたように、 SOP、OGP、およびRGP（但しRGpは

3 9年10月 1日より稼動を開始したo)tなどの新バルプ製造技術の浮入、蒸解工程および脱7.JC[

程の連続化などに示されるパルプ化工程の変革や、抄紙工程の変革などにその顕著な事例を見出す

ことができる。こうした技術革新の進展によつて生産工程の個的変化が生じ、部門間格差をとも

t応つつも工場労働の機械化と監視労働化が急ピッチで進んだo このため、溝入された新鋭機械設備

の操作や工程管理｀品質管理の強化が要請されることになったのであるo 最近における企業内教育

活発化の背景には、こうした技術革新の進展による新しい教育ニーズの発生がプッシユ要因として

作用していることを指摘しなければならないo しかしながら、 ここでは繰り返さないが、昭和55 

年当時唸支術教育の発足と関連して触れておいた技術革新の跛行的発展という特殊性の指摘に留意

しなければならない。

さらに第5の要因として挙げられるのほ、工場近代化0合理化近代化の一環として行なわれた労

働力再緬成である。この工場における労働力の再編成は他工場への大最酷置転換と欠員補充の抑制

による従業員数の全体的な減少状況のなかで、一方においてほ基幹部門の強化をほかるため、新旧

労働力の年令別，学歴別分業を王な内容とする、部門間異動をつうじた本工労働力の絹成替えとい

う形をとり、他方においてほ、本工従業員の大巾な減少をみた間接および補助部門における社外工

労働力の増大という形をとつたのである。

このような労働力の再編成ほ、昭和37年の「近代化協定」締結の前後から全工場規模で展開さ

れることになるが亀これにともなつて新しい工場管理体制に対応した従業員づくりが当面の教育課

題として提起されるにいたつたo企業内教育が全部門、全従業員にわたつて急遥ぬ展開をみせた大

きな要因として｀以上述べた労働力の再編成を挙げなければならないと思われる。

(2) 各種従業員教育の実態

つぎに昭和39年度における従業員教育の実施状況と教育内容の紹介を中心として、この工場に

おける企業内教育の実態を分析してみることにしよう o 以下、この工場で実施されている教育訓練

について、その種類別に説明を加えてゆきたい。(1)

A 新入社員教育

工場の「教育基本要網」によると、 「新入社員教育」は新規採用者にたいし「当社の社員として

の心楷えを自覚させると共に職場配置後の自己の職務を遂行するに必要な知識及び技能の涵羨を図

る」ために実施されることになつている。つまり、 「新入社員教育」は社員としての心構えを身に

つけさせる総合教育と、職務遂行に必要な入戦教育とからなっているわけである。この教育は従来
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まで2週間程度の日程で行なわれてきたが、教育方式を再絹したため、教育期間も高校卒の，しまあい

は約 1カ月、大学卒のばあいは約2カ月の日程に延長されている。

「新入社員教育」のう以最初に高校卒新入社員教育の実態を昭和 39年度の事例によつてみる

と、 5月21日から 4月4日にいたる約2週間の日程で第1期集合教育が行なわれた。この集合教

育では、入社にあたつて必要な会社に関する一般的知識を与え、社会人としての自党を与えること

口配藍が払われて｝‘る。その教育内容を示すと、表 1~2  5のとおりである。すなわち、初めの数

日間には工場長をはじめとする工場幹部の講話によつて、工場従業員としての自覚とモラールの昂

揚がまかる精神教育が行なわれついで労働協緑就業規則などの解説．生産設備に関する説明、

および工場見学などによつて；工場についての一般的な知識が与えられている。ごの後で、各部講

座が開催されるが、ここでは当該部と従業員とのつながりに重点をおき、問題意識をもたせなカミら

テキストを用いた諧義が行なわれたo集合教育の最後には、高校卒先荒と監督者が一緒に参加する

座談会や、工場幹部を囲む懇談会などが開催されている。

また、第2期実習教育ほ第 1期の終了後、 4月 6日から 18日にいたる 2週間の日程で実施され

たo この実習期間中、新入社員ほ3~6人単位のグJレープに分かれて、半日ないし 1日づつ 1製原

質部、抄造部、 2製抄造部、施設部、動力部などの各職場に仮配属され、係の実習指導者の指導

の下に、実践的知識の習得、組織へのI廊芯などを学んナら実習にあたつてほ見学を折り込んで実地

理解の疇場を与えるよう努力が払われている。さらに、実習期間中は各人に実習日誌を書かせ、実習

指導者に閲覧させ、教育効果の向上を狙つていな》このように、高校卒新入社員教育は再編成以降．

かなりゆきとどいた内容のものとなり、モラールの向上、向学心の持続的発展を王眼として行なわ

れているのである。

表 1ー25 0製紙苫小牧工場における高校卒新入社員教育（昭和39年度）

午 前‘ i 午 後
5月21日ア（土） 集合、入社式（工場畏挨拶竃幹部紹介） I工場長代理諧話

教育日程説明、開購の挨拶 N工場長代理諮話

23日（月） 新入社員の心描え、工場生産設備の概要 工場内見学

24日（火） 新入社員訓練コース（産訓ツート）労働協約、 k次長購話

就業規則｀賃金規則 N次長購話

25日（水） 労働組合とは一労使関係一 業務部講座、総務課講座

26日(.木）． 新入社員コース（産訓ツート）、財務部諮座 山林部諮座

資材部諧座 女子は接遇者教育

27日（金） 原質部講座 施設部諧座喩管理部諮座

28日（土） 抄造部諧座 輝部、原質部見学

女子は接遇者教育
3 0日（月） 新入社員訓練コース（産訓ツート） 技術部講座、新工場の概要

動力部諧座 女子は接遇者教育

5 1日（火） 安全諮座ぜ衛生諮座 苫小牧工場の歴史、体育

4月 1日（水） T発電所見学 午前と同じ

2日（木） k林木育種研究所見学 午前と同じ

3日（金） 人事部の業務内容 座談会「社会人として」

高校卒先菰監督者参加

4日（土） 入社寺続．その他 工場幹部と懇談会

浪同工場資料により作成した。
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つぎに、大学卒新入社員教育の実施状況をみると、昭和39年度においては 4月18日から 5月

6日にいたる約半月間に第1期集合教育が、また5月7日から 6月 9日にいたる約1カ月間に第2

期定習教育が行なわれている。大学卒新入社員に対して実施された集合教育の内容ほ表1~26k

示すとおりであるが、基本的には高校卒のばあいと同一の性格のものであるといつてよ ¥'o ただ、

工場のエリート層侯補である大学卒教育のばあいには、高校卒の日程の 2倍以上の期間をかけ、よ

り徹底した内容の教育を行なって教育効果の充実を期している。こうした会社の抱負は、たとえば、

囀肩嗚映画を併用した「大争議をふりかえつての近代的労使関係のあり方」という人事部長他の

講義や、部門別のプロセス講座と現場見学の後で行なわれた討論会~および現場監督者屈との懇談

会などによつても、推察することができる。まず前者についていうと、昭和33年の大争議の際に

第 1組合を分裂に導いた主等勢力の 1つは学卒者であつたカヽ会社は当時の切実な経験を教材・とし

て用いることによつて、大学卒新入社員に「正常」な労使関係の精神を抱握させ、同時に学卒者と

しての自覚と役割をうながしているとみられるo 後者についてほ、現場監督者の苦心談をつうじて

生産活動の生きた姿を知らせることが目的となっていると思われる。

集合教育の終了後に行なわれた定習教育は、新入社員を3~4人単位の少グJレープに分け、各グ

Jレー。とも 1 聯場~ 1 ~3日の日程で業務を習得させる実習教育がその中心をなしている。そうして、

この実習期間をつうじて現場従業員のものの考え方、ならびに戦場の人間関係を把握させるのが、

この教育立地の 1つの狙いとされている。大学卒のばあいには、高校卒と異なって、実習の合間を

とつて実習研究会が日程のなかに用意されており、また抄造部実習弔＠ま「Pulpand Paper 

Seiense and Technology講読会」も中墜青年社員層の指等のもとに開催されている。

このように大学卒教育では、新入社員の自己啓発と学習にとつて刺戟となる多くのプランが用意さ

れ、彼らの将来の成長に期待を寄せられているのである。

最後につけ加えておきたいのは再教育の実施についてである。この工場の「新入社員教育」は以

上あげた内容のものだけでなく、入社後半年以上を経た 10月から 12月にかけて、高校卒奮大学

卒とも、さらに各2日間の再教育をうけている。この再教育の内容については後で紹介することに

して、ここでは省唇したいo

表 1-2 6 0製紙苫小牧工場における大学卒新入社員敦育（昭和39年度）

午 前 午 後

4月18日（土） 日程説明、幹部紹介、工場概要 工場見学

20日（月） 教育訓練課長諮義、 I工場長代理諧話 N工場長代理諮話、教育訓練課諧義

2 1日（火） 人事部長他講義（大争議をふりかえつての N次長誇話

近代的労使関係のあり方外）、争議記録映 軽いスポーツ

画 k次長諧話

22日（水） 原質部長開諧の辞、調砕木プロセス 同左現場見学、討論会

25日（木） 零、蒸解プロセス 同左現場見学、討論会

24日（金） 抄取・調成プロセス PM5Hより現場監督者層との懇談会
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午 前 I 午 後

一25日（土） 抄造部長開諧の辞、新開巻取の規格につい ドライヤー・パート

て、ウエット・バート ワインダー・パート

27日（月） 操業方式． PM制度市場問題 現場見学

28日しK) マツンマンの苦労、輸送・包装プロセス 同左現場見学奮討論会PM5Hより

現場監督者層との座談会

29日（水） 映画「苫小牧人造港」、苫小牧港見学 山林部プロセス、スポーツ大会

3 0日（木） リクリエーツヨン指等 同左

5月 2日（土） 電気・蒸気プロセス 同左現場見学、討論会

4日（月） k蘇育種研究所見学 同左機械化センクー見学

5日（火） T饂所見学 同左

6日（水） 苫小牧工場の歴史、教育訓練課諧義 感想文、ソフトボール大会、

幹部との懇談会

注、会社資料により作成

B 一般従業員教育

前述したように、この工場における企業内教育の転換は冨全従業員層を教育対象に組み入れたこ

とにあるといつてよいが、このような転換を最もよく示している切芯昭和37年からはじ舟った

「一般従業員教育」の実施である。 「一般従業員教育」ほ、 「従業員ぬ対し、経済、社会~文化等
に関する理解を深め、当社R社会的衰任の自覚並びに従業員としての教養の向上を図る」（＇「教育

基本要綱」）ことを目的として行なわれるものである。これは丁度、会社と第2組合とが昭和34 

年春に締結した新労働協約序文中の次の文章と対応するものと考えられる。すなわち、 「会社と組

合む企業の社会的責任と使用を認識し、従業員の労働条件〇向上と企業の繁栄ほ基本的9に相互依

存の関係にあることを認め、相互の信頼と理解の上に協力して安定した労使関係Cl_)確立のために努

力する」。つまり、第1組合の決定的後退という情勢の下で、会社側の稜極的なヘゲモニーで労資

関係の安定をはかることがこR教育の狙いであったとみられる。

「一般従業員教育」は昭和3 7年以降、支笏湖に設立された研修会館を会場として 1泊2日間の

合宿教育の形で行なわれ、昭和39年12月には、ついに全従業員の合宿教育が終了するにいたつ

ているo 昭和39年度における「一般従業員教育」ほ、研修会館の焼失があつたため、再建彼の39

年8月から 12月までの間に実施され、 1回30~4 0人程度の規模で第36回から第58回まで

計 78 4人の従業員がその対象となった。 3 9年度における「一般従業員教育」の具体的内容をみ

ると、次のとおりである。

0 開諮ーオリエンテージョン l部長）

o 座談会「臓場を明るくするにほ」（人事部）

0 会食

o 視聴党教育｝人事部

0 映画鑑賞
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o 特別講演 社外諮師

。・仕事の改善について（人事部）

受諧者の選定ほ係長のもとで行なわれるが、選定された受諧者は朝 8時にバスで一緒にゆき、翌

日(/.)5時には教育を終了して一緒に帰つてくる。教育の内容ほ以上で示したので詳しく触れないが、

この教育で行なわれる管理戦などの講話は固いものでしまなく、自分のこれまでの苦心談など、具体

的な内容のものが多く、自己の生活体験をつうじて受諧者に訴える形をとつている。また、合宿教

育という形態ほ、ヒユーマン・リレーシヨンズの実地教育＠ためとられた措置と考えられるが0集

団生活の自律的規律を身につけさせることを目的として、この合宿期間中には、中高年令層の多い

受諧者に寝具の始末から揺除にいたるまで一切自分たちの手でやらせるとともに、朝には工場歌を

うたわせて、体操をさせるなど、軍隊式親律に近い内容のものがとり入れられている。工場の教育

担当者の話によると、この教育では受講者にたいして「会社が艮くなることは、会社のためばかり

でなく、自分のためにもなるということを徹底的に教えた」といわれる。この言葉は、現状把握と

いう点でほ対立する立場にある第1組合書記長の次の見解とほ底一致する。 「企業内に労働者を閉

細じこめておいて、労働者ではなくて企業に忠実な従業員を作るということか目的と思う」。

以上みたように、 「一般従業員教育」ほ工場近代化、合理化に対応した従業員づくりの一環とし

て実施されたが、その教育内容力裕灌ゆ形をとった精神教育的色彩＠強いものであること、その対

象が一般従業員で全員が例外なく受諧を終了したこと、などの点で注目すべきものであるo工場の

昭和40年度教育計画によれし汰 「一般従業員教育」の「実施成果の上に立ち本年度ほ企業内教育

の本筋たる戦制による戦場内教育(I_)充実」を図ることが約束されてぃるぷっま広これまでの「―

般従業員教育」は、工場のいう「教育環境醸成」のための重要な手段だつたのであり、 「賊場内近

疇人間関係の確立」のための条件を整備する機能を果していたのである。 「一般従業員教育」は

昭和40年度から再編成されて後、課単位の合宿教育に変わり、 40年度には45回..計1,1 2 5人

の教育が予定されている。

C 近代化技能教育

この工場が実施する企業内教育としでま、意識面の指導匂脱見する「一般従業員教育」のほかに「

技能教育」がフオーマルな教育としておかれている。前述したように、技能教育は「教育基本要綱」

の制定による企業内教育の再編後、他に先がけて実施されてきたが、昭和 37年からその内容を改

変し、技術革新現場における教育ニーズに対応した教育内容(/j)ものとtょったのでぁる。すなわち.. 

昭和37年6月から発足した「近代化技能教育」がこれである。もっとも、この工場泡は「近代化

技能教育」の実施以前に、 「モデル技能教育」の名で呼ばれた技能教育が37年 2月5日から5月

2 7日の間に行なわれており、 「近代化技能教育」はこれを基にしたものだといわれている。(2)

「近代化技能教育」は、表1~2  7に示すとおり、各職場から選抜された組長以下の従業員約20

人を対象として行なわれている。教育ほ電気、計器、保全、プロセス、見学．その他の 6諧座にわ

かれ、その時間数は全部で33 6時間、約 8週間に及んでいるo 資科の関係上、ここでほ昭和37 

年当時の資科によって教料内容をみてみると、表1~2 8に示すとおりである。これによっても明

らかなよう巳 「近代化技能教育」の中心をなしているのほ、生産工程の自動低計側化・連続化

などにみられる技術革新の動きに対応した職業技術教育であり、しかもその内容ほかなり高度のも
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のである。この教育の諧師にほ工場の学卒係員以上があたり、各謂師によつてテキストが作成され

ている。

この教育ほ実施期間中、毎日午前8時から午後5時まで行なわれるが、このため交替番の従業員

でも受諮者として選抜されたばあいには、常日勤に勤務替えされるこどになるo昭和39年度におい

ては第8次から 11次まで、 4回にわたつて教育が実施され、受諧者ほ8.0入を数えている。これ

によって、昭和37年以来の受講者の総数ば25 6人となっている。受諧者の選抜基準ほ、中堅社

員ということが一応の立前となつているが、現状では職場によってかなりの差茄あり、このため、

一部では全般的基準の存圧を疑問視する意見も出されている。

ところで、以上の国代化技能教育」ほ力立よ｀り高度び職業技術教育であるという点、で、技術募新のな

進展する工場の生産現場において殺極的な存在意義をもつことぽいうまでもない。けれども、この

工場における実施の過程をみると、そこに存在する幾つかの問題点を指摘することができる。その

第1しこ受諮期間中における収入減の問題である。前述したとおり、この教育の受講者は常日勤に

勤務替えされるため、残業手当や夜勤手当が少くなり、 1カ月間の実収入が1万円の減少となるの

も少なくない、といわれる。とのため受諧者として指名されたものの一部に、内心では受講を敬遠

する空気が生じている。問題の第2は、受諧者の性格と関連した受諧後の待遇をめぐる問題である。

受諮者の送衡基準が職場ごとにまちまちであることはさきに触れたが、それにしそも受講者の人数

が少なかった最初のうちは、彼らの多くほ職場7..)代表だと＼ヽぅプライドをもつていたのである。と

こなが、最近のように受諧者の人数が段々と増えてくると、職場の代表という感党ほ弱まらざるを

得なくなるが、こうした事情ほ受諮者の学習意欲にも敏感に屎爽してきている。この意味で、実施

後数年たった「近代化技能教育」は受講者の待遇と評価をめぐつて、 1つの曲り角に来ているとみ

られる。問題点の第3は、受諧者の仕事と技能教育の内容との間の喰い違いに関する問題である。

苫小牧工場の現状では、受諧者が教育を終ぅて職場に戻つてきても、苦労して覚えた仕事を仕事面

で生かせないことが少くない。このような喰い違いは、バルプ化工程と抄紙工程に技術開発の重点

が集中，している紙富バルプ産業におはる技術革新の現段階的特徴と、且明治末に創設された既存工場

であるため新l)3設備の併存がとくに著しいという工場独自の性格から生じたも0である。以上のよ

うに、この工場の「近代化技能教育」は、技術革新に対応した教育として発足したが、その積極的

意義にもかかわらず｀実施過程において幾多の矛盾と問題点を生み出していることに注目する必要

がある。

表 1-2 7 近代化技能教育の実施状況．'.

期 ーロ 間 ムヽ人数．、 .ヽ.. 内 ,...'I:" al" ・』 ^ ．`． ・・し 査グ ．9 , .." 

8次 3 9. 2.3~4.1 1 2 1 電気諮座 70H ぞ匹他4・ 1 H 

9次 39.9.28~11.21 2 0 計器‘ II 8 DH  

1 0次 39.11.30~40.1.30 2 D 保’全 II 55H 計 33 6 H 

1 1次 4 0.2.1 5~4.1 0 1 9 プロ七ス ’’ 6 5 H (8週間）

第 1次よりの累計 2 5 6 見学 ” 2 5 H 

造会社資料泣より作成
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表 1-28 近代化技能教育の教科内容

基礎理論0電気機械、安全対策、基碗交流理論．工作物規定、鼈灯照明、工場電

電気諮座 力設儀電気計器、継電気、保障装置、電気工事0.)要点、電子管0半導体｀電動

麟転保全、抄紙機の速度制御

計器諧座
基礎単位、シンポル、温度計、流最計、圧力計、 PH計、水分計、濃度計、肝最

重墨計、伝送指示計、 自動制御理論~調節計、調節台、 自動制御の実際

機械製図、潤滑剤、ベアリング、日常検査、コロガリ軸受、ポンプ、エ具の種類、
保全講座

エヤーコンプレッサー変速機、減速機、バッキング

注、 1． 資料の関係上、 3 7年に実施された第 2回分のものを示した。現在と総時間数が異っている

ので、一部変更されたところがあると思われる。

2. 当時は 8週間でなく、 1 0週間にわたった。

D 青年社員会議

「青年社員会議」は、会社から指名された中堅クラスの従業員を対象とした企業内教育であり、

彼らの自己啓発と工場幹部とのコミユニケーシヨンをほかる目的で昭和38年に設けられたもので

ぁ知したがつて、この教育の対象者として選抜されるのは年令の若い現場監督者層および学卒者

に限られており、これらの者は将来、エリートぬなる可能性をもつとみられている。 「青年社員会

議」は、会員による研究会の自王的運営が保障されているが、この研究会では研究テーマを自選し

て2~3カ月間(l)研究期間をお邑ゃがてェ場幹部の出席する研究会の席上で会員から研究発表が

なされる仕組みとなつているo昭和39年度中に実施された「青年社員会議」の内容は、表1~29 

に示すとおりであるCJ この教育の注目される所以は、それが工場従業員をエリート層侯補と一般の

ランク・-アンド・フアイ）レとに区分する、・一稲の差凩聰弾荘勺な機能を果している点である。

表 1ー 2 9 青 年 社 員 会 議 の 内 容

期 日 人 員 テ マ 報告月日

第 3 回 3 9. 1. 2 7 ~ 4. ， 1 2 苫小牧工場と地城社会 4. ， 
ヽ

第 4 回 4.1 4~  6. 2 4 1 3 豊から暮しのために 6. 2 4 

第 5 回 7. 1~  9. 1 5 1 3 従業員の求めるもの 9. 1 5 

第 6 回 9.19~12. 8 1 4 我々の生活設計 1 2. 8 

第 7 回 1 2.1 9~4 □. 3 2 3 不 明 不明
． 

計 6 5. 

E 新人育成教育

「新人育成教育」は、大学卒新入社員にたいして実施される教育であり、学卒者の自己啓発と彼

， らにたいする長期的フォローアップ訓練を兼ねた性格0_)ものである。その具体的内容をみると、大

学卒新入社員に入社後3年目で研究テーマの提出を求め、こ（/.)テーマで2~3年間研究させた上、

5年目に本社において論文発表をさせる仕組みとなつている。この発表会を利用して、社内、社外

の諮師によつて各種の諮義が行なわれるとともに、見学などのプランも準備されている。この「新
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人育成教育」 iと工場/.)教育訓練課でなく、本社の直轄で実施されることになっているが、この論

文発表(Ii),成績いかんによつて、本人(/_)将来の地位が決定されるとぃわれて¥'Qo こ(/.Jためヽェ場で

も研究上(l)便宣をほか広研究テ一マ(l)勉強のできるような戦場に学卒者を一時配罷伝換すること

なども行なわれている。以上の説明によつて明らかなょうにこの教育は労働者教育ではなく、将

来の管理職を羨成するためのエリート教育なのである。この意味では、さきに述べた「青年社員会

器と底ぽ同じ性格(/_)も(!_)でぁるといつてよい。

F 女子従業員教育

この工場における「女子従業員教育」 (l)中心iお接遇者教育におかれている゜昭和3 9年度にぉ

いてほ` 15人程度(l)組を絹成しヽ合計 6組ヽ 8，人(l)女子従業員にたいし各組、 3時間(!_)集合教

育を行なった。教育内容は視聴覚による「話し方教室、服装と身だしなみ」であった。

G 監督者教育

この工場において実施されている監督者教育は、 「係長教育」と「職長教育」 (/_)2つに分けられ

る。工場の「教育基本要網」によると、こ (l)ほか組長にたぃする教育も行なわれる立前とfよってい

るが、実際にほ組長は監督者教育の対象から iまずされている。•これは0 下級職制として位置ジけら

れているが、職制上(/_)権限を殆んと:,fflオよいといぅ組長の実態を考えての措置と思ゎれる O このェ

場の監督者教育が最近とくに活発になってきたことほ．おる従業員の「TWI方式(/_)も (l)は昔しか

らやつていたが、目にみえてきた(l)iま近代化協定が出てきて以後だ」という言葉からも推察できる。

以下では、昭和39年度における実施状況を工場資科によつてみることにしよう。

まず「係長教育」についてみると、． 3 9年度においてほ合宿教育、・集合教育、¢および諮話座談会

という 3つ(l)形態によって教育が実施された〇合宿教育し芯研修会館を用ぃ 1泊2日(!_)日程で2回

にわたつて行なわれた。第1回は 12月21、 22日(/_)両凡第2回ほ同月 25ヽ 26日の両日で

ぁったo こ(/.)合宿教育は原価意識昂揚諮習会と名付けられヽ 47人の係長が受伺れグた力；‘その具体

的内容は次(/.)とおりである。

0 開諧 (N工場代風 N次長）

0 3 9 1上期決算について（財務部）

0 座談会「職場(l)諸問題」し人事部）

o 収益向上対策について （管理部）

0 監督者(/)地位の歴史的変遵（人事部）

o 特別諧演「歴史的考察による物(l)見方」藤女子大教授u氏

また、集合教育はカウンセリング研修会と名付けられ、 10月24日に 47人の係長を集めて実

施されたo 諮義は「カウンセリングと管理者敬育」というテーマで4時間、社外講師lCよつて行な

われた。諧話座談会形式の教育としてほ. 9月 11日,38人(l)係艮(l)参加(/.)もとにヽ 笠信太郎氏の

「監督者(/.)あり方」と題する 1時間半(I.)諧話が行なゎれたo

つぎに、 「職長教育」についてみると、研究会館を会場として、 1泊2日の合宿教育が5回開催

されている。第1回～第4回は2月中に第5回は3月上旬に行なわれた。参加人員は各回とも 26

~28人程度で、計 13 7人の職長が受諮しi'toその教育内容をみると、次(/.)とiSりでぁるo

0 開諧オリエンテーシヨン
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,o 原木問題の展望（山林企画室）

O' 座談会「戦場(/_)諸問題」し人事部」

o 市況の見通し・ （業務部）

L 、o 若い人達(/_)物O'_)考ぇ方.(人事部）

o 特別講演藤女子大教授 u氏

以上のように、こ(/.)ェ場にぉける「係長教育」と門股長教育」 iまヽ監督者として能力を蓑成する

ことを目的として、合宿教育を王体とした工場独自のも(/_)が行なつてぃる〇こ(/.)ェ場でほ教育環境

の整備にともなって、従業員教育の重点が職場内教育に移行する傾向をみせているが、周知q_)とお

り、職場内教育の成否の鍵は係長、職長などの監督者の能力いかんによるとこるが大きい。このた

め 暉ll4 D年度の工場教育計画でも、 「職場内教育(/_)充実」にっいで.. 「監督者教育(D強化」が重

点目標の第2に掲げられているのである。

H 管理者教育

この工場の管理者を対象とする「管理者教育」は、本社人事部が直轄する「管理職研修会」と、

工場人事部が企画する「管理職研修会」および「経営懇話会」 (/_)2つに分れる。 「管理者教育」は、

「課長以上の者及び特に必要な者に対して必要な知識・技能を体得させ、科学的管理能力を涵羨し.. 

管理者としての意識の向上を図る」ために行なわれることになっている。

昭和39年度においては、 8月23日から同3 0日にいたる 7泊8日の日程で..本社人事部の主

催する「管理戦教育」が支笏湖の研修会館で合室教育の形をとつて実施された。この教育にほ苫小

牧工場から 5,．．人の管理職員が参加しているが、教育方法としてほ＾ーバード方式必ケー恣スクデ

イが用いられた。また、 9月9日と 10日の両日囮お工場7_)人事部の王催する「合宿教育」が行

なわれ、 4D人の管浬職員がこれに参加した。この教育ほ一般教羨研修を主目的としていたがその

内容は次のとおりである。

0 開諧．オリエンテーシヨン (I工場長代理）

0 特別購演

藤野武氏（北海道教育大学教授）

笠信太郎氏①2つの考え方

③日本社会の特質

柑次郎氏 「支笏湖周辺と 0製紙」

0 バネJレデイスカツシヨン（人事部）

「企業内教育ほ如何にあるべきか」

この工場の「管理者教育」・としては、このほかに「経営懇話会」という制度が設けられているが、

この制度は管理職員の自己啓発と経営者との意志疎通をはかるためのもので、共通のテーマを設定

して約 1~2カ月間これを共同研究する形で連営されているo 昭和39年度においては、 1 4 0人

の管理職員が、 1班20人、 7班に分れて研究会館で開かれた会合に参加した。また、係長から課

長代理に昇格した新任の管哩職員応ついてほ、本社人事部が一括して研修を行なうことになつてお

り、工場から約1週間の出張命令が出される。以上のようし己この工場の管理職員は会社レベル、

または工場レベルでの各種の教育機会が与えられているのである。
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I 配置転換者教育

苫小牧工場では、昭和3 7年の機構改革以降における本工業務の再編成や、昭和39年これらの

新工場操業にともなって、従業員の部門間異動が活発となってきたが..こ(/.)ため配置替えされた従

業員に対する．転職教育が重要な研究課題となり、昭和37年度から教育訓練の指導のもとに「配置

転換者教育」が実施されるようになったo したがつて、この教育ほ、工場近代化にともなう本工労

働カ(/_)再編成に直接対応しナかい(/_)であるという点で‘特築すべき性格のも(/_)である0 以下でほ昭和

3 9年度における「配置転換者教育」の実施状況についてみるが、昭和39年とい5年ほ8月から

の新工場操業開始のため新マシン要員をめぐつてとくに配置転換が激しく行なわれた年であったo

表 1~3DKよっても明らかなように、昭和39年においてほ 10 0人以上の従業員に対して各種

の「配置転換者教育」が実施されたのである。

表1-3  0 昭和39年度における配置転換者教育の実施状況

教育種類 人 員 期 日 内 容

原質部 2 3 3 9. 4. 6 抄造部諮座

第 1期集合教育
包装係 1 概臨各バート各論（計器•マシン技術、仕
倉庫係 1 上、製品、製品検査..要員替..安全）

計 2 5 

39.4.12 常召勁として第1m/c、第2皿／c、第3m/c
実習第 1 期 2 5 

5. 1 6 第4叫公に仮配置

実習第 2 期
39.5.17 各番宴妬腸入して実習を継続

5. 3 1 

第 1 期教育 原質部2、倉庫係 3 9. 4. 1 3 包装に関する矢嘩磋姪『（座学）

6、計8 4. 1 5 

3 9. 4. 1 6 (1) 巻取輸送．巻取包装
第 2 期教育 ． 

8 5. 6 (2) 乎判作業

第 3躙教育 8 
3 9. 5. 7 

全般的実習
5. Z 3 己

第 1 期教育
原質部7、倉庫係 39.A.14 保全技術教育一日常検査注油、潤滑剤• 1原質、

2、酢9 5. 1 1 抄造各機座学・機械製図．エ具の種類奮その他

第 2 期教育
39.5.12 原質、抄造保全作業実習， 

7. 1 1 

(li各アバートの技術教育..2週間

幹部要員教育 1 4 
3 9. 5. 6 (2) 他工場見学奮 1週間（十条製紙釧路工場．

5. 3 0 国策ぷ）レプ旭川工場奮北日本製紙江別工場）

(3) 6月 1日以降は一般新マシン教育と合流

.. (1) 新マシン技術講座（座学）
ヽ (2) 諮姜の外、マシン据付状況見学、

3 9. 6. 1 
一般要ヽ 員教育 4 8 

6. 1 3 
本伝を含む

(3) 6. 1 5以降実務教育として試運転

準備

すなわ拓 8月1日からの新工場操業開始を前にして行なわれた大量異動にともなって、 「配置

転換者教育」は「現工場抄造部要員教育」、 「包装要員教育」、 「保全課要員教育」、 「新工場要

員教育」などの 4つの形で行なわれた。その内容を「現エ湯抄造部要員教育」の事例によつてみる

らまず最初に 1週眺抄造部の業務内容やプロセスについて基礎的な学習を第1期集合教育とい
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う形で行ない、これが終了した後、約1カ月眺常日勤として 1号から 4号までの各マジンに仮配

置して第1期の実習が行なわれた。そうして、その後、各番方に編入するカヽ約2週間は第2期と

して教育が継続されたのである。したがつて、このばあい、教育期間は全部で2カ月近くに達して

いる。 「包装要員教育」のばあいには約1カ月半、困掻渠導足員教育」のばあいには3カ月弱と、期

間の長短まあるが、•いずれのばあいも基礎的な技術教育が行なわれた後、実習に入る仕組をとつて

いる。

ところで39年実施された「配置転換者教育」のなかでとくに注目されるのほ、 「新工場要員教

育」である。表 1~ 3 0に示してあるようにこの教育ば「幹部要員教育」と「一般要員教育」と

からなっているが、新工場の幹部要員は他工場見学を含めた「幹部要員教育」を25日間うけた上、

さらに 2週間の「一般要員教育」に参加している。会社は新工場の建設のため 85億円の設備資金

を投下したといわれるが、新工場の操業態勢確立のためには設備装置面での充実と併せて、要員教

育を痙分し疋行なうことにより、人的側面からする操業体制の強化をはかる必要があったのである。

同社幹部の記するところによると、新工場の運転要員60名余は「設備改善、技能教育等の実施に

より苫小牧工場の現在人員でまかなうことし疋ついて会社、新労組間で確認し、その円滑な実施を目

的に配員委員会で十分な協議を行なった」(3)といわれる。それゆえ、 「新工場要員教育」は、会社

にと・つて新工場操業開始の重要な前提条件であつたわけでありヽ殆んど新高卒の若年令層によって

占められていた配置転換者に対して要員教育が熱心に行なわれた理由もここにあつたのである。

しかし、この工場における配置転換の動きをみるら昭和39年度においては新工場、の操業開始

という特殊事情のため、大彙の配置転換がみられたけれども、それ以降には定年退戦による穴うめ

のための異動が殆んどである。このため、 「配置転換者教育」の対象者も少数なので、当該係長ま

たは戦鰤ヽテキストを用いて教育を担当すること炉多い。このばあいでも、 1．力月間位は交替番に

編入しないで、作業手／凰安全教育などを含めて基礫理論と実習の指導がなされている。工場近代

化にともなう本工労働力の再編成は、今後も、推進されることが予想されるので、これに対応する

「配置転換者教育」の意義と役割は依然として大きなものがあるといつてよい。

J 再教育

苫小牧工場の従業員は、以上あげた各種の教育訓練をうけている応すでに教育の終つた従業員

に対し記さらにフォローアップという意味において「再教育」が行なわれている。昭和39年度に

おいては、 「近代化痴諏育」の受諧者と新入社員にたいして「再教育」が実施された。ま式 「

近代化技能教育」の受諧者に対する「再教育」についてみると、 39年度においてほ第1次より第8

次までの受諧者15 8人玄 11回にわけ、各々 2日間の日程で教育が実施されている。教育ほ合宿

フオローアップの形をとつたものと、その他の形態のもとに分れるが、その具体的内容は次のとお

りであった。

①.：合宿プ牙ローアップ

0 開諧オリエンテージヨン

0 工程管理諮座

0 苫小牧工場の歴史研究（人事部）

0 映画鑑裳、体育（教育訓練課）
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③その他の形態のもの

0 開諧オリエンテーション

o 作業意欲、自己啓発し人事部）

0 新マジンの概要い祈工場建設部）

o 内地一流会社の見学報告（専任講師）

つぎに、新入社員に対する「再教育」についてみると、 3 9年度においては高校卒と大学卒とに

分け各々 2日間の日程で、 10月下旬以降次のような合宿教育が研修会館で行なわれた。

①高校卒新入社員

0 座談会「入社半年をふり返つて」

o 聯鴻の安全の私達（安全管理室）

o 苫小牧工場の歴史研究会

R 大学卒新入社員

0 近況、研究事項発表会し工場幹部出席）

0 3 9年下期経営方針(I工場長代理）

。 特別諮演（道庁幹部職員T氏）

K 職場内教育（戦場懇話会）

すでに述べたように、この工場においては昭和40年度以降から、 「企業内教育の本筋たる職制

による職場内教育の充実」を重点目標の第1に掲げることになったが、こうした「職場内教育」ほ

「職場懇話会」という形で推進されつつある。 「職場懇話会」＇は形の上では各戦場における自王的

組織として結成され、その会合は原則として毎月 1回｀就業時間外の自由時間中に行なわれる。常

日勤の職場でほ昼休みを利用していることもあるが、 3交替勤務の製造職場では、 1番方勤務の終

った午後2時から開催するところが多い。いずれにしても、菌渫：時間外に行なわれているわけだか

ら、任意参加が立前となつているが、 「行かなければ成績に響いてくるから」（インタピユーの際

の工場従業員の話）、実際上は第 1組合員を含めて殆んど全員がこれに参加している。この「職場

懇話会」では、司会者を順番で決め、参加者にKつて選しまれた研究テーマを中心として言係長を含め

た職場の全員がざつくばらんに話し合うことになっている。つまり、自由な話し合いによる「職場

内近代的人間関係の確立」（昭和4釦年度教育計画）が設立の主な目的なのである。乎たくいえば、

職場の明朗化、人の和をはかるということである。

この会合では、会社の経営状態、会社の計画、機械慈入の影響、人員の削減など、あらゆる分野

にわたる問題が討議されている。そうして、 「金のか上らない問題なら、そこに出すと大低やって

くれる」（上記の従業員の話）といわれる。このため職場の問題が「職場懇話会」をつうじた戦場

Jレートで解決されるケースが多くなり、これにつれて職場の中で果してきた組合の機能がこの「職

場懇談会」に徐々に吸い上げられる結果が生じてきている。こうした「職場懇話会lの注目すべき

機能は、 「職場自決」を立前とする第2組合は別として、会社の動きに批判的な第 1組合にすると・

い警戒心を起こさせるに充分であつ1こ。第1組合はその運動方針のなかで、 「経営懇話会」が次の

ような役割を果していると指摘している。すなわち、 「労働者の考え方を、 0社従業員の一色．にぬ

りかえるため、すべて労働条件から一身上の相談まで、職制の課長、係長がそのカナメになり、労
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疇合無用論を地で行つています」紗表現の当否ほとも角として以上の指摘のなかには、 「職場懇

話会の果す役割についての厳しい現状認識があることだけはたしかである。服場の問題がすべて

「職場懇話会」をつうじて解決されるとしたら、当然のことながら職場レベルでの組合活動は空洞

化せざるを得なくなるのである。

「聯鴻懇談会」は、以上みてきたよう巳労資双方にとつて重要な利害関係ある職場内人間関係

の形成のため大きな役割を呆すものであるが..設立後1年以上を経た昭和41年末頃になると、そ

の動きの職場ごとの不拘衡が目立つようになっている。すなわち、熱心な係長のいる戦場や、配転

者の出る可能性のある斜陽職場では、 「職場懇話会」の定例化が維持されているけれども、将来性

のある安定した職場では、一般的にいつて定例化の原則の崩れたところが多くなっている。後者の

職場では、別の会溢．たとえば安全衛生会議などの際に、一緒にして短時間をこれに当てるといつ

た形をとつている。この事実は、配置転換なら自己にとつて切実な利害をともなう問題のあるば

ぁv津に応 「職場懇話会」の連営は比較的スムーズにゆくヵt..そうした性格の問題がないしまあいに

ほ、自主的運営を立前とした「職場懇話会」というベースで従業員の自発性を盛り上げるには相当

の努力が必要であることを示したものにほかならない。こうした点を考えると、 「戦場慇話会」が．

会社の望むとおり「職場内近代的人間関係の確立」という役割を充分に果し、第1組合のいう「労

働組合無用論を地で行く」か＊否かは今後の動きいかんにかかつていると判断されるのである。

注（1) 以下で用いる「会社提供資料」は、当学部産業教育研究室の石原孝ー教授、小池章仁助

手の努力で集められたものが多い。

注(2) この点については、前掲の石原孝ー教授の論文を参照されたい。

注(3) 「0製紙の労使協議制」（労働法令協会「労使協議制の実際」所収）

注（4) 紙パ労連同社労組「 1,9 6 5年運動方針」

4 教育訓練の実施をめぐる問題点

さきに、この謬における企業内教育の展開を促堡した王な要員として、第1に、労資関係の変質

にともなう受入れ態勢の整備..第 2 に｀技術革新にともなう労働内容の変化~そうして、第3 に、エ

場近代化、合理化にともなう本工労働力の再編成という 3つの要因を指摘しておいた。ここでは観点

を少し変えて、これまで検討を加えてきた各種の教育訓練が全体として工場のなかでいかなる機能を

果しているか｀をみてみることにしよう。

この工場において従業員教育が果している役割を一言でいうと、それは、工場近代化の一環をなす

本工労働力の再編成や技術革新の進展などにともなう新しぃ教育ニーズに対応して、必要な知識、技

能および「良識」をもつた一般従業員層の養成と、エリート層＠能力向上、育成といつだ側面で大き

な役割を演じているとともに、全体としてみると、以上の諸点をも含めて工場近代化に対応した工場

管理..労務管理体制の再編強化をはかる機能を果しているのである。以下でしむこうした従業員教育

の役割について 2、 3の見逃すことのできない諸点に限つて検討を加えてみたい。

その第 1は、この工場の教育訓練の一部が「青年社員会議」、 「新人育成教育」などといった形で論

その対象者を特定のエリート侯補にしぽることによつて、全体として一般従業員層の分断を促進する
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機能を果していることであるo 管理監督者教育が一般従業員層と職制層とを分断する役割をもつてい

ることはいうまでもないカヽ一般従業員層を対象とした教育訓練のばあいにも、その一部ほこうした

分断に役立つている事実を見逃すべきではない。さきにあげた「青年社員会議」や「新人育成教育」

ばかりでなく、 「近代化技能教育」も一部R職場ではこうした役割を担つていると考えることができ

る。つまり..この工場で実施されている敦育訓練しむ 「識場懇話会」、 「一般従業員教育」といつた

全員参加の教育によつて職場内人間関係の改善がほかられるとともに、他方では従業員層の一部を選

抜して..,...般従業員とは異なったクイプの幹部侯補の従業員作りをめざした教育が併行してなされてい

るのである。このような意味でも、現在行なわれている教育訓練が工場近代化に対応した労務管理体

制確立のための重要な一環であることは、明らかである。ここで注目されるのほ、こうした各層に及

ぶ多様な教育訓練の実施にもかかわらず、エリート教育の主体は依然として大学卒業者におかれ、中

等教育以下の学歴者は基本的にほ例外的な少数派としか認められていないとみられる点である。この

事実は、現段階における企業内教育の 1つの限界性を示すものとして注目されるが、また言後述する

よう巳一般従業員層の企業内教育に対する熱意を抑制する要因となつている点に留意する必猥油咳ぁ

ろう。

その第 2しま、すでにみてきたような従業員教育の全面的展開過程のなかで、これらの教育訓練受諧

後の人事評価と待遇をめぐつて会社と従業員との間の喰い違いが漸次、表面化してきている点である。

その代表的事例として「近代化技能教育」をあげることができる。すでに述べたように 「近代化技

能教育」しむ技術革新にともなう教育ニーズに対応した新しい型の教育として重視されてきたが、受

諧者の増加につれて初期にみられたエリート性は失なわれつつある。この教育ほ 8週間にわたつて行

なわれる、かなり高度な内容のものであるから、その教育効果をあげるためには受諧者の向学心と努

力に侯つとこ砺が大きいo ところが、 「やつた以上、何か対価を得るものがなければならないとい

う空気が一段と強くなっている」（インタピユーの際の従業員の意見）といわれる識場の現状のなか

でエリート性R喪失ほ愛諧者R向学心R減退となつて現われて来ざるを得ないのである。現在・職場

では「自分の技能が向上したことについて対価の保流の期待の持てる人とカヽ将来..どんどん進んで

ゆける人は一生懸命にやつている。コースに入った人だがヽ膨阪も食べないでやつている人もいる」

（同上の話）反皿昇進路線にのる見透しの持てない従業員の間では企業内教育に対する熱意が以前

ほどでなくなっているe といわれる。このような従業員の両極化傾向しお従業員全体のレベ）レアップ

のための対象層拡大の要求と、エリート層養成のための対象層限定の要求という、 2つの要求が併存

する従業員教育自体のもつ内部矛盾によって生じたものにほかならないが、この矛盾の調整をほから

ない限り、従業員教育が職場の多数を占める一般従業員層の関心を失うようになることは、必然の成

行であるといつてよいo

その第5は、会社の従業員教育充実についての努力にもかかわらず、従業員層の向学心の充足は基

本的には定時制高校への進学という形で解決されていることである。換言すれば、 「近代化技能教育」

や「一般従業員教育」といつた従業員教育だけでは、従業員層の公教育への進学意欲を満足させること

ができないのである。この理由として考えられるのほ言現在の従業員教育の限界性ということである。

この限界性はさらにいつてみると、次の2つの側面があると思われる。第1の側面は、低学痙の従業

員を対象とした企業内教育のもつ内容的滋浪界性である。前述したように、この工場で行なわれてい
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る従業員教育ほ、エリート層接成のための教育と、その他のランク・アンド・フアイル向けの教育と

に分れており、低学歴の従業員は一般的にいつて内容的にも限界のある後者の教育対象にしかなり得

ないのである。したがつて、このような従業員教育tお涸ま自己の能力を伸ばす契機となり得ないこと

は明らかである。第2(1.)側面は、社会的にみたばあいの従業員教育の限界性である。現在、この工場

で行なわれている従業員は、問題を技能教育を王体とした「近代化技能教育」にしぽつてみても、紙、

バルプ薩茜迄の根f術水準と工場独自の特殊性に規定された生産工程の現状に立脚して具体化されたもの

である。この点からすると、その教育内容は、あくまで個別企業の現状に制約されたものとならざる

を得ない。この事実は電気、計器、保全、プロセスなどの諧座を主体とした「近代化技能教育」の内

容によつても証明される。

われわれの調査結果によると、工場従業員の定時制進学R動機としては「仕事遂行上の能力を高め

るため」とするものが多かつた。たとえば、昭和5年生れのある保全課従業員は工業高校への進学理

由を次のように述べている。 「工場勤めをしていて、最近のように機械頻が計装化した時代に立遅れ

まいとして進学した」。(1)しかし、ここで注意を要するのほ、これらの進学者たちの要求している技

能教育の性格が、ランク・アンド・フアイル向きといつた限定されたものではなく、あくまでも自然

科学の基礎理論の学習であると考えられる点である。この点からすると、 8週間という長期の期間を

とつているとはいえ、結局は狭い意味の現段階の工程管理の必要性から出発した「近代化技能教育」

では、進学者の要求には対応できないのである。もつとも、これらの進学者の気持の一部に卒業資格

の取得して、社内での昇進を有利にしようと願う気持のあることもまた否定できない事実である。し

かし、この点からしても、人事評価との関連が弱まりつつある技能者教育ほ彼らの要求に対応できな

いのである。以上述べてきた理由によつて、この工場における従業員教育が定時制高校という公教育

の補完物となり得ないことほ、明らかであるといえよう。このような事情のため、昭和39年 6月現

在でも、 31人の工場従業員が市内の 3つの定時制高校に通学しているのである。ここ 5、 6年以上

も前から、新入社員を高校卒以上に限定している同工場の実態を考えると、以上の人数ほ必らずしも

少ない数字とはいえないのである。(2)

最後に指摘しておきたいのは、この調査をつうじて明らかとなった企業内教育の現段階的特徴であ

る。すでに述べたように、この工場における企業内教育ほ、昭和37年の教育訓練課の新設を契機と

して、新入社員、一般従業員層から管理監督者層にいたる全階層にわたつて実施されるようになった

が、このような全従業員層を包合した教育の展開が現段階の基本的特徴をなしていることはいうまで

もないo そうして、こうした企業内教育の全面的展開R主な狙いが「職場内近代的人間関係の確立」

という言葉で表現されている工場管理体制の確立におかれていることは、すでに指摘したとおりであ

る。しかし、だからといつて、現段階における企業内教育の動きを、すべてこうした思想教育に矮小

化してしまうことは正しくな心現段階における企業内教育の特徴ほ、このような全従業員層に対す

る思想教育の展開と併行して、他方でほ技術革新に対応した技能教育の活発な進展が工程変化の著し

い生産現場を中心としてみられる点にあるo 思想教育ほ冨九大な設備投資をともなった生産工程の質

的変化に対応した作業態勢を全工場レベルで作り上げるための手段なのであり、これに対して技能教

育は技術革新現場における操業体制の維持、向上に直接関連する内容のものである。したがつて、 「

近代化技能教育」や「配置転換教育」などの技能再教育の動きと切り離して、 「一般従業員教育」や
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「監督者教育」などにみられる思想性を一方的に強調することは誤りといわねばならない。そもそも

「一般従業員教育」の背景となった要因自体が、前述したところから明らかなように、工場近代化、

合理化にともなう本工労働力の再編成にあったことは明らかである。(3)

注（1) ここで用いた資料は、われわれが昭和 3 9年 1 D月現在で行なった「定時制高校生アンケー

ト調査表」である。この資料は、すでに第 2冊分「地域開発と産業教育1I一一労働移動と職

業意識」の P.7 1 以下で用いているので、資料の内容についてほ当該個所を参照して戴き

たい。

注(2) 本文でも述べたとおり、この工場における定時制通学者は、中学卒業後すぐ入学した 20 

才未満屈ではなく、 35オ以上の中高年令に属するものが多い。したがつて、現在、問題と

なっている後期中等教育の多様化をめぐる論点と関連させるには、限定が必要である。

注（3) 教育の軍国主義化というクームで、あらゆる教育現象を無媒介に説明して足れりとする傾

向が一部にみられるが、社会的事実としての教育、とくに企業内教育の動きは、調査対象の

具体的分析をつうじて初めて明らかにされるものである。個別企業の生産活動と切り離した

形で、たとえ軍国主義化の現れを指摘したとしても、その必然性は依然として解かれていな

いのである。ここでの指摘氏 「万年軍国主義化」論ともいうべき分析手法を念頭において

述べたものである。

IV o製紙関連企業の教育訓練

1 工作部門の縮小と 0エ営邸の技術訓練

(1) 0工営KKの設立事情と業務内容

0エ営KKは、 0製紙KK苫小牧工場の経営多角化の一環として設立された0製紙の子会社であり、

資本金3,000万円は全額0製紙から出資されている。同社は「日本経済の発展、企業の近代化に伴

なう機械分化の趨勢と、苫小牧地区将来の発展に対応して、 0製紙KK苫小牧工場の製紙工作修理技

能の 50年の伝統を継承すると共に技能の高度化、技能者の接成を図るため、 0製紙と表裏一体の，

工作事業専業会社として昭和39年 10月9日に設立」（同社営業案内）されたものである。つま

り、同社設立の背景をなしているのは、 0製紙苫jヽ 牧工場の近代化、合理化にともなう機械分化な

のであるが、これが子会社設立という形をとつたのほ、次の 2つの事情によるといわれる。

その第1はエ作修理技能ほ製紙工程の技能とは異質のものであるため、工場の性格上、製紙工

程を最優先する親工場のなかでは、間接部門に属する工作修理技能のレベJレアップが困難である。

と判断されたからである。事実、 0製紙苫小牧工場のエ作課、保全課などの工1乍部門の実態をみる

と、過去 10数年間も新規採用がストップされ、このためこれらの職場では、すでに表1~ 1 4表

で示したようし¢老令化傾向が著しくなってきている。また、苫小牧工場では、男子従業員の新規採

用は高校卒以上の者に限定されているが、このことも中卒者を対象とした技能訓練を適当とする技
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能者養成方針とマッチしなかつたのである。このような状況のもとで、親工場工作部門からの分離

案が日程にの底つてきたのである。

その第2氏親工場からの分離によつて労務コストの睡減をはかるうとしたことである。親工場

である0製紙の賃金は、基本的には年功序列型に属するため、工作部門従業員の年令老化にともな

つて人件費の増加がとくに目立つてきている。このため、 0製紙苫小牧工場では、できるだけ工作

修理業務の下請化をはかろうとする動きが強まつてきたが、苫小牧市の金属機械工業の実態をみた

ばあい、苫小牧工場のエ1悌〖門に比べて技能水準の低い中小零細工場が多く、高価な紙パルプ機械

の工作修理業務を安心して全面的に委託できる業者を見出すことが困難だったのである。こうした

事情のため、 0製紙ほ工作事業専業の子会社の設立に踏み切ることになったが、その際、 0製紙は

親工場の工作部門を定年退職した熟練技能者O?一部を受入れその技能の継承をはかるとともに、同

時に新規中学卒業者を対象とした技能者養成を行なって基幹労働力とする方針をたてたのである。

そうして、この子会社の賃金形態ほ臓務給を基本とし、将来の労務コストの上昇に備えることにな

った。つまり、 0製紙ほ0エ営を設立することによ・つて、労務コスト面から限界につき当つている

苫小牧工場の工作部門業務を漸次肩がわりさせ、最終的には同部門の廃止を意図しているのである。

0エ営KKの設立事情は、以上のように考えることができる。

0工営KKの定款によると、同社は次のような事業を営むことになつているo

「1. 紙パルプ産業用製造機械装胚動力機械装屈計測機器類の製作据付整備事業

2. 一般産業用機械装既の製作、据付整備事業

3, 機械装既の販売並びに設計事業

4. 設備技術者派造並びに旋成等に関する事項

5. その他各号に附帯する事業」

このように、同社は製紙機械ばかりでなく、一般産業用機械Of)工作修理業務に携わるとともに、

機械装置の販売、設計、および技術者の派遣養成等を行なうことを立前としているが、現在までの

ところは親工壌関係の工作修理業務と、技能者接成にその仕事が限られている。すなわち、同社は

昭和40年 4月K3年制の事業内職業訓練所を設置して技能者の養成を開始したが、これにともな

つて訓練生の作業実習を兼ねて親工場の機械補修、保全作業などを請負うという形で工作修理業務

も開始することになつたのである。技能者羨成については後述することにして、同社の工作修理業

についてみると、表 1~ 1 7にも示したとおり、同社Of)技能訓練生ほ作業実習の形で苫小牧工場の

工作課従業員とともに、抄紙機0)・修理作業に従事している。こうした親工場での実習の際には、苫

小牧工場から 0工営に出向を命ぜられた本工作業員か、定年退職したエ営従業員がこの指導にあた

つている。．つまり、 0工営の工作修理作業は、 1愕農員Of)中心が技能訓練生であるという条件もあっ

て、完全に親工場の管理監督の下に行なわれているのである0 0・エ営KKo)計画によると、当面は現

在みられるような親工場の機械装置0)工1乍修理業務を王体とするが、将来は簡単な部品製造も行な

い、他のパルプ工場をはじめとした他企業の補修および保全業務を担当して、独自でも収益をあげ

る体制を礎くことが考えられている。

つぎに、同社の経営組織の状況をみると、同社は企画室0業務部0工作部畜および技能訓練所と

いう 1室、 2部． 1訓練所からなり、会社役員は苫小牧工場長Of)社長兼務、施設部長の常務取締役
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兼務をはじめとして、全部0製紙の幹部が兼任している。また、従業員数ほ現在、訓練生を含め全

部で59人で、その内訳ほ訓練生49人、苫小牧工場の定年退職者4人、苫小牧工場からの出向者

g人、および女子1人となつている。さき記述べたように定年退職者はエ1信保全両課出身の熟

練技能者によつて占められており、たとえば、同社())'工作部長は苫小牧工場の旧工作課長、また、

技能屈l隊所長は1叫呆全課長をしていた人達である。以上の従業員のほか、技能訓練所の学科および

実技の指等員として、苫小牧工場()i)従業員が約30人、高校教師が2人おり、いずれも同社従業員

を助けて訓練生の指導にあたつている。

(2) 技能訓練所の運営と訓練内容

これまで述べたとこるからも明らかなように、 0工営KKの特色は新規学卒者を対象とした技能訓

練の実施をつうじて、工作修理業務()i)遂行を意図している点にある。 o工営技能訓練所し江「最近

の装置工業の設備の近代化ほめざましいものがあり、工作修理に関しても技能のみならず巾広い基

礎的知識が必要」（同社営業案内）となったという現状認識の上に立つて、 「時代の要求に沿つた

癖且者を、年少の時から教育し訓練するため」（同上）設立されたものである。この技能訓練は昭

和 40年 4月1日付で職業訓練法第 15条の規定lCより 3年制の事業内職業訓練所として北海道知

事の認定をうけ、職業訓練法に準拠した訓練を行なっているが、以下では、この訓練所の連営状況

と訓練内容について検討を加えることにしよう。

まず訓練生の募集方法をみると、同社でほ埋もれた人材を発掘する立前から全道22の公共職業

安定所をつうじて北海道全体にわたつて訓練生の募集を行なっているo一流会社としての親工場の

ネームヴアリユーと魅力的な待遇条件が影智して、初年度には約30人の採用予定に対して 10倍

を優に超える 38 4人の応募者があり、これらの応募者の中から 32人を採用した。翌年からほ前

年の経験にこりて、中学校に依頼して内申成績ォー）レ 3以上のものを推せんして貰つたが、この結

果、 66人の応募者があり、この中から 17人を採用したo 採用者の選衡にあたつては、筆記およ

ぴ面接試験、適性検査、身体検査などを実施して採用者を決定している。これらの選衡を経た採用

者の質がすこぶる艮いことは、苫小牧市内の中学で道立高校の人学決定者がこれを取り消して訓練

所に入ったことからも推察できるo 採用人員が昭和40年度32人、 41年度 17人というように

年次によって変動しているのは、親工場たる苫小牧工場の施設部エ1伺果の定年退職者の肩がわりが

人員算定の基礎となっているためで、今後は大体 15人前後の採用が予定されている。これらのエ

作課定年退職者についてほ、同社工作部でその一部の再雇用を考えていることもここで付け加えて

おこうo

つぎに、訓練内容についてみると、同所の教育訓練は事業内職業訓練基準に基づき、普通学科、

専門学科、基本実技、および応用実技の 4つに大別されるが、各々の訓練時間の配分は表 1~3 1 

に示とおりである。戦業訓練法施行規則別表によると、機械組立工の訓練時間は計5,40 0時間、 う

ち学科が 98 0時間と規定されているから、これに比べると同所の訓練寺間は、学科の授業時間が

基準0)2倍斗ぢ丘くに達しているため、全体として相当上廻つているわけである。同所の技能訓練ほ、

このように学科の学習を重視している点に特色が認められているが、学科の中でも普通学科のウエ

イトの高いことが目立つている。表1~3 1でも明らかなように、普通学科の授業時間は専門学科

に比べて3 0 0時間も多くなつており、一般に専門学科の比重が高い他企業のケースとは対照的な
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内容となっているo 前述した「工作修理に関しても技能のみならず巾広い基礎的知識が必要」だと

する同社の考えは、こうした点に具体化されているのである。したがつて、同社の技能訓練所は法

律的には事業内職業訓練施設には違いないけれども、職業訓練法で規定した基準をはるかに上廻り、

高等学校の教育内容えの接近をめざした訓練内容となつている。もつとも、現行の高等学校のカリ

キュラムと比較すると、同所の訓練内容はまだかなり下廻つているが、同所ではこの欠陥を通信制

高校との連携によつてもカバーしようとしている。

表 1-3 1. 0エ営技能訓練所の時間表

1 2 3 4 

国 語 48 48 48 

社 会 48 48 

゜数 学 1 9 2 96 48 

物 理 96 48 

゜化 学

゜
48 

゜体 育 96 48 48 

英 語 96 96 48 

経営大要 30 24 

゜職場常識 48 

゜゜小 計 654 456 1 9 2 

機械工学概論

゜
48 

゜機械工作法 96 48 

゜仕上工作法 48 

゜゜材科力学

゜
48 48 

機械材料~ 48 48 48 

機械要素 96 

゜゜製 図 144 90 48 

電気工学概論 1 8 30 48 

製紙工学 48 

゜゜小 計 498 3 1 2 192 

96 

96 

すなわち、同所は、 「近代的職業人とし

ての教接を育ませるとともに、職業訓練0)

社会的責任をも考慮し」(同所資科）て、

普通学科の教育について北海道立札幌南高

学校（通信制）との連携を行なうため訓練

生全員を通信制へ進学させる方法をとつて

いる。そうして、これと併行して同所では、

普通学科に関しては通信制高校の教科書を

テキストとした授業が行なわれていなこの

ような連携措置は、若い訓練生の向学心を

考えて採られたものだといわれるが、会社

ほ進学に必要な教科書、授業科、 PTA会

費など、一切を負担しているのである。こ

うした連携によって、技能訓練生は同時に

基本実技 7 87 804 1 9 2 96 

通信生高校生の身分ももつているわけであ

るが、技能訓練所における授業によって一

般の通信制生徒のばあいより、ずうつと恵

まれた学習条件にあるといつてよい。しか

し、こうした条件のなかでは、高校通信制

教育は自らの教育体系の中に訓練生をひき

入れるというよりも、むしる自らが技能訓

練所の訓練体系の中にひき入れられて、そ

の訓練内容を補強する機能を果すことにな

らざるを得ない。この技能訓練所の事例に

みる限り、高校通信制との連携ほ、資本の

応用実技 22 1 588 1, 7 2 8 2,0 1 6 

ムロ 計 2, 1 6 0 2,160 2,304 2,3 D 4 

稜極的．かつ意欲的な教育体系の中に公教育としての高校教育がその一環として組み入れられる形

で進められているといつてよい。

また、専門学科についてみると、工業高等学校程度の専門技術知識の修得が意図されているが、

これは、工業高校の 3分の 1以下の時間数からいつても、業務上の必要度によつて圧縮された内容

のものとならざるを得ないことは明らかである。したがつて、専門学科の現状は、通信制との連携

によって補強される普通学科に比べて内容的な不均衡が問題となる。これは、普通課程と工業課程
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1. 

の両者の内容を合わせてとり入れようとしたため生じた矛盾であるが、同所の将来を考えると、こ

の両者の不均衡が深刻な問題となる恐れがあると思われる。

とこるで同所で行なわれる実技は、基本実技とに分けられているが、その訓練内容と時間数は表

1 ~ 3 1 叫おりである。すなわち、基本実技は同所O'..)実習室において、旋盤、仕上機械~たがね、

やすり、溶接、火造り等-(/..)各作栗別に専門指等員がつき、器工具の名称、取扱い方、使用法などの

基本作業から高度の技能にいたるまでO'..)訓練がなされる。さらに応用実技ほ親工場たる0製紙苫

小牧工場において、いままで学んだ専門学科と基本実技を応用した実物の製作、修理など、現場に

麟する作業を訓練し技能O'..)向上をほかつている。前述したとおり、実技を訓練する指等員は、苫

小牧工場O'..)工作課、保全課から派進された従業員であり、いずれも経験年数20年以上O'..)ベテラン

である。

表 1-3 2 0工学技能訓練所の実技訓練時間表

機 械 工 機械組立工

計 1 2 5 計 1 2 3 

計 4,3 2 D 1, 0 0 8 1,392 1,920 4,3 2 a 1, 0 0 8 1,392 1,920 

基 本 実 技 1,783 78 7 80 4 1 9 2 1,783 7 8 7' 804 192 

計測およびけがき基本作業 96 48 48 

゜
96 48 48 

゜機械 基 本 作業 8 1 6 288 33 6 19 2 327 83 244 

゜工作基 本作 業 3 1 1 83 228 

゜
288 288 

゜゜刃物研削基本作業 48 24 24 I 

゜
24 24 

゜゜精密測定基本作業 48 24 24 

゜
24 24 

゜゜組 立 基 本 作業 156 156 

゜
0. 7 1 6 15 6 368 192 

火造および溶接基本作業 2 1 2 1 1 6 96 

゜
212 1 1 6 96 

゜安全衛生作業法 96 48 48 

゜
96 48 4 8 

゜2. 応 用 実 技 2,537 221 588 1,728 2,537 221 588 1, 7 2 8 

機~：械 加 工 作業 9 6 6 48 292 626 

仕上および組立作業 784 48 1 5 6 580 

機 械 調 整 作業 595 77 92 426 

製 品 検 査作業 96 24 24 48 

精 度 検査 作業 9 6 24 24 48 148 77 24 48 

機械O'..>分解および修理作業 966 48 1 9 2 726 

機械の修理および調整作業 820 48 1 9 2 5 80 

性 能 検査 作業 9 e- 24 24 48 

す ズ> 付 け 作業 50 6 24 1 5 6 326 

つぎに、訓練生に対する教育訓練刻即字を述べると、まず初めQ_.)1年間は包括的な訓練を行ない、

藝砂ととおり全部覚えさせる。 2年目になると、段々と基本から応用に移つてゆき、旋墓フ

ラ’lス盤など（V各種工作機械を使ったり、修稽作業7_.)手助けをしたりさせる。そうして、 3年目しC
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なると、応用実習がさらに増え、 1週間K3日間ほこれにあてられる予定であるo 昭和41年 10 

月現在では、 訓練生は 2年目までしかいないが、各学年(1.)時間割を示すと次(1Jとぉりであ知

表 1- 3 3 0エ営技能訓練所の昭和 41年度後期時間割

土 金 木 水 火 月

基
1 

基 本 基 基 基 ＇ 

本 実 本 本 本
2 

実 習 実 実 実

習 習 応 習 習 5 

I 

工機
作

用
4 

法械

＇ 
社 工電 エ機

数
実

5 

会 応 学気 学械

＇ 
国 / 化学 用 習

6 

語 学

＇ 
＇製

英 実 材機 物
7 

語 科械 理

＇ 習
体 力材 英

図 8 

育 学科 語

二

年

度

時

間

割

（後期）

4 1 年 10 月現石二）

土 金 木 水 火 月

国 英
数 社 機 1 

語 械 語

伍
製 弄 コ稟

学 会 法 2 
学紙

物 応 図 誓 [ 数 3 
理 用 法上

要機 実 英 工電 材機
学 4 

素械 習 語 学気 饂

基 基 基
5 

本 本 本

基 基 基
l 

実 実 実
6 

本 習 本 習 習

＇ 
I 本

実 体 実 応 応

実
7 

用 用
習 習 l 

実 習 実
8 

育 習 習

初

年

度

時

間

割

（

後

期

）

同所は機械工、機械組立工、および木型エ(/_)3職種の訓練を行なうことになつているが冨現在ま

でのところ木型エ(/_)訓練は実施されてぃtょ¥,℃同所芍江 2年目の前期またほ後期から訓練生を機

械科と機械組立科とに分けているが、この区分ほ親工場の工作課と保全課の業務にそれぞれ対応じ

た内容l ものである。機械科についてはさらに、旋盤作業専門の旋盤工と、フライス盤、形削盤~

ボー）レ盤などの各種工作機械作業を専門とする機械工との2つのコースに分けて..各々 (/_)作業に習

熟さをるため(/_)専門的訓練が行なわれる゜ナこと幻汰昭和41年 1゜月からの同所の第2訓練年度

後期実技訓練計画をみると、楓械科(/_)訓練生は旋盤エ養成のため(7_)A組らその他＠機械工養成の

ため<Z.>B組と囮区分され、 A組についてほ旋盤の基本実技の訓練に対して 43 8時間があてられ、

ポール盤の基宇実技の訓練に対して合計、 43 8時間が

あてられている。また、機械組立科(7_)iまあいは、表 1~32lt(示したように機械＠分解および修理

作栗機械の修理およぴ調整作業冑およびすえ付け作業なと•(7_) 実技訓練が王体となつている。また、

またB組についてはフラィス盤、形削盤電

同所の訓練設備の現状は表1~3  4に示すとおりであるが、実習用の機械設備＠大部分粒新しく購

入されたものである。今後の購入希望機械としては、ロール研磨機、プレート研磨機などがあげら
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れる。

表 1-3  4 0工営技能訓練所(/_)訓練設備

敷 地 5, 8 0 0 m• 直立ボール盤 1 

建 家 延85 0叫 卓上ボーJレ盤 1 

管理棟 役員室~事務室、ロツ 研 磨 盤 1 

0エ営技能訓練所て社、 「生活指

溝実践0..)場として全寮制を採用し、

集団生活を通じて規律と秩序q..>ある

生活を行ない個人q..)社会的性格を形

成することを目的として」（同所案

内）いる。したがつて、地元中学出

身者であっても、入寮させて寮生活

を体験させている。この点について

同所所長は、 「親許から通わせた(/..)

でしといく＇ら技能を党えても、厳格 1

な癌しないから、人間づくりがう

力一室、便所、洗面所 ねじ切り盤 1 

教室棟 教室、製図室 空気圧縮機 1 

実習室 機械、仕上、火造り、 酸素溶接機 8 

溶接などの各作業場 電気溶接機 7 

フライス盤 8 火 床 2 

研 削 盤 1 その他工具類

まくゆかない』と指摘しているo 寮生活ほ、週番制度によつて運営されるよう指等がなされており、

親工場での応用実技(/..)ときな己昼食(!..)ため食堂へ行く際にも腕章をつけた週番(!..)指揮の下に集団

的行動がとられている。それゆえ、＿寮生活では「訓練生(/..)自王‘自律(/_.)精神を尊重」(同所案内）

する(/..)が立前でぁるとぃっても、―般の高校にみられる生徒自治会による自治と iま~その性格が全

く異なるといわねばならない。同所(/..)幹部(I_)話をきいてふ 「訓練方針をスパルク式にするカヽ民

王的にするか、色々と検討を加えたが、今はスパ）レク式でなければ中卒者の教育ほ出来ないと判断

して踏み切つた」といわれる。こうした理由から、訓練生の日常生活は、次のような日課にしたが

つて厳格な規律の下で進められており、外出ほ原則として日曜日のほかは認められていない。

訓練生 (l). 日課

6. 2 □~ 7. 1 D 点呼、掃除、体操洗面

7.1□~ 7.30 朝食

8.0 0~1 2.0 0 訓練

1 2:0 0~13.0 0 昼食、昼休み

13.00~17.00 訓練

17.20~17.40 夕食

17.40~20.00 自由時間（外出、クラプ、入浴、洗濯）

2 0.0 0~2 2.0 0 自由時間

2 2. 0 0 消灯（自習室のみ 23. 0 0まで点灯）

このように、訓練生に対する生活指導ほかなり徹底した内容のものであり、若い訓練生の人間形

成の上に与える影堀ほ大きいものがある。しかし、こうした「スパJレク式」生活指導ゆえに、親エ

場従業員の一部から「0ヱ営の自衛隊教育反対」の声があがつている点にも留意する必要がある。た

しかに、午前6時20分の点呼から始まる訓練生の日常は、 「規律と秩序のある生活」であるとい

う点で、、自衛隊の日常生活とある種の同質性を認めることができるかも知れない。

最後に、訓練生にたいする待遇についてみてみると、訓練期間中ほ訓練手当として初年度月額
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1 1, 5 0 0円の支給をうけ、賞与を年 2回支給されるほか、毎年昇給することになっているo 訓練期

間終了後は、 0エ営の工作部に配属され、高校卒資格の取得いかんにかかわらず、高校卒の待遇を

与える方針である。また、制服、制帽富体操服、教科書等は無償貸与されるとともに、寮費ほ食費

の本人負担、月額3,000円だけとなつているo参考のため、ここで同所における昭和 40年度の訓

練予算を掲げると、表1~3517-)とおりである。この予算額の中にほ、訓練手当、裳与、および寮

運営費などを含んでいないので、会社の訓練実施のための経費の一部にすぎない点に注意する必要

がある。

表 1-3 5 昭和40年度の年間訓練予算

経 喪 金 額 内 訳

人 件 贄 240,000円 実技指導員手当月 2,00 0円x12カ月X1 0人

施 号n几又． 費 1,172,000円 営繕費300,000円、ほかに電気料、水道料、暖房科、備品

費など

器 具 類 300,000円 訓棘用材料および消粍工具

教 材 費 720,150円 教科書、実技指等票奮学習書、講師用、製図用具．ノート

制服、制帽、作業服、帽子、体操服、帽子

事務用消耗品費 100,000円

社 外 見 学 費 105,000円 訓練生35人X 3,000円

通 信 連 絡 費 5 □, 0 0 0円 霞話料、その他

雑 費 100,000円 交通費、図書費

ノロ 計 2.7 8 7, 1 5 0円． 訓練生1人当年間 79,6 0 D円

以上述べたような訓練生に対する十分な配慮にもかかわらず、訓練生の待遇に関してほ 1つの大

きな問題が残っていると思われる。それは、 0エ営の設立が労務コストの軽減をはかるという趣旨

から出ている以上、訓練生の卒業後の待遇が基本的には親工場1..)従業員以下のも1.)でしかあり得な

いということであるo 従業員;7...)年令構成の若い当初の間は、こ：v矛盾は大きくならないとしても、

早晩顕在化せざるを得ない性格のものである。そうしたばあい、技能労働力不足の長期化が展望さ

れる情勢の下で、かなり高度の熟練と知識を身につけた訓練生たちが子会社従業員として親工場を

下廻る待遇でいつまでも定着しているか、否かが大きな問題となることが予想されるのである。

これまで 0工営KKKおける技能訓練の実態について種々検討を加えてきたが~ 0製紙苫小牧工場

の業務再絹成].)一環をなす設立事情をはじめとして、高校通信制との連携をほかる意欲的な訓練体

系、スパルタ式の全寮制ゾステムの生活指導など、そこにいくつ力辺）注目すべき特徴を指摘するこ

とができる0 0エ営の実態ほ、資本のイ＝シャテイヴの下で行なわれた後期中等教育の多様化なる

も：vの内容を示す 1事例であるという点で、見逃すことのできない意味をもつといえよう。

-92-



2 関 連 企 業 の教育訓練と親企業の教育扱助

(1) 0林産工業KKV業務内容と教育訓練

0林産工業KK氏長期スト 1..)翌年にあたる昭和34年 10月に、資本金9,0 0 0万円で設立された

0製紙の子会社である。現在(/..)王要製品ほ織維板ヽ包装紙冒ぉょび巻取芯棒と fょっているヵ‘元来

は繊維板の製造から出発した会社である。すなわち、 0製紙苫小牧工場でほ0昭和 34年8月に

5,280訊吼の大型抄紙機等入のため繊維板設備を撤去することになったが~これを契機として 0 林産

工業を設立して、こ1..J繊維板設備を譲渡することが考えられた1..)である。このような事情から、 0

林産工業KKは従来まで0製紙工場抄取調成課テックス係で行なっていた業務を引き継ぎ、昭和34 

年 11月から繊維板の製造販売を開始した1..)である。同社でほ、昭和 35年6月に吸音板製造設備

を導入して繊維板部門の増強をはかるとともに、同年秋にほさらに0製紙苫小牧工場の巻取芯棒製

造設備と 9号抄紙マソンを譲受け、巻取芯棒と包装紙の製造販売を開始することになったo巻取芯

棒と包装紙lCついてば、親工場たる 0製紙工場納めの比重が高く、とくに巻取芯棒ほ殆んどが0製

紙向けとなつている。また、同社で使用される繊維板および包装紙の原科は、いずれも親工場から

排出される廃材パルプ粕などが用いられているが、こうした原科面および、前述した販売面（7_)両面

で同社ほ親工場と密接な関係にあるわけである。

以上(7..)説明で明知力寸よよ"←。林産加工邸はO製紙苫Jヽ牧工場近代化のー環として行なわれた

間接工程分離方針によつて設置されたも(l..)であるヵ、その業務内容ほ織維板部門を中心として質的

にも強化されたも1..)となつている。たとえば、繊維板についてみても、 0製紙当時には 2種類の製

品しかなかつたク八C対して、現在では 5種類1)製品が作られている1)である。こうした新製品開発

(7..)背景には、当然1.)ことながら前述した吸音板製造設備をはじめ、 75 0 tホットプレス、 sop

連続蒸解釜など、分離後に行なわれた新機械設備(7..)導入が大きな役割を果していると考えられる゜

同社における王要設備の状況ほ、表 1.～36表に示すとおりである。

表 11-3 6 0林産加工邸の王要設備の状況

1. 蛾維板工場 2. 巻取芯棒設備

抄紙機 L':・ ムロ 巻取機 1台

ヤンソンスクリーン 1 ムロ 麟設備 1式

シュレック・- 1台 裁断機 1台

高速ジヨJ玖`ン 2台 口金付機 2台

ポケットグラインダ― 1台 3. 抄造設備

コー）レトフ°レス 1 ムに3 連続蒸解設備 1式

ホットプレス 75□t台 調薬設備 1式

’’ 50 0t台 レフアイナ― 3台

乾設 備 1,000枚／日1台 ノウレノこ― 1台

裁 断 機 2台 リントプラットスクリーン 1台

塗装機コウし冽ゴ引台 ピークー設備 1式

赤外線乾躁炉 1 ムロ 25401胎抄紙マッン 1台

排風設備 1 ムロ、 金附属機(13台） 1式

吸引板設備 1式
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つぎに 0林産工業邸の従業員栴成の

特徴をみてみることにしよう。まず第

1に気付く特徴ほ、子会社という性格

上、課長職にある管理職員がすべて 0

製紙工場からの出向者によつて占めら

れていることである。同社の経営組織

ほ、企画室、業務課、および工務課の

1室、 3課からなつているが、これら

の室課長はいずれも 0製紙工場から派

逍された出向者なのである。第 2の特

徴ほ、第 1にあげた点とも関連するが、

0製紙苫小牧工場の定年退戦者が多数

雇用されていることである。従業員数



実

数

比

率

2 2 D人程度の同社において、 5 D人以上の定年退職者が働いている(/)である。このため同社従業

員の年令楷成江表 1~37にみるよう l'C5 Dオ以上層の比重がかなり高くなつている。こうした

定年退職者c7...)優先雇用は、同社設立時に0製紙苫小牧工場側から「定年退職者を 5年間使つて欲し

い」という要請があったためであるとみられるが、また、業務内容に習熟した熟練技能者を比較的

安く使えるという定年退職者雇用の延力も同社自体にあったことが予想される。これらの定年退職

者が同社から貰う賃金ほ役付でないばあい、高くても 3万円前後にすぎないといわれているo 昭和

3 9年7月現圧における同社従業員(/..)乎均賃金をみてもヽ 22,6 5 D円と低ぃ(l)であるこの事実お

同社(/...)0製紙からの分離の有力な要因が0工営のしまあいと同じく、労務コストR軽減にあったこと

を物語るも(/...)と考えてよいo

表 1-3 7 0饂加雲(7..)従業員構成 昭和3 9年7月現在

年 令 構 成 勤続年数構成

計
18オ 18~ 20~ 25~ 30~ 35~ 40-50~ 60オ 糾誓 6ヵ月 1年

2~ 
5 年

1 9オ 24オ 29オ 34才 3冴 窮牙 59オ 以 '.J:: ～年 2 年 以上

計 220 1 0 1 2 72 37 1 5 r8 5 46 1 7 29 1 3 47 1 1 5 

男 201 8 6 64 36 13 8 3 46 1 7 23 1 2 43 12 3 

女 1 9 2 6 8 1 2 6 1 4 8 

計 f D 0.0 4.5 5.5 3・2,7 16.8 6.8 3.6 1. 4 2 0.9 7. 7 3.2 5.9 21. 4 52.3 

男 1 0 o. 0 4.0 3.0 3 1. 8 1 7. 9 6.5 4.0 1. 5 2 2.9 8.5 1 1. 4 6.0 21.4 6 1. 2 

女 1 0 0. 0 1 ， 0.5 3 1. 6 4 2.1 5.3 1 0.5 .:... 3 1. 6 5.3 21. 1 42.1 

資料出所会社提供資料

こ・れらの定年退職者の比重は発足当時にほ著しく高かつた武仕事上にも不便が多かったため、

同社ではその後な若年令層の雇用によって年令棉成の歪みの是正記努めている。定年退職者以外

の中途採用者は、 0製紙の下請であるH興業の出身者が多いが、これらの人は「給科が安くても、

0製紙の子会社だから将来も安心できる」（同社の労務担当者の話）という理由で入職した者が多

いといわれる。このように、中途採用者の雇用についてほ縁故関係をつうじて比較的容易になされ・

ているけれども、同社の労務担当者の話によると、新規学卒者の採用の面ではかなり苦労している

様子である。同社では、とくに工業高校機械科卒の者を望んでいるわけであるが、機械科の卒業者

ほ「艮＼．ヽ方は早く就職してしまい、臨端にいうと当社への就職希望者は少ない」（同社の担当者の 1

話）ので、普通課程の卒業生を現場作業員として採用することが多い といわれる。このような学卒

労勤の充足難の原因は、同社？賃傘水準の低さにあると思われる。昭和39年3月の高校卒業生

口対する同社の初任給は、妖500円にすぎなかったのに対して、同年における道外からの求人賃金 9

は殆んど 15,00 0円を超え、市内でも 12,000円～ 13,00'0円程度が普通であったのであな同社，

が0製紙の子会社であるという有利な条件は炭にしても蕊校卒初任給が0製紙R水準よりも 7,000

円以上も下廻る状況の中では、その魅力も新規学卒者には通用しなかつたことは当然といえよう。

つ智に、同社の教育訓練の実施状況についてみることにしよう。同社の従業員教育R基本方針と

してほ次の 6つがあげられているカヽこれほ親工場7..)それと基本的には同質のものと考えられる。
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o 職務に関する知識技能の向上

。 一般教羨を向上する。

o 社会的責任

o 生産性の向上

0 人間関係をよくする。

0 人材の活用

同社で従業員教育が組織的に行なわれるようになつた(i'_)iま昭和38年須からであるが、こうした

動きは同社自体の内部から自王的に起つたというよりも、むしる親工場である 0製紙苫小牧工場(J_)

動きに規制された面が大きいと思われる。このことは、同社の実施している従業員教育(J_)内容から

もうかがうことができる。同社の従業員教育の内容は表 1,.._;38に示すと油りであるが‘..、これを見

ても明らかなように、その教育は全従業員を対象とした教育、現場監督者教育、．技能再教育(J_)3本

立となつている。そうして、産訓lwSTC方式によつた全従業員教育は、 "0製紙苫小牧工場の「従

業員教剛と同じく精神教育を目的としたも(7_)でぁるし、また産訓め職長訓練計画やTWI't.よどによ

った監督者教育ほ、同じく親工場の「職長教育」に対応したものであるo技能再教育のため職長層

が参加する「近代化技能教育」については、あえて説明する必要もないであるう。同社ではこのほ

か、職場懇談会が定期的に開催される仕組になつているが、この点でも 0製紙の動きに対応してい

るのである。以上みてきたように、 0林産工業邸の従業員教育は、 0製紙ほど大がかりなものでな

いとしても、基本的な内容がそれに準じている点にその特徴があるといつてよい。

表 1-3 8 0林産工業の企業内教育

名 称 対 称

産訓IWSTO 全従業員

産訓職長訓練計画 1~4部 職長、組長

TWIJI、JR II ’’ 
0製紙近代化技能教育 職 長

その他

注．このほかに定期職場懇談会あり

(2) 0製紙の関連企業教育援助

訓練期間

る日間、 4耳／日

5~6日、 3~4丑厄

各5日間2H／日

8週間、 8H／日

91 

講 師

自社選任リーダー

II 

‘’ 
0製紙社員

前述したように、 0製紙苫小牧工場において従業員教育の全面的な展開をみるようになったのほ、

昭和38年の教育訓練課新設以降のことであるが、この頃から 0製紙の関連企業に対する教育援助

も次第に活発化してき九3 こうした教育援助ほ、関連企業の実施する集合教育への講師派遣などの

形をとつて行なわれてきたが、昭和39年 12月には関連企業をつうじて一貫とした「第1回関連

企業技能競技大会（溶接部門）」の開催という形でさらに積極的な動きをみせるにいたつた。同大

会は0製紙工場の教育訓練課が企画したもので、関連企業の連帯性の強化をはかるとともに、各企

業7_)技能水準を向上させることがその基本的な狙いであつた。

現在、関連企業で組織している協力業者協議会力雌見の業者数は直系の子会社を含め34社に達し

ているが、これらの関連企業はより優れた技能者を育成するという意味から、この企画に積極的に
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同調した(/..)であ如第 1回の大会ほ電気溶接部門に限られてぃたヵ‘。製紙を含めた 7社、 66人

の従業員がこれに参加したこ(/..)大会ほ技能競技だけでな＜、同時囮支能検定を兼ねて実施された

が、入賞者および検定合格者(/..)状況ほ表 1ー 39 !re示すとおりである゜関係者は将来ヽこ(1_)大会を

を利用して技能オリンピック大会へ参加できる’立派な技能者を接成しようと意気込んでおり、この

ため大会の定例化が予定されている。こうし必診で関連企業7..)技能レベルアップ(/..)itめ0製紙が稼

極的援助に乗り出してきた背景には、 0製紙O'..)工場近代化にともなつて関連企業し疋委託する仕事の

精度も併行してあがつてきたという事情があるものと思われる。

表 1- 3 9 第1回関連競技大会の実施状況

参加者
入 賞 者 検 定

金 裳 銀 賞 銅 賞 合格者

0製紙苫小牧工場 1 2 2 1 1 1 

K 鉄 工 所 1 8 1 2 5 1 3 

T 鉄 工 所 2 1 1 5 3 1 8 

M 鉄 工 所 7 1 1 2 

゜
林産工業 5 1 5 

H 陸 運 2 1 1 

w 自 工 1 1 

計 6 6 5 8 1. 1 5 1 
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第2章新規立地工業の生成、発展と企業内教育

第 1章でほ苫小牧市における既存大企業の代表的存在である 0製紙苫小牧工場を調査対象として、エ

場の近代化、合理化と企業内教育との関連について検討を加えてきたが、この章でほ昭和 30年代に市

に新規立地した諸工場を調査対象として、これらの諸工場における労働力編成の特質と関連させながら

企業内教育の実態をみてみることにしよう。ただ、これらの新規立地工場の業務内容や労働力編成につ

いてほこの研究報告の第 2部ですでに説明を加えているので、考察の際にほ出来るだけ重復を避けるこ

とにしたい。

I I繊維板工場の雇用構造と教育訓練

1． 工場の沿革と企業内における地位

I維板工場は、地場資本、株式会社I組の手によって昭和 33年に 10億円の資金を投じて建設さ

れたバーテイクルボードの生産工場であり、その従業員数は約 20 0人を教える。同工場の説明に入

る前に株式会社I組について一応の紹介を行なつておこう。同社の歴史ほ、現会長I氏が大正 2年、

隣接の白老町において造材と薪炭業務を営んだのがほじまりといわれる。その後、事業の拡大にとも

なつて事務所を苫小牧市に移転し、昭和 16年新冠村に初めて製材工場を設立したが、終戦後、苫小

牧市にも製材工場、単板工場、および床板工場をつくつたのである。同社は昭和 23年に従来の個人

経営から株式会社に切り換えたが、その際株の 6 0％を従業員に与えている。同社ほその後も順調t.J::.

発展をとげ、現在でほ造材、製材、合板、ランバーコア、およびパーテイクルボードの生産販売を行

なう資本金 2億円の総合木材企業に成長している。その工場数ほ、製材 1D、合板 2、ランバーコア

1、木材チップ4、パーテイクルボード 1など計 18工場に達し、そのうち苫小牧市内には 5工場が

設置されているo昭和 3 9年末の同社従業員数ほ山林作業員を除き約 1,5 D D人を数えている。この

ほか、 1 0 0カ所以上の造林事業所にほ約 3,5 0 D人の山林作業員が働いているといわれる。また、

同社ほ昭和 34年に建設部門を切り離して I土建を新設したのをほじめ、化学、商事、運輸などの各

分野へ進出してグループ企業 6社をつくり、木材工業を基盤として各部門が有機的に結びつくような

企業運営がほられている。これらのグJレープ企業は、同社の管理部門の指導をうけている。ここで同

社の売上げ高の推移をみると、昭和 33年にほ 40億円であったのに、昭和 38年には 93億円、同

3 9年にほ 10 0億円と、この 5、 6年問vc2倍半におよぶ急速な伸び率を示している。

こうした同社の飛躍的な発展に大きな役割を果したのほ、外国技術の導入によってほじめたバーテ

イクルボード生産の成功であったo同社ほ昭和 28年にドイツから新技術を導入し、第 1工場を建設

して輸入機械によってパーティクルボードの生産を開始したのである。当時、わが国でほバーテイク
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Jレポードの生産工場ほ皆無であったから、同社のこのような試みほ一種の冒険であったといつてよい。

，，＜ーテイクルボード工業ほ第 2次大戦後主として西欧の木材不足の国において発展してきた新興産業

であり、主要原料である木材にほ製材、合板工場の廃材や小径木などが活用されていた。同社でほ、

木材資源の総合利用という会社経営上の利点と、戦後におけるわが国森林資源の欠乏という情勢を勘

案して、他に先がけて新製品の開発に踏み切ったわけである。第 1工場の設立当初は、．機械設備の輸

入先であるドイツから技師を 3~4人招聘し、機械操作を指導して貰うといった苦労もあったが、一

番心配したことほ、当時は今日ほど原木事情が悪化していなかったため、販売面、価格面での危惧や、

消費者の新製品にたいする慣れなどにあったといわれるo第 1工場ほ操業後 3年近くまで赤字であっ

たが、昭和 31年より黒字で日産 30トンの生産に入るようになり、その後販路の拡大と相侯つてコ

スト引下げによる需要増加をもたらすことができたのである。同社の製品ほ、テレビ、ラジオのキャ

ビネットをはじめ、ミジン、ピアノ、オルガン、ー殻家具、建築材料として用いられ、国内ばかりで

なく、海外にも売れていつたのである。

このような情勢のもとで、同社の生産態勢は増大する需要に応じきれなくなり、昭和 33年にほ新

たにエ費 10億円を投じて日産能力 1D Dトシの第2工場を建設するにいたったのである。同社はそ

の後、パーテイクルボード部門の総合管理の必要上、昭和 36年になつて第 1工場を第 2工場に吸収

して一本化した。そうして、第 2工場はこのような生産規模の拡大にともなつて、従来まで同工場の

中にあったホルマリン製造部門を分離し、 I化学KKという資本金 1.2 5 0万円の系列会社を新設し

たのである。この調査の対象となったI繊維板工場ほ、以上のような経過をたどつて設立されたので

ある。現在、同工場の年間生産量ほ 42, 0 0 0トンに達し、その全国占右率ほ 70％台を占めるもの

とみられる。

以上述べたように、大正の初期に 0製紙のバルプ材請負を主とした造林作業から出発した同社は、

戦後の飛躍的発展によつて今や、各種の工場をもつ総合木材企業に成長するにいたつている。こうし

た同社の成長にともなって、調査対象工場ほ同社の中核工場としてますますその比重を高めつつある

点に留意する必要がある。同社は最近にいたつて、繊維板（パーテイクルボード）工場周辺の広大な

社有地を利用して、同工場を中心としたコンビナート計画を策定し、その実現に乗り出している。こ

のことについてはすでに本調査報告の第 2部で述べているので簡単な説明を行なつておくと、同社で

ほ北海道内に点在する10いくつb如及ぶ各種の工場をこの社有地に集約し、経営の合理化と木材の完全高

度利用をほかることを目標として、昭和 39年度から 49年度にいたるコンビナート建設 10カ年計

画を樹立しているのである。この計画の一環をなすアイランバー工場ほ、すでに繊維板工場の隣接地

に設立され、 39年下期から操業を開始しで、ヽる。同社の各工場は輸送、生産などの面で関連性が強く、

有機的に結びつく部門もあるため、これらをコンビナートとして 1カ所に集約したばあいには、経費、

生産技術、立地などあらゆる面で合理的になり、コストダウンも可能となることは明らかである。 I

繊維板工場は町工場的水準のものが多い同社の諸工場のなかで、機械設備、技術水準からいつても名

実ともに中枢的存在であり、この意味でも同社の今後の発展の鍵を握っているのである。
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2. 生産工程と企業内雇用構造

(1) 生産工程と労働力の編成形態

つぎに、同工場の生産工程と、これに対応した労働力絹成の実態についてその概要を述べること

にしよう。まず、この工場の生産工程図を会社資料によつて示すと、表 2~1のとおりである。す

なわち、最初に、工場土場応送られてきた原木または土場廃材をその種類によつて表面用と中芯用

とに仕分けした上、ハンドソー、スプリックーなどの機械で適当な大きさのものにしてから、これ

をドラムバーカーにかけて樹皮を剥く（調木工程、ただし、表にほ社外工の作業となっているため

省略されている）。戸つづtヽて切削の際に刃物の寿命を長くするため、煮沸槽に漬けて軟化処理を行

なつた後、切削機にかけてチップにする。こうして出来たチップは一たんサイロに入れられるが、

さらにウイングビークーミルに送られて破砕される（削片工程）。これら、のチップは、すでに調木

工程において中芯用と表面用とに仕分されているので、各々のチップを中芯用ドライヤーおよび表

面用ドライヤーにかけて乾燥の終つたチップはウエイングマシンで自動的に計蓋された後、糊付機

で合成樹脂接着剤を均ーに添加される（調整工程）。ここで用いられる合成樹脂は後述するD合成

樹脂工場からバイプによつて送られてくるが、 D工場の主要原料であるホ少マリンはI企業の子会
と

9沼

社である I化学より購入している。つまり、 I工場、 D工場およびI化学の 3者は、原料関連の小

型コンビナートを形成しているのであるo接着剤を塗付されたチツプほ、中芯用、表面用のI即字で

成型機にかけられ、仕上板の大きさに応じた面猿内に一定巌だけ均ーに推稼するように成型される。

こうして作られたポード粒熱庄硬化の効率上、まず予備プレスで圧縮され、ついでホットプレスで

熱圧し成板される（成型工程）。半製品のボードはさらにドラムサンダーにかけられて表面を研磨

され、クーニングデバイスで衷返しされて再びドラムサンダーで研磨される（研磨工程）。そうし

て、最後に定められた大きさに切断されて、一定規格のバーテクルボードが仕上げられる（仕上エ

程）。仕上つた製品は品質検査をうけた上、発送される段どりとなる。

以上みてきた生産工程に対応して、同工場における労働力はいかなる形で絹成されているであろ

うか。まず工場組織についてみると、同工場でほ、技術課、化成課、製造課などの各課に分れてい

るが、中心をなすのほ直接的生産部門を担当する製造課で、従業員 3 D D人のうち約 2 5 D人がこ

の部門に配置されているo製造課ほ前述した個別工程に対応して、さらに削片、調整、成型、研磨、

仕上、品質検査、ポイラー、エ務などの各班に分れ：Cいるo 直接的生産部門の前段をなす工場土場

および調木作業は本工ではなく、とつの組からなる約 2D D人の社外工の仕事となつている。これ

らの製造課の各班にほ、それぞれ職長が 1人、副跛長が 2人おり、 3交替制で作業が行なわれてい

るo調木工程から品質検査にいたる直接部門では、各交替番とも 55人程度の従業員が次のような

具合に配置されている。ず吐ち、その配置状況を示すと、調木 5人；削片 2D人、調整 4人、成滅

4人、研磨および仕上 1D人、品質検査 4人、ボイラー 3人、電気その他工務 3人となつている。

このほか、結束、発送などの作業がさるが、このばあいは常勤で作業がなされている。

この工場の作業内容は工程ごとにかなりの差異が認められる。たとえば、成型、調整の両工程で

は作業の連続化、装置化が進み、計器類の看視労働的性格が強いのに対して、調木、削片、仕上な

どの各工程でほ工程の機械化が遅れており、まだ人力作業の比重が高くなつている。この工場で熟
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図2-1 I繊維板工場の生産工程
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練を要する作業分野は調整、研磨などの工程であるといわれるが、その他の工程では単純労働に近

い内容のものが多い。したがつて、この工揚の労働力需要の性格ほ単一のものでなく、・多面的な内

容のものとならざるを得ない。製造課従業員の大多数ほ 3交替制という条件もあって男子からなつ

ているが、比較的作業の楽な仕上工程には約 20人の女子従業員が配置されている。

この工場における作業員の給源別構成については、すでに第 2部の第 1~2  5図と関連して説明

を加えているので、ここでは簡単にふれることにしよう。この工場の従業員構成の特色と思われる

のほ次の諸点である。その第 1は、全体として 20オ以上の男子の比重が高く、旧高小、新中以下

の学歴のものが過半数以上を占めていることであるo表 2~1は同工場の従業員を対象としたアン

ケート調査の結果であるが、交替番間の連絡が充分でなく 3割程度の回収率にとどまつたo しかし、

会社側にたいするききとり調査唸吉果と基本的には同一の方向を示しているので、ここに掲げてお

きたい。この表によつて男子従業員の構成をみると、 20オ以上のものが全体の 95％近くに達し、

また高小、新中以下の低学歴のものが 7割を占めている。

その第 2は、エ瘍従業員の大多数が他業種からの転賊者によつて占められていることである。表

2~1をみても明らかなように、この工場では学校卒業後直ちに入載した新規学卒者の比重が低く、

農家出身者とともに、中小零細企業労拗市場を流動してきたものの比重が高くなっているo とくに

注目されるのは、農家出身者と下請社外エ出身者が多いことであるo 表に掲げている農家出身者は

直前の職業が農業であるものに限られているが、このほかにも自家農業に従事した経険をもつもの
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が多数存在するo また、この工場の土場、調木作業を受持つ下詰の従業員から本工に登用されたケー

スのものも少なくないが、こうした下諮出身者の大半は定時制高校の通学者か、その卒業者であるo 同

工場の業務下諮をしているM組では、在学中の異動が如餃的少ないという理由もあって定時制高校

生を好んで採用しているが、その一部を親企業が引き抜いて木工労鋤力の補強に役立てているので

ある。

第 5に、この工場が従業員の公募四踏み切つfこのは昭和 38年頃からであり、それ以前の採用は

緑故によるものが殆んどであったことであるo前述した農家出身者の比重の高かつたことも、農山

村とつながりの深い企業の性格と緑故採用制とが結びついたからにほかならない。下請従業員の引

き抜きも同様の意味からであるo縁故採用は公募を立て前とする今日でも残っているといわれるが、

こうした緑故の重視ほ労働組合の存在を認めない特殊な「家族主義」的労務管理のあり方と関連が

あるものと思われる。しかし、同企業が公募囮踏み切ったこと自体についていうと、緑故採用だけ

でほ労働力の質的確保が困難であるという限界に突きあたつたためであるとみられ、同工場の発展

をはじめとする企業の拡大によつて従来の労務管理が修正を余儀なくされたという点で注目される

動きといつてよいo このような意味では、同工場は労働力の絹成面で新しい局面へ移行する過渡期

を迎えているのである。

最後に、操業体制について述べると、

この工場は装置産業という性格上、連

続操業を立て前としているが、不景気

のときには 2週間おきに運転休止して

いる。このため、直接部門の従業員の

勤務体制ほ一定しないことになり、 r~

期のようで不定期のようだ」、 「しつ

くりしないところがある」などといつ

た感じを与える結果となつているo 同

工場ほ繊維板工場として国内最大なも

のであるといつても、 0製紙工場など

に比べると管理体制も質的に劣つてお

り、 「翌日の日曜日が休みかどうか交

替番の人に確める」といつた状態であ

表 2-1 男子従業員の性格

前 職 年 令 —邑J - 歴

下 請 14 20オ未滴 5 小学、新中 57

自家 農 業 11 20~24オ 8 旧中、新高 21 

新 卒 11 2 &---2 9オ 27 大 子AU 1 

他 工 場 6 3応 34オ 20 不 明 1 

単純労働 6 3 5~3兌オ 1 1 

企業内転勤者 5 4□~49オ ， 
店 員 4 不 明 2 

そ の 他 14 

不 明 ， 
計 BO 計 80 計 80 

る。もつとも、こうした勤務体制をとれること自体は、工場にとつて経営上プラスの条件となつて

いるこどほ認めなければならない。

(2) 同社労務管理の特質

ここでほ、同工場の身分制度、職制、および給与制度などについて検討を加え、労務管理の全体

的な特質を明らかにすることにしよう。

まず同社の身分制度をみると、臨時傭員一傭員→雇員→正雇員→準社員待遇→準社員→正社員→

副参事→参事→役員という形で、 10段階にわたる身分がおかれているo たとえば、大学卒新規

採用者のばあいは、傭員でいれ、傭員 3カ月、雇員 3カ月というように 3カ月ごとに昇格させ、 1 
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年半位で正社員とする仕組をとつている。また、高校卒新規採用者のぽあいは、臨時傭員でいれ、

臨時傭員 3カ月、傭員 6カ月、正雇員 6カ月、準社員待遇 6カ月などの期間を経て、 2年半以内に

準社員にさせている。最後に中学卒新規採用者についてみると、臨時傭員 3カ月、傭員 1年ほどで

雇員としている。このような身分制度によつて同工場の従業員ほ細かく区分され、一般従業員のな

かでも異なつた身分をもつ数種類の従業員グJレープが存在するのであるo会社の担当者の話による

と、 「この制度はすでに 15年前から実施されており、従業員に励みをもたせるために最適の制度

だ」といわれている。つまり、この身分制度は、他企業の多くが戦後の民主化措置の一環として戦

前からの身分制度の撤鹿を余儀なくされた状況なかで、労働組合が組織されなかつたという特殊条

件のために生き残つた戦前型の制度なのである。しかし、新規学卒者の公募に踏み切つた前後から、

質の良い新卒者の吸引のために制度の一部を手直しする必要が生じ昭和 40年からは臨時傭員、傭

員の 2つをなくし、 8段階に緬成替えしている。

っぎに、同工場の服制をみると、課長→課長補佐→係長→職長→副職長→班長→副班長→一般従業員と

いう形をとつているo職長は前述した各工程に配置されているが、交替制勤務のため交際の作業に

あたつてほ副職長および班長などが指揮をとつている。

ついで、給与制度についてみると、給与は 1号から 20号まであり、各号はさらに 1級から 3級

まで分れている。したがつて、同社の給与は 60段階あることになる。そうして、準社員待遇以

上ほ月給制、・正雇員以下は日給制が実施されているo工場従業員の賃金実態は会社資料が利用でき

ないため全般的状況を明らかにすることは不可能である。しかし、われわれのインクービユー調査

の対象となつた 18~  1 9オの中学卒従業員の事例をみると、総支給額ほ 14,00 0~15,0 0 0円程

度のものが多かつたが、残業皆無の従業員のばあいには 11. 0 0 0円にすぎなかつた。この工場の

給与体系は基本給、物価手当、住宅手当、燃料手当、家族手当、都市手当などからなっているが、

他企業のばあいにほ特別手当として年 1度に支給される燃料手当がこの工場では毎月の給料の中に

含まれる形をとつているoだから、上記の総支給額の中には 700~800円の燃料手当が含まれ

ているのである。また、この工場ではボーナスは、 3月、 7月および 12月の年3回支給されてい

るが、勤続 2年目の中学卒従業員の支給実紙をみると、年間 3回分あわせて給与の 2カ月半程度の

の支給額となつているo 残業手当は日給制のも〇効~りでなく、準社員待遇以上の月給制従業員にも支

給されているが、このばあい日勤者は 2,0 0 0円、 3交替制のものほ 1,0 0 0円と固定されており、

たとえ残業時間数が多くても支給額には変りがない。だから、高校卒業後 2年たつて準社員待遇以

上となった従業員は、繁四胡には 1,0 0 0円ないし 2,0 0 0円の残業手当で働かざるを得ない仕組

となつている。こうした事情から推測すると、この工場の賃金水準ほ地場大手としてほ決して高い

とはいえないと考えられる。このことは、昭和 38年度の商核卒初佳給が 9,0 0 0円と、他企業に

比ぺて低かつた事実とも照応する。もつとも、同社の新規学卒者の初佳給ほ求人難を反映して、そ

の後他企業並みに上昇してきたといわれる。

以上、この工場の身分制度、職制および給与制度の概要をみてきたが、この工場の労務管理の特

色として指摘できるのほ、これらの 3要素が互いに独立して運用される「3権分立」と名付けられ

る動きにあるといつてよいo普通のばあいには身分、職制、給与という 3要素ほ有機的に比例して

いるわけであるが、この工場のばあいは必ずしも比例していない。つまり、係長でも課長より給与
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が高いことがあり得るのである。しかし、 「3権分立」といつても、身分と給与との関連性は残つ

ているので、基本的にほ職制と他の 2つの要素とを切り離して運用されている点に特色があるとい

つてよい。

こうした制度の実施理由について、同社の幹部は次のように述べている。 「会社に対する貢献度

ほ能力と精神の 2つの面から評価できようo能力は形になるから評価できるo しかし、精神一つま

り会社、仕事に対する愛情、熱意ほ抽象的なものだが、これを昇進の際に加味しなければほんと

うの人事管理ではない。この抽象的な精神面を含むから職制、身分、給与が必ずしも一致しなくな

る」。つまり、個人的能力を有効に活用する適材適所の抜擢主義と、精神的貢献に応える家族主義

が労務管理の基調となつている。まず抜擢主義についてみると、同社では実力さえあれば学歴にこ

だわらない方針をとつており、現在山林作業員出身の取締彼も 3人いるといわれる。もつともこれ

らの人達ほ昔、会長と一緒に馬搬作業に従事した仲間であり、これを同社の人事担当者の強調する

ように抜擢主義の事例とみてよいか、どうか問題があるかも知れない。また学歴にこだわらないと

いつても零細規模から出発した同社のぼあい、中高年令層の学歴は高くないのである。したがつて、

同社の労務管理の特色は、むしろ精神面を重視した家族主義的管理にあるといつてよい。こうした

精神面の重視は、熱心な天理教信者として知られる会長一家（現社長ほ会長の長男）の信仰とも関

係があるものと思われる。

しかし、精神的貢献度を加味するといつても、従業員数 1,5 0 0人を超・える企業に成長した同社

にとつて簡単な問題C1汰恥。われわれが行なつた 7人の従業員に対するインクビユー調査の結果

でも、賃金の低さとともに、昇格基準が明らかでないという不満が指摘された。たとえば、勤続10

年以上の 30代の従業員は次のように訴えている。 「部課長の査定によつて昇給やボーナスが決め

られているが、どんな基準で上がるのか、現場にいるわれわれにはその内容がさつばり判らない」。

また、定時制通学中の 1.9オになる従業員ほ自分の不安をこう述べている。 「結婚する時には生活

できる収入が欲しいが、今の収入からみると不安であるo永く勤めていれば変わるかも知らtふが」。

つまり、同工場の昇進、昇給の具体的基準が知らされていないため、従業員自身将来、自分の収入

がどの程度になるかを予想できないのであるo換言すれば、同社幹部による自由な裁最が同社の昇

進、昇給制度の特色なのであるo ただ、この裁量が、従来までは同社をここまできづき上げた一代

の苦労人、現会長の手で行なわれてきた点に独特の妙味があつたのである。学歴や年令にこだわら

ない、この自由な裁最の対象となった個人にとつては、抜擢を意味したことはたしかである。

同工場の労務管理の状況ほ、以上のような形で全く会社側のペースで行なわれているが、こうし

た独特の労務管理が維持されてきた最大の要因は、いうまでもなく労働組合組織の欠除にあると思

われるo苫小牧市内の有力企業である同社に組合を作ろうとする企てほ過去数回にわたつて行なわ

れたが、いずれのばあいも失敗に帰し、主謀者の退職によつて立ち消えとなつているのである。ゎ

れわれのインク・ビューにおいても、このような事情が影響して、組合の必要性いかんについての従

業員の回答には卒直なものが少なかつたo しかし、 7人のインクビユー対象者のうち 6人までは多

かれ、少なかれ組合の存在意義を認めていることは注目される。この点に関して、ある従業員ほ

「職場での人の意見によるとシ賃金の安いことと、組合のないことが一番不滴だ」ど間接的な表現

を使い、またある若い従業員は「労働阻合ほあって良い」といつた後ですぐ、 「労働組合なんか作
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ったら首になる」と洩らしている。同社では全従業員を構成員として工場ごとに親 睦会が組織さ

れているが、この親睦会が会社と交渉する立て前をとつている。しかし、こうした親睦会の交渉機

能が形の上だけのものにすぎないことは、前述した賃金に対する従業員の不満によつても推察でき

よう。

とに角、同社創立者の信仰に支えられた抜擢主義と家族主義とに基づく労務管理は、同社の規模

拡大にともなつて転換期にさしか上つていると考氾うれる。何故ならば、会社が大規模化するにつれ

て、上からのコントローJレのみで従業員の協力態勢を維持してゆくことはますます困難とならざる

を得ないからである。したがつて、従来までは創立者たる会長の指揮のもとに、他企業にみられな

いような細分化された身分制度、職制、および給与制度の機能をフ）レに利用することによつて、従

業員全体のコントロールが可能だつたとしても、企業の成長にともなつて会社組織の官僚化が不可

避の情況にある今後においてほ、人事考課、昇進、昇給管理の明確化:客観的基準の設定など、労

務管理の体質改菩の必要性が遠からず生じてくるものと思われるo会社自身のイニジヤチイヴで改

善が行なわれないばあいには、労働組合の存在もうけいれないような現行労務管理体制の硬礁的側

面と従業員の切実な要求との問の矛盾が深刻化し、会社R予期しない形で批判が顕在化する可能性

も存在するのである。もつとも、従来の労務管理のある側面に対してはインクビユーの対象となつ

た従業員のなかでも「学歴にこだわらず、どこまでも昇進できるのほ良い」という形で、肯定する

意見もあつたことをつけ加えておこう。

3. 教育訓練の現状と問題点

この工場において企業内教育が活澄化してきたのほ、昭和 37年頃からのことである。この頃から

同社では企業規模の拡大にともなつて本社管理機楷の整備がほかられ、その一環として新設された研

修課の手によつて企業内教育が実施される運ぴとなつたのである。それまでの従業員教育は、短期日

の新入社員教育のしまか、現場の職制の指導にまかせ切りという形であつた。同社の従業員教育ほ、新

入社員教育、監督者教育、管理者教育といつた階層別の教育と、職場会という形をとつた職場内の全

従業員が参加する教育とがある。このうち前者の方式のものほ昭和 37年から始められたが、後者の

形の教育はやや遅れて 39年頃になってほじめて開始された。

新入社員教育ほ、受諮者の対象によつて 3つのグ）レープに分けて行なわれている。まず大学卒、高

校卒男子の新入社員についてみると、入社後 1D週間にわたる教育期間が準備されている。最初の 1

週間は、本社研修課のプランにしたがつて入社の心得、仕事の進め方、文章の書き方など、基礎的な

等入教育を実施する。その後、 8週間は社の業務についての知識、技能を体験的に修得させるといつ

た意味から現場実習を行ない、繊維板、合板、製材、山林の 4部門をローテーシヨンさせる。この現

場実習は、従来まで事務系新入社員は除外されていたが、現在でほ事務、技術系のものを一緒に参加

させている。こうした現瑞実習が終つた後、参加者全員に諜題を与え、レボートを提出させている。

レポートの課題を実例によつて示すと、原材料の種類、入荷状況、製品になるまでの生産工程、製品

の出荷状況などとなつている。このように同社の新入社員教育ほ、大学卒、高校卒男子に関していえ

ばかなり配慮された内容のものとなつている。
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表 2-2 I織維板工場の改育訓錬

名 称 対 象 期 間 諧 師

大学卒、高卒（男） 1 0週間、うち

企業内の各部門に 2週間づつ実習 8遥間ほ実習

高卒（女）

•新入社員教育 接遇者訓紬 4日間 本社幹部その他

中卒

入社の心得、環境変化にともなう指等、エチ 1日間

ケット

T W I 
3 7年から次のグJレープに分けて実施 2カ月問 本社研修

(1)班長、副班長、 (2)職長、副職長、 (::S)係長 仕事のこまない 課長、同課長補

時に実施 佐

M T p 3 7年から本社R部課長を対象として実施 I 1週間
.... 

北海逍産訓

注 このほかに職場において「職場研究会」が随時開催されている。

つぎに、高校卒女子の新入社員教育ほ接遇者訓練が中心となつており、入社にあたつての心得、仕

事の進め方などの甚碇的教育がこれに加わる。このばあい、教育期間として 4日間の日程が用意され

ている。また、中学卒新入社員に対してほ、 1日間の日程で入社にあたつての心得、環境変化にとも

なう指導、エチケットなどについて教育がなされている。

以上の新入社員教育に続いて監督者教育の動きをみてみよう。同社の監普者教育はTWI方式を用

いて昭和 3 7 年から始められた。同社では現揉監督者~1)副班長、班長、 (2)副戟長、載長、 (3)係長釦

だし、古株の戦長ほ係長と一緒）という具合に、権限の近い職制ごとに 3つのグループに分け、トレー

ナーの資格をもつ本社研修課長および同課長補佐の指導のもとに監督者教育を実施したのであるo教

育時間は原則として 1 日 2 時間、仕事のこまない就業時間内に行なう立前をとつていたが．｀•仕察の都合

で止むを得ないばあいほ、仕慈が終了してから行なわれ、 2~3カ月間で終了したo こうした教育の

結果、絨維板工場については 38年までに全監瞥者の訓練が終つたといわれるoTWI実施の主な理

由としてほ、初等教育程度の学歴のものが多い現場監替者に対して新しい時代感党を与え、自己の役

割を認識させることがあげられている。同社では現在、訓練実施後のアフクーケヤを問題としており、

ラインを通していかに具体化するかについて検討が加えられつつある。

TWIと並んで、昭和 37年 6月に 1週間の日程でMTP方式による管理職教育が行なわれたo こ

の教育ほ北海道産訓から諧師をよび、重役を除く本社の部課長クラス以上の管理戦員を対象として実

施されたのである。反孵のあつたのほ組織、リーダージップのあり方などであつたといわれているが、同

社の教育担当者の話によると、今後の重点はMTPよりも、 TWIを盛り上げてゆくことだと述ぺら

れている。

同社の行なう offJT方式の従業員教育としてほ、このほか品質管理社内諮習会が随時開かれてい

る。この研究会は班長会議、職長会諮の形で行なわれていることが多いが、その重点は絨維板工場に
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底かれているo 会社では繊維板工場の若手技術者に品質、工程管理などの研究を行なわせており、彼

らが上京した際にほ購習会に参加させる措置などもとつている。そうして、できるだけ早い機会にテ

キスト、スライドなどを作成して、社内諧習会に役立てたいと考えているのである。

繊維板工場における一般従業員教育ほ、主として「賊場会」という形で職場内で実施されている。

この「職場会」は昭和 39年頃から工場内の各職場に設けられたが、班長が司会をし、座談会形式で

職場内のあらゆる問題をとりあげる一種の研修会である。この発想ほ同社自体の中から出たというよ

り、前述した0製紙工場の「職場懇話会」の事例によつて示唆をうけたところが大きいと考えられる。

すなわち、この会が設立された趣旨は、職場内の不平、不満を皆んなで話し合うことによつて、戦場

内の人間関係管理をはかろうとする点にあり、この限りでは0製紙Rばあいと同一の趣旨のものであ

るo従業員に対するインクビュー調査の結果を用いてその具体的内容をみてみると、所属する職場に

よつて若干の違いはあるけれども、現在までの作業経過、製品の良否、社の営業成績（売上げ高、在

庫状況）、職場内での要求などが議題となっている。この戦場会にほ課長も参加することが多く、会

社の現状についてほ課長から説明されるばあいもある。こうした話し合いによつて自分の所属跛場の

重要性的確認されるわけであるが、このような意味からいつて、この工場の「職場会」ほ従業員全体

に対して実質的には生産能率向上のための反省会という機能を果していることを見逃すべきではない。

また、この「職場会」は、運営いかんでほ同社の労務管理の硬直性をときほぐす役割を演ずる可能性

もあり、今後の動きが注目される。

同社の企業内教育の現状は以上述べたとおりであるが、ここでつけ加えたいのは次の 2点である。

その 1つほ、若干従業員に対する定時制通学奨励策である。同社々長ほ苫小牧市の定時制教育振興会

会長を勤めで、ヽることでも明らかなように、定時制通学には熱心であり、このため同社従業員の定時制通

学者は昭和 39年 6月現在、 31人を数え、市内企業の中でトップに立つているo繊維板工場の従業

員からも多くの定時制通学者が出ていることはいうまでもない。同社では、これらの定時制通学者に

対して毎月奨学金を支給しているが、その内容は出席率 90％以上 1,5 0 0円、 50％以上 90％未

満 1,0 0 0円、 50％未満 50 0円となっている。こうした定時制通学者に対する優遇措置ほ社長自

身の熱意にもよるが、もつと大きくみると、第 2分冊でも指摘したように、定時制高校を利用して若

年従業員の労働資質を向上させて、生産工程の近代化に対応しようとする同社の意欲的なマンパワー

ポリジーの現われとみることができる。

その第 2ほ、業界、各種機関などの主催する謂習会の積挺的利用についてである。たとえば、エ務

係の電気技能者に対してほ日本電気協会主催の講習会に参加させて、電気工事上の資格取得の便宜を

与えているし、また研磨班の従業員に対してほ林業試験場主催の講習会に、ポイラー班の従業員に対

しては業界主催の購習会にいずれも参加させている。このように、同社ではこうした企業外で開催さ

れる欝習会を稜極的に利用することによつて、従業員の技能水準の向上に努めているのである。

以上みてきたように、この工場では、生産工程の近代化と規模拡大にともなつて、昭和 37年以降、

新入社員教育や管理監督者教育などの形で従業員教育が組織的に行なわれるようになり、さらに'39 

年頃からほ「職場会」の開催という形で職場の全従業員を対象とした教育が実施されている。しかし、

一般従業員に対する技能教育という面からみると、従業員の一般的な技能指導ほ現鵠監督者に任され、

理論的、系統的な指導ほ定時制高校への通学奨励、あるいは社外講習会の利用という形で、企業外の
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教育訓練に依存している状況である。つまり、一般従業員に対する技能教育は、まだフォーマルな教

育制度の一部を楷成していないの．である。同工場が全国でも有数の繊維板工場であるという事情を考

慮すると、このような技能教育の現状ほ問題といわなければならないo とくに、同工場の従業員ほ、

前述した従業員楷成の指摘によつても明らかなように、初等教育程度の学歴者と中途採用者が多くな

つているが、こうした状況のなかで今後予想される工程の近代化に対応する技能労働力の養成確保

のためには、これらの従業員m技能・再教育が不可欠の課題として提起されるのである。同社の教育担

当者の話によると、同社の教育方針ほ社内のどの部門に入つても使えるような片寄らない人間を養成

まることにあるといわれているが、工場内のローテージヨンも少なく、フォーマルな技能教育もなさ

れていない現状では、このような目的を達成することほ容易でないのであるo技能教育の体系化、組

織化はこの意味でも必要とされよう o要するに、同工場の教育訓練の現状ほ、管理監督者教育、 「職

場会」といった思想教育の側面では整備されてきているけれども、工程の近代化に対応する技能教育

の側面で大きな立ち遅れを示していることが特徴として指摘される。

II Nヒューム管工場の雇用構造と教育訓練

1．工場の設立事情と業務内容

すでに第 1部および第 2部で明らかにしたように、苫小牧市内における新規立地工業のなかで大き

なウエイトを占めるのは繊維板とともに、セメント関連工業であるが、 Nヒューム管工場はこうした

セメント関連工業の代表的存在であるo Nヒユーム管工場ほ資本金 8億円の本州資本N社の手によつ

て昭和 32年 4月に設立されたものであり、従業員数は約 13 0人を数える。本州資本N社は大正 14

年(19 2 5年）の同社発足以来、昭和 11年 11月の特許期限の終了までわが国唯一のヒユーム管

メーカーとして発展してきた業界の草分けである。その後、民間投資や公共投資の活澄化にともなう

需要の増大につれて同業者の数も増加を示すようになったが、 N社自体も全国に 11工場をもつ企業

に成長したのであるo北海道内でも昭和 25年に函館市内に新工場を設立している。

同社が苫小牧市内に工場を設立するにいたつたのは、主として次の 3つの事情によるといわれてい

る。その第 1は、苫小牧周辺の販売市場の大きさである。同工場の設立の直接的契機となつたのは、

昭和 32年に0製紙苫小牧工場より受注した工業用水用導7烙管の注文であつたo このとき、 N社ほ函

館工場の能力だけは間に合わないため、 32年4月、苫小牧市に臨時作業所を設けて出張製造する体

制をとつたのである。ところが、その後公共事業などの進展につれて北海道内の販売市場が急速な伸

ぴを示しfdtめ、苫小牧工場は永久工場に切換えられ、長万部町以北を自己の圏内としてヒユーム管およ

ぴコンクリートバイルの生産に従事することになったのであるo 昭和 37年春の設備増強によつて現

在でほ苫小牧工場の年間生産実績はヒユーム管の 25,000tをほじめ合わせて 36,000t以上に

達し、函館工場の 2倍以上の生産をあげている。その第 2は、原材料入手上の利点であるo ヒユーム

管とコンクリートパイルの生産には、良質の海砂、砂利が材料として必要であるが、苫小牧市周辺の
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海岸や河川はその採取のためには絶好の立地条件にあり、輸送ユスト面の軽減が可能なのである。そ

の第 3ほ、市の斡旋によつて工場用地 24, D D D坪が安く入手できたことである。呂小牧市当局から

ほそればかりでなく、昭和 33年から 35年までの 3年間、 1,8 D 5千円の奨励金も交付されている。

こうした市の援助も工場の新設にとつてプラスの要因として作用したことは明らかである。

昭和 38年次における同工場の販売先をみると、ヒユーム管でほ〇製紙、大昭和製紙が、PSヒュー

ム管では苫小牧、札幌、室剥などの各市が、また佐々木式プロックでは北海道が主な得意先となつて

いる。同工場の主要品であるヒユー管は、下水道、排水用管、農業用水、工業用水などに主として用

いられ、最近における道内需要の伸ぴも顕著なものがあるが、他方では 8社 1D工場という過当競争

のため在庫の変動も著しくなつている。

Nヒユーム管工場の特色として最後につけ加えなければならないのほ、同工場でほ製品の需要が春

先から秋口まて忙集中するため業務抵の季節変動が激しいことである。このため夏から秋にかけての繁

忙期と冬期間の閉散期に、労働力の再編成を行なう必要が生じている。しかし、この点についてほ改

めて検討を加えたい。

2. 生産工程と企業内雇用構造

(2) 生産工程と労働内容

ここではNヒユーム管工場の生産工程と、それに対応した労働内容について説明することにしよ

う。この工場の生産工程図を掲げると、図 2~2のとおりである。すなわち、まずセメント、砂利、

砂などの原料をバッチャープラントに入れてコンクリートも作る。これと同時に、他方でほ自動直

線機、鉄筋ドラム、鉄筋自動編成機などの機械を用いて籠状に緬んだ鉄筋を作つて銅製の型枠の中

に入れておく。こうして型組が終了したら、これを速心力製管機にのせて回転させながらコンクリー

トを中へ入れるo所要のコンクリートの投入が終つた後は、毎分 4 0 0回以上のスビードで製管機

を回転させ、遠心力で締め付けて成型する。この回転に要する所要時間は管の太さによつて異なる。

成型した管ほ型枠をつけたまゞ蒸気養生室に入れて数時間の初期養生を行なつた後で型枠を外すo

この際、各種の試験機を用いて初期接生の終つた管の第 1次検査をする。検査の終つた管ほ屋外に

出して、授潤状態を保つたま上養生する。巻生の終つた管は再び外圧試験機、，水圧試験機などを用

して製品検査され、その後製品として出荷されることになる。ヒューム管のばあい、成型してから

3週間程度で出オ者できる製品となるといわれている。

同工場の業務組織は、工場長の下に製造、勤務、倉庫、およぴ検査の 4部門がおかれているが、

ここで問題としたいのほ製造部門についてである。この工場の製造部門は以上述べた生産工程に対

応して、 (1)製管、 (2)鉄筋、 (3茜場、 (4)手詰、 (5)その他（電気、ボイラー、鉄工など）の 5つの服場

に分かれている。このうち、 5番目にあげた戦場ほ混合職場であり人数も少ないので、同工場の主

要な生産現場は 4つであると考えてよい。これらの賊堀における所要熟練度をみると、次のように

なっている。この工場の生産現場のなかで最も技能の修得が困難なのほ製管部門であるo製管作業

ほ作業自体に危険がともなうだけでなく、コンクリートの配合が難しく、また仕上の要領を覚える

のにも一定の年数が必要である。このため、製管作業で 1人前になるには 2~3年以上の経験を要
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固 2-2 N ヒユーム管工場の生産工程

セメント

砂

砂利

バッチャープラント

コンクリート

ヽ
水

するともいわれている。つぎに鉄筋部門に

ついてみると、この作業は各種機械の操作

が主となるが、鉄筋の最、ピッチの決め方

の要領を銘えるのに 1~2年の経験年数は

必要だといわれている。型蝙作業は手作業

が主で、せいぜいインパクトレンジやスバ

ナなどの道具を用いることがある程度であ

るが、この作業の修得には数力月位で充分

だといわれている。最後に、手詰作業につ

いていうと、この作業ほ製管作業の過程で

生み出されたスロリーその他を利用して、

主として手（乍業によってプロツク材料を作

表 2-3 Nヒユーム管工場の主要機械設備

名称および数量：

製 夕自 機 6 走行クレーン 8 

バッチャープラント 5 鉄 筋ド ラム 6 

鉄 筋 機 6 型 枠 644

自動直線機 3 p s緊 張 機

コンクリート投入機 4 p s稲 線 機

試 験 機 4 p sグナイト機

ホ・ イ ラ 2 フォーク 1) フト 3 

電 動 機 19

るのが主な目的となつている。作業の一部ではバイプレークーなどの機械を用いることもあるが、作

業内容は比較的単純である。

(2) 工場労働力の編成形態と労務管理

つぎに、工場労働力の編成形態と企業内雇用描造の概要を明らかにしよう。同工場の労働力絹成

の特徴としてまず指摘できることは地元出身の臨時エの雇用と、社内他工場からの出張者の応援とに

よつてピーク時の業務最の消化をはかつている点であるo会社贅料によつて、昭和 38年当時にお

ける同工場の生産および雇用の季節的変動をみると、表 2~4のとおりである。すなわち同工場で

ほ4月以降生産活動が本格化し、ピーク時には冬場のボトム時の 10倍以上の生産実績をあげてい

るが、これに併行して臨時工の増加も瑞しくなつているo 昭和 38年には、たまたま〇製紙から新

工場建設と関連して大抵のヒユーム管が発注されたため、いつもは生産最が漸減する 10月以降に

なつてフル操業の体制に入り、 1 1月からは函館、滝川の両工場から約 30人の出張者の応援を得

て冬場でも生産抵をおとさなかつたo このような特殊事情はあるにせよ、夏から秋にかけてのビー

ク時の業務を臨時エの雇用によって切りJ抜けるのほ毎年のことである。これらの臨時工は、女子の

ばあいほ工場周辺にすむ他企業従業員や同工場従業員の主婦が多く、また男子のばあいは中小零細

企業からの流入者が多い。
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表 2-4 Nヒユーム管工場の生産および雇用の変動

生産董 Ct) 常 用 工 出張•者 臨 時 工

ヒユーム管 PヒSューム管 プロック他 男 女 男 男 女

3 9年 1月 3 7 2 1 D 7 6 9 1 1 1 2 

2 5 7 9 1 1 3 6 9 1 1 1 2 

5 1, D D 7 7 5 6 9 1 1 1 2 

4 1, 9 5 8 8 3 9 7 5 1 1 1 2 6 

5 2, 8 6 3 1, 8 3 2 7 5 1 2 5 2 6 

6 2, 3 9 4 1, 6 4 9 7 6 1 24 3 1 

7 2, 2 6 1 6 1 1, 6 3 8 8 3 1 1 7 3 1 

~B 1, 9 g g 
1 9 ` 7 

1, 5 0 0 8 3 1 2 0 3 1 

， 2, 0 2 0 2 1 2 ．、 1, 2 B 4 8 8 1 8 3 1 

1 0 2, 9 5 6 1 3 4 1, 1 7 6 8 7 」 1 7 2 9 

1 1 3, 2 7 3 9 5 8 6 1 3 2 1 1 2 9 

1 ^ 2 3, 7 1 0 4 8 6 1 3 1 1 1 1 6 

注 このほかに、臓員が約 20人いる。

同工場の労働ヵ編成の第 2の特質は、作業員の過半数が他の職歴をもつ中途採用者によつて占め

られていることである。すでに述べたように、同工場は昭和 32年に臨時作業所の形で設けられた

ゎけ翌あるが．、発足当葱．には約 50人の従業員が雇用されていた。このうち、約 10人は函館工場

から出張してきた熟練工であったが、残りの 40人はいずれも現地採用者だつたのである。その後、

業務盤の拡大にともなつて従業員数も次第に増加してきたが、従業員の大半を占める作業員につい

てみると、函館工場からの転勤者と高校新卒者が 20人近くいるだけで、臨時工を含め作業員の 8

割強は外部からきた中途採用者なの事である。同工場では、 1 8~3 Dオという求人条件でこれらの

手途採用者を従業員などの緑故をつうじて雇用しているが、現在までのところ地元の者より他地城

出身者の方が多い状況である。他地域出身者の出身地域をみると、函館市周辺の農村や日高線沿線

の幽村などが多く、そのうち独身者ほ 50人収容している会社寮で生活している。

新規学卒者についての工場の方針は、仕事の性質上、地元の工業高校卒の採用を望んでいるが、

作業内容が比較的きついため集まらず農村地域の普通高校卒を採用する結果となつている。こうし

た事情で、将来は工業高校・卒を職場の中座としたいという会社の希望ほ、大きな障害にぶつかつて

いる。中学新卒者にづいてほ、重労働と残業に不便なため作業員としてほ採用を行なつていないし、

また、中途採用者についても、 1 8オ未満の未成年者には同様の措置をとつている。ここで、昭和

3 9年 7月現在における工場従業員の年令、勤続年数別構成を示すと、表 2~5のとおりである。

この表をみても明らかなように、同工場の従業員構成は、若年令層が比較的多く、また勤続年数の

短いものが多いことが特色といつてよい。

つぎに同工場の労務管理についてその概要を述べることにしよう。同工場では従業員を職員と
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表 2-5 N ヒユーム管工場の従業員構成
3 9年 7月現在

年 令 楷 成

1 8オ 1 a,- 2□~ 25~ 5 0~ 35~ 40~ 50~ 6 0オ
計

未 滴 19オ 24オ 29オ 54オ 39オ 4兌才 59オ 以上
ヽ

計 ． 120 2 2 3 1 9 2 9 1 9 1 9 ， 
男 11 4 2 2 3 1 9 2 9 1 8 1 6 7 

女 6 1 3 2 

計 1 0 0.[JOlo 1. 7 1 9. 2 1 5. 8 2 4. 2 1 5. B 1 5. 8 7. 5 

男 1 0 0.0 1. 8 2 0. 2 1 6. 7 2 5. 4 1 5. 8 1 4. 0 6. 1 

女 1 0 0.0 1 6. 7 5 0. 0 3 3. 3 

勤 続 年 数 楷 成

計
6カ月 6カ月 1年 2年 5年～ 1 0年 1 5年 2 0年

未満 ~1年 ~2年 ~5年 1 0年 ~15年 ~20年 以 上

計 1 2 0 2 9 8 1 2 4 8 1 7 6 

男 11 4 2 9 8 1 2 4 2 1 7 6 

女 6 6 

計 1 0 0. □% 2 4. 2 6. 7 1 □. 0 4 o. 0 1 4. 2 5. 3 

男 1 0 0.0 2 5. 4 7. 0 1 0. 5 3 6. 8 1 4. 9 5. 3 

女 1 0 0.0 1 0 0. 0 

現業員との 2つのグ）レープに大別しており、このうち職員は一定期間内の職員見習を経て戦員とし

て登用され、また、現業員は、臨時工→現業職員といったコースで昇進する立前となつている。す

なわち、中途採用によつて入社した従業員ほ、 6カ月前後の臨時工期間を経て試傭エとなり、その

後数力月を経てはじめて現業員に登用されるのである。もつとも、高校新卒者については、 3カ月

間の試傭工期間の終了後、寵ちに現業員にする規定となっている。同社でほ、現業員から職員への

昇進Jレートは現業員一般に対してきわめて閉鎖的であり、同工場の実例でみても、いままでに勤続

1 0年と 8年の工業高校卒現業員 2人が昇進しているのにすぎない。こうした事情のため、現業員

の一部に「学歴がないから差別待遇をうけている」という批判が生じている。

また、同工場の職階制度をみると、生産現場では、工長→副工長→組長→班長→一般従業員とい

つた形をとつている。したがつて、生産現場の最高責任者ぽ工長であり、副工長がこれを補佐する

立場にある。この工場では生産現場を 4つに分けているが、各組長はエ長の指示をうけて、自分の

担当する生産現場の作業監督を行なっているo各組ほさらにいくつかの班にわかれ、班長が各班に

おける作業の指揮をとつている。これらの役付工に対する手当の支給状況をみると、エ長 1,0 0 0 

円、組長 80 0円、班長 50 0円といった金額で、大して高い額ではない。

同工場の給与体系ほ、基本給、職能手当、北海道手当、ヘキ地手当、扶養手当などからなつてい

るが、このうち基本給が給与総額の約 8割を占めている。基本給は本人の学胆、年令によつて考慮
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され、定期昇給ジステムをとつている。北海道手当とへき地手当ほ社内の他エ揚、事業所からの転

邸者に対してのみ支給され、地元採用者ほその対象となつていない。すなわお、北海道手当ほ本州

工場からの転邸J者に対して毎月文給されるが、その内容ほ効続 5年未満のものが 1,0 0 0円でその

後 5年鉗に 50 0円づつ加算される。また、へき地手当ほ函館工場からの転効者に対して支給され

るもので、臥J続 5年未満のものが 60 0円で、その後 5年毎に 30 0円づつ加算される。最後に技

能手当について説明すると、この手当ほ資格手当の一種であり・,載員のばあいは勤続年数を基本と

して 1級から 15級まで細分されている。現業員のばあいほ班長以上の職制が支給対象となり、上

述のような手当が職能手当として支給されている。昭和 39年春頃の同工場従業員の基準内賃金は

約 2万 2千円であり、高校新卒者の初任給ほ 1万 6千円程度であったが、この工場では春先から秋

にかけての繁忙期には、好むと否とにかかわらず残業の機会が多いので、従業員の月収ほ残業手当

の上秋みによつて平均しても 3万円近くに達するものと思われる。前述したように、同エ揚でま20

オ代の従業員が全体の 4割を超え、このため平均年令も 30オに満たないことを考えると、上記の

貨金水準は苫小牧市内として決して低い方ではない。

3. 従業員教育と技能指郡の状況

ここでほ会社査料と従業員数人に対して行なったインクピュー調査の質料を利用して、この工場に

おける従業員教育の実態と、生産現場における技能指導の状況について検討を加えてみよう。

この工場において従業員教育がフォーマルな形で行なわれるようになつたのは、昭和 38年春の新

入社員教育からである。新入社員教育は新規学卒者と中途採用者を対象としているが、入社後 1カ月

間は理論面の学習に重点がおかれ、半日間は集合教育、あと半日間は戦場実習にあてられる。この集

合教育の際には、労働協約、就業規則、安全衛生、および、社内規則といつた工場全般についての概

要説明もなされるけれども、残りの半日間に行なわれる職場学習に対応してコンクリートについての

基礎知識の付与、社内規格の理解など、作業に必要な基礎理論の教育に主要な狙いがあるとみてよい。

工場長、製造係員および効労係員などが諧師となってこれらの教育を担当するが、技能教育関係のテ

キストには同社の社内規格が用いられている。また、入社後 1カ月の間に残りの半日間を股して実施

される職場実習ほ、新入社員を工場内の 4つの跛場に 1週間づつ仮配置して各識場をローテーシヨン

させ、その際担当班長が本人たちの側について指導することになつている。翌39年の春からほ以上

みた新入社員教育だけでなく、さらに現場監督者教育が実施されるようになつたo この教育ほ班長、

組長、および工長などの役付工を対象とし、 1 0時間の集中謂義という形で 39年 4月に行なわれた

が、教育の狙いほこれらの役付工に職場における自己の役割を認識させることにあり、このためテキ

ストとして日刊工業新開社の「職長読本」、 「職場の人間関係」などが用いられたo

この工場では、入社後 2カ月たつて新入社員の正式な職垢配既が決定されるが、正式配置後もこれ

らの従業員の技能修得に配慰が加えられている。すなわち、新入社員の仕事につく顧序ほ服場ごとに

大体定式され、戦場内の業務を無理なく覚えられる仕組ができているのである。たとえば、製管職場

では、まず、見習の形で 1週間位、助手をさせ、ついでスコップの使い方→ウインチ、ホイスト操作

→迎搬作業→製管作業→ミキサー作業といつた）詢字で仕事を党えさせる。また、型塩では、型枠の運
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表2-6 Nヒユーム管工場の従業員教育

対 象 科 目 期 間 備 考

新規学卒者 労働協約、安全
半当戦初場日理1論カ月、半間ほ日

3 8年以降
新入社員教育

中途採用者 衛生、作業内容 5、 4月に実施

工長、組長、班 職場の人間関係 集中諧接 10時 3 9年 4月
役付エ教育

長 監督者の仕事 間 テキスト使用

搬→型開き→型組といつた願序で仕事につかせるo 鉄筋職場では最初から機械につかせ、自動直線楓

鉄筋自動絹成機などの各種機械の操作に習熟させる。この工場の技能指導と関連して注目されるのほ、

以上の形で各職場の仕事を一応覚えた従業員をさらに他の職場に配転し、各職場を一廻りさせている

ことである。こうした異動ほ大体、 2年を単位として行なわれているが、これほ急を要するときは誰

れでも他の載場の仕事を応援できる態勢を作るため、とられている措置だと思われるo業務最の季節

変動の波が激しく、納期が限定されているこの工場でほ、工場内のどんな仕事も一応ほこなせるオー

Jレラウンドな我翌農員つくりが必要なのである。

ところで、この工場でほフォーマルな形でほ職場内に業務研究会が設けられていないけれども、実

際上は各職場で随時類似した会合が開かれているようである。われわれがある組長にインタビユーし

たところによると、彼の担当する職場では月 1回程度、班またはグJレープごとの会合を開き、彼から

製品の受注状況などを主とした工場の現況説明がなされているといわれる。また、他の職場の従業員

の話によると、ひと月に数回ほど一杯飲みながら、仕事を段どりについての打合わせがあり、これに

ほ職場の主だつた者が参加している。

最後に触れておきたいのは、この工場における古参工の教育要求についてであるo 高小卒で 36オ

になる某古参工は、この点についてこう訴えている。 「管理部門の人達は新しい仕事のことを説明す

碍あい、英語を使って教えることが多いが、自分にはさつばり判らない。それで、若い者に頭が上

らないので、英語の勉強をしたい」。ここで云われていることほ、英語といつても、機械設備や製品

につけられた英単語のこと 9であるが、仕事の説明の際にこれが艇々でてきて高小卒の本人にはのみ込

めないということなのである。この工場では若年従業員の間で高校卒の比重が次第に高まる傾向にあ

るが、これに反して中年属の古参工ほ殆んどが高小卒のものである。こうした学歴上のギャップが

以上のような教育要求となつて現われていると考えられる。

以上NI::.ユーム管工場における教育訓腺の状況をみてきたが、これらはいずれも同工場の教育＝一

ズに対応した内容のものであるといつてよい。たとえば、新入社員に対する技能教育に熱心なのほ、

制限された時間内に最大の能率をあげる必要性から生じたのであるし、また、役付エ教育についてい

えば、臨時工、他工場出張者を含む応急的な労働力編成の下で作業せざるを得ないという同工場の特

殊事情のため、現場監督者のリーダーシップがとくに重要視されるからである。しかし、この工場の

現行教育体系の下では古参従業員が教育が全く欠落しており、前述した訴えとなっ今て現われているこ

とを見逃すべきでほない。このような意味から、前述の要求をふまえた古参従業員の技能再教育が、

この工場における従業員教育の当面の課題となつていることを指摘しておきたい。
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皿 D化学工場の雇用構造と教育訓練

1. 工場の設立事情と業務内容

D化学工場ほ昭和 35年 12月にN化学工業KKの北海道工場として設立されたものであるが、 3 7 

年 10月にN社はD化学KKに吸収合併されたため、同社の北海道工場となり今日にいたつている。

（この吸収合併は、 D化学KKがパテントの関係で一時N社という別会社を作つていたという事情なの

で、実質的な意味はあまりない）。同工場は合成樹脂製造の専門工場であり、昭和 39年 3月現在に

おける従業員数ほ 30人である。

ここでD化学KKについて一応の説明を行なっでおくと、同社ほ資本金 40憶円、 39年の年間売上高

2 9 0億円、従業員 3,5 0 0人という現況からも明らかなように、全国的な化学製品メーカーである。

同社の組織は取扱品種によつて印刷インキ部門、化学部門、合成樹脂部門、および建材部門の 4事業

部門にわかれるが、なかでも印刷インキ部門と合成樹脂部門の比重が高くなつている。同社は全部で

全国に 10工場もつているが、このうち合成樹脂部門の工場ほ 4工場で、関束地区では川崎、関西地

区では尼崎の 2つの工場が主力工場の地位を占めている。したがつて、北海道工場の社内に占める比

重は 3％程度で、石川県工場のばあいと同じく現在までのところそれ程高いものでしまない。

同社が苫小牧市内に北海道工場をもつにいたつたのは、次のような事情によるといわれる。その第

1は、販売市場の積極的拡張ということせあるoN化学工業時代から同社の合成樹脂ほ、すでに北海

道で合板、繊維板などの木材力血：業方面の原料として一定の需要があつたが、合成樹脂ほ製品の性格

からいつて寿命が短かいという制約があり、殺極的な市場開拓のためにほ北海道内に新工場を建設す

ることが必要だつたのである。その第 2ほ、地理的、気象的にみた苫小牧市の立地条件の良さである。

第 1部で詳しく述べたように、苫小牧市は道央ベルト地帯の中心に位置した交通上の要路であるばか

りでなく、冬季間の降雪批も少ないため雷害の心配がない都市である。こうした苫小牧市の優れた立

地条件が工場設立の 1つの要因となつたのである。さらに第 3にあげなければならないのは、用地取

得をほじめとする市の援助である。同工場ほ市のあつ旋のもとに 17,326坪の土地を比較的安く取得

した上、市誘致条令の適用をうけて固定資産税の免除、上水道敷設などの援助をうけたのである。以

上、同工場の設立事情についてみてきたが、同工場の担当者の話によると、北海道に新工場を建設す

るという点では強い誘因はあったが、その対象地に苫小牧市が選ばれたのは相対的な条件の差にすぎ

ないといわれる。つまり、苫小牧市のもつ優越性は同工場の進出にとつて有利な条件にほ違いないけ

れども、決定的なものではなかつたのである。

つぎに、同工場の業務内容についてその概要を明らかにすることにしようo 同工場の主要製品とし

ては尿素系接着剤、フエノーJレ系接着剤、およびサイズ剤などが代表的なものであるが、この｝まか酢

ビエマJレジヨンも少量ながら製造している。このうち接着剤は合板、繊維板などの原料の一部となる

ため木材加工業関係が主な得意先となつており、またサイズ剤ほパルプの調成工程で補助原料として

用いられるため製紙工場が主な得意先となつている。これらの製品の他業者との競合関係をみると、

尿素系接着剤についてほ東洋高圧と、サイズ剤については同じく市内に進出した浜野繊維、白老町に

進出した幡磨化成などと競合する。同工場の生産額ほ月 2,0 0 0万円位で、年間2億 4,0 0 0万円程
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度である。

一方、同工場で使う主な原料はホJレマリン、尿素、合成石炭酸、ビニーJレモノス、メラミンなどで

あるが、このうちホJレマリンと尿素が主として道内から購入されているo とくにホルマリンは前述し

た株式会社I組の子会社であるI化学から全部仕入れているo D化学工場と I組との関係はこうした

仕入面ばかりでなく、同工場の製品たる尿素系接着剤をI繊維板工場へ入荷しているという購売面で

の結びつきもある。この点についてはこれ迄も何度か述べたのでこれにとどめる。・

2.生産工程と企業 内 雇 用 構 造

ここでほ工場の生産工程と、これに対応する企業内雇用構造の特徴を明らかにすることにしよう。

D化学工場の生産工程を図示すると、図 2~3のとおりである。すなわち、まず、ホルマリン、尿素

などの原料や触媒をフォークリフト、ホイストなどによつて所定の場所まで運搬し準備する。つぎに、

連搬してきた原料や触媒を皮応釜に入れて仕込むが、液体のばあいは仕込みの際に定盤計、其空ポン

プなどを用い、粒体、粉体のばあいは袋によるo原料仕込みが終了した後、反応釜を蒸気によつて脱

水し水冷による冷却を行なう。このばあい、必要に応じて温度の調節をし、また酸やアルカ l)を加え

て反応をコントロールする。こうして、でき上つた製品について各種の検査を行なつた上、それをポ

ンプを用いて圧力によつてストレージクンク、コンテナーなどに取り出したり、また自動損によつて

ドラム缶、石油缶などに取り出して貯蔵する。

図 2-3 D化学工 場の生産工程

以上のように、この工場の生産工程ほ他の工場に比べると比較的単純な内容のものであるが、この

ため工場労働も大した熟練を必要としない仕事が多い。この工場で最も難しいのほ反応工程に関連し

た作業で、その他ほ原料準備、原料仕込み、製品取出しなど、いずれのばあいも所要熟練度は 3、 4

カ月程度のものばかりである。これに対して反応工程の仕事をこなすようになるにほ 1~2年程度の

経験年数が必要だといわれている。しかし、この仕事にしても、時間との関係を示す温度カープや酸、

アルカリ性のカープが線グラフで図表化されており、調節作業はそれに合わせればよいので、入社後

1カ月もすると一通りのことはでさるようになるといわれている。しかし、別の側面からみると、こ

の工場は化学工場であり、主要工程ほ化学反応工程であるから、仕事の内容と意味を理解するために

ほ化学、とくに有機化学に関する一定程度の知識を有することが必要であるo したがつて、所要熟練

はあまり必要ではないといつても、作業の性格をよくのみ込んで仕事をするためには、ある程度の学

力をもつた従業員でなければならないことになる。また、反応測定のなかには 8時間では終わらない
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ばあいもあって、従業員は時々夜勤を余儀さくされる。

こうした事情のため、この工場では原則として高校卒以上を従業員として採用し、製造現場ではエ

業高校化学科の出身者が主力を占めている。たんに学力面だけならば中学卒を採用して教育する方法

もあるわけだが、中学卒のばあいは夜勤．させられないという法律上の制約もあるため採用の対象から

除外されることになったのである。

この工場の従業員構成の特徴は、高校卒のものが多数を占めるということばかりではなく、これら

の高校卒の大部分が新規学卒として入社している点にある。この工場には中途採用者も 10人ほどい

るが、これらの従業員は工場設立時に採用されたもので、いずれも 20オ未満、いわば準新卒者ばか

りである。したがつて、同エ垢の一般従業員は 18オ～ 30オ未満が殆んどである。同工場では、エ

場設立当時を除き、それ以降は新規学卒者以外の採用は全く行なっていない。つまり、同工場は前述

した0製紙のばあいと同じく、原則として中途採用者を受け入れないという大企業型雇用制度をとつ

ているのである。いうまでもなく、こうした制度が維持できるのは従業員の離職率が低く、しかも新

規学卒者の確保が可能であるという労働市揚内の優先的地位が保障されているためである。この点に

ついて同工場の人事担当者は、 「必要人員については新規学卒で 10 0％充足可能」と述べている。

つぎに工場の経営組織について一言しておこう o同工場の組織は業務、技術、製造の 3課に分かれ、

その人員はそれぞれ 11人、 6人、 1 3人となつている。このように間接部門の比重の高いことが他

の工場に比ぺて目立つている。この工場の職階は、業務課および技術課のばあいほ課長→課員（ただ

し、業務課に所属する倉庫についてほ課長→班長→班員となる）といった形をとり、また製造課のば

あいほ課長→係長→班長→班員といつた形をとつている。

この工場の従業梅成の第 2の特徴は、本州からの転勤者が各部門の管理者および、これを補佐する

監督者などの地位についていることである。これらの転勤者は全部で 6人であるが、工場長、業務課

長、技術課長、製造係長など、工場の主要ボストはこれらの人達が占めている。この事実は、工場設

立時に、本州から管理職員と熟練従業員とを配転させた上、現地でほ新規学卒者ないしこれに準ずる

若年労働者を採用して工場労働力の編成をほかるという雇用事情と関連があると考えてよい。もつと

も、工場設立以来本州との人事交流が 2度ほどあつてこの工場に配転された転勅者澁全部で 10人な

のであるが、このうち 4人はすでに本州へ戻 り、 6人が残つているわけである。この工場の従業員

規模ほ小さいけれども、以上のような扉用実態は、本州大手企業が他地城へ進出したばあいにみられ

る労働力編成の 1つのクイプを示すものとして、その内容が注目される。

ところで、以上の事情によつて同工場でほ管理監督者層は本州出身者、若年令の一般従業員層の殆

んどほ苫小牧市を中心とした北海道出出身者という形で、工場従業員が出身地によつて 2つの階に分

化する傾向をかなりはつきりと示している。こうした従業員構成の特殊性は、管理監督者と若年従業

員との間の精神的交流を困難にし、結果的には会社の労務政策に対する不備を起させる条件ともな

つている。われわれの行なったインクビユー調査の結果用いてこの点に関する若年従業員の意見を掲

げると、 「上役との交流をもつと親密にしてほしい。もう少し親しみある上役を望みたい」、「気持の

かよいが悪い」、 「会社のことしか考えず部下の扱いが粗末である」などの意見が述ぺられている。

最後に、同工場の資格制鹿と給与制度についてその概要をみてみようo D化学巡でほ、従業員ほ 5

級社員→4級社員→ 3級社員→2級社員→ 1級社員→主事補・技師補→主事・技師→副参事→参事と
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いった）詢字で昇進することになつている。蹴制との対応関係を示すと、主事、技師は課長と、主事補、

技師補ほ課長心得と対応し、係長、班長はそれぞれ 1級社員、 2級社員と対応する。また、大学卒新

入社員は 2級社員として格付され、また短大卒のばあいは 5級社員、高校卒のばあいは 4級社員とし

て格付される。そうして、 5級社員以上ほ月給制であるが、 4級および 5級社員ほ日給月給制となっ

ている。しかし、同工場では中学卒を採用していないし、高校卒の従業員ほ入社後 2~3年で 5級社

員となつているので、日給月給制の従業員はそう多くない。同工場の給与体系は、本給のほか、勤続

手当、役付手当、資格手当、出勤手当などからなっているo 勤続手当ほ 1年に付50円で 1.0 0 0円

どまり、役付手当ほ課長以上3,0 0 0円～ 12, 0 0 0円、班長、係長 70 0円～ 1,5 0 0円となつて

おり、また資格手当は役職にない主事補（技術補）に対して 3,0 0 0円～ 6.0 0 0円の範囲内で支給

されている。しかし、この工場で注目されるのほ出勤手当である。この手当ほ所定就業日皆勤のばあ

い3,0 0 0円支給されるが、欠勤すると 1日につき 10 0円控除される仕組となっている。また会社

資料によると、 38年 1カ年間の給与総額に占める残業手当の比率が 11％に達しており、前述した

残業の多いという指摘はこの点からも確認される。同社の給与7虹胆ほ資料不足のため判明しないが、

高校卒初任給などによってみる限りでは紙パ大手工場と地場工場の中間に位する。したがつて、市内

の企業としてほむしろ高い部類に属すると考えられる。

3. 企業内教育の現状と従業員の教育要求

同工場でほ、フォーマルな教育制度としては新入社員に対する等入教育しか行なわれていない。こ

の教育ほ昭和 38年の春以降、約 1週間の日程で実施されるようになつている。その教育内容をみる

と、就業規則、安全衛生規則、および会社概要などといつた一般的な導入教育のほか、有機イ閏とについ

ての説明がこれに加つている。 37年以前にほ、新入社員教育ほ工場レペルでt£・く、戦場レペルで開

催されていたのであり、たとえば、 36年春に入社したある製造課従業員ほ入社後すぐ職場研究会と

いう形で合成樹脂についての基礎教育をうけた、と述べている。

しかし、この工場の従業員は、こうした新入社員教育をうけた後では組織的な教育をうけておらず、

工場内における技能習得方法としてほ上役、先荒による現場指導にかぎられている。現在までのとこ

ろ工場側としては「ある程度の基本線さえあれば、 1カ月もすれば最低のことは出来る」（工場長の

話）という工場労働についての‘現状認識から技能教育の実施には消極的である。そうして、工場が

積極的な姿勢を示しているのほ、むしろ精神教育、社会教育といつた側面での従業員教育である。同

工場の幹部ほこの点について次のように述べている。

「こちらで生れて、こちらで教育され、こちらの学校を出てこの工場に勤めている従業員のば

あい、いわば世間が狭いというか、とくにうちの社員としての世間は狭いわけです。良いにつけ

悪いにつけよく判らない。そういう違いのために他工場の人より遅れているとか、色々とまどう

ことがあるa.l

こうした意味から、この工場では昭和 37年から従業員数人を約 1週間の予定で本州へ出張さ生、

社内の他工場見学に行かせている。工場側としてほ現在、これをもう一歩進めて、 1年位の予定で他

工場へ派遣することも考慮されている。その主な狙いが従業員の思想教育にあることは、同工場幹部
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の次の言葉によつて明らかである。

「これは、教育というような改まった形のものではなく、他の工場そのものを勉強させてくる

というやり方で行ないたい。たんに技術的なことばかりでなく、たとえば組合の問題にしても、

国が違うためにやはり考え方が違う。同じ社員でありながらこれでは困るので、出来るだけ地

城差をなくそうと考えています。今そういう問題が非常に大きな問題なのです。」

さきに指摘した同工場における労資関係の問題点を、工場側ではこうした形で解決しようとしてい

るのである。

以上述べたように、工場側の今後の方向ほ技能教育よりも人間関係および労資関係の改善を意函し

た精神教育の方に重点がおかれているが、これに対して若年従業員の教育要求は化学、高分子学を

をはじめとして、数学、電気などについての、理論的学習に集中しているoわれわれの行なったアン

ケート調査の結果によつて、これらの要求を整理したものを表 2-7として掲げたが、このアンケー

トの対象となつた管理臓を除く 25人の従業員のうち、 20人までが表に示した内容の教育要求をも

っ、加窃る。そのなかには、入社後間もないため「反応の仕方などがよく判らない」ので化学を勉

強しだいという初歩的要求も含まれているが、 「専門的にみると少し未熟なこと」、 「文献等を訳す

ることなどができず不便なため」、「中央より離れ、工場規模も小さいため技術に遅れをとる」などの

悩みから雑誌、通信教育、諮習会などによつて勉強したいという殺極的な教育要求も含まれている。

つまり、これらq要求しまたんに現在の低いレベルの工場業務に限定された内容のものだけではなく、

そこにほもつと本格的な理論学習によって自己の学力と技能を発展させたいという若年層の願いがこ

められているのである。こうした願いと関連させてみるかぎり、同工場の前述した精神教育重視の

行き方は、従業員の教育要求と矛盾するがゆえに、問題を含むものだと考えられる。
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表 2-7 D
 

化学工場従業 員の教育 要求

111 9ー

瓜 性 年令 所 属 今後の学習の場 学習希望の科目 技術上の悩み

1 男 2 6 製造、 班長 工業高校の機械科を出て化学の知識に乏しい

2 II 2 3 製 造 課 響、講習会 化学関係 専門的にみると少し未熟なこと

3 II 2 5 II 会社の技能養成施設 化学分野 単純作業のため精神的に苦痛

4 ” 2 3 II 会社において

5 II 2 3 ” 自分で独学 職場で必要な知識 具体的な技術指等の場がない

6 II 2 1 II (ボイラ-) 会社の養成施設 ボイラー技術

7 II 2 0 ” 会社および市主催の講習会 化 子} 高校化学を出た妬学校での教育ほ殆んど役にたたない

8 II 2 2 ‘’ 通信教育並びに独学 基礎科目、電気関係 電気関係の仕事がしたい

， 
”’ 2 0 ” 会 社 合成樹脂

1 0 ／／ 1 9 ” 会 社 専門的な化学 反応の仕方など、まだよく判らない・

1 1 ‘’ 22 技 術 課 通信教育 英 語 文献等を訳すことができず、不便を感ずる

1 2 ” 2 3 ” 雑誌、文献 高分子一般 中央より離れ、工場規模も小さい治ら技術に遅れをとる

1 5 女 2 1 II 化学、数学

1 4 男 2 0 II 図書館、自宅で独学 石油化学 未知の点が多いo勉強する暇がない

1 5 ” 1 8 ” 数学、英語 合成反応の調節がうまくできない

1 6 II 1 9 業 務 課 （ 倉 庫 ） 工業化学、会社組織

1 7 II 2 6 ” 特別な成人学校 会社に必要な専門科目 時間的に問題ある＾

1 8 ／／ 2 5 II 通信教育 経済学、高業理論 現在の賊務に対する基礎がないため

1 9 女 2 3 ’’ 職 場 経理関係

2 0 II 2 4 ‘’ 免許をとるまで時間のゆとりが欲しい



第3章 中小零細業種の労働力不足と共同職業訓練

地城開発の進展による各種需要の増大にともなって、苫小牧市では中小零細企業の活動も次第に活澄

となつているが、こうした活動の活澄化につれてこれらの業種の間で粒技能労働力の姜成確保が深亥IJt..s;: 

問題となつてきている。このような技能労働力不足の深亥IJという情勢に対応して、中小零細業種では地

方自治体などの援助もあつて昭和 39年頃から共同職業訓練実施R気運が盛りあがりを示してきたoそ

うして、苫小牧市では現在までに板金、塗装、左官、電気工事（鼈路工）、および家具建具（木工）な

どの 5業種が共同職業訓瞭の実施に踏みきつている。この章でほ、上記の訓棘実施 5業種を調査対象と

して、これらの業種における作業内容の変化と、ユ北結びついた技能労働力の存在形態が共同戦業訓眺

の実施に対していかなる形で影裡を及ぽしているか、さらに共同臓業訓練はいかなる意図のもとに行な

ゎねその実施過程にはいかなる問題が発生しているかへなどの諸点に・ついて検討を加えることにしよ

う。

1. 板金業の事例

I 訓練実施業種の業務内容と
事業内共同職訓の設立事情

(1) 癖砂概要とその変化

まず苫小牧市の板金業者の業務内容をみてみると、建築工事に附帯した建築板金作業が大部分を

占ゃ、市内の業者の殆んどは商売にならない家庭金物から建築板金に業務の重点を移しているo し

たがつて、仕事の具体的内容としてほ屋根仕事が圧倒的に多く、これに台所のステンレス家具、雨

樋、換気装置tょどが加わる。このような事情のため、同業組合に加盟している 21軒の業者のなか

にけ、建設業者の専属下請として業務を請負つているものもみられる。北海道でほ住宅建築様式の

変化にともなつて屋根に柾を使わなくなったため、．柾工事業者が板金作業へ転向するケースが増え

てきているが、苫小牧市でもこうしたケースが若干生じている。同業組合に加盟している 2 1軒の

板金業者の規模別内訳をみると、従業員 10人以上の業者は従業員 11人を雇用している業者が 1

軒あるだけで、 5~9人規模が 12軒、 4人以下が 8軒で、殆んどが従業員数人程度の零細業者で

ある。

ところで、苫小牧市では公共投資や民間設備投査の増大にともなう各種建築工事の活澄化と、他

方における流入人口の増大にとも tょう民間住宅建築工事の伸びにつれて、空前の建築プームが生じ

このため板金仕事の業務盤もいちじるしく増大している。こうした事情から地元業者のみでほ業務

蓋の消化ができず、和屍、小橡などからの業者の流入が目立つている。
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以上述べたように苫小牧市の板金業氏建築板金が大きた比重を占め全体として建築工事との結

びつきが強いため、その作業内容は基本的にほ建築工事の動きによつて・左右されるようになって

いるo板金作業は作業坦での加工作業と現場での取付作業の 2つに大別されるが、従来までは両者

の割合ほ 7分 3分といわれ手作業による加工業務が全体の 3割程度の比率を維持していたo とこ

ろが、昭和 33、 4年頃から長沢鉄板が屋根工事に用いられるようにたつて以来、加工業務の比率

は急速に低下し板金業の作業内容は取付作業が殆んど大半を占めるにいたったのである。このよ

うた両者の比率のドラスチックな変化をもたらした主な要因ほ、長尺成型機の導入による加工作業

の機械化である。ある業者のところでの聴きとり調査の結果によると、取付作業に 20 0 t.ょいし

2 5 0人工を要した長尺鉄板を加工するのに、わずか 1.5人工程度の仕事盤しか要したかったとい

われる。

長尺鉄板が用いられはじめたのは 10年以上も前の昭和 28年頃からであるが、その頃ほだサプ

ロク鉄板 (3尺 6尺もの）の使用される割合が高く、長尺式が屋根工事の主流を占めるようになつ

たのほ、それから数年たつた昭和 35年頃以降のことである。こうした長尺鉄板を用いて板金作業

に従事するためには、一部長尺加工した鉄板をメークーいくらで買い求め、さらにそれを長尺成型

機にかけて加工する必要がある。このため板金業者として機械を導入することが仕事の前提となる。

現在用いられている長尺成型機ほ、八幡系の三晃金属のものをはじめとして 5種類の機械があるが、

これらほいずれもバテントを払つた会員に対してだけ貸与される形がとられ、その入会金は5,000

~15,000円程度となつているo 苫小牧市内の板金業者ほこれらの 5種類の会のうち、自分の判

断によつて 2、 3種類の会に入り、数種類の機械を備えているのが普通である。これらの機械の種

類によつて工法も違い、施行単価も異なるわけだから、建築設計の内容いかんによつてほ機械を備

えてたいため仕事の請負えたい業者が出る仕組みとt.cつている。このように成型機の普及にとも tょ

つて、機械の種類による一種の系列化が進んでいるのが最近の特徴である。

2) 労働内容の特質と共同訓練の実施事情

これまで述べたことからも明らかなように、建築板金の比重の増大と長尺成型機の普及によつて、

苫小牧市における板金作業の大部分は実質的にほ建築工事の一環として組み入れられるにいたつて

いるo換言すれば、建設業者がひき受けたエ期内にその設計図に基づいて工事の一部を担当し、長

尺鉄板の取付けをはじめとする板金工作作業に従事するのが、板金業者の主t.c労働内容となったの

である。こうした事情のため、板金作業は「昔より忙しくなつたo昔ほ時間があったが、今ほのん

ぴり出来る現場がt.cい」（ある板金業者の話）といわれるようた多忙な業務実態に変つている。っ

まり、そもそもエ期が限定されている上、建築工事の日程遅れのしわ寄せのため中間で工事日程表

を書き直すことも多く、短期間で仕事を仕上げる必要に迫まられるからである。

こうした業務の多忙性競反金作業の特質の 1つをなしているが、このばあいたんに作業員の人数

を増やすだけでほ問題は解決しないのである。もちろん、どうしてもエ期内に仕事が間に合わない

ときには他の同業者に頼んで人を廻して貰らうことになるが、より基本的tょ問題ほ作業現場にお

ける棒心格指導員の腕である。前述したとおり、板金作業ほ加工作業についてほ機械化が進んでい

るけれども、取付作業の面でiままだ大半を人力に依存している現状である。したがつて、現場で作

業の段どりと指揮をする棒心の能力いかんによつて、作業能率ほ大きく違ってくることになる、段
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どりが悪ければ、遊ぶ人間が出てくるため、 「同じ人数でも 1日でいいところ、 2日かかるという

ことになる」（ある業者の話）。だから、 「結局、仕事の段どりです」（同上）ということになら

ざるを得たい。このように、板金作業においては熟練技能者の指揮能力が大きな役割を果すのであ

る。

もつとも、たとえ仕事の段どりをいくら良くしたとしても、苫小牧市の板金業労働が多忙である

という基本的性格を変えることほ難しいoだから、板金業では建設業のばあいと同じく、仕事の消

化のため日曜日にも休みがとれたい状況におかれている。この点に関してある板金業の若い学校出

の後継ぎほ次のように訴えている。

「•…・・・・・休めないのが困る。 いつそ法律ででも 1割は休めというふうに決めて貫いたい。

建設業者には日曜は休みだと云えない。心に思っていても長い物にほ巻かれる式で云えない。

総評でもこんな問題をとり上げて欲しい位だ。われわれは勤労感謝の日にも働いているのだ。」

とこるで、苫小牧市における板金業労働の特質として多忙性をあげたけれども、ここでつけ加え

ておかなければならないのほ多忙たのほせいぜい 11月一杯までで、あと冬の間は業務が著しく暇

になるということである。したがつて、このことを加味すれば板金業労働R特質ほ建談業と同じく、

業務の季節変動筑放しく、就業の季節性がみられるということである。この閑散期にほ職人層の大

部分に失業保険をとらせて休ませるところが多い。ナとから、失業保険R切れた春先にほ、渡り賊人

の事業所間異動が行tょわれることになる。このことに関連して一人前の載人のばあいには、日給月

麟誌るいは諮負制のとこるが多く、夏場にほ 5~6万円の収入をとる職人も少たくないo しかし、

技能労働力の定着化をはかる意味から、月 4日の休日、実働 8時間を前提とした月給制を職人にも

適用し、年 2回のボーナスを支給している業者も出て来ているo 月給制を採用しているある業者の

実例を示すと、ここでは定期昇給制を実施し中学卒業後 3、 4年で2□, 0 0 0 ~2  4, 0 0 0、26、

7オの職人で 4□, 0 0 0円程度の給与が支給されているが、さらにポーナスとして夏ほ 10割、冬

は 15~2 0割の割合で手当が出されている。だから、夏場では請負制の蹴人より賃金ぽ下回るが、

年間を通算すると多くなる仕組になつている。

つぎに、新規学卒者の入戦状況をみると、苫小牧市の板金業界ではここ数年来、新規学卒者不足

が慢性化している。たとえば昭和 41年春の事情をみても、 2 1業者が最近 1人平均でもと望んだ

新規中学卒が実際にほ辛うじて 5人採用できたにすぎない。戦安には書類を一応だすカヽ頼んでも

埓があかたいので、緑故をつうじて人集めをしているが実態といわれる。中学卒の初任給は12,000

~13,000円で市内の他業種に比べてとくに低いわけでほないけれども、前述した業務の多忙性と

就業の季節性と相侯つて、新規中卒者に敬遠される結果となつているのである。学卒者の調達が困

難た理由としてはこのほか、規模が零細なため業者の家で住込を余儀tよくされるといった生活条件

もあげられよう。また、苦労して採用した新規入戦者についても、途中で転職するものが少た<tょ
いといわれる状況である。このことは、北大教育学部産業教育研究室が昭和 41年秋に行tょつた調

査の際、共同職訓Iに入つている 12人の訓練のうち、 8人までが「転職したい」「どちらともいえ

ない」と答え、 「続けたい」と答えたものほ 4人にすぎたかったことからも推察できる。さらに

同調査によると、現在の仕事に対して「満足している」と答えたものほ 1人だけで、残りはいずれ

も「どちらともいえない」と答えているのである。
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共同職業訓練が昭和 40年春から実施されるようにたつたのは、このような労働事情と結びつい

ていると考えてよい。同訓練所の所長を兼ねたある業者の話によると、共同載業訓練所を設立した

動機ほ技能養成と人集めで、とくに後者が主だといわれている。もつとも、この両者は互いに関連

をもったものである。この業界では従来まで徒弟制による職人姜成が行なわれており、労働甚準法

によつて制限をうけるまでほ殆んど住込徒弟制に依存していたo この徒弟制においては所謂、見よ

う見其似式の技能修得が行tょわれ、見習中の徒弟に対して仕事を組織的に教えることほたかつたの

である。戦後になって、このような技能養成の仕組は、掃除や子守りまでさせるといつた側面では

かなり改善されることになったが、組織的訓練を指向しないという点では戦前の伝統が色擬く残つ

ていたとみられるo ところが、最近の若年労働力不足を契機としてゞ新規入転者に対する早期の訓

練の必要性が痛感されるようにt.f:"..次のである。この点に関して上記の業者は次のように指摘している。

「昔は早く仕事を党えたら逃げてゆくということがあつて、兵隊検査まで年季奉公をさせた

が、人が足りなくなつて 1日も早く教えた方がよいと最近変つてきた。」

そうして、ひと頃ほ仕事に対する意欲のない入職者が多かつたが、最近では「何かと仕事を覚え

ようという人もいます」といわれる状態になつている。つまり、若年労働力不足という局面が変ら

t.cいとしても、混乱期は去つて落着きをとり戻してきたとみられる。

苫小牧市においで阪金業共同職業訓腺所が設立された背景にほ、以上指摘したように、建築板金

の比重の増大と最尺成型機の普及による作業内容の変化と、これに規定された若年労働力不足とい

う要因が在すると考えられる。こ五らの事情を図示すると、図 3~1のとおりである。

2. 塗装業の事例

(1) 業務の概要

図 3-1 板金業共同戦業訓練所の設立要因

作業内容の変化

若年労働力不足

新しい教育

ニーズの発生

共 同職 訓

の設立

塗装作業ほ一般に、金属塗装、木工塗装、および建築塗装の3種類認分れるが、このうちここで対象となるの

ほ建築塗装である o苫小牧市においてほ自動車整備業に含まれる建築塗装を除き、塗装業者の殆ん

・どは塗装のなかで一番簡単だといわれる、建築塗装に携わっているのである。同業組合に加盟して

いる業者数は全部で 15軒であるが、その大部分は零紐業者によつて占められているo従業員規模

によつて業者の内訳をみると、比較的大きな業者としてほ従業員 53人を雁用しているとこるが 1

軒あるだけで、他ほ 11人のとこるが 1軒、 5~  9人規模のところが 7軒、 4人以下のとこるが 6

軒となつている。
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これらの 15軒のなかには、建築塗装に携わつているといつても、実際にほ看板業を主とした業

者が 5軒ほど含まれているから、建築塗装専門業者ほ 10肝程度ということになる。もつとも、同

業組合自体が苫小牧看板塗装業共同組合という名称の示すとおり、看板業者を含めた運営を意図し

ているのであるo建築塗装染ほよく濱iとハケさえあればできる商売だ」といわれ開業するのに

特別の事業資金を必要としない業種とされている。こうした事情もあって苫小牧市の塗装業者の実

態をみても、父の代からの業者は 2~3人lCすぎず、大半は賊人あがりの開業して 1O~  1 5年の

業者である。この点は、父子代々の業者の多い和滉、函館、および旭川といつた伝統ある地域の業

界の状況とは異なつている。・

苫小牧市の塗装業者の業務内容をみると、木造建物の塗装が主力を占めており、高層建築につい

てほ技能面から全部やれる段階ではないといわれる。したがつて仕事の注文は建築業者からうけるの

が普通であるが、大きな仕事のばあいには再下諮ということも生じている。従業員 3~4人程度

を雇つている業者を例にとつてこれらの業者の実態をみると、 1カ月の作業金額は 30~4 0万円

といわれ、諸経費を差引き 1年間で 1s~ 1 6万の純益が残れば良い方だといわれる。もつとも、

苫小牧市の塗装業者も「最近やつとデラックスなものができるようになった」（同組合長の話）

といわれており、業務内容ほ質掘ともに改善される方向にある。

苫小牧市では最近における建築プームの影響をうけて、塗装業の業務最は全体として伸びを示し

ているが、これにともなって作業内容にも一定の変化がみられるにいたつている。こうした作業内

容の変化は、第 1l'C塗装用機械の導入による作業の機械化にみられ、第 2に新塗料の開発による塗

装効果の向上にみられる。まず塗装機械について述べると、戦後わが国でほ各種の塗料メーカーに

よつて噴霧塗装機、エアレススプレー装置などをはじめとした各種の機械が生産されているが、苫

小牧市でも人手不足が深刻化するにつれてこれらの塗装機械を購入して作業を能率化するケースが

増えてきている。また、塗料についても、アクリル樹脂塗料、水溶性樹脂塗料などの新塗料を用い

て塗装効果をあげるよう努力がほらわれている。このような塗装機械の等入と、新塗料の使用とい

う2つの要因によつて、塗装作業内容もかなり変つてきているのである。

(2) 労働事情と訓練所設立の動機

建築塗装業の労働事情ほ、建築関連業務という点では前述した板金業と共通する面をもつている。

つまり業務が 4月から 11月までの 一定期間に集中する上、制限されたエ期内に仕事を仕上げる

ことが至上命令とされるのである。そうして、雪が降つてくると業務最が激減し、冬の 4カ月間は

実質的には休業状態に入るo板金業のばあいは、冬場の業務盤が激減するといつても、仕事場で加

工作業をすることが可能であるが、塗装業のばあいほ塗装作業一本のため、こうした作業転換が不

可能なのである。このため、塗装業は板金業のばあいより業務の季節変動がいつそう激しく、 1人

親方の一部を含め冬季間は失業保険を貰つて生活するものが多い。

ところで、建築塗装は木工塗装などに比べると、その技能修得は比較的容易であるといわれてい

るが、ある業者の話では簡単な作業なら 1年奮技術的に突込んでも 5~6年すれば 1人前になる、

とされている。しかし、前述した各種塗装機械や塗料の新開発にともなって、この面に関する新し

い技術的知識の修得が必要となつていることも見逃すべきでないo一般に仕事の質が低いといわれ

てきた建築塗装も、こういった面からレベJレアップを強制されてきているのである。
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苫小牧市内でほ、塗装工の賃金形態として日給制、月給制、および歩合制の 3つがみられ、前の

2つについてほ業者の考えによつてそのいずれかが採用されているが、最後の歩合制ほ特に急ぐと

きに大部分の業者によつて用いられている。前述したように建築塗装業務は多忙なことが特徴とな

つているわけだから、塗装工の賃金のなかで占める歩合制の比重もかなり高いものであると思われる。

また、建築工事の活澄化による業務撒の増大l,cともなつて塗装業界では、労働力の確保が深亥Ut.ょ

問題となつている。このため業界では「作業着を何着やらなければ駄目だとかェ労務者を自動車で

送り迎えしなければ駄目だとかいう話が盛んにとり交されている」（ある業者の話）状況である。

これに関連しt 賃金の上昇率も顕著な伸びを示している。こうした労働力不足ほ既存の熟練工に

ついてだけではなく、新規学卒者の調達に関してもいい得る。中学新卒者の採用についてt迂戦安紹

介の形でほ殆んど期待できないため、個々の業者が伝てを求人活動を行なつているが、この 2、 3 

年間は毎年、業界全体で 5人前後の新規採用が成功しているのにすぎない。これらの新規採用者の

多くは日高支庁管内の農漁村の出身者である。塗装業でほ0板金業のばあいと同じく、独立した従

業員宿舎をもつている業者は 2~3人にすぎず、あとは 2階の片隅に部屋をおいているのが大半で

あり、これが新卒者に敬遠される理由の 1つとなつている。このように中学新卒者の入職が徴々た

る状況のため、賃金アップを条件として新卒者をびき抜くケースが増えており、同業組合ではひき

抜き禁止の申し合せを行なうにいたつている。

前述した板金業界の事例と同じく、塗装業界のばあいも、共同職業訓練所設立の主要な動機ほ労

働力不足にある。この間の事情について訓練所長を兼なる同業組合長ほ次のように語っている。

「職安の話を聞いたり、将来の労働力が不足するということを新聞で見たりして、これでは

安閑としていられないということから始めました。市から呼びかけがあり、戟訓法というもの

があって国や市からの補助があるからといわれ始めた。」

このように、設立の主な動機ほ労働力不足l,cあり、市の呼びかけを契機として設立の意志が固ま

ったのである。もつとも、この組合長とのインクービユ調査の結果を検討してみると、もうひとつ

動機があると思われる。それは、大きな仕事をとるためには技能士の存在が指名条件の 1つに加え

られるといつた新しい情勢の展開である。この点について同組合長は次のように述べているのであ

る。

「官庁関係の仕事をするとき、 1級技能士はいるか。 2級のものはいるかといわれたり、訓

練生はいるか、といわれる。大きな仕事は優秀な技術者がいないと仕事ができない。最近では

技餌士が何人いるかといわれるようになり、だんだん変つてきた。」

このような技能士の役割の増大という事情も、事業内共同職訓の設立に踏み切らせた有力な要因

となっていることほ疑いないと思われる。・

3. 左官業の事例

(1) 業務の概要と最近の変化

ここでは左官業の実態についてみてみよう。いうまでもなく左官業は建築工事の中で最も重要な

部分といわれる、壁塗り作業を担当する業種であるo 苫小牧市の左官業は各種建築工事の活澄化に
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ともなってその業務量も大きな伸ぴを示し、従来までの個人住宅専門からアバートや事業所などの

高層建築工事が新に加わつている。このため、同じ坪数であっても建物の大きいため、左官工事批

ほ全体として増加するといつた実態も生じている。

このように苫小牧市の左官業ほ最近とくにめざましい伸びを示しているが、こうした事情のため

左官業界の加盟組合員には若い業者が多いという特徴がみられるo 日高管内の町村の業者を含めた

苫小牧地区の左官業者2 1軒の実態を、従業員規模によつてみると、前述した板金業や塗装業より

も全体として規模が上廻つており、その内訳は従業員30人台の業者が 4軒、 2 0人台のものが 2軒、

1 0 ~ 1 4人規模のものが 11軒、 5~9人規模のものが 4軒となつている。つまり、左官業のば

あいは従業員 10人以上を抱える業者が全体の 8割以上を占めているのである。

ところで、機械器具の導入や新材料の利用な．と．といつた情勢変化によって、苫小牧市の左官工事

のやり方も昔とは変つてきている。すなわち、まず機械器具についてみると、モJレク）レミキサー、

手押噴霧機、グラインダーおよびベビーウインチなどの機械器具が導入され、また左官機の面でも

石背プラスク一、石灰性プラスクー、軽最骨材などの新材料が従来の土砂や砂に変つて登場してい

る。たとえば、モJレクJレミキサーについていうと、この機械の溝入によつて材料の萌質混合をほか

ることが容易となったし、また石宵プラスクーについてい？と、これを用いることによつて適蓋の

水を加えただけでよく溶けるためすぐ塗りに入ることが可能となつたのである。このように機械器

具の導入と新材料の使用を中心として、左官業界でほ工事の能率化がほがられて＼＇，る。

前述したとおり、苫小牧市の左官業界ほ業者の年令構成が若いため、全体として新型の機械器具

や材料の等入には極めて積極的であるといわれる。したがつて、新たに用いた材料の 1つ 1つにつ

いても色々と研究して使い分けるという秩極的やり方がかなり一般化している。このような積極方

策の背景には、工事期間の短縮化という建設関連業務特独の要請が横わつていることに留意しなけ

ればならない。しかしながら、この点についてはすでに板金業および塗装業の分析にあたつて指摘

しておいたので、ここでは省略したい。

(2) 作業形態の特色と共同職訓の実施理由

左官業では工事現場が何力所かに分れるばあいが多いので、各戦場に野帳場という名称で呼ばれ

る世話役をおき、この世話役が業者にかわって仕事の段どりや、仕事の監督などを行なう仕組にな

つている。こうした事情のため世話役になつた職人は作業に携わる機会が少なくなるので、これら

のものに対して 1カ月弓 00 0円の世話役料が支払われている。左官業の作業形態ほ一舷に団体請

負の形をとることが多いが、苫小牧市の左官業についてもこの点にほ変りがない。このような形で

仕事が出されたばあい、何人かが共同で 1つの仕事るひき受けることになるが、ごの際各人の手取

り高ほ技能の個人差を加味した人工計算によつて分配されることになつている。だから 3人で仕事

をするときには、 3人の間でよく話し合つてたとえば、あるものは技能が優れているので 1.2人工、

あるものほ 1人工、あるものほ手許なので 0.8人工という具合に、話し合いによつて各人の取り分

が決定される。もつとも、このばあい、各人の技能評価の基準となるのほ業者と本人とが春先に仕

事に入る前にとり決める賃金単価であるが、話し合いの結果この基準が変更されて業者がこれを承

認することもある。

ところで、‘左官工事のすべてが請負の形をとるわけではない。アパート工事を例にとると、外部
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の壁塗りは皆んなで行ない、内部は部屋ごとに 2~3人単位の請負仕事とすることが多い。このよ

うに請負するか否かは、現場の具体的作業条件によつて規制される。こうした直轄仕事のばあいに

ほ仕事の難易にかかわらず、賃金単価ほ固定している。北海道内では左官職人の賃金は左官連合会

の協定が守られているため、大きな地域差ほみられない。このように賃金協定が割合によく遵守さ

れている理由として、識人の地域間移動が激しいという特殊事情をあげる必要があろう。ある業者

の話によると、 「あらゆる地域の仕事を経験した職人が集つているから、賃金云々、待遇云々、帰

りの汽車賃がどうだとか、各地の業界の労働条件について色々のことが手にとるように判る」とい

われている。だから、特定地城の業界が労働条件を下げたばあいには、職人のその地域への移動ほ

大巾に減少する危険性があるのであるn左官職人の賃金協定が守られている背景には、このような

事情が介在していることを忘れるべきでほない。

上述したように、左官業では出稼服人に対する依存度がかなり高いことが他業種と違った特徴と

なっている。同じ建築関連業種である板金業や建築塗装業においては出稼者の流入ケースはまれで

あり、市内に定着している労働力が主力をなしている。ある業者の実態をみると、地元に定着して

いる戦人が 11人、宿舎にいる出稼職人が 20人で、出稼職人が過半数を占める楷成となっている。

苫小牧市へ流入する出稼職人は東北地方からの出稼者が多く、 4月に来て 12月に帰り、 3月まで

ほ郷里で失業保険で生活する恨例ができている。また、道内出身の職人でも 3、 4年経つと本州か

ら来た職人に誘われて、他地城へ移動する例が多い。

つぎに、左官業における技能者養成の状況について検討を加えようo 左官業のばあいも板金業な

どと同じく、昔ほ住込徒弟制によつて職人羨成がなされ見習期間中には小追い銭程度しか支給され

なかつたが、現在でほ給料制がとられ入職したらすぐ仕事を教え込むように変つてきた。ある業者

のところでの聴きとり調査の結果によつてその状況をみると、次のとおりである。

「朝 7時に見習を現場に連れてゆき、職人と一緒にする。そうして、職訓指違員の載人から

材料の仕分けとか、その日に使う下塗りのための七メント使用最などを教わる。つぎに材料の

練り方などを教えるが、砂3、セメント 1の割合だといつても判らないので、さわらせたりし

て加減を党えらせる。午後から上塗りするばあいも同じ形で指導する。われわれとしては仕事

を遂次教えると同時に、真似をしていつて貰わねばならない。とに角、昔と違つてその日から

でもコテをもつて味を覚えて買うために見習を職人の間に入れているJ

以上の言葉からも明らかなように、技能者養成の仕組みは昔とほ質的に変つてきているのである。

こうした事情から現在まで見習のものでも比較的目の届かない押入れなどの壁塗りといつた作業を

うけ持つわけである。左官業界が共同職業訓練を実施するにいたつた理由の背景には、こうした技

能者養成方法の変化という情勢の新しい展開があるのである。共同瞼業訓練実施の具体的直接的要

因としては次の 3つがあげられる。その第 1ほ、機械の等入、新材料の使用、高層建築の比重増大

といった業務内容の変化にともなつな専門家による指海が必要になつたことである。つまり、左

官工事の進展によつて専門家による集合教育という形で技能者蓑成を行なう必要性が生じたのであ

る。その第2は、技能士を抱えていること茄仕事をとる条件の 1つとなってきたことである。こう

した事情ほ塗装業のばあいにも認められた。その第 3は、新規学卒者を採用するためであるo苫小

牧市の左官業界では昭和 35、 6年頃から労働力不足が深裁となり、とくに新規中学卒の採用ほき
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わめて難しくなつたといわれる。このため、左官業界でほ共同戦業訓練を実施して新規学卒者の教

育要求を充足させるという形で彼らを吸引し、あわせて作業内容の質的強化をはかろうと考えたわ

けである。以上述べた共同峨業訓練の実施要因を図示すると図 3~2のとおりである。

図3~2 左官業共同戦業訓練所の設立要因

機械化、新材料の使用、

高層高築の増加などに

よる作業の変化

受注のための技能士確

保の必要性

新規学卒者不足

4. 電気工事業の事例

(1) 業界の概要

業界からみた新しい

教育ニーズの発生

新卒者吸引のための

教育機会の充実

共同峨訓の設立

電気工事業ほ工場、住宅などの配線工事や機械設備の動力関係工事などを主な仕事としており、

広い意味で建設関連業種に属する。電気工事業者は内線工事専門の業者と、内外線ともに引きうけ

る業者との 2つに区分することができるが、苫小牧市の業者のなかで北海道電力KKの外線指定業者

となっているのほ 7軒だけで、その他ほいずれも内線専門の零細業者である。

ここで苫小牧地区の電気工事業界の状況をみてみると、これまで苫小牧地区の 3 6業者は北海道

電力KK室蘭支店傘下の業者を網羅した南北海道電気工業協同組合に加盟し、その苫小牧支部という

形で活動していたが、同組合をカバーする地理的範囲が広いうえ、室蘭だけと他から誤解されると

いう理由から~昭和 4 1年 10月に新たに苫小牧地区電気施設工業協同組合を設立するにいたつて

いる。これらの 36の加盟業者のうち苫小牧市内は 21業者で、他の 15業者は早来、厚其、鵡川

などの胆振東部地域と、日高、平取、門別などの日高地域の業者である。苫小牧市内における電気

工事業の実態をみると、比較的規模の大きな業者の行なう内外線工事のばあいは官公庁関係の公共

事業、王子製紙岩倉組などの設備工事が全体の 80％を占めるといわれるが、零細業者の行なう

内線専門工事のばあいは個人住宅を請負つた建設大工の下請という形態をとることが多い。苫小牧

市内の工事最は地区全体の工事盤の 70％に達すると推定されるが、そのうち 65％以上は 4軒位

の業者の手で行なわれているといわれる。市内の 21業者の従業員規祝をみると、 1 0人以上のも

のが 2業者、 5~9人規模のものが 11業者、 5人未満が 8業者となっている，最後にあげた 8業

者のなかには、 3人の所謂、一人親方が含まれている。
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苫小牧市内では港湾建設工事の本格化にともなつて最近大型の電気受注工事が多くなってきたが、

これに対して地元業者の受注能力が制限されているため他地域の業者の進出を許す結果となつてい

る。また、民間大手企業の工事発注のばあいにも、その大半を他地城業者にとられている。このし

た情勢を打開するためにほ~共同仕入れや共同受注を行ない業界の共同化を進め、地元業者が協力

しあつて大口工事の受注能力をつける以外にはない。新たに苫電気施設協組が設立されたのは、業

界のこのような決意の現われとみることができる。さらに、近く電気工事法が施行され、鼈気工事

士 2人以上いなければ営業できなくなる事態が予想されており、この面からも組合の設立が急がれ

たものと思われる。

従来まで電気工事ほ北海道電力KKが認めた登録業者でなければ仕事ができない仕組となつていた．

が、昭和 40年 7月の電気事業法の改正によ7C、工事は据要者が直接発注する立前となった。し

かし、組合では北海道電力KKに頼んで従来どおりのやり方で工事をする方針をとつている。したが

つて、組合が北電に対して一括して保証をいれ~さらに同業者 2 名が組合に対して保証をいれると

＼ヽう 2重保証制の仕組みは変つていない。

(2) 労働事情と共同載訓実施の背景

電気工事を行なう際に準拠しなければならないのは通産省「電気工事設備基準」であるが、さら

に北海道電力がこの実施細則を決めており、実際の作業にあたつてiま後者に規制されるところが大

きいo苫小牧市内における最近の工事内容の変化をみると、 VA配線など、絶緑度の高い配線が用

いられるようになって作業がやり易くなった反面、バイプ工事、 リモコン操作の回路など、技術開

発にともなう新作業も増えている。

電気工事の作業形態ほ内線工事と外線工事のばあいとではそれぞれその内容が異なる。まず外線

工事の労働力編成の状況をみると、 1班 7人で編成され、このうち 1人は北電の認定した 2級高圧

線作業責任者の資格をもち、他は2級高圧線作業者その他からなつている。また、内線工事のばあ

いは 1班最低 5人で編成され、 1人は作業責任者、 1人は電気工事士の有資格者、 1人ほ補助作業

員という編成となつている。内線と．外線工事の双方に携わる内外線業者のばあい、仕事を教える順

序は最初に内線工事を教え、つぎに危険をともなう外線工事に移るしきたりである。ある大手業者

の新規中学卒に対する従業員教育の状況を示すと、入職後約 2カ月間昼休みおよび作業後に対象者

を集めて等入教育を行なつているが、その内容は電気の基礎知識、実用知識、および基礎技術など

の教育が中心となっている。これに乎行して作業現場では材料とりなどの補助作業に従事させて現

場に慣れさせるとともに、作業責任者が初歩的な仕事を教えることになつている。業者の話による

と、内線工事が一人前になるには約 5年の経験年数が必要だといわれる。

苫小牧管内で電気工事に従事する労務者ほ全部で 30 0人位とされ、この．うち半数は工事士の有

資格者によつて占められている。しかし、業界の現状からみると、なお 60 ~ 7 0人の技能者が不

足であるといわれている。こうした技能労働力不足ほ労働力の供給最が業務最の伸ぴに追いつかな

いためかなり前から慢性化していたが、とくに顕著となったのほ苫小牧港が稼動を始めた昭和 38 

年頃からのことである。最近でほ労働力不足の状況は企業規模によつて格差が生じ、零細規模でと

くに人手不足がひどくなつている。ここで新規中学卒の採用状況を昭和 41年春の実績によつて示

すと、応募者が多くて 5人の採用見込みに対して 5人採用した某大手業者の例外的事例を除き、 11
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軒の業者が 17人の新規採用を希望したにもかかわらず、実際に確保できたのは縁故による 5人に

すぎない有様であった。

電気工事業の賃金水準は、北海道電力KKが昭和 26年以降 10年間も工事単価をすえ置きにして

いたためこれまで他業種に比ぺて低かつたが、最近では人手不足の影磐もあって上昇傾向を示して

いる。昭和 41年における実態をみると、中学新卒者の初任給ほ 11, 0 0 0円、 25オ位で20,000

円、 3 0オ位で 30, 0 0 0円となっており、まだ他の建築関連業種に比べると幾分その水準は低い。

業界の一部では集団求人方式によつて業界全体の労働条件のレベルアップをほかるうとする動きも

みられるが、現在までのとこる一部の大手グループに限られている。

電気工事業界が共同峨業訓練を実施した基本的な要因は、以上みたような技能労働力不足にある

と思われる。つまり、中学新卒者を主体とした無資格者を教育することによって、 1年後に電気工

事士の資格をとらせることが狙いなのである。すでに述べたように、電気工事業のばあいは電気

工事法の制定によって工事士の有無いかんが自己の存立に係わる重要問題となるため、 5年後の技

能検定合格をめざす前述の業種に比べ教育効果に対する期待ほより切実である点に注目する必要が

ある。

5.建具家具業の事例

(1) 業界の現状と作業内容

苫小牧市の建具家具業は、製品の内容からいうと注文建具の製作を主とし、副次的に注文家具を

製作する業者からなつている。規格建具や規格家具の製作を量産方式によつて行なう業者ほ苫小牧

市内には 1軒も存在しない。同業組合に加盟している 25軒の市内業者をみても、従業員 30人の

業者が 1軒、 20人のとこるが 1軒、 1 3人のとこるが 1軒で、他の 22軒ほいずれも 10人以下

の業者となつており、零細規模の業者が圧倒的に多い。

苫小牧市の建具家具業界は流入人口の増加にともなう建築工事最の増大という情勢のもとで昭和

3 5年頃までは好景気に恵まれていたが、その後各業者の生産能力がレベJレアップしてくるにつれ

て過当競争的新局面を迎えるにいたつている。ある業者の表現を借りると、 「坐つていたのでは仕

事を他の業者にとられるので、セー）レスに力を入れる必要が生じてきた」というのが最近の業界の

実情である。こうした競争激化の原因の 1つとして、こ.¥..2、 3年前から激しくなった同業者数の

増加をあげることができるが、このような増加傾向ほ苫小牧市の将来性を考えたばあい今後も当分

の間は持続するものとみられている。市内業者のなかで経営規模を拡大した業者の企業拡大要因を

みてみると、公営住宅建築工事とクイアップして一定の需要量を確保したことが発展の主要な要因

となつている。

つぎに、苫小牧市の建具家具業の作業内容について検討を加えることにしよう。建具、家具作業

は戦後になって合板、繊維板、化粧材、合成樹脂、その他の新開発された材料を利用することが多

くなつたため｀デザイン面では大きな変化が生じているが、製作工程そのものは基本には目立つた

変化が認められない。いうまでもなく建項、家具の製作工程粒製品の種類によって多少の違いがあ

るわけであるが、ここでは主要製品である建具の一般的な製作工程を示すと図 3~3のとおりであ

•一130ー



る。すなわち、工程の概要を述べると、まず材料となる木材を乾燥させた後、注文書にしたがつて

寸法をとつて、材料の歩減りを最少限にするように配慮しながら木取りする。この木取作業の際に

ほ丸のこ盤、帯のこ盤心自動かんな、手押かんななどが用いられる。つぎに面、上下、ほぞ、み

そなどの位置や寸法を図面にしたがつて部材に墨付けする。品付けが終ると、部材の加工作業を行

なうことになるが、この作業はカックー、ほぞ取り盤、面取り盤、ポール盤などの木工機械を用い

て墨付けにしたがつて行なわれる。加工の終つた部材ほ手押しかんなをかけて寸法どおり仕上げら

れる。仕上げの終つた部品ほ接着剤を用いて組み立てられ｀とのこを塗つた後、脇を削つたり、座

を払つたりして最後の調整を行なう。こうして製作された製品は表具業者や木工塗装業者に廻され、

さらに付帯作業がなされる。

図3~3 建具の一般的製作工程

苫小牧市の建具、家具業界でほ前述したように最産方式による規格品製作を行なう業者は皆無と

なつているが、このため作業方式も経営規模の大小を問わず流れ作業による分業方式ではなく、原

則として同一の建具工が 1つの製品の製作工程を最初から最後まで受けもつ仕組みをとつている。

つまり、図 3~3の製作工程に示された仕事を 1人の職人がすべて行ない製品に仕上げるのである。

こうした作業方式の採用は注文品の製作という多種少最生産の現段階においては不可避的な要請と

いつてもよいが、同時に他の側面からみるとこうした作業方式のもとでは機械化による作業内容の

変化も顕著なものとはなり得ないし、また手工的技能に対する依存度も依然として大きいことに注

目する必要があるo苫小牧市内の業界の実態をみると、丸のこ盤、帯のこ盤、ほぞ取り盤などの木

工機械は工場持ちとなっているが、手押かんな、のみ、のこぎりなどの木工用工具ほすべて建具工

持ちとなつており、•この点からすると建具工の性格は一般の工場労働者よりもむしろ大工などの建

設職人に近いと考えてよい。しかし、前述したように苫小牧市内でもコンスクントな需要最を確保し

て規模の拡大をとげた経営が現われはじめており、これらの経営では揖産体制に見合った流れ作業

方式の等入が其剣に検討されつつある。もつとも、このような新作業方式への移行という意図ほ、

従来の方式の持続を主張する職人層の強い抵抗にあって実現の見通しがつかない状況にある。

建具、家具業のばあいも建築関連業種という性格上、春先から秋口にかけて注文が集中し、通常、

冬期間には殆んど注文はない。このような事情のため、いずれの企業でも職長などの少数の戦人と

見習工＝訓練生を除き、大部分の建具工＝瞼人ほ 1月から 5月までの冬期間ほ休業して失業保険で

生活する仕来となつている。たとえは市内業者の中では大手に属するある企業の実例をみても、

2 0人の従業員のうち冬季間も勤務する従業員ほ訓練生 5人を含めて 8人だけで、他の12人のもの
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ほ冬季間には休業して失業保険を貰つている。これより規模の小さな零細業者のばあいにl江 冬 季

間扉用するのは訓練生のみで、建具職人はすべて休業させるところが殆んどである。前述した流れ

作業方式への移行ということは、こうした季節操業をやめて計画生産によつて年間就労態勢を確立

することをも意味しているが、分業による作業内容の変更、とくに出来高給（請取制度）から固定給ヘ

の移行という点で職人層の強い反対に龍面していることはすでに述べたとおりである。

(2) 技能指等の内容と共同訓練の実施理由

以上みたように苫小牧市の建具、家具作業は木工機械の操作による機械加工とともに、木工用

工具を用いた手加工がまだ大きな比重を占めており、全体として手工的熟練に対する依存度が高い。

このため、苫小牧市内の建具、家具業界でほ技能者蓑成の主眼は経験による手工的技能の習得にお

かれており、この限りでは戦前からの技能者養成の方法と密接なつながりをもつといつてもよい。

ここで 2、 3の業者からの聴きとり調査の結果を用いて中学新卒者に対する技能者指導の状況を

示すと次のとおりである。まず最初の数力月間は機械の油つけ、材料、製品の整理などの雑役作業

に従事させるが、それが終つてからは一人前の職人のテコとして製作作業を手伝わ武作業を通し

て仕事のカンやコッを覚え込ませる。そうして冬頃から本格的に仕事をしこみ除々に製作を任せる

が、最初ほ比較的易しい仕事からはじめ段々と難しい仕事を与えるようにして、板戸、ガラス戸、

障子などの各種の製品を製作させる。これらの仕事の基本を覚えて一応こなすようになるには 3年

位かかり、 「3年たてば 1つのくぎりだ」といわれている。しかし共同戦訓や技能検定との関連も

あって、苫小牧市の業界のなかで一人前の建具職として名実ともに認められるのほ中学卒業後 5年

たつてからのことである。すなわち、中学卒の新規入戦者は入識後 5年間ほ表 3~1に例示したよ

うな固定給を貰い、 6年目になつて初めて一般の建具職人と同じく出来高給で支払われることにな

つている。たとえば H建具家具の実例をみると、入戦後 5年目の中学卒従業員の固定給は23,000

円であるが、 6年目から出来高（請取制度）に変わると、その直後で 30, 0 0 0円位、それ以降ほ

痴恥熟練にともなって 40, 0 0 0円から 60, 0 0 0円程度の賃金をとるようになるといわれる。

ところで、聴きとり調査の結果によつて

戦前の昭和 10年前後11)状況をみてみると、

徒弟制度による職人養成が行なわれ、 6 ~  

7年間の年季奉公が終つてさらに礼奉公し、

8年目でやつと一人前になったといわれて

いる。したがつて、当時と比べると一人前

になるための必要年限ほかなり短縮された

ことになる。戦後になつて年季奉公制は鹿

止さ紺出れどふ昭和30年代の前半まで．ほ徒

弟制度坦訂存続し召もり固器合を支払別風習が

表 3-1 

中卒後 1年目

2 

3 

4 

5 

6辱から

建具家具の賃金水準

H建具家具 M建具家具

1 1, 0 0 0円 1 2, 0 0 0円

1 4, 0 0 0 1 ・s. o o o 

17,000 1 7, 0 0 0 

2 1, 0 0 0 

2 3, 0 0 0 
未定

出来高給 出来高給

業界内に定着するようになったのほ 30年代後半以降のことであるo 昭和 40年春にほ業界の手に

よつて木工共同職業訓練所が設立されたため、この影響で苫小牧市内では徒弟制度による技能習得

は全く姿を消し、職場での技能指等は共同職訓の一環として行なわれるようになった。しかし、さ

きに述ぺたように苫小牧市の建具、家具業の作業内容は戦前と比べてあまり大きな変化がなく、ま
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た作業形態も職人的請負労働の形が続いているので、戦場での技能指導の状況ほ徒弟制度時代と共

通する面も数多く残つている。もつとも、全体としてみると、昔と比べて雑役に従事する期間が短

縮され、教育訓練が組織的になつてきている点に相述を認めることができる。こうした傾向は市内

で最も規模の大きなH建具家具のばあいにとくに顕若な形で現われている。

すなわち、 H建具家具における中学新卒者に対する技能指導の状況をみると、最初の 2カ月位は

主として材料の種類などを教えるが、漸次職人の補助として製作作業を手伝わせ、入つてから 4

カ月経つた 8月頃厄ほ「窓を作るのが基本だ」（工場長の話）、という考えから新卒者に窓の製作

を任せている。このばあい、一番作業の容易な 3尺から 4尺位の中程度の窓を最初に作らせ、つい

で小窓大窓の製作に移つてゆく。丸面（坊主而）などの難しい作業を伴わない普通の窓ならば、

5回位やらせると自信がつくので 5回作らせる、という方針をとつている。こうして窓仕事を党

えさせた後、第 2にフラッシユ戸を数え、ついで第 3の段階にはガラス戸、フラッシュ戸、および

窓などの製作に従事させる。 H建具家具の技能指海の基本的態度ほ「すべて基本をマスクーさせ、そ

れから次の仕事を教える」（同J::)ということであり、 「まず科学的にものを教え、実際の作業の

際にカンやコツの必要性を説明する」（同上）ことである。以上のような組織的な技能指導の結果、

「1年位はテコだ」（他の業者の話）といわれる、他の業者に比べてH建具家具では入って 4カ月後

にほ製品の製作を新卒者に任せるにいたつているのである。

つぎに木工共同職業訓練所設立の動機についてみると、その主要な要因は従来までの徒弟制度の

形でほ技能者接成は不可能であるという判断であったと思われる。すなわち、昭和 35、 6年頃か

ら同業界でほ中学新卒者の求人難が深刻となり、徒弟制度という形では新卒者の採用は極めて困難

な情勢に直面したのである。この難局を打開するために打たれた方策が昭和 40年 4月の木工共同

跛業訓棘所の設置であった。つまり、従来の徒弟募集を事業内職訓の訓棘生募集に切換え、しかも

訓練期間中の固定給を明確にし、新卒者にとつて魅力的な職場とするよう努めたのである。こうし

た努力の結果、 「中学新卒者については従来までは集まらないという考えであったが、今年からは

採れるという考えに変つた」（ある業者の話）といわれる程、採用事情ほ好転してきている。さらに、

共同職訓の設立要因としてほもう 1つ、訓練生のばあいは 3年間の訓練期・間中移動が減少するため

若年労働者の定着率が高まるという期待があつたことも指摘しなければならない。現在までの経過

をみると、この期待も業者間の引抜き禁止協定の存在と相侯つてほぼ予想どおりの結果となつてい

るo要するに、木工共同職業訓練所の設立についていうと、直接的契機となつたのは中学新卒者の

充足難であり、他の業種とほ異なり機械化による影梱がネグリジグルである点に特色がある。
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JI 共同職業訓練の内容と実施上の問題点

1. 事業内共同訓練センターの沿革と訓練内容

(1) 事業内共同訓練センクーの沿革

以上のように苫小牧市では板金、塗装、左官、電気工事、および建具家具などの 5業種において

事業内共同職業訓練が実施されるようになつたが、その具体的推移ほ表 3~1に示すとおりである。

すなわち、まず塗装業および左官業の同業組合が昭和 39年4}月から共同職業訓練の実施に踏み切り、

ついで翌 40年 4月には電気工事業、建具家具業および板金業などの 3つの同業組合も共同職業訓

練所を設罷するにいたつたのである。これらの訓練実施業種ほ建築関連業種という点でいずれも共

通した性格をもつがこの事実は建設事業の伸びが著しい苫小牧開発の現段階の特徴を如実に反映し

ているといつてもよい。

ところで、上記の各業種は当初の間は理容学校などの校舎を借りて共同訓聰を実施していたが、

間もなく独自の訓練施設の設立を要望する声が高まつたため、市の援助の下に 5つの関係業界が互

いに協力しあった結果、 4 0年 1O月下旬にいたり市内糸井の道立跛業訓練所の隣りに「苫小牧事

業内訓練七ノクー」を竣功、発足させたのである。共同訓練センクーの建設に際して市は 38 0万円

の予算を支出したが、面積 27 s. 1 mにおよぶ同センクーの建設費用としては不足なため、中学校

の古材を払い下げて貰い、関係

業者が労務を提供しあって工事

を完成させたといわれる。同セ

ンクーの現況を示すと、図 3~

4のとおりであるが、さらに第

2期工事として今後教室、実習

室などの増設が予定されている。・

以上のような事情のため同セ

ンクーの土地および建物ほ市の

所有に属するけれども、その運

営ほ関係 5業揮の共同職業訓練

所から選出された役員によつて

構成される運営会に任されている。センクーの資料によれば、その運営は「事業内戦業訓練を実施

する各業種共同戟業訓練所が一体となつて事業に必要な技能労働者を養成し、生産の向上と労働者

者の地位の向上を図るとともに本市経済の発展に寄与する」（苫小牧市「苫小牧事業内共同訓練セ

ンクー概況」、 1 9 6 5)ことが目的とされている。同センクーの運営会ではセンクーの発足にと

もなって専任の事務局長をおき、運営面での充実をほかつているが、同センクーにはまだ実習室が

設けられていないため、現在までのところは学科の履修を中心とした連営がなされている状況であ

図3-4 事業内共同戦業訓練センクーの略図

事
流 便o

I玄関
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同センクーにおいて訓練を行なっているのは上記の 5つの共同賊業訓練所であるが、各訓腺所と
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表 3-1 事業内訓練センクーの沿革

年 月 内 容

昭和 39. 4. 1 苫小牧塗装看板業組合、苫小牧左官業組合の 2組合が共同職業訓練所を設立

開所

6. ， 道知事認定

9. 1 D 市長あて事業内訓練センクー建設方陳情書提出

昭和 40. 4. 1 室蘭電気施設工業協同組合苫小牧支部、苫小牧建具家具工業組合、苫小牧板

金業組合の 3組合が共同職業訓練所を設立開所、道知事あて認定申請書提出

4. 5 苫小牧事業内共同職業訓練所運営会設立規約設定

4. 1 0 塗装科、左官科、第 1期訓練生修了式挙行．

7. 2 0 3訓練所道知事認定

1 0. 2 3 苫小牧事業内共同職業訓練センクー竣工

昭和 41. 4. 23 塗装、左官、第2期訓練生並びに電気、板金、木工、第 1期訓練生修了式挙

行

6. 1 9 4 1年度、 5戦種入所式学科訓練開始

6. 2 7 苫小牧商工青年学園開園式

も訓練職種は 1つだけに限定されているため板金工、建築塗装工、左官、電路工、および建具工な

どの 5職種が訓練職種となつている。昭和 41年 6月現在における訓練生の人数は 13 8人を数え

ており、その訓練年度別職種別内訳は表 3~2のとおりであるo各跛種とも訓練期間は 3カ年とな

つているが、この表でも明らかなように 41年度において各訓練年度の訓練生が全部揃つているの

ほ塗装共同戦訓のみであり、他の共同職訓のばあいはいずれも訓練生のいない年度が生じている。

もつとも、板金、電気施設（電路工）、木工（建具エ）の 3共同職訓ほ 40年春に開所したもので

あるから、第 3訓練年度の訓諒生がいないのは当然のことである。しかし、電気施設共同識訓につ

いてみると、当然いてよい第 2訓練年度の訓練生が欠けており、また 40年度から発足した左官共

同峨訓のばあいにほ第 3訓練年度の訓練生だけしか在籍せず第 1訓練年度と第 2訓練年度の訓練生

が欠けている。このうち左官共同職訓についてその事情をみると、第 2訓練年度の訓練生のいない

理由は前年の第 1訓練年度当時は 9人を数えた訓練生？大半が脱落したためであり、第 1訓腺年度

の訓練生不在理由は全員が休暇届を提出したためである。また、電気施設共同戦訓のばあいには、

電路工の技能検定よりも通産省の電気工事士試験に重点がおかれており、 4 1年度においてほ過去

1年間の訓練によつて訓練生の大部分が電気工事士試験に合格した結果、第2訓練年度に進むもの

がいなかつたためといわれている。これらの事例にみられる共同職業訓練の変則的運営についてほ

後で再ぴふれることにしたい。

つぎに、同業組合に加盟している業者について訓練生の雇用状況をみてみると、表3~3に示す

とおりである。すなわち、訓練実施 5業種に属する 11 8軒の業者のうち、過半数を超える 70軒

は訓練生を 1人も出していない業者なのである。しかし、業種ごとにその状況ほかなり異なつてお

r 
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り、板金業や建具家具業のばあいには訓練生のいない業者は全体の 3割程度にすぎない。これに対

して訓練生のいない業者の比率の高い業種は左官業と電気工事業であり、約 8割の業者がこれに属

する。これらの 2業種で訓練生のいない業者が多いのは、若年労働力不足による中学新卒者を採用

できない業者が多いためであると考えられるが、電気工事業のばあいには同業組合のなかにセンクー

への通学が不可能な市外業者をかなり含んでいることも原因の 1つとなっている。このように、同

業組合のなかに共同訓練センクーと関係をもたない業者が数多く存在することは、同センクーの将

来に大きな問題を残すものである。

表 3-2 学年別事業内訓練生数 表 3-3 訓練生人数別事業所数

板金工塗装工左官 電路工 建具工 計 板金 塗装 左 官 電路工 建具

計 30 3 1 1 3 ・ 1 0 54 計 1 1 8 2 1 1 5 2 1 36 25 

第 1年度 1 2 1 3 1 0 24 な し 7 0 7 ， 1 6 30 8 

2 1 8 1 0 3 0 1~2人 27 1 1 2 3 5 8 

3 8 1 3 3~4人 1 4 2 3 1 2 6 

注 4 1年 6月現在 5人人上 7 1 1 1 1 3 

注 4 1年 6月現在

(2) 訓練内容と運営状況

共同職業訓棘所の訓練内容ほ職業訓練法施行規則別表第 3に規定されている戦種ごとの基準にも

とづいて定められており、学科と実技を合わせて 3年間で少なくとも 5,3 0 0時間以上の訓練が行

なわれることになっている。すでに述べたように、共同訓練センクーで行なわれる教育訓練ほ普通

学科、専門学科に限られており、実技については訓練生の所属する事業所で履修する立前をとつて

いる。昭和 41年度における訓練戦種別のカリキュラムを示すと、表3~4のとおりである。この

表に示された履修科目および時間数が法律に定められた基準にもとづいて作られたのは当然のこと

であるが、建具工のばあいを除きいずれも基準より 3割程度時間数が上廻つている。この表を

みて注目されるのは、板金工と電路工の専門学科の時間数が第 1訓練年度においてとくに多いこ

とである。このうち電路工については次のような事情が存在する。すなわち、電気施設共同職訓で

は現在までのところ一応ほ訓練年限 3年の電路工を訓練瞼種としているけれども、訓練所を設立し

た際の同業界の第 1の狙いほ 1年間の訓練によつて訓棘生を電気工事士試験に合格させることにお

かれ、カリキユラムもこうした要望に応えて作られたため専門学科の時間が多くなったのである。

さきにもふれたように、電気施設共同職訓では受験した訓練生の大部分が電気工事士試験に合格し

た結果、第 2訓練年度に進む訓練生がいなくなり、第 1訓練年度の訓練生だけを対象とした変則的

経営を行なつている。こうした事情のため同識訓では訓練職種を年限3年の電路工から 2年の電工

へ切換えることを考慮中である、といわれる。これに対して板金共同臓訓のばあいは、他の業種に

比べて専門学科のみでなく普通学科の時間数も多く、板金（乍業の質的変化にともなう教育ニーズに

もとづいた措置と考えることができよう。しかし、これらの 5業種の中でほ最も学科の時間数の多

い板金共同職訓も、前述した0工営技能訓練所の訓練時間と比較したばあいには半分以下にすぎず、
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こうした面でも大きな企業間格差が存在していることに留意する必要があるう。

表 3-4 共同戦業訓錬所の訓練瞼種別履修科目および時間数

皿曰 通 子序 科 専 門 子A 科

教 社 体 数 化 国 実 経 塗 材意 工

用 大営 計 装
匠 芸

計塗 図 化
科 会 育 学 学語 外語 要 法料 案学

装 1 50 30 40 20 30 10 10 1 9 0 140 4 6 3 0 2 0 236 

工 2 40 30 20 10 30 10 10 1 5 0 140 6 6 4 D 2 D 266 

3 40 2Q 20 10 20 - 20 1 3 0 - 40 一 40 

教 社 体数 化 国 実 経 建 施 仕 材

: I 
製

左
用 営

計
築 工 様 計

外 大 描 稼
科 会 育 学 子邑 語 語 要 造 法 算料 図

1 50 30 40 20 30 10 10 1 9 0 40 30 - 30 16 30 20 166 

官 2 40 30 20 10 30 10 10 1 5 0 60 35 25 30 26 - 20 196 

3 40 20 20 10 20 - 20 1 3 D - 35 23 30 3p - 20 144 

教 社 体 数 化 国 実 経 電 電 材配

電
用 営

計 気 気 麟 計
外 大 理 工

科 会 育 学 学語 語 要 論 事料 函

路
1 50 40 40 20 30 10 10 200 90 80 50 90 3 1 0 

工 2 40 40 20 10 30 10 10 1 6 0 60 70 40 1 7 0 

3 40 30 20 10 20 - 20 1 4 0 - 60 ・ ．． 60 

教 社 体 数 化 国 実 経 建 工 材
用 屡 計

築 作 計建 外 構
科 会 育 学 学語 語 要 造 法 料

具 1 50 30 40 20 30 10 10 1 9 0 40 40 80 1 6 0 

工 2 40 30 20 10 30 10 10 1 5 0 60 40 100 

3 40 20 20 10 20 - 20 1 3 0 - 70 70 

教 社 体 数 化 国 実経
機墨仇 溶

製

板
用 夏 計 械 接 計
外 工

科 会 育 ー坐 子A 語 語要 学法 図

金 1 5 0 3 0 100 2 0 3 0 1 0 1 0 250 9'0 8 8 8 0 7 0 328 

工 2 40 30 60 10 30 10 10 1 9 a - 72 70 60 202 

3 40 20 40 10 20 - 20 1 5 D - 20 - 18 38 

ところで、共同訓練センクーにおいて訓練生が学んでいるのは以上あげた科目ばかりでしまない。

北海道でほ昭和 41年度の知事施策の 1つとして道内 5カ所の都市に勤労背少年教育機関としてnm
工青年学園」なるものが開設されたが、苫小牧市もこの開設対象都市の 1つに選ばれたのである。

この学園ほ青年学級振興法にもとづく教育機関とされているが、苫小牧市のばあいには共同職訓の
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訓練生を全員この学園に入園させ、事業内訓練と併習する形がとられたのである。ここで商工学園

の内容について少しふれると、学習時間は週 4時間程度、年間 2,50 0時間を予定しており、 3学

年制をとることになつている。その学習の内容ほ表3~5に示すとおりであるが、特別教育活動に

半ば近い時間をさいている点に特徴を認めることができる。この苫小牧市のケースは技能教育と官

製の社会教育とが連携を行なつた事例としてその勤労背少年におよぼす影唯について今後具体的

な検討を加える必要があるものと思われる。

表 3-5 苫小牧市商工青年学園のカリキュラム

学 習 主題 学習内容 時間数

教

養

科

目

現代の社会情勢、世界の動き、政治経済につ世界の動き

社 1いて関心を持たせる。 国家と政治のしくみ

郷土愛を倍し、地域社会の振興について考え私達の社会

る。 新開の読み方

背年のあり方、人生問題について探求し生活背年と人生

会 1道徳、人間関係等の問題について追求する。 暮しのなかの憲法

市民としての教養態度の向上をし・まかるo 郷土の脳史と自然

言語の歴史と発達。 言語の発連

国 I適切な言語表現、文章の書き方（日記、手紙実用文の書き方

について）

文章の美しさ（古典、名文鑑賞）

現代の国語について。

語 I実用的な書写について。

基礎改善としての国語を学ぶ。

芸

術

一

保

健

体

育

日記の書き方

読書の意義

文学作品鑑賞

詩、短歌、俳句

当用瑛字とかなづかい簡

単な英語とローマ字ペン

習字

生活を豊かにし、人間追求の一側面としての絵画、彫墨音楽鑑賞

色彩や形象や音楽の美しさを学ぶ。 1コーラスと簡単な音楽

公衆衛生と救急法について。 保健衛生の知織、救急法

について

スポーツやレクリエジヨンの知識を深め実技 I体操の知識と実技、軽ス
ポーツの実技、フォーク

ダンスのいろいるなゲー

ムの実習

を習得する中で体育の意義を学ぶ。

4 0 

3 D 

1 0 

1 0 

峨
業
に
関
す
る
科
目

職業についての共通知識を学ぶ。

生産について必要な用数学について学ぶ。

企業ほどのように経営さ

れるか（運営理論、経営

理論） I 2 o 

計数機械の使い方

図表や数表
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学 習 主 題 学習内容 時間数

集
幸福の追求、実現化を計る過程と、人間は独 生活面、生産活動面にお

団 立から集団協調化する必要があることを理解 ける個人と集団の関係に
運
営 し、青年のグルーブサークル団体モラル等、 ついて。
技

集団活動特に話し合いのもち方、規範等につ 戦場におけるモラルにつ
教 術

に 2 0 

関
いての知識と技術を身にうける。 いてグJレープサークル団

す 体等の運営と技術につて
る
科 話し合いのもち方の知識

養 目
と技術について。

学園 行 事 儀式（開園式、修了式等）

学芸的行事（展示会） 2 0 

科 特 体育的行事（体育大会）などの教育活動

別 宿泊訓練 青年の家における共同宿泊による生活訓練 2 0 

な
社会活動 社会奉仕活動、青少年団体などの社会活動 1 0 

教

＝ 円
集団 活 動 生徒会活動、ホームJレーム、レクリエーツヨン、座談会な

目 1 D 

活 どの集団活動

動 クラプ活動 同好の生徒で組織するクラプ活動 2 0 

野外活動 キヤンピング、速足、スキーなどの野外における教育活動 2 D 

視察研修 先進地視察など見開体験の教育活動 2 0 

つぎに事業内共同訓練センクーにおける訓練方法をみると、各事業所の仕事の都合を考慮して夜

間定時制の形で午後6時から 9時頃まで学科の授業を行なう立前をとつている。しかし、共同訓練

センクーの連営に参加している 5業種のうち、左官と塗装のばあいは（乍業現場が市外にわたること

が多く（左官のばあい）、また業務が季節的に集中して多忙なため 1月から 3月までの閑散期に昼

間季節制の形で集中的に授業が行なわれている。したがつて、これらの 2業種ほ商工青年学園の授

業をうけることが不可能なため、公休日などに行なわれる、特別教育活動にだけ参加することにな

つている。もつとも、業務の季節性と多忙性という点では通年定時制の形をとる他の 3業種も変り

がないわけであるから、これら 3業種のばあいも栗種の繁忙期にあたる 9、 1 0月頃ほ休日とし学

科の授業を行なっていない。このように、共同賊業訓練所における訓練方法ほ「企業あつての教育だ

から」（あ磁罪羽股訓練長の話）ということで、多かれ少かれ業務の多忙性のしわ寄せをうけかなり便宜

主義的な性格を帯ぴている。こうした訓練態勢は訓練生の履修効果という点からみても大きな問題

を含んでいるが、この点についてほ次の節で述べることにしたい。

とこるで、訓練生自体は事業内訓練についていかなる気持をもつているのであるうかo一般的に

いつて最初のうちは消極的な者が多いが、授業をうけているうちに段々と稼阪的になる者が増えて

ゆくという形のようである。ある建築塗装業者ほこうした訓練生の気持の変化を次のように述べて

いる。
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「どちらかというと学校時代は成結の芳しくないのが、定時制に通えないし幸い訓練所が出来

たから訓練所へ行ってみるか、と親方に云われて通いだし、遊んでいる間に勉強しなければ駄

目だといわれながら、気持が変つてきたものが多い。……•••演格をとらなければ指導員し(Ct.よれ

ないので意欲も出て来ている。」

また、ある建具家具業者は同じ点について次のように判断している。

「1年目はまちまちで、 2年目しCなると大体落沿いて自分のためだと思うようになる。そう

して、今迄のことが無駄になるからといつて、遮に無にでも 3年間通つて訓練所を出ようと思

つている。 •1 年生は良く判らないから叫

すでに述べたように訓練生ほ農漁村出身のものが多く、甚礎学力も一般に低いため、学科の授業

は教材にもとづかず、中学校程度に下げて行t.c?'C.いる状態であるが、それにもかかわらず社会、数

学、国語などの普通学科の授業は訓練生にとつてとくに苦痛であるといわれているo北大教育学部

産業教育研究室が昭和41年 10月に行なつた商工青年学園生徒調産の苫小牧市分をみても、 「籐

いな科目」として社会、数学、国語などをあげるものが多かつたのである。すなわち、 45人の回

答者のうち「社会」をあげたものが 12人で最も多く、ついで「数学」が 10人、 「国語」が 9人

などとなっている。こうした事情のため試験にこだわることなく、全員が一定の成績を修めるよう

何度かやり直されている。共同訓練センクーの事務局長の話によれぽ、 「商工背年学園の授業を併

習することになったため、おるそかになり勝ちだつた普通労料が改善された」といわれる。しかし、

全体としてみると学科の授業態勢にほなお問題が残つており、担当者からは指導面の行きづまり

を訴える意見も出されている。

聴きとり調査の結果によると、訓練生の出席率は 70％から 80％位で、 「冬季間にtrると業務

が閑散になるので通学者が多くなる」（業者の話）といわれている。訓練生の一部に授業に行くと

いつて職場を出て実際にほ余所で遊んで帰るものがあったことから、業者側では出欠証を作つて判

を押して貰うという措置をとつている。

最後に訓練予算についてみると、その概要ほ表3~6に示すとおりである。この表でも明らかな

ように、▼いずれの戦種のばあいも予算の半かば以上を訓練股、組合助成金などの形で業者が負担し

ているわけである。訓練生 1人当りの業者負担額は業種によって多少の差があるとしても、年間お

よそ 6~7千円程度の支出と推定される。共同職業訓練が発足した昭和 39年度の実績をみると、

毎月 1千円程度負担額が増加していることになる。大企業などの事例と比べると、この程度の負担

額は決して大きいとはいえないけれども、零細業者の多い苫小牧市の共同戦訓のばあいにはかなり

の負担といつてよい。商工青年学園の発足にあたつて、共同戦訓側が併習に同意したのも市および

道から各々 60万円の補助金の出ることが決定的な影響をおよぽしたといわれている。しかしなが

ら補助金交付を目当とした商工青年学園との併習は、業務の多忙性のため無理が生じ、一部の業者

から反省の声があがつている。たとえば、共同職訓に関するある左官業者は次のように述べている。

「補助金を出してくれると云われたので賛成したのですが、今になつてみれば商工青年学園

に引張り廻されることになった。無論いいことなんですが、仕事が忙しくて自分らのことが思

うにまか全ないのに、学園なりに時間割があり、適当にするわけにゆかない。」

っ走り、苫小牧市の左官業の多忙な業務実態のなかでは、本命である共同職訓の学科授業でさえ
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閑散期の 1月以降に行なっている状態であるのに貴重な繁忙期の時間をさいて二義的な商工青年

学園の特別教育活動に訓練生を参加させるのは本末顛倒だというのである。事柄の是非ほともあれ、

こうした形で官製社会教育が戦業教育の領城に入り込み、本命の職業教育よりもむしな有利な活動

条件を保障されていることほ注目されてよい。

ところで、共同職訓にたいする業者の努力にもかかわらず、中途で脱落する訓練生が多いため教

育効果ほかなり制限されていることに留意する必要があるo訓練年度ごとの訓錬生の減少状況ほ

表 3~7に示すとおりであるが、この表でも明らかなように左官では当初 45人いた訓練生が3年

目になると僅か 13人になる状態であり、同じく塗装でも 18人から 8人に減少している。さらに、

板金や建具のばあいも、 1年間で訓練生が大巾な減少を示している。こうした訓練生の中途での脱

落要因としてほ、転職、業務多忙、怠慢、能力上の不適応など、いくつかの要因が考えられるが、

共同職訓の今後の質的な発展にとつてほこうした脱落者の防止が不可欠の諌題であると思われる。

表 3-6 訓練 予算の概要
（単位円）

板 金 塗 装 左 官 電路工 建 具

計 636,890 6 4 8,4 0 0 334,805 6 2 6.5 4 O 668,450 

訓 練 費 1 7 4,0 0 0 224,750 48,100 180,200 159,300 

道補助金 8 5,3 0 0 8 5,9 0 0 8 5.8 0 0 

道奨励金 5 1, 0 0 0 5 2,7 D D 2 2, 1 0 0 2 8,9 0 0 9 1. 8 0 0 

市補助金 205,000 160,000 100,000 1 9 4,0 0 0 201,700 

組合時成金 120,000 120,000 1 2 0,0 0 0 220,000 120,000 

繰 越 金 869 2,407 43,D 3 8 2,073 8,862 

雑 収 入 721 2,643 1, 5 6 7 1,367 988 

（訓腺生人数） 30 3 1 1 5 1 7 54 

資料出所、各訓練所の 41年度事業計画奢により作成した。

注 電路工の人数は実施の際には 17人から 10人に減少した。

表 3-7 訓練生人数の年次別変化

2. 訓練実施上の問題点

前節では事業内訓練七ンクーにおける訓練の実態をみ

てきたが、ここでほ所属事業所における実技指導をも含

めて共同戦訓の実施過程で生じている種々の問題点につ

いて検討を加えることにしよう。

入所時

2 年目

3 年目

板金

3 2 

1 8 

塗装 左官 建具

1 8 4 5 4 4 

1 3 2 5 3 0 

8 1 3 

まず第 1にあげられる問題は、専門学科と実技指溝との間の関連性が弱いことである。専門学科と

実技指溝とが互いに喘合わなければ、訓練の効果が半減することしまいうまでもない。とこるが、前述

したように塗装と左官のばあいにほ業務の都合上、 4月に入職した中学新卒者についてセンクーで専

門学科を教えるのは翌年の 1月以降からで、職場での実技指等が学科の履修とは関係なく先行し“‘

る。こうした実技指導の実態については左官業の作業形態と関連してすでに詳しく説明したとおりで
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ある。そうして、専門学科は rlWl8時から夕方 4時まで 1日7時間も、 8時間もしなければ道からい

われた基準を消化できない」態勢の中で履修させている。こうした詰込式の授業が基礎学力の乏しい

訓練生に対して集中的になされるとしたら、十分な効果を期待することは所詮無理といわねばならな

¥,‘o 

また、通年定時制をとる板金、電路工、建具などのばあいも、業者によって仕事を教える｝詢字が一

定していないばかりでなく、見習が終つて易しい仕事を担当するようになる時期も不同t.［ため、全体と

としてほ職場における技能指等と専門学科との結びつきが十分でないことが多い。ある建具家具業者i.

はこの点について次のように語つている。 「学科と実技との関連性が薄いので、理論として習つても

理解出来ないことが生じる。現場で覚えたものを習うのは直ぐできるのですが、各事業所の都合でそ

れは仲々うまくゆかないわけです。 tこから、同じ課題を出してもできる子とできない子が出る」。 し

かし、建具家具業者の中でも進んだ実技指等を行なつている事例としてさきに紹介したH建具家具の

ばあいなどは、 「センク＿には我々が行つて数えているから、事業内訓練所で教えたことと工場で

やることと一致するようにしている」といわれる。 このような事例をみても明らかなように、通年

定時制の業種のばあいには、個々の業者の創意工夫と業者間の話し合いかんでは現状のままでも改善

の余地がかなり残されていると思われる。

しかしながら、季節制の業種をも含めて、専門学科と実技との関連性の問題は、訓練の質的向上を

意図するかぎり、本質的には業務の多忙距、を解決する以外にはないであるう。ここで想起されるのほ、

さきにあげた「休めないのが困る」と云う板金業者自身の言葉である。現在のような多忙な日常生活に

ついては業者自身詞改革を希望しているのであり、この意味では訓練の実施にとつて大きな障害とな

つている疇疇忙性をコントローJレする条件は成熟しているとみてよい。

第 2に問題としたいのは、戦場での実技指等の態勢が整備されていないところが多いことである。

共同訓練センクー発行の資料によれば、 「実技は各職場にいる専門戦業訓練指導員の免許をもつてい

る先生から判り易く毎日実習として習います」と述べられており、 3年間の訓練期間中に約4,450

時間がこれに当てられることになつているが、実態は必ずしも立て前どおりにはなつていない。苫

小牧市のばあい、実技指等の障害となっている第1の要因ほ建設関連業種に特徴な出来高制度（請取

制度）の存在である。たとえば、塗装業についてその状況を示すと、次のとおりである。

「•••••••••現場で技循指瑶をするといつても、皆がみな指違員をつけて指迫することは出来な

い。仕事をあづけて次の現場に行ったとなれば、技術指導をしたくてもやりようがないわけ

です。また、技能士制度を作って資格をとつたものは指導にあたるのだといつても、実際には

ノルマをかけられて、お前はここから C.C.まで何坪塗れといわれて、それどこるでない。やは

り金に？うじるからろくに仕事の出来ないような人を面倒みながらやる必要はないわけです。

自分だけの仕事で自分の持場だけ一生懸命やる。こんな矛盾があったら立て前はどうあろうと、

指導は全然できない。」

こうした問題は出来高給制度が採用されているかぎり、塗装業だけでなく他の業種にも共通した

悩みとなつており、聴考とり調査の際妬も職人ほ訓練生の指導をしたがらない、という意見が多く出

されている。

以上みてきた出来高給制度と並んで実技指導の障害となつているのは、識業訓眺指導員の現在のあ
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り方である。訓練実施業種における戦業訓練指指導員の実態をみると、後荒たちを訓練するためとい

うより、技能検定受験の際に学科試験を免除されるという恩典のため指導員資格をとつた人達が多い。

このようた事情もあって指導員の資格をもつ従業員ほ沢山いるけれども、指導面で優れた能力をもっ

人は案外少なく、訓練生に実技を体系づけて教えるという点では態勢が不十分なとこるが多い。

さらに、職場における実技指等の阻害要因として機械設備、技術水準の業者間格差の存在を指摘で

きる。業者によつては訓練生に対して十分な実技指等を望んでいたとしても、機械設備や受注する仕

事面での制約のため指導が不可能だという事態も生じている。

以上あげた実技指導面での欠陥を克服するため、訓練生を一定の場所へ集めて集合教育を行なうこ

とが計画されている。こうした計画は 5業種すべてによって支持されでいるが、これを実行・四移すた

めには共同訓練センクーにさらに実習室を増設する必要がある。関係業界ではこのため互いに協力して

市に交渉中といわれている。

第 3に問題とした¥,辺ヽのほ、学科の授業態勢の問題である。普通学科の履修効果があがつていないこ

とはさきに触れたので繰り返さないが、今後の勤労背少年教育にとつて普通学科の履修が重要な意味

をもつていることだけほ強調しておきたい。ここで指摘したいのは専門学科の授業態勢の欠陥につい

そである。専門学科については地元の工業高校教員と各事業所の訓練指導員を講師として委嘱してお

り、人数からいうと指導員が 8割近くを占めている。ところが、諮師として委嘱された指導員ほ業務

の都合によつてほ休みをとらざるを得なくなるため、授業面で難点があるといわれている。こうした

事情も訓練実施面におけるマイナス条件の 1つとなつている。

第 4の問題ほ、共同職業訓練センクーにおける訓練生同士の人間的交流の欠除に関する問題である。

現在のカリキュラムほ訓練基準の消化に追われるあまり、訓練生の自発性を育てるための話し合いの

場が用意されていないo訓練生の学習意欲を高め、中途脱落者を防止するためには、定時制高校など

でみられる生徒の自主的活動を保障することによつて、訓練生自身の経験と知識の相互交流を盛んに

することが必要だと思われる。こうした交流の中で出される戦場生活上の悩みや批判を建設的にうけ

とり、さらに訓練生の自覚にもとづいた教育要求を盲I能なかぎり摂取するならば、学習意欲の飛躍的

向上をはかることも夢ではない。事業内訓練という立て前からいつて、訓練生の要望を全面的にうけ

入れることは無理だとしても~訓練生の自発性を阻害しているものが何であるかを明らかにすること

は最小限必要であるう。また、訓棘生同士の交流の場を保障することほ、訓練生の大部分が住込生活

のため限られた生活環境の下にある現状からいつても、人間的成長のため大きな意味をもつ。

ところで、前述した経偉で共同戦訓の中にもち込まれた官製社会教育＝商工青年学園ほ、これまで

述べた訓糠生の生活実態を考慮すると、リク 1)エーション、クラプ活動など、特別教育活動の面で訓

練生にとつて魅力的な内容を具えている。しかし、これほ青少年の健全育成のため上から与えられた

活動であるかぎり、訓練生の戦場の悩みを解決し、学習意欲を盛りたてる本質的な契機とはなり得な

いことほ明らかである。

最後にふれておきたいのは、公共戦業訓棘所の援助の問題であるo 周知のように現行の戦業訓練法

においてほ、 「事業内職業諏凍についての援助に関する業務を行なうこと」が公共職業訓練所の仕事

の 1つされている。しかし、この点についての業者の話によると、実際にほ官僚的な杓子定規のため

期待するような協力が得られないといわれている。たとえば、共同訓練センクー運営会の会長をして
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いるある業者はこの点に関して次のような指摘をしている。

「本庁にいくと施設（共同職訓のこと一引用者）もあるから大いに使いなさいと盛んに云つ

てくれますが、実際に私らが使わしてくれといつて頼んだら、臓員が道の予算で石炭を勝手に

されたら困るとか、 5時すぎたら残業になってしまうとか、夜おそくまで使われたら困るとか

云われれば使われない。だから、頭を下げてそんなとこるを使って恩にきせられるより、いつ

そのこと頼みに行かない、とお互いに決めました。」

こうした問題がいかなる事情の下で生じたか、公共職訓側の去い分も開かなければ最終的な判断を

下せないとしても、公共戦訓の事業内識訓への援助活動のレベルがまだ低く、予算的裏付けに乏しい

ものであることは推測してよいと思われる。そうだとしたら、苫小牧市の業者を憤概させた問題は特

定の公共服訓のミスというより、国またほ道の訓練行政のあり方と結びついた問題だと考えることが

できる。事業内職訓ぼあく迄も業者が自主的に運営すべきであるという原則論も間違いとしまいえない

が、職業訓練機関の側からの強い働きかけで発足した苫小牧市の共同職訓の設立事情を想起したばあ

い、公共賊訓の援助態勢の改善が業者側から期待されるのは当然なのである。

とに角、以上の分析によって明らかなように、苫小牧市の共同跛業訓練の実施過程をみると訓練効

果を阻害する幾つかの要因が存在しており、これらの要因の解決をほからないかぎり十分な訓練効果

を期待できない状況にある。しかし、莱者の中にほ職業訓練の実施をたんに新卒者調達の手段と考え、

訓棘態勢の改善には殆んど無関心なものも見うけられる。こうした無関心層の存在も共同跛訓の将来

にとつて大きな障害要因であることを付け加えておきたい。
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ィ・・ 第4章地域開発の進展と教育訓練の多様化

これまでの章では、大企業、中小企業、および零細企業など、企業レベルにおける教育訓練の動きに

焦点をしぽつて分析をすすめてきた。しかし、苫小牧市における労働者教育の動きをみると、これまで

みてきた企業内教育や共同職業訓練以外の形でも労働者を対象とした職業技術教育が多様な形で展開さ

れている。こうした朦業教育のうち主なものを大別すると、自動車整備業、港湾運送業などにみられる

業界独自の技能教育と、公共職業訓練所、産業開発青年隊などにおける転職教育の 2つのクイプに分け

ることができる。これらの蹴業技術教育ほ苫小牧開発の進展にともたう地城社会経済構造の変化と密接

に関連していると思われるが、ここではその実態について考察を加えることにしよう。

I 業界を主体とした教育訓練の実施状況

1． 自動車整備業の事例

(1) 苫小牧市における自動車整備業の概況

第 2部の初めにふれたように、自動車盤備業は苫小牧市における工場新設の中心的業種の 1つと

なつている。この状況を苫小牧地区自動車整備協同組合の資料によつて示すと、昭和 37年にほ39

工場だつたのが38年には 49工場、 39年には 55工場、 4D年には 6 8工場と年々増加の一途

をたと・り、 41年には74工場を数えるにいたつている。統計数字の性格上、この数字の中にほ周

辺町村の工場も含まれているけれども、こうした変化の中心と・なつたのが苫小牧市の動きであるこ

とほ断わるまでもない。

このような自動車整備業の大巾な伸びの背景には苫小牧市の産業発展と人口増加にともなう自動

車保有台数の増加があることは明らかである。たとえば、陸運事務所の資料によって昭和 35年以

降の同市自動車保有台数の推移を示すと、表 4~1のとおりである。すなわち、この 6年間に自動

車保有台数は 1,5 1 D台から 7,2 1 5台へ、実に 5倍近い増加となっている。これを種類別にみる

と、乗用と貨物用の伸びがめざましく、とくに乗用車のばあいには 14倍以上の増加となつている。

苫小牧市における自動車整備工場の増加を促した基本的要因が、毎年 2□~3  D％の伸びを示す自

動車保有台数の増加にあることほ疑う余地がない。しかし、このような基本要因と並んで、整備工

場の増加に拍車をかけた副次的要因が存在する。それは自動車メーカーがとつた整備指定工場の増

加方策である。苫小牧地城とともに日高方面への販売網の拡大をねらう自動車メーカーにとつて苫

小牧市内に整備指定工場を設けることは、販売政策上からいつて必要な措置と考えられた。こうし

たメーカーの支援のもとで整備工場の増加はさらに拍車かけられたわけである。

．ここで苫小牧市の自動車整備工場の規模別分布をみてみると、市内の工場の中で最も規模の大き

ー145-



表 4-1 自動車保有台数の推移

3 5年 3 6年 .3 7年 .5 8年 3 9年 4 0年 4 1年

計 1, 5 1 0 1, 8 4 8 2, 4 7 9 3, 2 4 4 4, 4 5 5 5,955 7, 2 1 5 

貨 物 用 8 2 D 9 8 0 1, 2 5 7 1, 5 2 0 2, 0 6 2 2, 7 2 3 3, 1 3 5 

乗 A ロ 用 2 7 3 4 4 1 4 7 5 9 8 4 9 6 

乗 用 1 4, 3 2 0 7 3 0 8 5 0 8 9 1 2 1, 4 4 5 2, 0 3 0 

特殊用途 4 3 5 7 7 6 8 3 9 6 1 2 4 1 3 6 

特 殊 車 4 2 4 5 2 1 6 3 0 7 8 3 8 9 1 0 7 1 3 5 

小型 2 輪車 4 1 3 6 3 6 3 8 3 2 4 4 4 9 

軽 自動車 4 1 5 5 0 1 7 1 3 9 8 5 1, 2 0 5 1, 4 2 8 1, 6 3 4 

注 いづれも 3月末現在の数字である。

いのは従業員 50人程度の工場で3工場存在しており、次ほ従業員20人程度の工場甘司じく 3工場、

残りほそれ以下の小規模工場ばかりである。し．たがつて、自動車整備業＠発展がめざまし・いといつ

ても、その中心をなしているのほ零細工場の増加なのである。最近ではこうした零細工場の過度集

中のため過当競争気味となり、倒産するとこるも出るなど業界蒋絹成のきざしが現われている。こ

のような情勢のもとで業界の体質改善の動きが活発となり、合理化を稜極的に進める企業も生じて

いる。

ところで、ここで自動車整備業の作業内容を簡単に述べると、整備作業は(1)車体分解、 (2)エンジン

修理、 {3)シャシー修理、 {3版金、鉄工、木工など、その他の修理、 (4涸．立て、 (5険査、 (6)塗装など

の諸作業に分れる。このうち作業の中心をなすのは自動車整備工が担当するエンジンおよびジヤジ一

修理であり、他の作業は板金工、鍛冶工などの仕事となつている。工場の作業編成ほ規模によつて

多少の差が認められるが、基本的にはエンジン修理、シヤシー修理、その他の作業の 3本建てのと

ころが多い。自動車整備作業は全体としてみると、 「価値」を生み出す生産的労働ではなく、これ

を維持するサービス労働である点にその特質がある。

自動車整備業は交通の安全確保と人命保護とに寵接関連する産業であるため、道路連送車輛法に

ょってかなり厳密な規制が加えられている。このような規制の一環として工場についても認定制度

がとられており、これにバスするためにほ一定水準以上の施設設備が必要であるほかりでなく、国

家試験を合格した整備工の一定数以上の存在が認定の前提条件となっている。これらの規制が影響

して、自動車整備業では他の業種に比して国家試験準備のための教育訓練が比較的活撥であり、苫

小牧市においてもすでに 10年ほど前から業界が音頭をとつて技術諧習会が定期的に開催されてい

る。この購習会の具体的内容については次の項にゆづるが、前述した整備工場の急増にともなって

技能者姜成の必要性が急速に高まつたため、上記⑬欝習会と乎行して昭和 38年以降、同業組合が

主催して新入社員教育も行なわれるようにたつている。このように苫小牧市の自動車整備業界では、

地域開発の述展にともなう同業種の急速な伸びに平行して、教育訓練の質的強化がほかられている

のである。
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(2) 業界主催の教育訓練の実態

苫小牧市の自動車整理業界ほ昭和 39年までほ申し合も組合という形で活動を行なつてきたが、

前述した工場数の増加という情勢のもとで同組合は協同組合として改組された。こうして発足した

「苫小牧地区自動車整備協同組合」ほ、周辺町村の整備工場をも傘下におさめ、加盟業者数は現在、

7 0数工場を数えている。同業界では昭和 38年以降、組合が主催者となり毎年 4月に加盟ユ：場で

採用した新規学卒者を集め、 10日間前後の日程で新入社員教育を実施している。昭和 40年 4月

に行なわれた教育についてみると、教育期間は 8日間で、業界の概況説明、危険物取扱いなどをは

じめとした基礎教育が主な内容であった、といわれている。この教育は加盟工場から 38人の新規

従業員が参加し、このうち 33人が修了証を貰つているo零細規模のため単独ではこうした導入教

育を実施できない工場の多い業界の実態からいつて、このようた新入社員教育の果す役割は大きいも

のがある。

以上の新入社員教育のほかに、自動車整備工の再教育を目的とした技術講習会が定期的に開かれ

ている。この技術講習ほ室蘭地方自動車整備振興会技術購習が主催することになっており、苫小牧

市のばあい自動車整備組合内にある同所の第 1分教場で諧習が行なわれているo 自動車整備振興会

ほデーラー工場をも含む業者団体であり、また、これに対して自動車整備組合は専業および自家エ

場のみを会員とする業者団体であるから、両者の性格ほ自ら異なっているが、苫小牧市のばあいに

は両者の会員は殆んど重なりあっている。このため、振興会の技術諧習所第 1分教場の実質的な連

営ほ苫小牧地区自動車整備組合の手に委ねられており、分教場長も整備組合理事長が兼務している。

こ上で技術購習所の性格について説明しておくと、同所は「道路運送車輛法第 55条第 3項に基づ

＜蓑成施設として自動車整備技能者の素質の向上及び技術の再教育に関する諧習を行なうことを目

的」（同所規程）として設立されたものである。道路運送車輛法に基づく養成施設は新人養成を目

的とした第 1種と、再訓練を目的とした第 2種の 2つに分れているが、同所は再訓練を目的とした

第 2種施設に属する。運輸省自動車局「自動車分解業実態調査報告書」（昭和 42年 3月）によれ

ば、現在全国にはこうした講習所が 73、それに分教場が 40 0余り設置されているといわれてい

る。

つぎに、苫小牧市にある技術講習所の第 1分教場でほ、どのような講習の種類について述べると、

3級ツヤジ一、 3級ガソリン、 3級ジーゼル、 2級ガソリン、および 2級ジーゼルの 5種類に分れ、

定員ほ各々 75人づつとtょつている。これらの講習は毎年 6月と 12月に実施される、自動車整備

士技能検定に対応して、年 2回、 1カ月前後の日程でウイークデーの夜間および日曜などを利用し

て行なわれている。各講習の具体的運営方法ほ表 3~2に示すとおりであるが、謂習の修了者に対

してほ技能検定の際、実技試験免除の特典が与えられることになつている。受講資格ほ購習の種類

によつて異なり、 3級については、経験2年以上のもの、 2級についてほ 3級検定の合格後、経験

2年以上のものと規定されている。熱心な工場では資格をもつ従業員の受諧を奨励して授業料を全

額負担しているところもあるといわれる。全国的にみると、自動車整備振興会は昭和 27年以来技

術講習所の運営経験をもつているため、カリキユラムも諧習の種類ごとにほぼ定型化され、運輸省

監修の教材、補助教材なども用意されている。昭和 41年に行なわれた技術謂習のうち、 3級シャ

，，，ーについて具体的内容を示すと、表 3~3に示すとおりである。すなわち、学科の授業ではスラ
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イドが全面的に利用され、授業効果をあげることが配慮されている点に特色がみとめられる。

表4-2 技術講習の内訳

基準時間数 定員 判 定

2級ガソリン自動車購習 8 2H 3 o' 7 5 1. 1回の試験成績 10 0点満

2級ジーゼJレ II 8 oH 3 0/ 7 5 点として 50点以上

3級自動車ガソリンエンジン諧習 8 2H 7 5 2. 平均 65点以上

3級自動車ジーゼルエンジン購習 a 1H 4 o' 7 5 ・ 3. 出席率80％以上

5級シヤジ一諧習 8 1H 5 o' 7 5 

表 4-3 技術諧習所分教場の購習内容 (3級シヤシーの事例）

ス ラ イ ド 試 験
時 間

新 規 復 習
実 技

学科 実技

7月 2日（土） 午後 6~9時 伝等装置

4 （月） II II 前日の復習

5 （火） II II ‘’ 
6 （水） ‘’ かじとり装置 ‘’ 
8 （金） ‘’ II ‘’ 
9 （土） ‘’ 制動装置 ” 

11 （月） II II II 

1 2 （火） II II ／／ 

1 3 （木） 午後 6~8時 学科試験 1回

1 5 （金） 午後 6~9時 緩衡装置 ” 
16 （土） ’’ おl)アよウひネルクホイヤイJレ

” 
1 9 （火） ‘’ 電気装置 ‘’ 
20 （水） II ‘’ ’’ 
22 （金） II 洗車およ硝時骨 II 

25 （月） ‘’ 法 規 “' 
26 （火） 午後 6~8時 学科試験 2回

28 （木） 午後 6~9時 伝導装置

29 （金） II II 

30 （土） ” 電気装置

31 (日） 午前 9午,.:.._後5時 実技試験 1回

8月 2日（火） 午後 6~9時 制動装置

3 （水） II かじとり装置

5 （金） II 緩衡装置

6 （土） ’’ 完成検査 2回

7 （日） 午前 9.f爵 実技試験

計 9 3時間 1 回 7回 2回 2回
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以上みてきたことから明らかなように、自動車整備振興会の技術諮習ほ整備工の再訓鰊を基本目

的としているといつても、現状では国家試験合格のための準備教育といつた色彩があまりにも強い。

しかも、購習の種類は自動車整備工関係のみに限定されており、板金、塗装などの職種の再訓腺に

ついてほ全く個別企業の自主1生に委ねられている吠態である。ところが、最近では車輛の規格性能

が向上し車体整備の業務謙が増加してきたため、板金、塗装などの作業のウエイトが次第に高まつ

ているのである。これらのことを考慮すると、自動車整備業の教育訓練の現状ほまだかなり不十分

なものだといわねばならない。再編成期に移行しつつある同業界では作業の合理化と技術水準の向

上とが当面する重要課題となつているが、こうした意未からいつても業界が中心となって新入社員

教育の実施にみられる精極的措置をさらに推進し、一部の戦種だけでなく全職種を包含した系統的

技術教育の実施を考慮することが必要ではないか、と思われる。

2.、港湾運送業の事例

港湾運送業はごく最近まで満足な港をもたなかつた苫小牧市にとつて歴史の新しい業種であるため、

業務が本格化するようになったのほ昭和38年4月の工業港開港以降のことである。港湾運送業の中

心的業務ほ荷役作業であるが、苫小牧市においてほ業務の種類によつて雑貨荷役と石炭荷役(1.)2つに

大別される。第 2部第 1章Wで示したように、荷役作業員の労働力編成は地元に技能労働力の集稜が

なかつたため、他地城からの技能労働力の配置転換と、適応の可能性のある他業種労働力の調達とい

う形で行なわれ、既存業種とは違つた特徴を示しているo港湾運送業でほ各種の荷役機械の溝入によ

つて作業内容の機械化が進行しているが、新設港である苫小牧港のばあいにほ機械化のテンポがとく

に著しい、といわれる。こうした事情のため苫小牧市の業界でほ荷役機械のオペレークーに対する需

要度が高いほかりでなく、新規立地業種であるという条件も作用してオペレークー要員の姜成に対す

るニーズも強い。ここでは、上記の荷役業種のうち、他業種出身者の比重の高い雑貨荷役事業所を対

象として技能者蓑成の実態をみてみよう。

苫小牧港で雑貨荷役に携わつているのは 2事業所であり、ひとつは約 10 0人、他は 30数人の作

業員を雇用している。これらの雑貨荷役部門では、トラッククレーン、ホイ）レクレーン、モービ）レク

レーン、デリック、エレベーク、フクークリフト、など、各種の荷役機械が導入され、作業の機械化

がほかられている。しかし、こうした荷役機械の使用に関してはクレーン等の安全規則（労働省令16 

号）によつて法的規制が加えられており、機械のオペレークーにはクレーン運転士、デリッ ク運転

士、および揚貨装置運転士などの免許の取得が義務づけられている。したがつて、炭鉱離瞼者や他業

種からの流入者の多い雑貨荷役事業所では、労働力編成の特殊性からいつてこれらの流入作業員を訓

練して機械操作の資格をとらせることが作業管理上重要な要件となっている。

たとえば、作業員約 10 0人の雑貨事業所の事例についてみると、現在揺貨装置の有資格者ほ 16 

人にすぎないが、今後当該作業員の 5分(1.)1に連転資格をとらせることを目標として教育している、

といわれる。同事業所の話によると、採用の際には免許をとつて有資格者とならなければならない旨

を説明し、採用後に勉強の機会を与え る仕組がとられている。ここで事業所側のいう勉強の機会と

ほ、毎年2回、業界の主催で定期的に開かれる講習会への参加のことである。この講習会は自動車整
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作業◎滋恥と同じく国家試験の合格を目当てとしたものであるが、苫小牧市内の業者をも傘下会員と

する、室蘭港湾安全協会によつて開催されている。しかし、諮習の日程ほ自動車整備業のばあいと比

べてずつと短く、わずか 2、 3日間にすぎない。現在までのとこる、開催地は室蘭市だけとなつてい

るため、苫小牧市の受謂者は急行で 1時間の距離にある室薗市へ通わねばならない。

事業所側では適当と思われる従業員を指定して講習会に参加させているが、この指定に当つてはあ

＜迄も本人の適性を主眼とし年令制限ほとくに加えられていない。こうした受購者には出張という取

扱いがなされる外、授業料などの面でも便宜がほかられ、本人負担ほ 1,0 0 O程度のテキスト代だけ

となつている。このような優遇措置は他の雑貨事業所でもとられている。この講習会の修了後、受諧

者る国家試験をうけるわけであるが、上記の事業所の作業責任者は国家試験に関して次のように述べ

ている。

「毎日、機械の側で仕事をしているのですから、本人に努力する気持さえあれば合格するのは

割合簡単です。早いのは入社して 6カ月目に 3稲類の免許をとったものもあります。問題なのほ

法規だけですから。」

この言葉にも示されているように、事業所側でほ国家試験を受験する従業員を予め当該荷役機械の

助手として配置し、有資格者と一緒に作業をさせることによつて、仕事を覚え込ませる方法をとるこ

とが多いようである。

しかし、こうした配慮によつて合格容易とする事業所の判断にもかかわらず、受験する従業員の側

からすると国家試験に合格するためにはかなりの努力が必要である、といわれる。たとえば、高校普

疇程卒で 10年間坑内労働の経歴をもつ、 32オの従業員ほ、この点について「試験の前には参考

書を買つて毎晩寝ないで受験勉強した」と語つている。この従業員のばあいほこのような受験準備の

結果、国家試験にパスすることができたが、ここで留意する必要のあるのほ高校卒で年令も若いと

いう、この合格者の条件である。事業所側のいうとおり、毎日仕事に携わつているという点では荷役

従業員が受験に有利tょ立場にあることは事実であるとしても、たとえ数力月の間にしろ「毎晩寝tょ＼ヽ

で受験勉強」することが必要だとしたら、こうした準備ができず合格を期待できない従業員も出てく

ることは当然予想されるのである。前述した作業員の 5分の 1に免許をとらせるという事業所側の目

標設定自体が、資格取得の困難tょ従業員の存在を大巾に見込んでいると考えられるのである。苫小牧

市の雑貨荷役作業員についてみると、こうした従業員は炭鉱離峨者をはじめとした中高年令の転職者

層に多いとみられる。しかし、出入船舶の都合によつて労働時間が一定せず、深夜作業も多いという

就業条件を考慮すると、帰宅してからまでこれらの中高年令層に資格取得のための努力を期待するの

ほ酷といわねばならない。したがつて、資格取得の困難な従業員をば「努力する気持」がないと性急

に判断するのは問題であり、むしろ現在の状況の下では「努力する条件」ヵ；与えられていないと考え

る方がいつそう正確であると思われる。

以上、雑貨荷役部門を対象として港湾荷役業における教育訓練の状況を概観したが、これまで指摘

した事実によつても明らかなように、この業種においてほ事業所や業界の行なう教育に比べて資格取

得をめざす従業員自身の努力が大きな役割を果している点に特色があるといつてよい。こうした本人

の努力いかんが、国家試験に合格して機械オペレークーの資格をとるか、それとも無資格で人力荷役

作業をずつと続けるかの岐路となつているのである。これに比ぺると、業界の行なう技能諧習会など

-150-



は補助的役割を演ずるにすぎない。とに角、このような港湾述送業の状況ほ中高年令の転職者層の大

部分を実質的には機械操作作業から除外し、人力荷役作業分野に滞留させる危険性を内包するものと

いわねばならない。もつとも、賃金面からすると機械オペレークーほ月 1,0 0 0円の技能手当が上租

みされる程度で人力荷役のものに比べてとくに優遇されているわけではないo しかし、中高令層に対

する転職教育という視点で把えると、作業の機械化が進展する現場の中で中高年令層の大部分が人力

作業に滞留するといつた状況は、やほり問題といわねばならない。

II 地域開発にともなう転職訓練の実態

1．道立職業訓練所の 訓練 内容 と訓 練修 了生の就労状況

(1) 道立苫小牧職業訓練所の発足と訓練生の応募状況

道立苫小牧職業訓棘所が開所したのは、昭和 40年 10月25日のことであるが、第 1期生につ

いてほ訓腺期間を 7カ月に短縮して直ちに訓練を開始している。苫小牧市に道立職業訓練所が設立

された主な理由として次の 2つの要因をあげることができる。すなわち、そのひとつほ苫小牧地城

，の開発が進展するにつれて技能労働力の需要量が増加するという長期的見透しによるものであり、

1 他は市内に滞留する炭鉱罪職者をほじめとした中高年令層の転職訓練という当面する課題の解決の

ためである。地元側の意向からいうと、戦業訓練所に対する期待ほむしる第 2にあげた中高年令層

．対策に傾いていたと考えられる。炭鉱離戦者の苫小牧市内への流入実態についてほ第 2部で詳しく

述べたのでここでは触れないが、昭和 39年 9月現在の市の調査によると、 94 2人、家族員を含

めると 4,0 5 1人の流入者を数えており、その後における流入者を入れると昭和 41年末までに約

2千人の炭鉱離瞼者の流入をみている。これらの炭鉱離蹴者のうち相当数が不安定な就労状況にあ

i ることはすでに第2部で分析したとおりである。こうした事情のため苫小牧市にとつては炭鉱離職

者の雇用安定対策が深亥lな社会問題となり、公共職業訓練所に対する期待も主としてこの側面から

論議されたのである。こうした地元側の期待ほ「64年の課題」という地元紙の特集の中で述べら

れた苫小牧公共職業安定所担当官の次の言翼によく反映していると思われる。

「………離臓者の中には中高年令といわれる人たちが多く、このためいろいろと院害が生じ

てきている。要は職粟訓練をほどこして新しい技能を蒻につけなければツプツがきかない。こ

のためには今年こそ苫小牧に職業訓練所を設胚して、これらに対する新しい人生への再出発のチ

ヤンスにしたい。」 （「苫小牧民報」、昭和 39年 1月 26日）

苫小牧市へ流入する中高年令転職者層としてほこのほか、周辺の農漁村からの脱農漁民層の流入

を認めることがでさるが、これらの層についても識業訓諌の必要性が大さいことほ炭鉱離戦者の

. Iまあいと同様である。もつと•も、その人数は現状でほ炭鉱離服者に速くおよしまたい。

とに角、以上のべた情勢のため苫小牧市では公共職業訓腺所の誘致を市の基本方針として確認し、

昭和 38年下期頃から全力をあげてこれと取り組むぬたつたのであるo道立苫小牧職業訓練所の設
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置をみたのはこうした努力の賜物と考えてよいが、この発足に際して苫小牧市では 10,9 0 0坪にの

ぽる市有地を同所の敷地として無恨貸与している。ここで苫小牧公共職業訓練所の施設について紹

介しておくと同所の建物は集中暖房方式をとり入れた総面積 47 4. 7坪の鉄筋平屋建ての近代的庁

舎であり、附属設備、公宅などを含め総工費ほ 5億 1千万円であつたといわれる。

つぎに、同所の訓練内容についてみると、訓棘科目ほプロック建築科とクイル張科の 2科目で、

訓練定員は各々 40名となつている。訓練期間は両科とも 4月～ 3月の 1年間と定められているが、

前述したように第 1期生のばあいは余儀ない事情のため 7カ月間に短縮されている。両科の訓練時

数および教科内容は表4~4に示すとおりである。すなわち、教科ほ学科と実技の2つに大別され、

実技はさらに基本実習と応用実習とに分れる。このうち学科および基本実習は所内の教室および実

習室で行なわれるけれども、応用実習ほ訓暉所が業者から委託された作業現場で行なわれる。

表 4-4 苫小牧跛業訓棘所の問l棘科目と教科内容

区 プロック建築家 ク イ Jレ 張科

訓練定員 4 0 名 4 o ィ々

訓練期間 1 年 (a丹ポ5月） 1 年 (4月～3月）

学 湘• 実 技 計 学 科 実 技 計
訓練時間数

570時間 1,230時間 1,800時間 440時間 1,3 6 0時間 1,800時間

学科 学科

プロツク建築の設計、仮設工事・ 各種の楠造、クイ）レ・プロック等の

基礎工事等各種工事、コンクリー 要点、スクイJレ・セメントその他材

トプロツクとその他の材料、測距 料の概要、デザイン等の知識を習得

測最と平板測盤、プロツク建造物 します。

の設計図算の知識を習得します。
教科内容

実技 実技

プロック切断加工、プロック稼、 基礎的なプロック・レンガ積み・コ

鉄筋加工組立コンクリート作業、 ンクリート作業、クイ Jレ・モザイク

仮わく組立、目地仕上と簡単なモ 製品の製作、浴室工事等の技能を習

Jレクル塗り・レンガ積み・クイ Jレ 得します。

張り等の技能を習得します。

すでに述べたように、苫小牧琺業訓練所は市内へ流入した中高年令層に対する臓業訓練の実施と

いう地元側の強い要望によつて設置されたわけであるが、訓練生の入所状況もこうした事情を反映

して中高年令層の比重が高くなっている。同所の業務資料によってこれまで入所した第4期生およ

び第2期生の状況を示すと、表 4~5のとおりである。すなわち昭和 40年 10月に入所した第 1

期生は全部が蹴業前歴をもつ転職者で、新規学卒者は皆無となつている。これらの第 1期生の前歴

は表 4~5にも示されているけれども、この中で示された前歴ほ入所直前の職業である点に注意し

なければならない。この表でほ炭鉱離職者の比率は 3割強となっているが、これは苫小牧市へ流入
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後、地元の建設業や港湾荷役に従事した撒歴をもつ炭鉱離職者を炭鉱出身者とせず流入後の職業に

ょって区分しているためで、実際には第 1期訓練生の過半数は炭鉱離戦者によつて占められている

のである。したがつて、苫小牧職業訓練所は地元の要望どおり、中高年令屈の転識訓練機関という

形で発足したといつてよい。しかし、同所は発足当初から予想に反して、訓練生の募集難に苦しま

なければならなかつた。新設されたばかりとはいえ、第 1期生のばあいほ定員80人に対して 50 

人の応募者しかなく、このうち 41人を入所させたが、中退者が 1人でたため修了させたのほわず

か 40人にすぎなかつたのである。このため第 2期生の募集に際してほ転職者ばかりでなく、新規

学卒者にも入所を呼びかけたが、入所したのは 42人で前年と殆んど変りがなかつた。もつとも、

訓練生の前職別棉成は第 1期生と第 2期生とでほかなり異なっており、第 2期生のばあいほ新規学

卒者が全体の 5割強を占めるにいたつた。このため同訓練所の性格も中高年令層を主体とした転職

訓練機関という当初の姿から、中高年令層ばかりではなく新規学卒者の養成訓練をも行なう機関と

いう形に変化してきているのである。

表 4-5 苫小牧識業訓練所が訓練生の性格

4 D 年度第 1 期生 4 1 年度第 2 期生

前 職 年 令 前 聯 年 令

炭 鉱 1 3 14~15オ 新卒者 2 3 1 4~1 5オ 2 1 

建 号n几 8 16~20 5 土工夫 6 16~20 6 

運 送 ， 21~30 6 炭 鉱 5 21~3 0 5 
i 

雑 役 2 31~40 1 0 建 設 3 31~40 2 

日 雇 2 41~5□ 1 1 フbック見習 2 41~5 0 7 

林 業 1 5 1オ以上 8 農 業 1 51オ以上 1 

機械工 1 その他 2 

その他 4 

計 4 0 計 4 0 計 4 2 計 4 2 

注 道立苫小牧職業訓練所資料による

ところで、市の誘致運動が効をそうして折角、待望の訓練所が設骰された尻もかかわらず、何故

に訓練生の募集難という事態が生じたのであろうか。その第 1の原因は現在設けられている訓練科

目の性格のためと思われる。苫小牧服業訓練所にほ現在、プロック建築科とクイル張り科が設けられ

ているが、北海道内ではこの両科を修了した訓陳生には季節雇用の職場しか与えられていないのであ

る。すなわち、この両科で養成するプロック稜エ、クイル張エ、右官t.cどほ建設関連識種であるため、

稜雪察冷という北海道の気象条件の下でほ仕事のできるのは 4月下旬から 12月上旬位までの時期に

かぎられ、残りの数力月間は失業保険によつて生活することを余儀な＜されるわけである。 10月25

日に入所した第 1期生の訓練期間を 7カ月間に短縮したのも、修了してからの就業日数が足りないた

め失業保険の受給資格がなくなることを恐れたからにほかならない。炭鉱離職者をはじめとした転耶

者層の中にほ恵まれない職場生活を送るものが多数いるのにもかかわらず、訓練所へ(/J応罪者が少t↓
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いのは、このような訓練科目の季節扉用的性格によるところが大きい。こうした訓練科目の季節雇

用的性格は中高年令層からばかりでなく、新規学卒者層からも敬遠される傾向にある。同所の所長

の話によると、 「中学の先生も生徒の父兄も、訓練所を季節労務者の養成施設とみる意識が強い」

といわれ、新規学卒者の応募増にもあまり多くを期待できない状況にある。同訓練所ではこれを打

開するため、同所の設備、訓練生の生活などを記録した 8ミリ映画やバンフレットなどを作り、周

辺の中学校を廻つて新規学者の入所を呼びかけることにしている。しかし、前述した訓練所につい

ての教師や父兄の見方が誤りとほいえないだけに、その効果には疑問がある。

中高年令層についてほ応募者の少ない理由としてもうひとつの要因があげられる。それほ訓練所

の設置があまり遅すぎてクイミングを失したということである。苫小牧市内への炭鉱離職者の流入

がとくに激しかつたのほ昭和 37、 8年頃であり、昭和 4 0年になると大盤的流入ほ一段落してい

る。これらの流入者の中にほ土エ、重作業人夫、雑役などの単純労働分野で働いているものも多い

が、これらのものにしても昭和 40年下期の訓練所の設置前までにとに角、働く職場を見出してい

るのである。そうして、恵まれたい職場であればある程、日々の労働生活に追われ、訓練所への入

所によつて賊種転換を考える余裕などはないのが実態であるo訓練所側でもこうした階層に対して

特に殺極的手をうつていないため、これらの層の大部分は転戦訓練の対象外に放置されたま上なの

である。また、現在の転戦訓練制度では、訓練期間中の生活を保障するのが立て前といつても、貯

えからの上殺みがなければ扶養家族を含めた生活を維持することは困難である。ところが、単純労

働分野に就業する中高年令層のばあいには、住宅建設や家計補助によつてこの数年間に退職金など

の貯えを全く使い果たし、生活の余裕のないものが多いのである。こうした状況の下では、たとえ

本人が訓棘所への入所を希望するとしても、実際には行動に移すことができないのは明らかである。

以上みてきたように、苫小牧賊業訓腺所は地元の大さな期待に応えて設置されたけれども、訓練

科目、設置時期、および現行訓練制度の欠陥などの諸事情が影響して入所人員が少ないため、十分

な機能を発揮できない状態におかれている。この事実は、職業訓練所の設置にあたつてほ、単に施

設づくりという観点だけにとどま•らず、地方労働市場の楷造と訓練対象層の生活実態に即した政策

的配慮が必要なことを示すものである。

(2) 眺業訓練の実態と問題点

ここでは苫小牧職業訓練所における訓練状況と、その問題点について検討を加えることにしよう。

まず最初に、同訓練所の教科内容についてみると、表 4~6に示すとおりである。この表によつて

も明らかなように、同訓練所のカリキュラムほプロック建築科、クイル張科（クイル張）、クイ Jレ

張科（左官）の 3種類に分れており、専門学科および実技の内容は地域の業界の実状を勘案して編

成されたといわれる。普通学科に関しては各科とも教科内容は同ーで、一緒に教室で履修する仕組

みとなっている。もつとも、ここに掲げたカリキュラムは訓練期間 1年の第2期生を対象としたも

のであり、 7カ月の訓練期間しかなかつた第 1期生のばあいはこれより時間配分が少なくなつてい

る。

つぎに、訓練所を修了した第 1期生 7人に対して行なつたインクビュー調査の結果によつて同所

における職業訓練の問題点を探つてみよう。まず第 1に指摘できることは、実技の訓練期間が十分

に与えられていないことである。とくに第 1期生のばあいには、実習室の完成が遅れたため、入所
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表 4-6 苫小牧服業訓練所の教科内容と時間配分

プロック建築科 クイル張科（クイ疫脹） クイル張科（左官）

社 会 40 社 会 40 社 会 40 

普 体 ＝ 目 30 体 = 自 30 体 育 30 

通
数 学 30 数 子邑 30 救 学 30 

学 物 理 12 物 理 12 物 理 12 
学

化 子邑 化 学 化 学 12 12 12 

科 経 営 大 要 10 経 営 大 要 10 経 営 大 要 10 

計 134 計 134 ・計 134 

建 築 構 廷、生 55 建 築 構 造 45 建 築 棉 造 30 

プロ ツク構造 65 建 築 設 備 25 建 築 号n几又 備 20 

専
建 築 設 備 30 施 工 法 70 施 工 法 50 

門
施 工 法 70 材 料 40 材 料 50 

材 料 45 仕 様 積 算 38 仕 様 腋 算 26 

子} 測 最 30 製 図 37 製 図 30 

科 仕 様 稜 算 30 惹 匠 図 案 31 法 規 20 

科 製 図 70 法 規 20 

法 規 35 

計 430 計 306 計 226 

機械基 本作業 30 機械基本作業 30 機械基本作業 . 16 

饂工作及フbッ嘩羞甜環 120 クイ Jレ張基本作業 360 準備基本作業 16 
基

プロック切断加工基本作業 モルクル塗り基本作業 下地基本作業15 40 24 

実 本 仮設工 事 基 本 作 業 55 れんが殺み基本作業 140 調合及びこね基本作業 16 

実
測盤基本作業 20 安全衛生 作 業 法 30 下塗基本作業 50 

安全衛生作業法 16 散り廻り及び基本作業 50 

習 工作基本作業 80 中塗基本作業 50 

計 338 計 600 計 230 

土 工 事 作 業 90 クイル製品製作作業 320 郷噂存及ひ疇＼、作業 50 

応 鉄筋工事作業 100 施 工 作 業 440 作 業 段 取 り 70 

技 用 枠型工事作業 110 施 工 作 業 893 

実 プロツク稜工事作業 450 足 場 作 業 42 

習 コンクリート工事作業 150 接 生 35 

計 900 計 760 計 1,090 

ノロ 計 1{300 ムロ 計 1,800 A ロ 計 1,800 
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後 2~3カ月の間ほ学科のみで、実技の訓聰は全く行なわれなかつたといわれる。こうした欠陥ほ

第 2期生のぽあいほかなり改善され、入所後 3カ月間は学科の履修と平行して基奉実習が行なわれ

ることになつている。以上のような第 1期生の特殊事情はあるとしても、実技訓練の不足というこ

とほ第2期生についても共通する問題点と思われる。たとえば、就職した第 1期生のひとりほこの

点に関して次のように述べている。 「園l腺期間としては最低 1年は必要だが、総合職訓1R2年程度

ほ欲しい」また、別の第 1期生は、 「応用実習はあればある程、就峨してから役立つ。訓練所の実

習時間は不足だ」と話している。これらの仕事が一人前にできるようになるにほ 3、 4年の経験が

必要と云われているが、こうした点から考えても 1年間の訓練では足りないのである。

以上の問題とも関連するが、第 2にあげたいのほ応用実習の場が十分に与えられていないことで

ある。この不満は主としてクイル張科の修了生から出されている問題である。訓棘所では応用実習

に際してほ地元の業界の協力をえて訓練のため適当と思われる現場の作業を委託されることになっ

ているが、クイル張科のばあいにはプロツク建築科と異なり地元に業界といつたものが存在しない

のである。苫小牧市内には専門のクイル張業者は 1軒もなく、大きな仕事は札幌＠業者が、また、

小さな仕事ほ市内の左官業者が手がけているのが現状である。このような状況にあるため、クイ JL

張科のばあいには業者との連絡がどうしても不十分となり、応用実習にふさわしい現場が不足する

ことにならざるを得ない。しかし、さきに掲げた第 1期生の言葉にもあるとおり、応用実習の果す

役割ほ極めて大きいので、以上の弱点を克服する対策を早急四樹てる必要があると思われる。

以上、クイル張科を中心として応用実習実施上の問題点をみてきたが、応用実習の兎実という点

かちみると、プロック建築科をも含めた全体的運営のあり方に対しても批判がなされている。こう

した批判の実例をあげると、 「グランド整理などの雑用や各種の催しが多すぎる。転職訓練をうけ

ているのだから、罰鵬を多くして欲しい」、 「実技の時間より話し合いの時間が多かつた」な

どである。話し合いも、催しも訓諒所にとつては必要なのであるが、忘れてはならないのほ、それ

が有効なのほ教育訓練の一環として有機的に組み込まれたばあいだけである、という原則の具体化

である。

第 3の問題は訓陣所内における指導態勢の欠陥についてである。これも主としてクイル張科の運

営と関連した問題である。すでに述べたように~苫小牧戦業訓練所においてはクイル張科を 2 つに

分け、クイル張工コースと左官コースが設けられている。そうして、各々のコースにほ跛業訓練指

等員が 1人づつ配置されているが、この両者の間の連携ほ艮くないといわれる。第 1期生からの聴

きとり調査の結果によると、左官の指等員が科長をしているという事情もあって、実技訓練に入つ

てからも初めの 2カ月間位は左官の実習ばかり行ない、クイル張の実習に入つた＠ほ訓練期間が修

了する 3カ月前からという状態である。つまり、第 1期生の訓棘当時は左官とクイル張工の訓棘内

容が明確に分離されておらず、訓練指導員相互の反目もあって呉越同舟の形で混乱した運営がなさ

れていたのである。こうした混乱ほ次年度からのカリキュラムの明確化によつて表面的には解決さ

れたとみられるが、混乱を生じた基本的要因はなくなっていないと思われる。この問題の主たる側

面は、指導員の職人的性格にある。ある第 1期生は上記の事態を次のように把えている。 「俺こそ

しまという職人意識が働いて、共同してやる気持がないのだ」。左官やクイル張工たどのばあいには、

仕事の性格からいてつ眠人的性格が残つているのはある意味では当然のことであるが、訓練所が識
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業技術教育の機関であるかぎり、指溝員としての立場では教育者であることが要求されるのである。

とこるが、現状では教育者という性格が職人性に押し切られているとこる囮問題がある。

最後に述べておきたいのほ訓練生の生活指導の問題である。これほ訓練生からではなく、訓練所

側から提起された問題であるが、同所でほ訓練生に対する生活指導をとくに重視しているといわれ

る。同所における生活指導は産業人としての自覚を養うことを目標としており、この目標達成のた

めの詳細な指導計画表が各自について週レペルまで具体化されている。たとえば、昭和 41年 5月

の月間生活指導目標を示すと、次のとおりである。

「集団内における相互の利益を確保し、相互作用を効果的なものにするため、規律を遊守さ

せ、訓練生自体が自主的な活動を展開させていくための基礎となるものであることを自党させ、

訓練所生活における規律を正しく理解し、習恨づけに努める。」

このような月間指導目標にしたがつて各週の指導目標がたてられているのである。前述したよう

に苫小牧職業訓練所の訓練生の中には中高年令層と親規学卒者陪とが併存しているが、こうした訓

練生の構成のため、生活指等の方法は難しくなっている。つまり、訓腺生の年令的開きが大きいた

め、若年層にほ厳しい指尊内容だとしても、中高年令層には自明のことであつたりするのである。

ところで、生活指導を重視するという基本方針には異議はないが、ここでみちれる指導方法にほ

若干の問題があると思われる。同所の指迎計画をみたかぎりでは上からの指導ということがあまり

にも強調され過ぎるのである。たとえば、 「相互理解」という言葉にしても、訓練所の指導にょっ

て理解させるという・ニュアンスで用いられている。しかし、中学卒以上の年令層を対象とした生活

指導のばあい1rCは、上からの「しつけ」や「規律遵守」などよりも、互い同士の自由な討論による

自主的理解の方がより有効であると思われる。さらにいうと、上から教えられる抽象的な精神主義

よりも、各人が直面している具体的課題や悩みについての経験交流の方がより教育的なのである。

このような意味からいつて、苫小牧職業訓練所の生活指等も、 「産業人としての自覚」というよう

な抽象的な目標ではなく、訓練修了後、訓諒生がぶつかる困難にうち勝つための具体的な目標を設

定してもつと問鵬生に密着した形で行なわれる必要があると思われる。

(3) 訓練修了生の就労状況

つきに、苫小牧戦業訓練所修了生の就労状況についてみることにしよう。発足して間もない同訓

練所を終了したのは第 1期生だけであるが、これらゐ修了生の大部分は苫小牧市内の建設関係事業

所で働いている。同訓暉所の業務資料によると、第 1期生の賃金水準は表 4~7trc示すとおりであ

る。すなわち、平均するとプロック建築、クイル張の両者とも 25,000~26,000円程度で、

決して高い水準とはいえない。もつとも、殆んどの事業所で請負給制度がとられているため、賃金

水準は本人の仕事の能率いかんによつて上下する仕組みとなっている。しかし、それによつて多少

賃金が上がるとしても、家族もちの労働者にとつて満足すべき水準となっていない。請負給制度が

とられている職場では、残業手当が支給されていないとこるもあ4るため、残業の多い割に手取り高

ほふえていないのである。昭和 41年 10月に、われわれが行なつた第 1期生に対する聴きとり調

査においても、賃金水準の低さを歎ぐ声が多く開かれた。こうした低賃金水準のため、訓練修了生

のなかには折角覚えた技能を利用することなく、訓棘科目とは全く関係のない業種に入ったものす

ら現われている。たとえば、われわれの聴きとり調査の対象となっ．た表 4,:---8.のJ167の労働者のば
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あいにほ、建設関係の職場には 3万円の賃金を保障するところがなかつたため、市民のし尿処理を

業務とする会社の汲みとり作業員となり、現在、手当り 32,0 0 0円の収入をえているといわれる。

本人も指摘しているように、このばあいには生活する上で訓練所で学んだ技能は全く生かされてい

ないのである。

しかしながら、訓練所で修得した技能を生かしていないという点では瓜7の労働者ばかりでなく、

クイル張科の修了生の多くも同様である。前述したように、現在までのところ苫小牧市内には専門

のクイル業者は 1珊もないため、これらの修了生ほプロック業などの事業所に入ったものが多く、

職場のなかでクイル張技能を生かすチヤンスに恵まれていない。こうした人達は多かれ少なかれ、

表 4~8のlfo.5の労働者のように「プロック作業はいやなので、自分ほいつまでこの仕事をできる

かと考える」状態にあり、現在の仕事に対して強い不満意識をもつている。同訓練所のクイル張科

修了生 15人の中で、訓練所で学んだ技能を生かしているものをあげてみると、クイノレ張技能に関

してほ札幌市のクイル業者の許に就職した 2人だけであるが、このほかに左官業者に勤めて左官技

能を生かしていると思われるものが 4人いる。したがつて、クイル張科に関してほ過半数以上のも

のが訓練所で学んだ技能が役立たない職場の中で働いているのである。もつとも、プロツク殺や左

官作業に従事している訓糠修了生が修得した技能を生かしているといつても、まだ一人前になつて

いないわけだから、仕事を本格的に任されず熟練労働者の手もととして働いているものも多い。

以上みてきたように、第 1期生の就職状況は労働条件、作業内容などの面からいつても改善しな

ければならない問題を含んでいる。第 1期生にみられるこうした状況が現状のまり推移するとした

ら、求人側の現行労働条件についての安易な黙認によって、苫小牧職業訓練所ほ客観的にみると労

働力不足に悩む季節雇用的業種に対する労働力供給機関として地方労働市場楷造の質的変革ではな

く、その現状維持的機能を果すことにならざるを得ない。しかし、公共職業訓練所が地域開発の中

で果す役割は、十分な跛業訓練によつて訓練修了生が地方労働市場の底辺部に沈澱するのを防ぎ、

彼らをより高い技能労働市場へ誘導することでなければならない。こうした意味では、現行労働条

件の劣悪性ぬ対する容易な妥協は禁物なのである。この点に関して心懺業訓練所や安定所のあつ旋

によつて就眠した第 1期生からも、 「訓練所、安定所は業者をよく知つて欲しい。業者の深い点ま

で知つて欲しい」、 「職安ほ訓練所の内容をよく知つた上であつ旋して欲し．い」などの形で、現在

の安易な就戦あつ旋に対する批判が出されている。現在必要なことはこうした批判に応えて、職業

訓練所や安定所の使命ほ季節雇用、低賃金など、労働条件の恵まれない労働者を温存＝供給するこ

とではなく、これを廃絶することにある、という原則をはつきりと確認することである。

表 4-7 第 1期訓練生の賃金実態

人 数 最 低 最 高 乎 均

プロック建築 2 2 1 8, 7 5 0 3 2,5 0 0 2 5,0 0 0 

ク イ Jレ 張 1 3 19,500 4 5, 0 0 0 2 6, 0 0 0 

計 3 6 1 8, 7 5 0 4 5, 0 0 0 2 5,0 0 0 
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表 4-8 訓練修了生の就職状況と職安、職訓、および会社に対する意見

＂ 
性 年令 苫小牧市へ流入前後の蹴歴 訓練利用 職現在の就先 会社の待遇についての意見 載安、臓訓記対する希望

.t10:1 男 44オ 炭鉱採炭夫(13年）→王子製 プロック k組プロ 賃金ほ請負制、全てが不満だ。 訓練所、安定所ほ業者をよく知つてほ

紙社外工→職訓→現在 ック殺工 今年一杯は我慢するがやめたい。 しい。業者の深い点まで知つてほしい。

瓜 2 男 57オ 炭鉱採炭夫(18年）→市内建設 プロック 無 識 岩見沢聡訓の塗装科に入りたかつ

会社作業員→職訓→現在 な し たが、断わられたので仕方なし苫小牧

のプロックに入つた。本人に対する適

性も調ぺずに口頭試問だけで入所させ

るのほ疑問だo短期間では仕事を覚え

られない。

爪 5 男 39オ 炭鉱工作夫 (15年｝→識訓→ プロック Mプロック 相場からいうと、収入が少ないので、 頭数を集めるためだろうが、不適当な

現在 プロック もつと欲しいo賃金は請負制で労働 人まで入れているため、就職しても仕

ー1599

積工， 時間の制限なし、チヤンスがあれば 事ができず、中途半端となっている。
： 

明日にでも変りたい。

116. 4 女 40オ 食料品店自営(10年）→市内 クイル張

鱈厄贔
クイル張の技能を認めてくれないこ 識訓では先生の腕ほいいが、教え方が

建築会社雑役→職訓→現在 とo残業しても手当なし よく判らなかつた。

瓜 5 男 52オ 炭鉱坑内夫(20年）→職訓→ クイル張 I組プロ プロック作業はいやなので、自分が 跛安から進められて訓陳所へ入ったが

現在 ック積エ いつまでこの仕事をできるかと考え 識安ほ識訓の内容を十分知つた上であ

る。時間はJレーズ、賃金は安い、社 つ施して欲しい。職安で閣いた話は今

会保険なし、契約どうりのことは何もない。 からみると甘かつた。

瓜 6 男 6 1オ 失対労務(7年）→職訓巨M左 クイル張 チップ（乍 高年金のため技能をもつていても、思

官ラス張工→現在 業社外工 賃金が安い。 うように生かされないが、職訓ほ若い

3 0代の人にすすめたい。

AG.7 男 52オ 炭鉱支柱夫(14年半）→職訓 クイル張 清掃会社 健康保健もあるといつたのに、失業 戦訓は大変良かつたと思っているが、,.

→現在 作業員 保険しかない。車に乗つているので 生活する上では技能を生かしていない。
＊ ， 

事故が不安だ。 3万円位の給料の所をあつ旋して欲し

いといつたがなかつたので、新開広告

で現在のところへ入った。

.t11i 8 男 32オ 炭鉱支繰夫(11年）→職訓→ クイル張

建見札イ習幌ル材市張社工のク
徒弟あがりの人と待遇面で差がある。 失業保険が目当てで、其剣でない訓練

現在 給料ほ固定給だが安い。残業手当な 生が多力つた。体制の整わないうちに訓腺

し。 所へ入所させたのほけしからぬ。



2. 産業開発青年隊の教育訓練機能

昭和 40年まで苫小牧市に設置されていた北海道地方産業開発青年隊ほ、すでに第 2部第 1章lVの

中でふれたように、建設技能労働者の養成訓練機関として大きな役割を果している。またこの隊の性

格、郡棘生の属性、訓練内容などについてほ他の箪者によつて第 2部後半の中で明らかにされている

ので、ここでは隊の教育機能が地域開発の進展の中でどのような形で現われているか、についてだけ

簡単に述べることにしたい。

最初に同隊発行の資料を用いて隊の性格について少しだけ解説を加えておこう。「北海道地方産業開

発青年隊の概況」によると、同隊の目的は次のように述べられている。

「北海道地方産業開発青年隊は、北海道総合開発の推進に貢献する心身ともに有能な青年建設技

能者を蓑成することを目的としている。

教育はいわゆる『働きっ上学ぶ』の方式をとり道の直営土木事業に従事し、実習訓練を中心とし

て、一般及び技術教育を施し、共同生活を通じて郷土愛を基調とする精神的教養と、集団社会の

構成員として必要な、協調性を組織的に訓練している。」

同隊では、以上の方針に基づいて規律ある合宿生活の中で 1年間にわたり隊員の教育と行なってい

るのである。 ここで同隊の行なう教育訓練の内容についてみると、そのカリキュラムの大要ほ表 4

~9に示すとおりである。すなわち、第 1期にあたる 5月 11日から 6月 4日までの 25日間は、

青年隊員としての心構えと実地実習の基礎的事項についての教育がなされる。つづくぷ月 5日から

1 1月 20 日までの約 6カ月間においては第2期ということで、河川改修工事に就労しながら建設

機械の運転、整備、測最、および土木施行等の実習訓練がなされる。さらに第 3期の教育訓練とし

て 11月21日から 3月 10日までの約3カ月間、一般教育ならびに土木基礎学、建設機械、測最お

よび土木施行についての教育訓練がなされる。以上の訓練の結果、同隊の隊員の大部分ほ訓練課程の

修了以前に、プJレトーザー、グレーダーなどの建設機械や、大型自動車の運転免許を取得するといわ

れている。

表 4ー9 北海道地方産業開発青年隊のカリキュラム

区
内］］：---竺-

1 期 2 期 3 期 4 期

分 5.11~6.4 6.5~11.2 0 11.21~3.1 0 計

学 一般社会基礎学 2 2 1 3 6 5 1 0 0 

基 良 測 量

゜
7 0 

゜
7 0 

礎
時 土 木 施 工 法

゜
6 8 1 8 7 

間 建設機械通論 4 4 8 0 9 1 2 1 5 

訓懃 計 6 6 1 6 9 2 3 7 4 7 2 

蘭瞥
建設機械操作 5 6 1 2 8 1 8 4 

練 II 整備

゜
1 8 8 1 8 8 

計 5 6 3 1 6 3 7 2 

ノロ 計 1 2 2 1 6 9 5 5 3 8 4 4 

実 建 設機 械運転 5 4 4 5 4 4 

施 ‘’ 整備 8 8 8 8 

訓 測通於ぴ土木施工 3 6 0 3 6 0 

練 計 9 9 2 9 9 2 

注 昭和 39年度のものである。
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産業開発背年隊員ほ 1年間の教育期間を終了した後、その殆んどが道内の建設会社に就戦し、建設

械オペレークーとして活躍中ておる。大規模な港湾整備工事のため建設工事の機械化が進行している苫

小牧市のばあいにほ、パワーショベル、 ドラグライン、プルドーザーなどを用いた堀削工事が行なわ

れているため、これらの建設機械を操作できるオペレークーがとくに必要となきれている。こうした

事情のため、苫小牧市の港湾工事現場では建設機械オペレ＿クーとして働く産業開発青年隊修了者の

姿がとくに目立つている。

ところで、建設機械オペレークーは機械の所有者が親企業であるため、従来の建設業にみられた直

接工事は下請が行なうという原則から離れて、親企業の直轄する常用労働者とfょつている。このため、

産業開発青年隊修了者も隊においてオペレークーとしての技能訓練をうけたがゆえに、建設業界に入

つても下請などのような季節労務者ではなく、親企業の雇用する常用労働者となることが死きる。つまり、

ここでは転職訓練機関としての産業開発青年隊の教育訓練は、その修了者を常用化することによつて、

季節扉用が支配的な建設業労働市場構造の質的改革にー役かつているのである。前述した公共職業訓

練所の現状と対比して、こうした産業開発青年隊の教育訓陳機能は十分注目するに値いする。

3. 市立苫小牧自動車学校の教育訓練機能と炭鉱離職者の就労実態

市立苫小牧自動車学校は全国的にも数少ない公立校であり、開校以来すでに 10年以上の歴史をも

つている。同校でほ大型科、大型速成科、普通科、および軽四輪科の 4コースに分れ学科と実技の練

習がなされているが、昭和 39年 6月現在の定員および生徒数は表4-10のとおりである。同校の入

校日は毎月上旬となつているが、入校後、全教程が終了するまでにほ 22、 3日の日数が必要とされ

る。そうして、全教程の終了時に同校の職員によつて技能の判定がなされ、これに合格したばあいに

は卒業証明書が交付される。この証明書によつて運転技能の国家試験が免除される仕組みとなってい

る。

表 4-10 自動車学校生徒数
(3 9年 6月実緻）

： 定 員
生 徒 数

計 男 女

大 型 科 3 0人 4 7 4 7 

大型速成科 3 0 3 1 3 1 

普 通 科 1 5 0 1 5 0 1 0 8 4 2 

軽 四 輪 科 3 0 1 4 1 1 3 

計 2 4 0 2 4 2 1 9 7 4 5 

この調査研究において苫小牧自動車学校をとり上げた理由ほ｝まかでもない。同校が苫小牧市におい

て前述した産業開発青年隊などと同じような意味で転識訓練機関としての機能を果していると考えた

からである。もち論、自動車学校に通う人達の中には最近のカープームにのり免許をとつて車を求め

たいというマイカ一族も少なくない。だから、同校が転職訓棘機関という性格をもつといつても、-
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部の利用者層記対してであって、同校の性格がそれによって基本的に規定されると考えているわけで

ほ決してない。しかし、同校lt1:設けられているコースの中でも大型科および大型速成科などは、マイ

カ一族としてではなく、職業技能の修得のため通う人達が多いので、朦業教育機関としての性格が強

いと考えてよいであろう。大型コースにかぎらず、普通コースの利用者の中にも識業技能の修得のた

燐う人達が含まれている。ここで問 題とするのは、自動車学校のこうした機能なのである。

苫小牧自動車学校の転職訓練機関という機能がなんびとの目にも明らかとなつたのは、昭和 37、8

年頃から苫小牧市内へ大蓋流入した炭鉱離峨者層による同校の利用以来のことである。すなわち、当

時炭鉱離臓者の中でも中高年令層の人達ほ就眠条件を有利にするため、失業保険受給中に殆んどが自

動車学校に通つたといわれている。同校の担当者の話によると、離朦者たちの同校への通学は 38年

秋口から 39年にかけて多く、普通科を修了したものが天部分であった。ここでは、こうした炭鉱離

跛者を考慮の対象として自動車学校の果している役割について考えてみたい。

昭和 40年 9月に 20数世帯を対象として行なつた炭鉱離識者調査の概要についてほ、すでに第 2

部第 1章の中で紹介したけれども、この面接調査の対象となつた世帯主の中にほ苫小牧自動車学校に

通つて免許をとつた労働者が 2人含まれている。そうして、 2人とも取得した運転免許を戦場におい

て有効に活用しているのである。以下では、この面接調査の資料を用いてこの 2人の離職者の事例に

ついて検討してみることにしよう。

調査悟帯番号底4、 3・ 8オ男子、旧制尋常小卒、 3人家族、妻雑貨屋自営

彼は小学校を出てから 12年ほど、石狩支庁浜益村で自家漁業を営んでいたが、昭和 27年 7月

に三井鉱山芦別鉱業所へ採炭夫として就職した。炭鉱に勤めていた当時から炭鉱労働にいや気がさ

していたが、合理化を契機として 38年 4月に退峨し、妻の姉のいる苫小牧市へ転入した。転入後

すぐに自動車学校に通い、 38年 5月には普通免許を取得している。同年 8月までは主として失

業保険で生活した。彼の住んでいる家は転入の直前 70万円で買ったもので、地主（農家）の建て

売り住宅であった。運転免許を利用して商売することを思いつき、車を買つて 38年頃から野菜の

行商をはじめたがうまくゆかず同年 12月には失敗して折角買った 4輪車を手離している。こうし

た状況のもとで彼の要は自宅を改造して内職的な意味で雑貨屋を開いた。この店は現在まで続けふ

れている。翌 39年 1月、要の姉の努力で 0製紙の土場、調木などの下諮業務を行なう H陸運に臨

時作業員として入転したが、そのかたわら夕方から自動車学校に通い今度は大型免許を取得した。

H陸運ではこのため主として運転手として働いていたが、 1カ月 23, 0 0 0円程度の賃金にしかな

らないので、 M運輸の公募に応じ同年 9月に退社した。 M運輸は道央地域を地盤とした陸運会社で

あるが、ここでもトラック運転手として勤務し、間もなく臨時から本採用になった。 しかし、同社

の質金は月 25, 0 0 0円位で H陸運と大差がないため、翌年の 4月まで勤めて同社をやめた。彼が

現在勤めているのは 0建設であり、そこでダンプ運転手として働いている。同社の労働時間は以前

の会社と違い、朝 5時から夜 7、 8時頃まで、日曜なしといった状態であるが、このため貨金も

42,000円と高い。

彼の将来の希望は、自分の車（ク・ンプ）をもつて自立し、建設関係業務の下請をすることである。

そうすると、仕事の張り合いも出るし、経済的にも楽になると考えている。しかし、 C.5した仕事

に必要なコネも十分でないので、機会を狙つているというのが現在の心境である。
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疇世帯番号釦 2、 46オ男子、旧制高小卒、 3人家族、妻洗ヒツェ

彼の出身地は長野県であるが、高等科を出てすぐ東京の殺物問屋に丁稚として入り、数年間そこ

で働いた。その後、都内の機械工場に勤め工作機械工として 2年半過した。昭和 15年 3月に軍隊

に入隊し、 1 8年 3月まで満州で軍隊生活を送ったが、除隊後も帰国せず同地のゴム工場に就識し

た。終戦により郷里の長野県へ引揚げてきてからは 1年半ほど自家農業の手伝いをした。昭和 23 

年 5月、明治鉱業芦別鉱業所へ就職するため来道し、 38年 4月に離職するまで同鉱業所で採炭夫

として働いていた。

彼が苫小牧市へ転入したのは炭鉱の労務係が現在の会社を紹介したためで、 40年 4月に転入し

て以来、同社に勤めている。もつとも、彼が勤める S建設は木造建設工事を主要業務とする建設会

社なので、 1月から 3月までの冬期間は仕事を休むため、彼は失業保険で生活を支えている。 3 9 

年まで従事していた仕事は大工、プロック、鉄筋屋などの手助けをする雑役であったが、 40年 1

月に自動車学校に通つて普通免許をとつたため、 40年 4月からは主として自動車運転手として働

いている。しかし、彼に云わせると、運転手の仕事は荷物を和んで走るときなど危いし、月給制に

なるため手取り額も下がるので、雑役の方がよいという。

もう 3年間も現在の会社に難める彼であるが、良い職場があったらすぐに止めたいと洩している。

その際希望することは、月 1万 3、 4千円下がつても社会保険のある職場に勤めたいということで

ある。彼の現在の貨金は残業手当を含めて 35, 0 0 0円位である。彼が現在後悔していることは、

公共威業訓練所の機械科に入って勉強しなかったことで、そうすちと色々な点で便利であったのに、

とくやんでいる。

以上の事例にみるように、この 2人の炭鉱離賊者のばあいには現在の識業生活をすすめてゆく上で

自動車学校で修得した運転技能が決定的な役割を演じている。しかし、世帯番号瓜 12のばあいのよ

うに、折角の技能が仇になり、労働条件が実質的には若千切下げられるといつた皮肉な結果を生じて

いる。この事実は、運転手の労働市場と単純労働市場は建設業などでは互いに重なり合つているため、

現状では運転技能の修得のみによつてほ単純労働市場から離脱する条件とほならないことを物語るも

のといえよう。こうした意味でほ、自動車学校の転職訓練機関としての機能には限界があるといわね

ばならないo 自動車学校が地方労働市場の質的改革のなかでより大きな機能を果すためには、もつと

充実した内容もつ長期的な訓練プランが用意されなければならないのである。
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第5章地域開発と労働者教育

以上、苫小牧開発の進展にともなって活澄な動きを示すにいたつた労働者教育の現状について、企業

グJレープまたは訓練機関の種類ごとに検討を加えてきた。この章では、この調査研究をつうじて見出さ

れた若干の問題点をとり上げて結びにかえたい。

労働者教育ほ、臓業技術教育という側面からみると、企業がすでに雇用する既存労働力の質的向上の

ための再教育と、新たに企業外から供給される入職労働力の養成訓練という 2つの対象領城に区分され

るが、前者は主として生産工程または作業内容の質的変化に対応し、後者はそればかりでなく新規学卒

労働力の供給条件の変化によつても規制される。つまり平たくいうと、新規学卒者の求人難と技術進歩

とが、現局面における賊業技術教育実施のための主要な要因をなしている。したがつて、労働者教育の

具体的展開過程は、この 2つの要因の進行度合いかんによつて異なつた形をとることになる。

すでに分析したとおり、調査対象地たる苫小牧市では、既存大企業の合理化による業務の再編成、新

規立地工業の生成発展、および開発事業の進行など、地方労働市場の再編成を促進する新事態の発生が

相次いでいる。現段階における特徴的事実として指摘できるのは、こうした地方労働市場の再編成にあ

たつて、企業内教育、職業訓練などの労働者教育が、決定的な作用を及ぽしていることである。こ上で苫

小牧開発にともなう地方労働市場の再編成との関連において労働者教育の動きをみてみると、図 5-1

のとおりである。この図にも示されているように、苫小牧地方労働市場の内部には労働者教育という面

で互いに内容的に関連したいくつかの企業グJレープが存在している。第 1のグJレープは、図の中では既

存大企業と表現されている0製紙苫小牧工場を中心としてグJレープで、第 1章で分析の対象とした子会

社、社内下請などの関連企業群力やれに含沿かる。第 2グループとしてあげられるのは新規立地企業で、

第 2章の分析の対象とした諸企業などがその代表的存在である。さらに第 3グJレープとしてほ共同訓練

を実施している零細企業群が数えられる。第 4章でふれた自動車整備工場や港湾荷役事業所などは、華

本的には第 2のグJレープvc属すると考えてよい。もつとも、港湾荷役のばあいには単純労侃的性格のも

のも含まれているので、同図の中では 2つに分れている新規立地企業と関連社内下請とを一緒にした形

のものと考えた方がよい。これらの企業グループの最下部には労純労働市場が大きく拡がつており、その

底辺部分は「自由な」労働移動によつて重なり合つている。

ところで、労働者教育の展開形態が生産工程の質的変化と新規学卒労働力不足という 2つの要因によ

つて規定されることは前述したとおりであるが、この 2つの要因の進行度合の違いのため、上記の企業

グループ内における労働者教育の実施状況ほかなり異なったものとなっている。すなわち、技術革新の

進展によつて生産工程の質的変化の著しい既存大企業グJレープ＝〇製紙グループのばあいは、企業内教

育は全従業員層への実施という形をとり既存労働力の再教育についても配慮がなされているのに対して、

第 3グループに属する板金、塗装などの零糖業種のばあいにほ、新規学卒労働力不足に対処するため、

中卒者に対する共同識業訓練の実施ということに焦点が絞呟江い灰沢ある。そうして、第2グJレープの新

規立地企業などのばあいにほ、新入社員教育が共通して行なわれている外に、定時制高校への通学奨励

という形で地域内の他の教育機関を稜極的に活用して中卒者教育の推進をはかる企業の存在することが
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図 5ー 1 苫小牧地方労働市場の再緬成と教育訓練
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1つの特色となつている。これらの各グJレープ内における教育訓練の実態についてほ、すでに分析した

ので繰返さないことにし、こ上では共通した問題点として次の 4点をあげておきたい。

第 1に指摘したいことほ、現在行なわれている労働者教育としてほ技術、技能面での能力開発をめざ

す跛業技術教育のほかに、これと平行して職場秩序の近代化をはかるという名目の下で実施されてい

る労資協調的精神教育があるが、中小企業以上の規模においてほとくに後者の比重がかなり高いという

ことである。たとえば、 0製紙のばあいについても、一方でほ段t代化技能教育」という形で新鋭の機

械装置の苺入された生産現場を中心として指名式で従業員の再教育がなされていると同時に、他方でほ

研修会館における合宿をつうじて企業精神を注入する「従業員教育」や、現場職制の指導の下で従業員

相互間の精神的交流をはかる「識場懇話会」などが工場の全従業員層を対象として行なわれている。っ

まり、聯業技術教育は一部の従業員層に対して実施されているのに対して、ら精神教育は全従業員層に対

してなされているのである。また、新規立地企業のばあいにほ、職場外で行なう企業内教育としては新

入社員教育と監督者教育しか実施されておらず、指能面での教育訓練困談場の自発的配慮に任されてい

る状態である。もつとも、前述したよう記定時制高校、業界諧習会などといつた企業外での教育機会を

稜極的に利用して職業技術教育の充実をほかるといった動きもみられるが、 0製紙の「職場懇話会」と

同質の n戦場会」なる組織を上からの指導で（乍つている企業の事例などを考慮すると、新規立地企業の

教育の璽点ほ識業技術教育でほなく、人間関係論的思想教育に蕊如元、ヽると考えることができる。しかし、こうし

た職業技術教育の実施に対する消極的態度ほ、系統的な技術教育の実施を望む従業員層の教育要求と正

面から対立するものであることほ、すでに述ぺたD化学工場の事例によつても明らかである。

さきに精神教育は中小企業以上の規模でとくに高い比重をもつと述べたが、苫小牧市における事例を

検討してみると、こうした精神教育ほ零細業種のばあいにも形をかえて行なわれているといつてよい。

-165-



それは、共同職業訓練と併習の形で行なわれている「商工青年学園」四芍る教育である。こうした官製

社会教育は上からの体制内的教育として思想教育的性格を色涙くもつているo企業独自では思想教育を

行なう態勢をもたない零細業種に対して、こうした形で地方自治体による補強がなされている点に、国

家独占資本主義段階における労働者教育のひとつの特徴を認めることができる。そうして、この官製社

会教育が併習の形をとる朦業教育よりも優先的に行なわれている点に、問題の重要性をよみとることが

できるのである。

第 2!IC.指摘したいのほ、事業内識業訓練の実態からみた位置づけに関してである。苫小牧市における

実態からみるかぎり、ーロに事業内服業訓練といつても零細業種が行なつている共同跛業訓練と、 0製

紙の子会社である0工営技能訓練所の訓練とでは、倍以上も訓練時間の開きがあるばかりでなく、内容

的にも甚しい格差が認められる。周知のように、事業内職業訓練を後期中等教育の一環として位置づけ

ることを要望する意見が産業界をはじめとして各方面から出されている。しかし、第 5章で詳しくみた

ように、苫小牧市の共同躁業訓練に関していえば、現行の職業訓練制度に定められた最低基準を維持す

ることすら容易でない状況にある。まして、これを後期中等教育の一環として位置づけるということは、

現状からいつて大きな問題がある。こうした事態が生じたのほ、教育訓練の実施についての本格的な決

意を持たないまま、人集めを直接の動機として職業訓練の実施に踏み切つたためとみられる。こうした

形で事業内戦業訓練を実施するという事態は、今後における若年労働力不足の情勢を考えると、苫小牧

市の零細業種にかぎらず他の業種でも起ることが当然予想される。このように、中小零細業種を中心と

して人集めの手段として事業内職業訓練を実施するという要因が客観的には存在し、しかもこうした形

の職業訓練が将来増加する見透しもたてられるとしたならば、現在の朦業訓練をそのま只後期中等教育

の一環として位置づける考えほ、実質的にほ教育水準の低下をもたらす危険性が大きいのである。

また、このような共同躁業訓練と対比すると 0工営の技能訓練ほ充実した内容をもつているといつて

よいが、その教科編成の意欲的な側面は主として高校通信制との連携のため生じたものである。したが

つて、同所が技能高校として認可され、他の高校との連携をほかる必要性がなくなったばあいにも、現

在の教育訓練内容が維持されるという保障ほ何処にもないの．である。同所の教育訓練の問題点について

ほ第 1章の中で明らかにしているので重複をさけるが、全寮制ジステムの下でスパJレク式教育による従

業員づくりが行なわれていることだけは指摘しておきたい。この点にかぎつても、同所の教育は現行の

高校教育の理念とは異質なものなのである。これらの諸点を考慮すると、訓腺内容の充実している 0エ
営技能訓練所のばあいも、現状においてほこれをそのまゞ高校教育と見倣すことほ問題であるといわな

ければならない。

第 3の問題点は、地城開発の進展の中で占める転臓教育の重要性にもかかわらず、現状では極めて不

徹底のま豆放置されていることである。地域開発の進展による新しい労働力需要の発生に対応して、セ

ンクー都市でほ斜陽地域の過剰人口層をはじめとして他地城から流入する転戦者層が増大するが、これ

らの転朦流入者層の多くは特殊な技能をもたないため、これをそのまと放置したばあいはセンクー都市

の底辺部に大蓋の不安定服業層が堆稜することになる。こうした事態が発生するとしたならば、地城開

発の進展ほ住民諸階層の生活水準間の格差の増大を意味することになり、地城開発の進展によつてマイ

ナスの影櫛をうける住民層も相当数生じることになる。こうした事態の発生を避けるためには、流入転

聯者層に対して十分な転識教育の機会を与えることが是非とも必要である。
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ところが、呂小牧市の現状についてみると、転跛者教育の内容はまだ極めて不十分な段階にとどまつ

ている。われわれの行なつた世帯調査の資料を用いて炭鉱離職者の事例を賠理してみると、表 5-1k

示すとおりである。すなわち、転職訓練をうける機会に恵まれなかつた炭鉱離職者の大部分は単純労働

分野に就業することを余儀なくされるが、何等かの転識訓練をうけたもののばあいには、その技能を生

かして技能エ労働市場へ流入することができるのである。こうした意味で技能修得の機会をもつか、否

かが流入転城者層にとつては重要な意味をもつている。

表 5-1 流入転職者屈の聯業移動と転戚訓練一炭鉱離職者の事例一

I 炭鉱→単純労働者（土エ、港湾人力荷役、社外単純作業員、雑役など）

lI 炭鉱→墓（乍業員→l'自動学校、国家試験 l→各種自動車運転手（乗用専トラック、

けん引車）

llI 炭鉱→一般作業員叶業界構習会、国家試験 I→各種機械の運転エ（荷役機械、オゞレ＿

クー、ボイラーマン）

w 炭鉱→！公共職業訓練所1一各種の専門エ（プロック殺エ、配管工、熔接工など）

v 炭 鉱→ 1企業内転戦教育 I→技術作業員（開発会社の事例◎訟穆故による工場入識者など）

可 炭鉱→炭鉱時代の類似載種作業員（大工、電工など）

前述Lたように、苫小牧市にほ最近、公共服業訓練所が設置され転職者教育のヒンクーとして一定の機能

を果しているが、訓練科目運営内容などの面で難点があるため、まだ十分な機能を発揮しているといえ

ない状況にある。しかし、問題の重要性と深亥0性を考えると、職業訓練をはじめと•した転識者教育の

充実を早急にほかる必要がある。この点に間してほ職業訓練所、産業開発背年隊、自動車学校などの公

的機関の努力ばかりでなく、民間企業における実施条件を整備することも重要と考えられる。

最後に指摘したいのほ、労働者を対象とした職業技術教育の推進に関する問題点である。この調査研

究に関連したかぎりでも、これらの教育を指導する官庁ほ労働省をはじめ通産省、運輸省などいくつか

の省に分れている。そうして、関係法規もこれに対応して数多くに分れている。ところが、他方では当

該地城の労働者教育全体について責任をもつ機関は何処にも見当らないのである。こうした現状の下で

後期中等教育の前進や転職者教育の充実を叫んだとしても、それほ絵にかいた餅程度の効果しかあげ得

ないと思われる。こうした状況を打開するため、関係官庁、業界、労組などの代表者からなる推進機関

を設けることも 1つの方法であると考えられる。
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